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地域活性化センターでは、地域づくり全般に関する情報提供及び調査・研究、ひとづくりに

資する研修及び交流、まちづくりに対する助成等の支援を内容とする事業に取り組んでいます。

情報提供及び調査・研究の一つの事業として、地域づくりに関する具体的な事例及び最新情

報等を紹介するため、情報誌「地域づくり」(本編、特集編)を毎月発行、また、別冊号として事

例集（地域づくり団体活動事例集、地域活性化事例集、人材育成ガイドブック等）を定期的に

発行し、会員等に配付するとともに、HP上においてweb会員向けに公開しています。

毎月編集・発行している情報誌「地域づくり」は、昭和60年11月の創刊から令和 5年 9月で

通巻411号となり、全国の地方公共団体、省庁、地域づくり団体、商工団体、学校関係、民間会

員等にご愛読いただいております。

さて、今般、これまでに発行した地域づくり・事例集の中から取組事例を選定し、地方公共

団体の関心の高いテーマを定めて編集した「地域づくりベスト版」を新たな別冊号として編集・

発行することといたしました。

今回、メインテーマとして初めて「関係人口」、すなわち、地域の担い手として活躍するだけ

ではなく、地域住民と交流することによりイノベーションや新たな価値を生み、内発的発展に

つなげ、将来的な移住者の増加にもつなげていく役割が期待されている「関係人口」を取り上

げています。

「社会減克服」「地域おこし協力隊」「地域づくり団体」「テレワーク」「ワーケーション」「ふ

るさと納税」など様々な切り口から、バリエーションに富んだ40の取組事例を紹介する本書が、

地方公共団体等の関係人口施策に関する企画立案の一助となることを願っています。また、こ

れを機会に掲載事例以外の各地に多くの素晴らしい取組にもぜひ関心をお持ち頂ければと思い

ます。

最後になりますが、本書の刊行にあたり多大なるご協力をいただきました関係者の皆様方に

厚くお礼申し上げます。

令和５年９月
一般財団法人地域活性化センター

理事長　林�﨑 �理

は じ め に
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社会減克服の取組で
地域を元気に

第1章



దૄなொとは
東川町は、北海道のほぼ中ԝに位置し、町内東部に

は北海道の自然を代表するѴַを始めとする大ઇ山連
峰を有しており、大ઇ山からの෬流水が豊富で町内に
は上水道がなく、住民すべてが良質な地下水で生活し
ている人口約8600人の町です。かつては人口減少が進
み、一時は7000人を割り込みましたが、その後およそ
30年で20％増加しています。

町づくりで中心となる考え方が「適ૄな町」です。
町では、令和 4 年 1 月機構改革により、「適ૄ推進課」
を設置しました。「適ૄ」という言葉はあまり聞きな
れない言葉かもしれません。私たちは、「適ૄ」を過
ີでもない過ૄでもない「適当にૄがある」状態であ
ると定義しています。自然豊かな場所で、「ૄ」、つま
り間（ま）があることにより都市とは違うゆとりのあ
る空間と時間、そして顔の見える஥間との関係性があ
り、しっかりとした地域コミュニティが存在する中で
の暮らしが豊かさにつながると考えています。町づく
りの事例をいくつか紹介することにより、私たちが目
指している「適ૄな町」とはどのようなものなのかに

ついて、その一୺をご紹介できればと思います。

ࣸਅのொ事業
取り組みの一つ目は、ࣸ真の町事業です。東川町

は、ত和60年、当時全国の市町村が「一村一品運動」
により地域おこしを図ろうとする中、ある企画会社か
ら「ࣸ真」を軸とした町づくりを提案され、「ࣸ真の
町」એ言をおこないました。そして、今日に至るまで
30年以上の長きに౉りさまざまなࣸ真の町事業を展開
してきております。数多い事業の中でも代表的なもの
がࣸ真ߕ子園です。

ࣸ真ߕ子園は、全国の高校のࣸ真部やࣸ真サークル
から共同制作による作品を募集し、応募作によって優
लな高校を選ൈしたうえで東川町にটき、同一৚݅の
もと、全国一を決定する大会です。ࣸ真ߕ子園には多
くの特徴がありますが、町づくりという側面から見た
ときに重要な点は、町民を含む多くのボランティアに
よって大会が成り立っていることです。

東川町に来た高校生はまず、町内の自治振興会、農
協や商工会のঁ性団体が中心のボランティアによって
作られたおいしいごはんにܴえられます。また、開会
式直後には、町民の家に一൩ホームステイをして一層
のܴ׻を受けるのです。

このようにࣸ真ߕ子園を始めとするࣸ真の町事業
は、多くの町民参加により成り立っています。これ
は、町内に「顔が見えѫࡰがある஥間」という関係性
があり、適ૄな町を目指す東川町ならではの文化があ
ったからこそと考えます。また、町民が参加すること
により、事業の継続性が担保され、今日まで続く「ࣸ
真の町」東川町があるのです。

長年実施してきたࣸ真の町事業により、交流人口や
関係人口といった言葉が使われるようになる以前か豊かな自然と共存する東川町の町並み

第̍章　ࣾձࠀݮ෰ͷऔ૊Ͱ地域Λؾݩʹ
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―「ࣸਅのொ」౦઒ொが࣮ફ͢るொͮくり―
東川町適疎推進課適疎推進室�主任／村中　豪
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ら、町はࣸ真業界やࣸ真ߕ子園に出場する学校、高校
生たちと交流を続けてきました。その結果、ࣸ真ߕ子
園への出場経験者の中に役場職員になる人がいるな
ど、町の魅力発信における重要なフΝクターとなって
います。また、町民にとっても「ࣸ真の町」であるこ
とが東川町のアイデンティティーのひとつであるとの
認ࣝが深まり、シニアクラブにおけるࣸ真活動や、子
どもたちによるࣸ真少年団といった目に見える活動の
みならず町の魅力向上に大きな役割を果たしていま
す。

ொཱ೔ຊߍֶޠの։設
続いて、日本語学校の取り組みについて紹介しま

す。事業のきっかけは、町内の専門学校の卒業生であ
るؖ国の方から、卒業後来町した際に「ؖ国の学生に
この町で日本語を勉強させたい」と提案を受け、平成
21年から日本語研修生の受け入れを始めたことにさか
のぼります。当初は数カ月の期間で日本語を学んでも
らうという事業でしたが、長期の日本語研修について
も需要があることを把握したことで、 6 カ月から 1 年
間という期間で日本語教育を行う町立日本語学校を平
成27年に開校する運びとなりました。

当初は、異なる文化圏からきた多くのཹ学生に対す
る町民の戸࿭いの声が少なからずありました。しか
し、ཹ学生と、適度な「ૄ」の中に存在する町民コミ
ュニティとのつながりが生まれることで、そうした声
は徐々に減っていきました。

例えば、あるཹ学生はシニアクラブの芸能発表会に
出演し、美しい民族ҥ૷を着てགྷりを൸࿐して拍手׃
を浴びました。また、とある町内で商店を営む方ࡃ
が、多くのཹ学生に対し分けִてなく手助けし、૬ஊ
を受け、あたたかなサポートでཹ学生のෆ安やऐしさ
を取りআき、ཹ学生が安心して生活できる環境を生み
出している、といったケースもあります。さらに、෉
්で協力し、ཹ学生を自宅にটき೰みを聞いたり手料
理をふるまったりしている方もいらっしΌいます。こ
うしたཹ学生と町民との交流により、東川町の日本語
学校運営は継続が可能となっています。

この日本語学校事業も東川町の価値向上に大きな役
割を果たしています。東川町に滞在したཹ学生が฼国
に帰り、町のએ伝をしてくれることでさらなる交流人

口や関係人口の増加につながっているほか、300人以
上のཹ学生が町に滞在することは町にとってかなり大
きな経済効果となっています。

θロΧーϘンに取り組むదૄなொ
東川町は、令和 4 年 3 月に「θロカーボンに取り組

む適ૄな町એ言」を行いました。これは、2050年に向
け適ૄな町を目指しながらθロカーボンを達成すると
いう旨の方針をએ言したものです。これまで紹介して
きたとおり、適度な「ૄ」があり、「顔の見える஥間と
の関係性」があることが東川町の魅力です。その魅力
がより一層深化したものとなるよう、世界的な課題で
あるθロカーボン実現に向けた町づくりを推進してい
くことが今の東川町の取り組むべき課題の一つです。

甲子園で町民の歓迎を受ける高校生

町立日本語学校での授業の様子

編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書などは当時のまま。内容を一部修正しました。
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େ੾なのはॅຽの「೤ྔ」
全国の多くの自治体において人口減少と少子高齢化

が進行しています。縮ୀ社会の時代において、行政と
して向き合うべき課題とは何でしょうか。地域経済の
低໎、空き家の増加、地域コミュニティのਰୀなどさ
まざまな課題が考えられます。

しかし、克服すべき課題は行政が一方的に決めるこ
とではなく、当事者としてその地域に暮らす住民と行
政が一緒に考えていくものです。課題とは、目指すべ
き目標と現状とのΪャップをຒめるためのものです。
地域の将来૾を考えたとき、もし住民自身が現状から
何も変える必要がないと考えるのであれば、克服すべ
き課題はないのかもしれません。よって、まずは行政
と住民が自分たちの暮らしと地域に向き合い、将来に
ついて考えることが大切ではないでしょうか。

それを્害する大きな要因となるのが、人口減少と
少子高齢化の進行に伴う地域の活力の低下だと考えら
れます。地域の活力が低下すると、そこで生まれ育っ
た人たちの地元へのѪ着やプライド、すなわち「೤量」
が低下し、自分たちの暮らしと地域に無関心になって
しまうことが想定されます。従って、行政として向き
合うべき重要な課題の一つは住民の感情であり、地域
に対する೤量を上げていくという視点が求められます。

ΦΨールプロジェクトと 
೾ொのまͪͮくりࢵ
手県内においてベッドタウンの役割を担っؠ波町はࢵ

ています。町の中ԝ部は市街地化が進み、特に子育て
世代の転入がݦ著です。しかし、少し中ԝ部を離れる

と田園地ଳなどの農村部が広がっており、人口減少と少
子高齢化が加速しています。加えて、令和̎年から令
和̏年にかけて農村部の小学校の統廃合が進められた
ことも૬まって、行政に対して反感を抱く農村部の住民
も現れました。このようなネガティブな感情が生まれて
しまうと、自分たちが住む地域への೤量は低下し、地域
に対して無関心になり、地域の活力が低下するというෛ
のスパイラルが生まれてしまうことが懸念されました。

一方で、地方創生の成功事例として取り上げられる
ことが多いオガールプロジェクト（ࢵ波中ԝ駅前都市
整備事業）は全国的にも注目度が高く、オガールがき
っかけでࢵ波町を好きになった方、オガールに関わり
たくてࢵ波町に移住した方など、高い೤量をもってࢵ
波町に関わってくださる方が多くいらっしΌいます。
そして、そのような方々はそれぞれの視点でࢵ波町の
魅力や価値を見出し、ॆ実したࢵ波町ライフを満喫さ
れています。

このような状況を踏まえ、縮ୀ社会におけるࢵ波町
のまちづくりは、人口という「量」の問題にଊわれる
のではなく感情という「質」の部分にয点を当て、ま
ちのことを好きだと言ってくださる方、まちの情報を
一緒に発信してくださる方、まちのことを一緒に考え
てくださる方などの「まちのフΝン」の方々と共に進
めることとし、そのための新たな仕ֻけとして、①೤
源を持つフΝンを巻き込むこと②フΝンの೤量をさら
に上げていくこと③フΝンの೤量が伝わっていく仕組
みを作ること――を始めました。

एऀのΤωルΪーを೤源に
①については、೤源を持つフΝンは特に若年層に多

地域へのѪணɺ
ϓϥΠυをߴΊるऔΓ૊み

紫波町産業部商工観光課商工観光係長／須川翔太

೾ொࢵݝखؠ

―ϑΝンをࠐ͖רΈਂく௕くѪさΕるொへ―
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いことを見込み、大学生の実践型インターンシップと
地域おこし協力隊の採用を行いました。

実践型インターンシップは、想いを持った地域の企
業と、大学をඈび出し地域で働きたい学生がタッグを
組み、新規事業の創出や経営課題の解決に取り組む本
気のプロジェクトです。主に首都圏の大学から町内の
ञଂやワイナリーに学生を受け入れた結果、さまざま
な企画が立ち上がりましたが、その中でも地元商店街
の飲食店とञଂが連携したञപメニューの開発では

「ञപ生クリームのフルーツサンド」という特色ある商
品が誕生し、商店街活性化の起爆剤となっています。

また、地域おこし協力隊については「ࢵ波タウンイノ
ベーターズ」という名শで隊員を募集し、地方での起
業を希望している方を対象に採用を進めました。現在
は、協力隊をやりながらカフェを経営している隊員、本
を出版している隊員、農業をやっている隊員、ޢ؃師
資格を持っている隊員など、個性豊かな面々がそれぞ
れの特技を生かしながら活躍しています。そして、೤
源を持つ協力隊の周りには新たなフΝンが生まれ、さら
にޓいに೤量を高め合う૬৐効果が生まれています。

8&#とリΞルをͭな͙ 
コϛϡχケーション
②、③については、タウンプロモーション施策とし

て実施することとしました。行政が実施するプロモー
ションは主に移住促進や魅力発信のために行われるも
のがほとんどで、インターネットを活用して広く୔山
の情報をಧけることが重要視されてきたように思いま
す。しかし、ࢵ波町が行うプロモーションは೤量を伝
೻させることを目的としており、ヒト・モノ・コトの
距離を縮めたり、関係を構築したりすることを目指し
ています。一方的なデジタル情報を大量に発信するの
ではなく、೤量が込められた情報をਖ਼確にಧけていく
ことで人々の心を動かしたい。そのように考え、
W&#サイトとLIN&公式アカウントを連動させた「つ
ばめの森」というサービスを今年̏月に立ち上げまし
た。町のさまざまなヒト・モノ・コトを紹介すること
で新たなつながりを生み出したり深めたりするととも
に、フΝンの一人ひとりとの距離をより一層縮めなが
らフΝンやコミュニティの活動を支援していきます。
フΝンの気持ちに寄りఴったプロモーション施策を通

じてW&#（オンライン）とリアル（オフライン）を
つなぐコミュニケーションを行い、まちに関わる方々
の思いを育んでいきたいと考えています。

波町が多くの方により深く、より長くѪされる町ࢵ
になるため、೤量が上がるまちづくりを展開していき
ます。

酒粕生クリームのフルーツサンド

地域おこし協力隊

つばめの森

編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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市֎からのҠॅ૿を໨ࢦさない
北本市は࡛ۄ県中ԝに位置する人口約 6 万5000人の

小さなベッドタウンです。
2019年時点で人口減少が他近隣自治体と比しても進

んでおり、消໓可能性都市の一つとしてあげられるな
ど、特に若年層の減少が進んでいました。こうした状
況に対応するため�、2019年 4 月にシティプロモーシ
ョン担当（ 2 名）が新設され、配属されました。

そこで改めて人口減少対策として自治体が何をして
いくべきなのかを考えました。

当時、シティプロモーションや定住・移住促進事業
というと、転入や子育てに関する補助金を創設し、制
度面から他自治体とࠩ別化を図る、または大手広告代
理店に委託料を෷って、打ち上げՖՐ的なプロモーシ
ョン事業を行い、一時的にまちの知名度を上げるとい
うものが主流であったと思います。

私はそうした状況に強い疑問を感じていました。お
金をかけてศ益を提供していく、એ伝していく方法
は、市の財政状況が厳しくなった場合には続けられま
せん。また、経済的なメリットでݺび込む方法で本当

にまちをѪする人たちに来てもらえるのか。そもそも
外から人を連れてくるという手法は単に人口移動が行
われているだけで、日本全体を見ればメリットはあり
ません。

そこで、北本市では外から人をݺぶのではなく、①
今住んでくださっている人たち（特に転出が著しい20
～40代半ばの若い世代）に、まちにѪ着を持ち住み続
けてもらう②Ծに人口が減ったとしても、多くの人が
まちの活動に参加し関わることで、まちの活力を維持
していく――この二つの状況を生み出すことをシティ
プロモーション事業の֩として事業を実施していくこ
ととしました。

成果ࢦඪ「NG"1」の࠾用
まちへのѪ着というと、どこかᐆດで成果指標に設

定するには客観性がܽけると考えました。また、人口
増減に代わる成果指標を探していました。

そんな中で出会ったのが、東海大学Տ井޹仁教授の
提এする、まちへの①推奨②参加③感ँ――の三つの
意欲を成果指標とするmGAP（エムΪャップ・修ਖ਼地

域参画総量指標）
です。

mGAPでは、Ծ
に人口が減少して
も意欲を高めるこ
とで、成果をプラ
スにもっていくこ
とができます。こ
のmGAPを全国で
初めてシティプロ市内の雑木林を活用したイベント

シςΟϓϩモーション
「�HSFFO」をల։

パブリシンク株式会社代表取締役・元市長公室シティプロモーション・広報担当　主査／林　博司

ࢢ๺ຊݝۄ࡛

―ඪが૗ޭࢦでଌる৽ͨな「のҙཉͭࡾ」―
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モーション事業のਖ਼式な成果指標とし、Տ井教授から
のアドバイスやி内研修を受けながら事業を実施する
こととしました。2019年に3000人に対するまちづくり
市民アンケートでmGAPを測ったところ、数値が大෯
にマイナスとなり、特に推奨意欲（他の人に自分の住
むまちをおનめする気持ちの程度）が低いことが分か
りました。

シテΟプロモーションコンηプト
「�HSFFO」
まちへの推奨意欲が低い状況を改善する必要があり

ました。そこでまず、市民の皆さんが北本市に暮らす
魅力をどのようにଊえているのかを知るために、市民
ワークショップ「きたもと暮らし研究会」や、市役所
若手シティプロモーションプロジェクトチーム「きた
もとグリーンラボ」を立ち上げ、検討を行いました。

その中で、暮らしていく上でのまちの魅力を改めて
整理したところ、
・首都圏近郊の小規模で平地のベッドタウンでありな

がら、ߥ川Ԋいの里山空間は全国でも۶指の動২物
のๅ庫となっており、市街地にも適度にࡶ໦林が残
され྘ඃ率は約50％を保持している

・྘を生かした「きたもと྘の森めぐり」や「秋の収
穫ࡇ」といったおしΌれな屋外Ծ設マーケットが開
かれている

・市内に70カ所以上農産物の直売所があり、地産地消
が進んでいる
などがあげられました。
そこで、これらの魅力を今後統一的に発信し、高め

ていくために、「�
アンドグリーン

Hreen�―豊かな྘に囲まれた、�ゆっ
たりとした街の中で、�あなたらしい暮らしを―」とい

うシティプロモーションコンセプトを定め、各種取り
組みを行っていくこととしました。

��年Ϳりの人口ࣾ会૿
「�Hreen」の魅力を伝える࡭子の発行、̬̗̚ペー

ジの開設、動画の作成を行いました。また、˜農業体
験など日々の暮らしの魅力を体感するツアー「�Hreen
暮らしの学校」を実施˜「�Hreen」デザインガイド
ラインを作成し、市෧౵・名ࢗ等発行ഔ体へҹࣈ˜北
本産農産物のブランド名を「�Hreen�food」として展
開˜公設民営のカフェ名を「�Hreen�cafe」とする―
など2019年から2021年度の 3 年間で、「�Hreen」をコ
ンセプトにி内外に横串をさす形でさまざまな取り組
みを行ってきました。

その中で現在最も効果的とଊえ、力を入れて取り組
んでいる事業が屋外Ծ設マーケット事業です。屋外Ծ
設マーケットはコロナ禍でも機能する売りങいの場と
してだけでなく、�Hreenの魅力を知り、地域で活動
している人たちがつながれる場としても機能してお
り、北本に暮らす人や関わる人がまちを知る・好きに
なる・参加したくなるきっかけとなる大きな可能性が
あると考えています。そこで、北本で日常的にマーケ
ットが開催されるよう、まちの皆さんとともにマーケ
ットの価値と展開を考えるワークショップ「マーケッ
トの学校」を実施。その実践の場として月 1 回市役所
ࣳ生広場で「�Hreen�market」を行ってきました。

こうした一連の取り組みを通し、2021年には成果指
標であるmGAPが上ঢし、特に低かった推奨意欲も
年々改善されてきています。また人口増減での実績を
みると、2020年は17年ぶりの社会増、2022年は11月末
現在で449人の社会増となっています。

この結果から、補助金や広告で外から人口を引っ張
ってくることを目指さずとも、着実にまちの魅力を見
つけ、内側から発信し、高めていくことを続けていけ
ば、おのずと外部からも評価され選ばれるまちになっ
ていくのだと思います。

これからも北本市がまちの魅力を高めていけるよ
う、一歩一歩努力を続けていきます。

屋外仮設マーケット（市役所芝生広場）の様子
編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容を一部修正しました。
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「ͭな͕Γ」େ੾に
Ҡॅや企業誘致推進

真鶴町政策推進課�課長補佐／卜部　直也

ਆಸ઒ݝਅ௽ொ

―ຽ間活ྗɾ自૸ɾ自治で共創͢るଟ༷な฻らし―

第̍章　ࣾձࠀݮ෰ͷऔ૊Ͱ地域Λؾݩʹ

今͋る΋ののՁ஋Խ
変わらない風景に価値がある。真鶴町の昔から変わ

らない懐かしい風景にひかれ、20代をはじめとした現
役世代の移住や起業、クリエーターなどの関係人口が
生まれています。

神ಸ川県最西部に位置し、人口6931人（令和 4 年 4
月 1 日現在）、面積約 7 平方ᶢという県内で 2 番目に
小さな港町は、バブル経済期に全国で進められたリゾ
ート開発のѹ力にも۶せず、平成 5 年に通শ「美の৚
例」を制定しました。全国ࢴの社説に「小さな町の大
きな挑戦」と評された独自の地域づくりは、時を経て、
新しい生き方を求める若い世代にも共感が広がり、令
和元年度、11年ぶりに人口が「社会増」に転じました。

平成29年に神ಸ川県初の過ૄ地域に指定され、人口
減少、特に若年ঁ性人口の減少や地場産業の高齢化・
後継者ෆ足という課題に直面する中、真鶴町は持続可
能な地域づくりを模ࡧしています。

Ҡॅɾఆॅର策の展։
・৽͍͠ಇ͖ํ・ಇ͖৔

真鶴町は、サテライトオフィス（以下「SO」）の誘
致とシェアリングエコノミー（以下「S&」）の推進と
いう 2 本のபで、港町における新しい働き方づくりに
取り組んでいます。

産業振興や空き家対策、高齢化・防災といった地域
の課題をビジネスで解決したり、地元の雇用・仕事を
開୓したりするSO誘致は、平成29年度に着手しまし
た。観光協会や商工会・町内事業者をはじめとする公
民連携組織による協働推進で、ウェブマーケティン

グ、結ࠗ૬ஊ、地域間交流支援、IoTシステム開発
等々、計 7 社の企業・団体がオフィスを開設し、地元
雇用を生んでいるほか、地元事業者との業務委託や実
証実験等が行われています。

S&は、子育て等で 1 日 2 、 3 時間しか働けない人
たちや個人事業主等が時間を提供し合いチームで仕事
を共同受注する「スキルシェアリング」により仕事を
開୓する人材発۷・育成事業です。これにより小さな
子どものいる親も仕事ができる環境が生まれていま
す。「新しい働き方の普及ܒ発」「スキル習得プログラ
ムˍ体験ワーク」という事業構成で平成30年度、令和
元年度、令和 3 年度の計 3 回実施し、約40人の卒業生
から、SO企業への雇用、空き家バンクの業務委託、
コワーキング施設の立ち上げ等、ビジネスやコミュニ
ティが立ち上がっています。

༺ͱۭ͖Ոͷར活ޱਓ܎ؔ・
平成26年度に開始した役場の中ݎ・若手職員と公募

住民等で構成する公民連携の「真鶴町活性化プロジェ
クト」は、「提案より実行」を掲げ、 5 チームがே市

シェアリングエコノミーの体験ワーク
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や空き家を利活用した試住体験企画、ハッカソン（起
業体験プログラム）等を実施し、これまで縁のなかっ
たITコミュニティがハッカソンを通じてつながる等、
事業と共に多様な関係人口が形成されるきっかけとな
りました。

平成28年度には試住体験事業「くらしかる真鶴」が
始まり、毎年移住者が誕生しています。商店街にある
空き家を住民と一緒にリノベーションした本事業から
始まった「空き家の利活用」は、旧割๑料理店を改修
した創作拠点施設「真鶴テックラボ」、民間ビジネス
による仕事の拠点「月光堂」「#lVeTree」（レンタル
オフィス・起業スペース等）や、 4 棟の空き家を活用
した「ロッキン・ビレッジ」事業等、さまざまな形で
展開されています。

令和 3 年には全国でも௝しい公民協働による空き家
バンクを開設し、子育てママグループが事業ঝ継した
真鶴未来塾が空き家バンク業務を受託、「住民目線」

「住民の言葉」で空き家の発۷と情報発信等を行って
います。

੓策࿈ಈとຽ間活ྗにΑる共創
SO誘致から「職場や雇用」が創出され、S&による

「人材」発۷が真鶴町にさらなるSO企業を誘引し、空
き家利活用が「働く物݅」を提供する。 6 社目となっ
たIT企業の進出は、まさに三つの政策が連動しまし
た。その拠点は現在、子育てママたちが起業した店ฮ
とサテライトオフィス等が入居し、まさに「新しい働
き方コミュニティ」の場となっています。一つの政策
から取り組みがख़していくことは難しく、政策連動と
૬৐効果・૬ޓ補׬から道が切りひらかれています。

真鶴町では、補助金誘致ではなく、「地元とのつな
がり」を大切にした移住や企業誘致を推進していま
す。人口減少、仕事おこし、にぎわいづくり、空き家
対策等、従来は行政課題であったテーマに対する民間
主導の課題解決や価値づくり。「民間活力」「自走」「自
治」という視点を大切に、地元町民や事業者自らが立
ち上がる、そのために行政が環境整備や側面支援を担
うというスタイルが形成されはじめています。

令和 3 年度より実証実験しているDIYによる公園づ
くりは、公園情報をオープンデータで公開し、住民と
知恵や得意技を出し合いながら公園をつくり直す「草

の根オープンイノベーション」であり、公園を「自分
たちでつくる」協業作業です。SO誘致も令和 4 年度
より、公民連携組織から民間主導組織にҥସえし、ビ
ジネスとして誘致活動が展開されます。地元が立ち上
がる「内発的な力」が町の持続可能性につながる、そ
んな感触が少しずつ広がっています。

ॅຽのੜ活に໨を͚޲る
保育園に子どもを送った後、町内の職場に 5 分で仕

事に入れる。仕事はイベントではなく「日々」である
からこそ、「職住近接の暮らし」は個々人に心の余༟
と家族や自分のための時間を༩えてくれます。自治体
は現場の最前線。人口の増減数等、地方創生の,PIに
よる効果検証に向き合いながら、数値指標の先にある

「実際の住民生活」に目を向け、自分らしい暮らし方
を大事にできる地域づくりを、引き続き小さな港町か
ら模ࡧしていきます。

青空の下での起業体験プログラム「ハッカソン」

空き家改修＆試住体験施設「くらしかる真鶴」

編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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第̍章　ࣾձࠀݮ෰ͷऔ૊Ͱ地域Λؾݩʹ

Ήࠐͼݺ業人材をى
ౡࠜߐݝ௡ࢢ

―Ϗジωスプϥンコンテスト「GP�CPO」―
特定非営利活動法人てごねっと石見専務理事／田中理恵

「東京から一番ԕい（移動時間が長い）市」として
高校教Պ書で紹介されたことがある島根県ߐ津市。今
から約10年前。当時、東京ならまだしも、島根県民で
も「ߐ津ʁɹ行ったことはない」と聞くことも௝しく
なかった。それが、若者が次々と創業する街へ生まれ
変わったのだ。一連の取り組みは、総務省の過ૄ地域
自立活性化優良事例表জで2012年度の総務大ਉ৆を受
৆したほか、てごねっと石見は2015年第 5 回地域再生
大৆を受৆。コンテストの事務ہを担うてごねっと
は、市民の伴走者となり、まちづくりのハブ機能を担
っている。

との出ѭいࢯ௡市のத઒ߐ
市の中ԝを中国地方ਵ一の大Տであるߐの川が南北

に流れ、日本海に注いでいる。人口は1947年の 4 万7057
人をピークに減少し2017年に 2 万4000人。石भנの大手
が౗産、2010年には誘致企業の一つであった工場がఫ
ୀし、両者を合わせて約400人もの雇用がࣦわれた。

当時、ߐ津市で事業を担当していたのが、中川࠸
かなえ

ࢯ
である。全国初となる空き家バンク制度をつくるなど
は、これからࢯ津市の仕ֻけ人として知られた中川ߐ
は数を追い求める企業の誘致ではなく、人材の誘致が
必要だと考えるようになった。当時、各市町村の移住
施策は工෉をڽらしたツアーやお試し住宅整備など、
あの手この手のアピール合戦で盛り上がっていた。そ
んななか、中川ࢯは「誰でも来てくださいと言って
も、住める空き家も限られている。仕事をつくれる人
材を誘致しないとこの町の未来はない」と、2010年度
に創業人材を誘致するビジネスプランコンテストの開
催を企画した。さらに、社会起業家支援のNPOの代
表から「ただコンテストをしても、受けࡼがなければ
独になる」と助言をいただき、受৆者を継続的に支ݽ

える仕組みとしての中間支援組織の設立を考えた。こ
れは、当時、全国でも画期的な取り組みだった。

創業人材をݺͼࠐむコンテスト
そして2010年、ソーシャルビジネスプランコンテス

ト「Go-Con」が開催された。৆金総額100万円がଃら
れる新規創業・経営革新部門と、活動資金として月額
15万円程度が 1 年間支څされる課題解決プロデューサ
ー部門の 2 部門が設けられた。プレθン৹査の他、৚
݅として受৆後一年間はߐ津市を拠点に活動すること
を盛り込んだ。実施要߲には次のようなࡌهがある。
「本ビジネスプランコンテストの選考は、ߐ津市の

課題を解決する可能性を持ったプランを持つ応募者に
どれだけの೤意があるのかを確認します。たとえプラ
ンが未ख़であっても、地域の課題解決に本気で取り組
むという情೤を持っている個人ຢは団体の応募をお待
ちしています。」

このコンテストにピン！ときて応募したのが私であ
る。ߐ津市から100ᶢ東に離れた安来市で「くすぶっ
ていた」27ࡀの未ख़な若者である。大学時代にまちづ
くりやNPOに興味を持ち、民間企業を経て島根にUタ
ーンをしたが、地域づくりの仕事に就くこともできず
໱々としていた。これまでビジネスプランなど書いた
こともなかったが、これまでの想いをエントリーシー
トにまとめ「帰ってこられる島根をつくる」というビ
ジョンを掲げ、大学生と地域をつなぐ実践型インター
ンシップを提案し、課題解決プロデューサー部門の大
৆に選ばれた。

その後「ߐ津市はここがਖ਼念場。ここでやったこと
は全国のモデルとなる。力を貸してほしい」と力強く
語る中川ࢯの言葉に覚ޛを決め、2011年 4 月にߐ津市
に移住した。஛୸を活用した養ܲ場づくりを提案して
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同時に受৆したஉ性も宮城県から̞ターンし、私たち
は新聞等にも取り上げられ、一部の行政や地域住民に

「知られた人」となっていた。私はNPO法人の事務ہ
長として自分のプランの実践とコンテストGo-Conの
開催に取りֻかったのである。

人と人がͭながるコンテスト
2011年の第 2 回コンテストは市から受託し、てごね

っと石見が事務ہとなった。創業を支援する体制とし
て、市とNPOの 2 者ではなく地元の商工会議所、商
工会、金融機関と組み、地域を挙げて応援する体制を
つくった。商工会議所の創業塾にも受講をનめるな
ど、応募者全員の伴走を心がけた。そうして初年度25
݅（市内14݅、市外11݅）のプランが集まり、৹査会
の会場には市民100人が集まった。事業計画も収支計
画も׬ᘳなプラン発表会ではなく、応募者が地域への
想いとプランを等身大で語り、さらに来場者から「が
んばれ～！」と声援がඈぶようなあたたかい地方型の
コンテストだった。

第 2 回の大৆受৆者は、人・食・農が交わる古民家
レストラン「風のえんがわ」の多田े੣ࢯなど。第 3
回は、ߐ津のو重な資源として古民家や古ビルを活用
した空き家のリノベーション・新しい住環境を提案した
デザインオフィス・スキモノの平下ໜ親ࢯが受৆した。

コンテストは、その後も続き、2010年からの起業数

は26݅、年間 3 ԯ5000万の売上（2017年度）である。
コンテストをきっかけに、市内では新たなことに挑戦
しようという機運が広がっていった。ߐ津駅前で生ま
れ育ち、実家がห当屋を営んでいた੨年が一念発起し
て飲食店を始め、土産物を売る商店も開店した。さび
れていくまちに心が௧み、活気を取り戻したいと思っ
ていたという。さらに並行するように、夜市、ே市、
ࣸ真展など地域でのイベントも増えてきた。（これま
での受৆者はhttQs���Ho-con.info�winner�）

津市は2014年にはおよそ半世紀ぶりに人口が社会ߐ
増に転じ、同市のビジネスプランコンテストは山ӄの
総合戦略のスローガン「創造力特区」のシンボル的な
存在となった。2022年度のビジネスプランコンテスト
の募集もまもなく始まる。今年もどんなドラマが生ま
れるか楽しみである。

2014年のGo-conの最終審査会ポスター

編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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·ͪをকདྷੈ୅にͭな͙ϓϩδΣΫτ
ಙౡݝਆࢁொ

―ެࣾ設ཱと͖ͨͯ͑ݟ成果と՝୊―
神山町役場�総務課�主事／松田一輝

人口のߧۉを໨ࢦしͨ 
プロジェクト策ఆ
神山町の人口は1950年の 2 万1241人をピークに、減

少の一途をたどり、2010年には6038人となった。国立
社会保ো・人口問題研究所のデータを元に独自に推計
した結果、このまま成り行きにまかせると今後も減少
傾向は続き、2040年には2443人、2060年には1145人ま
で減少する見込みである。「神山らしさ」を維持しな
がら暮らし続けるために、中長期的に3000人を下回ら
ない人口を維持し、小中学校の学ڃ人数が20人以上を
保つ均ߧ状態を目指すことにした。そのためには、現
在の人口増減に加えて、毎年44人の転入が必要であ
る。人が住み、ཹまるには地域に可能性が感じられる
状況の存在が必要である。その構成要素は次の 7 つに
要約できると考えた。①人がいる②よい住居がある③
よい学校があるᶆいきいきと働けるᶇ富や資源が流出
していないᶈ安全性があるᶉ関係が豊かで開かれてい
る。これらの要素を部分的な課題解決ではなく、ֻけ
合わせながら総合的に行っていくため、2015年12月に

「まちを将来世代につなぐプロジェクト」を策定した。

Ұൠࣾஂ๏人ਆ山ͭな͙ެࣾൃ଍
プロジェクト実行にあたり、役場のみで進めると年

度ごとに活動が区切られ、連続的に続けづらい。ま
た、公平性の原理から、意欲や可能性の際だった活動
を伸ばし難い。ٯに、民間のみで進めると、国・県・
町・近隣自治体との連携が難しく、経済合理性にภっ
て、公益性を保持できなくなる可能性がある。持続性
のある運営を可能にするため、神山つなぐ公社を設立
した。神山つなぐ公社は、行政ではなしえない柔軟な
発想や手法で、必要な施策推進をਝ速に手がけてゆく

公益性の高い法人であり、開かれた活動拠点を持ち、
町職員と住民、町内外の人々がかかわり合うプロジェ
クト群を支援する。一方で、意志のある実行主体の発
見に至らない要推進事߲についてはみずからけん引
し、事業化の過程で主体を見いだすことを目的とした
一般社団法人である。官民公が協働することで、連続
的で、拡張性があり、継続性の高いプロジェクトを進
め、成果を生み出すことが期待されている。

ୈظ�の成果
5 年間のプロジェクトを経過し、,PI（重要業績評

価指標）達成度は、98%の216人であった。また、�2019
年度には 4 人の転入超となり、 8 年ぶりに社会増に転
じた。翌年も社会増を達成し、 2 年連続の社会増とな
った。依然として課題は山積しているものの、取り組
み続けることで未来は変わってくる、という手応えを
得ることができた。この 5 年間で新たに生まれた状況
や可能性も数多くある。

ʲ事例1ʳେ೮地集߹ॅ୐
第 1 期の具体的な取り組みの一つとして、若者向け

集合住宅を建設した。このプロジェクトでは、広ൣ囲
に集落が点在するという町の特徴による子育て環境の
೰みや、働き盛りの世代が住みやすい環境を整えるた
めに 8 棟20戸分の住宅を整備した。この集合住宅は移
住希望者だけではなく、町内での住みସえ希望世ଳも
対象にしている。敷地内の歩車分離や、放課後に過ご
せる共有スペース「҂ᷰ川コモン」を設置するなど、
入居者に限らず、町内の子どもたちにも利用されるよ
うに設計をしている。また、段階的に建設を進めるこ
とで、町内業者が参入可能な規模で発注できるように
し、町産材の認定制度を設けるなど、町内での資源や

令和５年度地域づくり別冊９月号16



経済循環も意ࣝした計画とした。町内の高校が২
栽工事に関わるなどさまざまな人材が関わりをも
つことにより、町内に新たな関係性を生み出して
いる。

ʲ事例2ʳϑʔドϋブ・ϓϩδΣクτ
第 1 期計画策定グループから、೤意と力を持つ

メンバーが現れ、株式会社フードハブ・プロジェ
クト（以下「フードハブ」という）が生まれた。
第 1 期策定の過程で行われた住民、役場職員によ
るワーキンググループの中で発案され、2016年に
神山町役場、つなぐ公社、株式会社モノサスの出
資により設立された。「地産地食」を合言葉に掲
げ、神山の農業と食文化を次世代につなぐことを
目指している。2017年に食堂「かま屋」とパンや
食料品をѻう「かまパン�ストア」をオープンし
た。地域の食材をふんだんに使った料理やパンを
求めて、町内外から多くの人が訪れている。新規
就農者の育成やߞ作放棄地の継ঝ、学校での食農
教育の展開、さらに、海外の料理人が訪れ、一定
期間滞在するシェフ・イン・レジデンスも行って
いる。2018年度にはグッドデザイン金৆（経済産
業大ਉ৆）を受৆した。「まちの農業を次世代につ
なぐ」ことを理念に掲げたフードハブは、維持の
難しい農地の引き継ぎを着実に進めており、立ち上げ
から 5 年目にして、町内で最も多くのߞ作地を有する
生産者グループの一つとなった。国内外の料理人、農
業に携わる希望のある若者たちへの求心力も高い。
2022年には、子どもたちに食や農を通じた教育を支援
する「NPO法人まちの食農教育」も生まれている。

ୈ2ظへの展望
2019年度より 2 年連続で社会増となったものの、 5

年全体で見ると依然として人口減少は止まらず高齢化
率は上ঢしている。まちの人口構成の観点で考えると
商圏として成り立ちにくい地域と言えるが、さまざま
な人々により新たなビジネスが生まれた。具体的には
地元出身者による飲食店、美容室、士業の事務所の開
業や、自動車整備業、飲食店の継業が起きた。そして
Iターン者による宿泊施設や小売店、飲食店、工務店
も開業した。第 1 期の間、商工会に16の事業者が新た

に加入した。そして商工会への加入はないものの10程
度の事業者が新たに商売を営んでいる。

さらに、林業や農業の課題解決を志向し、可能性を
開く事業活動を展開する二つの事業者が社会的に高く
評価された。 1 社はイタリアの国際的な৆とグッドデ
ザイン৆、1 社はグッドデザイン৆の金৆を受৆した。

こうした成果は、地域経済分ੳシステム「R&SAS」
やಙ島県市町村民経済計ࢉなど定量的なデータを用い
た分ੳでは把握できない。しかし、今日の神山町に可
能性を見いだした人々が、それぞれに新しい商いを起
こし、事業を受け継ぐ状況が生まれていることがわか
る。そして、地元出身者と移り住んできた人が混ざり
合い、地域の新たな経済圏が育まれている。第 2 期で
は、第 1 期のよい変化の芽が育ち、地域に根付く土৕
づくりに取り組んでいる。

「つなぐプロジェクト報告会」で耳を傾ける町民等

農村環境改善センターで開催された「つなぐプロジェクト報告会」

編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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地域おこし協力隊と
ともに歩む自治体

第2章



はじめに
長万部町は北海道南部౉島管内の最北部に位置し、

大部分がٰྕと山地だが、平地は࿷にԊって南北に伸
び、道内では比ֱ的ઇの少ない地域である。人口は
5,058人（令和 3 年 4 月末現在）、面積は310.76ὕで、
古くから道南と道ԝを結ぶ交通の要衝であり、令和12
年度末に北海道新幹線長万部駅が開業予定である。

令和 3 年 3 月に第 4 次長万部町まちづくり総合計画
において「ひらけ！ɹつながれ！ɹおしΌまんべ⽏ɹ
―みんなで楽しい未来へ―」を策定している。新幹線
開業による新たな可能性や町の魅力をPRし、各地と
のつながりや町民同士の結びつきを強ݻにすること、
町にキャンパスがある東京理Պ大など町外人材との関
係を強化することを目的としており、地域おこし協力
隊（以下「協力隊」という。）制度は総合計画の施策
の一つに位置付けられている。

協ྗୂ੍౓ಋೖのܦҢ
かつて長万部町は国మの町として栄えたが、全国の

地方公共団体と同様に人口減少や担い手ෆ足が深刻化
しており、商店街ではシャッターを下ろした店ฮが目
立ち、特に飲食店の減少がݦ著である。町は、これら
の対策に取り組むとともに、令和12年度末の新幹線開
業に向けてまちづくりを進めていく中で、多様な人材

を集めることができる協力隊制度に着目した。多様な
人材が町に関わり、観光情報の発信や地域の文化活動
の推進など、町の課題に対応する担い手をݺび込むこ
とで、地域力の維持や定住の促進、後継者ෆ足の解消
を期待している。

ઐ໳型と提Ҋ型
長万部町の協力隊の募集形態には、町が課題と考え

る事業の担い手を募集する「専門型」と、協力隊を目
指す人が町で実施したい事業を提案する「提案型」の
2 種ྨがある。
町は平成28年度に協力隊制度を創設し、観光支援の

担い手として専門型の隊員 3 名を採用した。当初は周
辺市町村の手法を確認しながら手探りで進めていた
が、隊員の地域イベントへの参加や情報発信によって
地域内での認知が進み、町の高齢者等から隊員に対し
て好意的な反応があった。制度創設 2 年目の平成29年
度は新規募集をఀ止していたが、地域からの反応が大
きかったことから、平成30年度には募集を再開した。

専門型の協力隊制度を進めるなかで、町が設定した
課題とは別に、町で挑戦したい事業を提案する移住者
が増えていた。町は、協力隊独自の視点による活動が
進むことでਰୀする商店街に活気が戻り、これまでの
町に無かったコンテンツの創出が期待できると考え
た。多様な取組が進められることは、新幹線開業に向

第̎章　地域͓͜͠ୂྗڠͱͱ΋ʹาΉ࣏ࣗ体

人ͱ人ͱのͭな͕ΓをୈҰに
๺ւಓ௕ສ෦ொ

ʙ৽װઢ։業に͚ͯ޲ଟ༷な人材がूまるまͪへʙ

௕ສ部ொの地域͓͜し੍ୂྗڠ度ʹはɺொ͕՝୊ͱ͑ߟΔۀࣄの୲͍खをื集すΔ
ʮઐ໳ܕʯͱɺୂྗڠを໨ࢦす人͕ொで࣮ࢪした͍ۀࣄをఏҊすΔʮఏҊܕʯの 2छྨ
͕͋Δ。ୂྗڠ΁のԠืલのஈ֊からɺر๬者͕ඳくΠϝʔδʹԠͯ͡ΧελϚΠζし
たܗでொ内をҊ内すΔなどɺୂ員͕ொでಇくΠϝʔδを࣋ͪɺ׆ಈし΍す͍ڥ؀を੔උ
すΔ͜ͱを৺͕͚͓ͯりɺ職員ͱୂ員の৴པؔߏ͕܎ங͞Ε͍ͯΔ。
ຊߘではࡏݱの੍度ઃܭɺӡ༻ख๏ʹͬࢸたܦҢͱɺୂ員ʹدりఴ͍ɺ׆ಈすΔڥ؀
をୈ一ʹ͍ͯ͑ߟΔ௕ສ部ொのऔ૊ʹ͍ͭͯ঺հすΔ。
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けたにぎわいづくりと親和性が高く、町への移住を決
断した人の挑戦を支援したいとの思いから提案型制度
を創設した。

取組಺༰
本߲では、協力隊が活動しやすい環境を目指し、職

員が寄りఴう形で隊員を支援する長万部町が行う、募
集前から採用後までの各段階における取組を紹介する。

ʢ1ʣื集લஈ֊
長万部町では、次年度の隊員を募集するにあたり、

町が実施する事業かどうかにこだわらず、どのような
取組が町の課題解決や地域活性化に資するかについ
て、気軽に回౴できる形で職員全員から意見を募って
いる。

協力隊制度は職員全体に広く知れ౉っているわけで
はなく、特に窓口業務などを主な業務とする部ॺでは
なじみがബい。意見募集には、制度をி内に周知する
とともに、職員として在੶することになる隊員と共に
働くハードルを下げるという意味がある。

意見募集では、町には無い分野のイベントを行って
ほしい、町をアピールするキーホルダー（ノベルティ）
を作ってほしいなど、多くの意見が集まってくる。令
和 3 年度の専門型隊員のミッションは「観光PRや農
泊関連の事業等に従事できる人を採用してほしい」と
の意見をきっかけとして設定された。協力隊制度の担
当職員は、協力隊への認知度が向上し、職員からの声
が隊員の採用につながっていることから、意見募集の
実施に一定の効果があったと考えている。

ʢ2ʣื集ஈ֊
専門型と提案型のうち、提案型の希望者には、採用

面接時に町で挑戦したいことをプレθンする時間を設
けている。町では、応募者が挑戦をどのように実現で
きるかをイメージできるように、事前に応募者と共に
現地をめぐり、町内を案内している。特徴的なのは、
提案型の応募者に限らず、専門型を希望する場合にも
町内を案内している点である。採用は年度単位で行う
が、案内は採用のスケジュールに関わらずਵ時実施し
ており、町に興味を持つ人に広く門戸を開いている。

案内では応募者が長万部町に住むイメージをつかむ

ことを重視し、協力者となる住民や事業者の紹介や、
活動に関係する場所の訪問など、挑戦したい事業の内
容に応じて案内ルートや日数をカスタマイズしてい
る。例えば、地域文化に興味がある応募者には、図書
館と文化センターがซ設されている「長万部町学習文
化センター」や「郷土資料室」「మ道村」、町の歴史に
関する史料を一堂に集めた「長万部町民センター」を
案内する。採用後にも改めて町内を案内しており、募
集段階から採用段階にかけてஸೡに対応することで、
町と隊員のඳくイメージのミスマッチをなくす役割を
果たしている。令和 3 年度からはオンラインによる૬
ஊも受け付けており、新型コロナウイルス感染症の影
響で都道府県をまたぐ移動がࠔ難な状況でも、応募者
が町での活動をイメージできるようにしている。

ʢ3ʣޙ༺࠾ͷରԠ
採用後、隊員の配属先は実施する事業の内容により

異なるが、隊員が働きやすい環境づくりに向け協力隊
制度を担当する職員が手厚いサポートを行っている。

ᶃ活動தͷαϙʔτ
長万部町では、ி内の事務手続きの多くを隊員自身

が行うこととしており、自身の活動経費に関する予ࢉ
要求も隊員が行う。事務作業を通じ、ி内でさまざま
な部ॺと関わりを持つことができるとともに、活動費
についても、༩えられたミッションに対し受け身では
なく主体的に運用することができる。また、隊員が೚
期終了後に活動する際にも、行政内部の状況を理解す
ることで円׈に連携できると町は考えている。

隊員として採用された時点では、社会人経験があっ
たとしても行政にはなじみが無い場合がほとんどであ
るため、隊員の配属先の職員と協力隊の担当職員が協
力してサポートしている。行政事務に加えて、隊員が
実施する事業についても、普段から職員と૬ஊしなが
ら、関係課とも円׈に連携できるよう連བྷをີにとっ
ている。このほか、月に一度の活動報告会では、各隊
員がどの部ॺと連携すれば活動しやすいか、配属した
部ॺを変ߋする必要はないかなどの議論を交わし、ࡉ
かな点にまで気を配っている。

活動において協力が必要となる地域住民、事業者に
対して、自ら地域に出向いて関係をつくることができ
る隊員もいるが、従前からの行政との関係を生かし、
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職員が橋౉しをすることも多い。担当職員がこれらの
サポートを行う際には、「町で採用した協力隊員」と
して事務的に接するのではなく、「同じ町内に住む者
同士」として話をすることを意ࣝしているという。

また、協力隊制度が人口減少཈制のための重要な事
業として総合計画に位置付けられていることから、一
般職員だけでなく幹部職員も隊員を気にかけている。
隊員が実施した合ᔅ道体験会では、町民や一般職員だ
けでなく副町長も参加するなど、行政全体で隊員をサ
ポートする姿勢がうかがえる。

ᶄୂһಉ࢜ͷަྲྀ
隊員同士の交流については、月に一度の活動報告で

定期的にޓいの活動を確認するほか、ある隊員が実施
するイベントに他の隊員が協力するなど、普段から顔
を合わせる機会が多い。職員を交えた交流の機会も積
極的に設けており、北海道白࿝町に令和 2 年 8 月に開
業したウポポイ（民族共生象徴空間）の視察研修を行
い、北海道の文化のૅとなるアイヌ文化を学ぶととも
に、隊員同士の交流を深めている。

また、月に一度の活動報告会に加えて、年に一度、
町民に向けた協力隊の活動報告会を実施している。こ
の報告会は町ではなく隊員が主体となって一から作り
上げるものであり、企画から会場४備、広報まで一ؙ

となってやり਱げることによって、隊員同士のつなが
りが深められる。

ᶅपลࢢொଜͱͷ޿域తͳऔ૊
長万部町は新幹線開業にあたり、新幹線駅ができる

長万部町のみで誘客等を進めるのではなく、周辺市町
村と広域で協力し地域の魅力を発信することを重視し
ている。そこで、新幹線駅の開業効果を最大限発شす
ることを目的に、道内に14ある振興ہのうち、౉島、
後志、୾振の各管内の境界に位置し、それぞれ隣り合
う長万部町、ࠇদ内町、豊Ӝ町の 3 町が連携する「は
しっこ同ໍ」を平成31年 4 月に発足させた。これま
で、 3 町合同での札ຈ圏への食材提供や、ふるさと納
税の返礼品用に 3 町の特産品セットを開発するなどの
取組が進められている。

令和 3 年現在は試行段階だが、協力隊についても、
同ໍ活動の一環として広域の取組を進めている。令和
3 年度には、社会教育事業として、長万部町の隊員OG
が 3 町の子どもに対して長万部町の名産であるホタテ
の生態の観察や調理を行う体験会を企画した。実際に
は、新型コロナウイルス感染症の影響から行政区をま
たぐイベントの実施がࠔ難となったため、豊Ӝ町とࠇদ
内町から講師をটいて長万部町の子どもを対象とした
体験会の実施となったが、今後も工෉を重ねながら協

長万部町学習文化センター
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など、判断に時間を要している。
協力隊は地方公共団体が自由に制度設計できる部分

が多く、雇用形態についても個人事業主として委託契
約を締結するなど、さまざまなカスタマイズが可能で
ある。しかし、個人事業主であれば隊員自ら国民健康
保険、国民年金に加入し全額自己ෛ担する必要がある
など、それぞれにメリット、デメリットがある。隊員
一人ひとりが活動しやすい環境を重視する長万部町だ
からこそ、どのような雇用形態が望ましいのかについ
て結論を出せずにいる。

また、職員への制度周知や意見募集を行った結果、
ி内での協力隊への理解は進んでいるが、一部に協力
隊制度を知らない職員もみられ、ி内へのߋなる周知
の手法を模ࡧしている。

ʢ2ʣޙࠓͷల๬
令和12年度末の新幹線開業に向けた開発が本格化す

るのを߇え、現在、町ではまちづくりの構想の策定を
進めている。注力する分野を明確化し、地域としてど
のようなコミュニティやにぎわいが必要となるかを議
論することとซせて、より多様なコンテンツを生むた
め、協力隊の採用数を増やすことを検討している。

また、感染症の影響により৻重な動きとなっている
が、広域連携事業をさらに進めるべく、はしっこ同ໍ

力隊を生かした広域的な取組を進めていく予定である。
協力隊の೚期終了後、 3 名が長万部町に定住した

（うち 1 名は地元企業へ就職後、転勤により近隣市へ
異動）。೚期終了後の支援については、起業支援に関
する補助金に加え、令和 2 年度には新型コロナウイル
ス感染症対策として50万円を上限とする補助金を町単
独費で設けている。

これらの取組から、多様な事業が生まれた。໦のお
もちΌや野山での遊び、ஓڕの放流、合ᔅ道の体験会
など、それまではなかったイベントが開催された。地
域のイベントに参加していなかった町民の参加が増え
ており、町は協力隊の活動によって新たな人の流れが
生まれたと感じている。

՝୊と今後の展望
ʢ1ʣ՝୊

長万部町では、隊員を会計年度೚用職員として採用
しており、地方公務員法が適用される。そのため、活
動中に起業する場合や、事業の中で利益を計上し副業
としての収入が協力隊報ुを超える場合など、どの程
度までの自主事業を副業として認定して良いものなの
か、そもそも行政で実施できるのか、といった疑問に
対する前例が無く、他の地方公共団体の事例を調べる

合氣道の体験会の様子
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北海道長万部町地域の概要

協力隊員の声

̦ɽ役৔の職員ͱのؔ܎はど͏か。
̖ɽୂྗڠͱしͯの׆ಈʹؔすΔ͜ͱのΈならͣɺ
๺ւಓʹॅΉʹ͋たͬͯॏཁな͜ͱ΍ɺ௕ສ部ொな
らではの͜ͱなどɺ公ࢲʹΘたͬͯ૬ஊʹ৐ͬͯ΋
ら͍ͬͯΔ。
̦ɽ௕ສ部ொで׆ಈしͯどのΑ͏ʹ͍ͯ͡ײΔか。
̖ɽࣗ෼͕地ݩでա͝し͍ͯたࡍʹはɺ地域ͱのؔ
Θりを͡ײΔ͜ͱはগなかͬた͕ɺ௕ສ部ொでは集
མ୯Ґの集まり΍ɺ公ࢪڞઃでの地域ॅຽಉ࢜のԿ
઀で͋ີ͕܎な͍会࿩など΋ଟくɺொຽಉ࢜のؔؾ
Δͱ͍ͯ͡ײΔ。

亀田 純孝
௕ສ෦ொ地域おこし協力隊ɾ地域จ化ਪਐ員

による 3 町の連携を強化する。具体的には、 3 町のい
ずれかで採用された隊員について、所属はどの町であ
っても 3 町の中で広く活動することを可能とする制度
の創設を進めている。それぞれの町の特性を生かすこ
とで活動の෯が広がり、隊員が地域でඳくイメージを
より実現しやすい環境となることを目指している。

͓Θりに
長万部町では協力隊の担当職員を中心に、どうすれ

ば隊員が活動しやすい環境となるかを考えてサポート
している。町に住む者の一人として生き生きと活動し
てほしいとの思いが隊員本人にも伝わることで、職員
と隊員の信頼関係が構築されてきた。ある隊員は、応
募前の案内の際に感じた担当者の人柄の良さから長万
部町の協力隊に応募することを決めたと話しており、
採用の前から職員の思いが伝わっているようである。
共に町の活性化を担う者として、隊員の活動環境を第
一に考える長万部町の今後に期待したい。

ʪࣥ筆者ʫ�地域ੑ׆Խηϯλʔاըάϧʔϓ�
ౢా�୓࣮（෱Ҫݝから೿ݣ）

豊浦町、黒松内町と協力して開催したイベントの様子

町民に向けた活動報告会の様子

編注＝地域づくりผ࡭令和 �年度地域ੑ׆ԽΨΠυϒοΫ 1月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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はじめに
Ἒ城県は、東京から県中ԝ部、県ி所在地の水戸市

まで常൬自動車道経由で約80km、JR常൬線特急で約
1 時間と手軽にアクセスできるロケーションながら、
四季折々の表情を見せる自然に恵まれ、Ժやかな気候
で暮らしやすい地域である。県南地域は筑波研究学園
都市が整備されており、つくばエクスプレスの開通で
都心へのアクセスが45分に短縮され、東京のベッドタ
ウンとしてのニュータウン開発が進められている。一
方、県北地域では、山里のࡩが༳れるय़、海水浴場が
にぎわう夏、豊富な作物が実る秋、アンコウをはじめ
とするڕ介ྨがًくౙなど、季અごとに違った顔がみ
られる自然豊かな場所であるが、首都圏からの距離感
があり、人口減少への対応などが地域振興の課題とな
っている。

人口は2,844,881人（令和 3 年 4 月末現在）と全国11
位で、政令指定都市を持たない都道府県の中で最も人
口が多い。都心へのアクセスが良い県南地域では人口
が増加しているのに対し、県北地域では人口減が続い
ており、高齢化率も県北と県南では大きなࠩがある。
そのため、県ிの県北振興ہを中心に、県北地域を振
興するためのさまざまな取組が行われている。

協ྗୂ੍౓ಋೖのܦҢ
県北地域は、日立市、常陸ଠ田市、高ഡ市、北Ἒ城

市、常陸大宮市、大子町の 6 つの市町で構成されるエ
リアであり、すべてが日本創成会議が平成26年 5 月に
発表した消໓可能性都市となっている。そのため、Ἒ
城県は県北地域を活性化する産業振興策として、「ア
イデア提案型インターンシップ推進事業」を平成26年
度に開始した。この事業は、全国から大学生などを県
北地域内の企業にインターンとしてটき、࢐新なアイ
デアを提案してもらい、それを実践することでインタ
ーン生自身のスキルアップと企業や地域の活性化を目
指す事業である。地域外からの新しい目線でアイデア
を提案できるように、平成26年10月に地域おこし協力
隊（以下「協力隊」という。）制度を導入し、インタ
ーンのコーディネーターとして 2 名の隊員を採用し
た。これがἚ城県が委৤する初の隊員である。この時
採用された若দ༎थࢯは、コーディネーター以外に
も、地域内外の人と人をつなぎながら県北地域で新た
な動きを創り出すために活動した。 3 年間の೚期が終
了後、平成30年 2 月に株式会社えぽっくを立ち上げ、
県北地域の活性化のため活動を続けている。

また、Ἒ城県では平成31年度から「Ἒ城県北クリエ
イティブプロジェクト事業」を実施している。県北地
域を拠点に新たな働き方や生き方にチャレンジするク
リエイターのための情報サイトの運営や、起業者育成
講座「Ἒ城県北ローカルベンチャースクール」、県北
地域に起業者を誘致する「Ἒ城県北ローカルベンチャ
ーラボ（以下「ローカルベンチャーラボ」という。）」
に取り組んでいる。

第̎章　地域͓͜͠ୂྗڠͱͱ΋ʹาΉ࣏ࣗ体

ҵ৓県๺෦地域の活ੑԽを໨ࢦして
Ἒ৓ݝ

ʙ起業にΑる地域՝୊のղܾʙ

Ἒ৓ݝではɺट౎ݍなどをத৺ͱした地域֎からの৽し͍ࢹ఺でɺݝ๺地域の՝୊の
ղܾ΍ݯࢿの׆༻ʹͭな͕ΔϏδωεʹऔり૊Ή͜ͱで地域ࡁܦのൃల΍地域ੑ׆Խʹ
ʯをਐΊ（ୂྗڠ地域͓͜しܕۀى）&�すʮ,&/10,6�130+&$5ࢦ༩すΔ͜ͱを໨د
͍ͯΔ。
ຊߘではɺશ国తʹ΋௝し͍ݝி࠾༻の地域͓͜し੍ୂྗڠ度をӡ༻すΔʹͬࢸたܦ
Ң΍ɺऔ૊内容ɺαϙʔτମ੍などʹ͍ͭͯ঺հすΔ。
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ローカルベンチャーラボは、地域外の新しい目線を
取り入れて産業振興を行うために、県外から起業者を
誘致する取組である。また、この取組と協力隊制度を
結び付け、令和元年度に「起業型地域おこし協力隊」
を募集している。

令和 3 年度からは,&NPO,U�PROJ&CT�&（以下
「プロジェクト&」という。）と名付け、「Ἒ城県北地
域で探検（&YQlore）し、地域経済（&conomy）の発
展や雇用（&mQloy）を生み出し、稼ぐ（&arn）事業

（&nterQrise）を起こし、その拡大（&YQansion）を図
り、希代の起業家（&ntreQreneVr）をここから生み
出す」という思いを込め、起業するだけではなく確実
に収益を上げる力をつけ、継続した事業を行うことに
力を入れた取組へと進化している。

令和 2 年 2 月に 3 名、令和 3 年 6 月に 3 名、同年 8
月に 2 名採用し、合計 8 名の隊員が活動をしている。

取組಺༰
Ἒ城県では、協力隊が県北地域の課題を解決するだ

けでなく、起業することを確実にするため、募集段階
での起業の実現可能性に重点を置いた採用৹査や、採
用後の起業を前提とした支援に重点を置いている。

ʢ1ʣื集໘Ͱͷ޻෉
隊員の募集は、県や一般社団法人移住・交流推進機

構（JOIN）のホームページで周知している。特に、
JOINの隊員募集ページは、採用や地域の状況、協力
隊の活動情報などを週に 1 回程度の頻度でߋ新してお
り、常に最新情報の発信を心がけている。移住や協力
隊に関する情報サイトでトップクラスのӾཡ数で、多
くの人がこのページをきっかけに応募するという。

また、募集にあたり、求める人物૾として以下の 4
つを定めている。

①ビジネスに対する明確なビジョンを持ち、自発的・
計画的に行動できる方

②協力隊の委৤期間終了後も、県北地域を拠点に持続
可能なビジネスを実践できる方

③協力隊の委৤期間終了後も、県北地域に定住する意
思のある方

ᶆ心身共に健康で、੣実に活動を行うことができる方

このように求める人物૾にビジネスの視点を明確に
示すことで、募集の段階からビジネスプランを持つ人
が応募するように工෉している。

人物૾のほか、インターネットを活用した情報発信
ができることも募集要݅としている。地域内外からフ
Νンを֫得するために、自分の活動を広く発信するこ
とを重視しており、Facebookやホームページを自ら立
ち上げ、積極的な情報発信ができる人材を求めている。

採用後は県北地域 6 市町のいずれかに移住し活動す
ることになるため、県ホームページの協力隊募集ペー
ジには 6 市町の地域課題や地域資源の情報を掲ࡌして
いる。これにより、応募者がどの地域で起業するかな
どを具体的にイメージすることができるようにしてい
る。そのほか、オンライン૬ஊ会をਵ時開催するな
ど、応募者と県の目的のΪャップをຒめる努力を行っ
ていることもあり、これまで定員を超える応募がある。

ʢ2ʣ࠾༻৹ࠪͰͷ޻෉
採用は、書ྨ৹査と面接の 2 段階で行っており、求

める人材૾に合致しているか、実現可能なビジネスプ
ランであるか、それを実行できる人物かどうかに重点
を置いている。

書ྨ৹査では、応募者の経歴などの基本的な情報かKENPOKU�PROJECT�E募集チラシ
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ら、ビジネスプランとそれを実践したい理由、自分の
強みなどをチェックする。

面接は、応募者のビジネスプランが実現可能なもの
かを判断するため、県北振興ہの職員と、地域内の起
業家や学ࣝ経験者などの外部有ࣝ者が行う。外部の視
点を取り入れることで、行政だけではわからないビジ
ネスの実現可能性を見極めることができる。外部有ࣝ
者は、応募者のビジネスプランの内容などに応じて選
定しているため、その時々によって異なる人が面接官
となる。

ʢ3ʣ೚༻ܗଶ
೚用形態は、県からの委৤により個人事業主として

活動する「起業独立型」を採用している。事業に関す
ることであれば副業も認めており、時間にറられず෯
広い活動を行うことができる。

最長 3 年間の委৤を行い、೚期中に起業した場合は
その時点で協力隊をやめるか、事業の拡大のため協力
隊として活動を継続するかは本人の判断に೚せてい
る。೚期中に起業した隊員はいるが、ୀ೚した隊員は
いないという。

ʢ4ʣίʔσΟωʔλʔʹΑΔϏδωεαϙʔτ
県は、隊員が応募段階で考えていたビジネスプラン

を確実に実行するために、株式会社えぽっくに業務を
委託し、起業に必要な知ࣝの習得を目的として月に 1
回程度の研修や企業見学などを行っている。また、隊
員一人ひとりにコーディネーターを配置し、必要に応
じてビジネスプランを個別に૬ஊする体制を整えてい

る。えぽっくの若দࢯが総ׅコーディネーターとし
て、全体の取りまとめを行い、同ࢯのほか経営・観
光、IT・飲食などの分野ごとに 5 名のコーディネータ
ーで 8 名の隊員をサポートしている。

ʢ5ʣϚωʔδϟʔʹΑΔͭͳ͕りづくりͷαϙʔτ
隊員が着೚し地域に定着するまでの間、行政や地域

との関係構築・連携などをサポートする地域おこし協
力隊マネージャーを、令和 3 年度に 1 名採用している。

マネージャーについては、「地域活性化に意欲があ
り、協力隊や、地域住民、関係者と積極的にコミュニ
ケーションが取れる方」と定めており、主な活動内容
は、①県北地域で活動する隊員とその業務の関係者・
住民との関係構築、②県北地域で活動する隊員同士の
ネットワークの構築、の 2 つである。

隊員が地域で活動するときは、その目的に合った地
域の人物を紹介するなど協力隊と地域をつなげるハブ
のような役割を担う。

なおマネージャーは、県北地域の協力隊全体の定着
率を上げるため、県委৤の協力隊だけでなく、県北地
域の 6 市町が委৤している協力隊のサポート活動も行
っている。

県が協ྗୂ੍౓を活用͢るϝリοト
県が協力隊制度を活用するメリットは、県北地域の

ෳ数の市町をフィールドとすることで、隊員の活動の
෯を広げることができる点にある。Ἒ城県では起業を
前提とした೚用形態のため、活動地域が広くなること

就任式の様子 えぽっくの若松氏（真ん中）と協力隊（左右）
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はビジネスチャンスが広がることを意味する。また、
協力隊として委৤されて活動をするため、起業するこ
とだけを目的に地域になじみがない状態で外から入る
よりも、地域とのつながりを構築しやすい。隊員と地
域だけでなく、隊員が広域で活動をすることで地域同
士のつながりも生まれる。

例えば、大子町を拠点に令和 3 年 8 月から協力隊と
して活動するླ໦友ࢯوは、「自然と人をつなぐ空間
を創造し、人、地域、地ٿをサスティナブルに」とい
うミッションを自ら掲げ、サウナを中心とした体験型
ツーリズムによる地域課題の解決とビジネスプランの
実行を目指している。

大子町は、日本 3 名ᖡの 1 つであるା田のୌや県内
最高峰のീߔ山、県を代表するԞ久࣊温泉郷を有す
る、豊かな自然に恵まれた地域である。一方で、人口
は16,062人（令和 3 年 4 月末現在）で、若者の転出に
よる人口減少、宿泊客の低下といった課題がある。そ
のためླ໦ࢯは、観光客の滞在時間の増加、自然を体
験できる機会の提供、キャンプやアウトドアオフシー
ズンのコンテンツの提案を目指して活動している。現
在、大子町の協力を受け、町内のキャンプ場やゲスト
ハウスと連携し、テントを用いた移動式サウナの体験
イベントを実施しているが、ゆくゆくは県採用のメリ
ットを生かし、県北地域全体でサウナを軸にした滞在
体験型ツーリズムがビジネスとなるよう、起業へ向け
てコーディネーターと共にビジネスプランをブラッシ
ュアップしている。

このほかにもコーディネーターによるサポートを受

けながら、地域課題の解決と起業の両立を目指し、古
民家再生や農業体験など地域の特徴を生かしたさまざ
まな活動が県北地域全体で行われている。

起業し事業を拡大していくというゴールを設定しつ
つ、県北振興の実現に向けて、地域の強みऑみを発見
し、地域に根ࠩしたビジネスを展開することは、県が

「起業型地域おこし協力隊」制度を活用する大きなメ
リットの 1 つとなっている。

今後の՝୊と展望
Ἒ城県では、ビジネスをサポートするコーディネー

ターと地域連携をサポートするマネージャーを設置し
ているため、起業関連でわからないことはコーディネ
ーター、地域関係の೰みはマネージャー、そして協力
隊制度やその他の૬ஊについては県の担当職員、とい
うようにそれぞれの分野の専門家に૬ஊすることがで
きる。この体制ができていることで、隊員は着೚して
すぐにさまざまな人々とのつながりを作り、なおかつ
起業に必要な知ࣝを得ることができる。

県の担当職員は、「隊員と県北振興ہとの関係をよ
り深めることを今後の課題とし、県ி内のさまざまな
部ॺや事業を隊員に紹介してつながりを作り、そこか
ら新たなビジネスチャンスを生み出したい」と語る。

また、Ἒ城県北ローカルベンチャースクールとプロ
ジェクト&の連携を強化し、૬৐効果を持たせること
で、さらに地域を盛り上げ、協力隊を20名まで増やし
たいとのことであった。

企業訪問の様子① 企業訪問の様子②
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﻿茨城県地域の概要

ʪࣥ筆者ʫ�地域ੑ׆Խηϯλʔا�ըάϧʔϓ�
দً�ݪ（۽ຊ٠ݝ஑ࢢから೿ݣ）

͓Θりに
Ἒ城県では、県北地域の産業振興の一環として隊員

を募集しており、起業に重点をおいたさまざまな工෉
がされていた。隊員募集のビジョンが明確であるため
ミスマッチが起きにくく、ビジネスに特化した支援や
分野ごとの専門的なサポート体制などチャレンジしや
すい環境が整備されている。

令和元年度のスタートであるため、また೚期終了を
ܴえた隊員はいないが、その多くが着々と起業、そし
て事業拡大に向けて活動中である。これまで見てきた
とおり、起業しやすい೚用形態や、手厚いサポート体
制により新たなビジネスに挑む人が増加し、県北地域
が活気づいていく予感がする。Ἒ城県の今後の取組に
期待したい。

イベントの様子②イベントの様子①

কདྷはۀىした͍ͱ͍ͯ͑ߟた時ʹἚ৓ݝのϓϩ
δΣΫτ&のื集を஌りました。ࢲはɺ๺Ԥࣜα΢
φを௨ͯ͡地域をαεςΟφϒϧʹし͍ͯく͜ͱを
໨తʹ/035)�4"6/"�*#"3",*を্ཱͪ͛ͯ׆ಈ
し͓ͯりɺ͍ͭかα΢φࢪઃをͭくりた͍ͱͯ͑ߟ
͍ます。ίʔσΟωʔλʔʹΑΔαϙʔτではɺى
޻すΔのʹॏཁなઐ໳஌ࣝをֶ΂Δ͚ͩでなくɺۀ
৔ֶݟなどݱ地ֶश΋͋Δのでɺͱͯ΋ษڧʹなͬ
͍ͯます。またɺݝからのҕ৤ͱϚωʔδϟʔʹΑ
Δαϙʔτの͓か͛でݝ๺地域ࢢ�ொの͍Ζ͍Ζな
৔ॴでα΢φの׆ಈ͕で͖͍ͯます。地域を੝り্
͛ΔたΊʹɺ͜Εから΋͍Ζ͍Ζな׆ಈを͍ߦɺ࠷
ऴతʹはしͬかりͱۀىで͖ΔΑ͏ʹؤு͍͖ͬͯ
ます。

隊員からの一言

鈴木 友貴
ҵ৓ݝ地域おこし協力隊

編注＝地域づくりผ࡭令和 �年度地域ੑ׆ԽΨΠυϒοΫ 1月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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はじめに
଻内市は新潟県の北部に位置し、新潟市から北に約

40km、東には൧豊連峰、西には日本海が広がっている。
平成17年 9 月、଻内市は、旧中৚町と旧ࠇ川村が合

ซして誕生した。市の北西部（旧中৚町）ではҴ作を
中心に、農業・ச産業が盛んである。また、四季を通
じて観光資源に恵まれ、市の南東部（旧ࠇ川村）には
スキー場やフィッシングパーク、リゾートホテル、ゴ
ルフ場など子供から大人まで楽しめる施設が多数あ
り、アクティビティ体験のための環境がॆ実している。

人口は年々減少し、高齢化率は36.1％（令和 3 年 8
月末現在）となっており、特に山間部では人口減少が
急速に進行している。農業経営者の減少やߞ作放棄地
の増加が問題となり、また、担い手ෆ足でࡇりなどの
伝統行事が継続できない事態や空き家の増加などがも
たらす地域コミュニティ機能の低下がةዧされている。

協ྗୂ੍౓ಋೖのܦҢ
ʢ1ʣॅຽͷ౰事ऀҙࣝͷৢ੒

଻内市は、市の総合計画が掲げるまちづくり「自然
が活きる、人がًく、交流のまち」の実現のため、市

民協働や地域活性化に取り組んでいる。
地方消໓論が૽がれ、地方創生が全国的に広がりを

見せていた平成26年、計画を推進する総合政策課で
は、地域活性化のためには行政だけではなく、住民も
地域課題の当事者として主体的に地域づくりに参加す
る必要があり、その前提として住民の当事者意ࣝの醸
成が必要だと考えた。

଻内市の人口は、バブル่յ後に減少がはじまり、
平成12年の34,274人以降は減少が加速していた（令和
3 年 8 月末現在ɿ28,144人）。そこで市では、人口減
少や高齢化によるѱ影響をできるだけ཈えながら、こ
の地域で暮らすことに幸せを感じられるまちづくりを
通じ、将来にわたって活力ある地域を維持することを
目指すことにした。

ʢ2ʣ集མ఺ݕͷ࣮ࢪ
平成26年～27年、市内の山間部に位置するߐ܃集落

や坂井集落で、住民自身が地域をどのようにしていき
たいのかを考えてもらうため、「集落点検」を実施し
た。

集落点検は、中学生以上の住民に対して「集落アン
ケート」を実施し、結果を住民全員で確認しながら、
地域の現状や課題を共有することから始まる。地域の

第̎章　地域͓͜͠ୂྗڠͱͱ΋ʹาΉ࣏ࣗ体

人ݮޱগࣾձをݟਾ͑た活ྗ͋る地域お͜し
৽ׁݝ଻಺ࢢ

ʙ地域とएऀが育Έ߹いɺ地ํの࣋ଓՄೳੑをߴめるʙ

଻内ࢢはɺ人ݮޱগ΍ྸߴԽ͕ਐΉதɺ地域のੑ׆ԽのたΊʹはɺ地域ʹରすΔॅຽ
のތりをৢ੒すΔ͜ͱ͕ॏཁͱ͑ߟɺ地域のੑ׆Խࡦをॅຽʹͯ͑ߟ΋ら͏ʮ集མ఺
りఴ͍な͕らղدた地域の՝୊ʹରしɺॅຽͱ͑ݟを௨しͯݕした。集མ఺ࢪʯを࣮ݕ
ܾすΔ୲͍खͱしͯɺ地域͓͜し੍ୂྗڠ度をಋೖした。
地域͓͜しୂྗڠ・地域・ߦ੓͕ʮํࡾΑしʯͱなΔΑ͏ʹɺࡾ者͕࿈ܞしたମ੍づ
くりʹऔり૊Μで͍Δ。
ຊߘではɺ଻内ࢢの地域͓͜しୂྗڠのडೖମ੍・ڥ؀ʹ͍ͭͯɺ੍ୂྗڠ度のಋೖ
෉ͱ͍ͬたऔ૊内容޻のϛογϣϯのୂྗڠ΍地域͓͜しܞ者ؒの࿈ࡾҢɺܦたͬࢸʹ
を঺հすΔ。
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散策調査としてまち歩きやワークショップ、全体共有
を行う検討会などが行われ、地域活性化に向けたアイ
デア出しをする。集落点検には、地域の役員はもちろ
ん若者世代など大勢の人が参加した。また、住民だけ
ではなく県内の大学生も参加し、地域活動に参加する
機会の少ない大学生が、住民が気づいていない地域の
魅力を見つけることで、住民のモチベーションアップ
につながった。

集落点検に参加した住民からは、これからの地域の
あり方について前向きな意見が多く出るなど、地域活

性化に向けた可能性が感じられた。
しかし、市として一つの地域にのみ伴走し続けるわ

けにはいかず、かと言って市内136あるすべての地域
に平等に寄りఴうのもࠔ難であるため、伴走方法を模
した。その中で、外部・若者の立場として地域に入ࡧ
り、住民とともに地域活性化に向けて活動できる地域
おこし協力隊（以下「協力隊」という。）制度の活用
が浮上した。

協力隊制度の導入にあたり、Ҵ֞文඙ほか著ʰ震災
෮興が語る農山村再生―地域づくりの本質―（コモン

地域おこし協力隊募集までの流れ

集落点検の様子
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ズ、2014年）ɦ が参考になった。同書から、平成16年
の新潟県中越地震からの෮興の過程において、協力隊
のモデルとなった「෮興支援員」の存在が大きかった
ことを知る。地域活性化のためには住民が主体的に取
り組む必要があると考えていたが、地域外からの人材
がそのݺび水となるという認ࣝを持つに至り、集落点
検でඳかれたビジョン実現の手法として、協力隊を活
用することを決め、受入४備や制度・運用設計を始め
たのである。

取組಺༰
ʢ1ʣୂһͷडೖ४උ

଻内市は、隊員を受け入れる前段階から入念な४備
を行う。

隊員を募集するにあたっては、はじめに隊員の受入
（活動）地域となる自治会を募集する。受入れを希望す
る自治会は、隊員とともに取り組みたい内容をࡌهし
た「受入調査ථ」を市に提出し、市は自治会役員を対
象にヒアリングを実施する。対象は、地域の運営にか
かる基本的事߲や取り組みたい内容など多ذにわたる。

ヒアリングを経て受入自治会が選定されると、前ड़
の集落点検を実施し、地域の活性化策を住民自身が考
える。集落点検への参加のݺびかけは市から地域の区
長を通じて行われ、そこで行政と地域一体で隊員のミ
ッションを明確化し、地域が求める人物૾をඳく。集
落点検のプロセスは、地域にとって、隊員着೚に向け
た心の४備にも役立ち、スムーズな受入れにつながっ
ている。

ʢ2ʣୂһͷื集
隊員の募集は、協力隊導入時に制度設計を担った市

の職員と協力隊O#・OGからなる特定非営利活動法人
Ϥリシロ（以下「Ϥリシロ」という。）が市から業務
を受託して実施している。主な業務内容は、隊員の募
集や受入地域と隊員とのコーディネート、隊員の活動
計画づくりへの支援である。市の協力隊担当者は、

「Ϥリシロには、଻内市の協力隊O#・OGがෳ数名在
੶しており、隊員の受入れにあたり、市では手がಧか
ない部分まで隊員目線でサポートできる利点がある」
と話す。都市部から地方へ移住し、地域で活動する隊
員の心情は、協力隊O#・OGが最も理解できる。ま
た、人事異動などで市の担当者が変わるごとに、行政
職員としては特घな業務である隊員の募集・受入のノ
ウハウを新旧担当者間で引継ぐことは難しい面もある
が、これを協力隊O#・OGの活用も図りながら補うϤ
リシロの存在は大きい。

募集時には、集落点検の結果を踏まえ、具体的な 2
～ 3 の活動プログラムを例示する。これは、募集時の
プログラムに一؏して取り組むのか、新たにプログラ
ムを設定して取り組むのかは、実際に地域に入ってか
ら決められるようにするためである。

採用時の面接には、副市長、担当課長、地域世話人
（区長）に加えて、活動地域の住民が立ち会う。市は
地域のビジョンの実現とともに、着೚する隊員が地域
で取り組みたいことを最大限ଚ重する。地域と隊員の
どちらか一方でも意向にԊっていないと、 3 年間とい
う೚期中、隊員が満足のいく活動ができなくなるため
である。

月次ミーティングの様子 週次ミーティングの様子
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ʢ3ʣୂһͷ活動
面接を経て隊員に採用されると、まずは着೚オリエ

ンテーションが開催される。ここでは、隊員のミッシ
ョンや心構え、そして、会計年度೚用職員として採用
された場合には行政職員としてのルールを説明する。

଻内市が掲げる隊員のミッションは、以下の 2 つで
ある。

�①住民の地域に対する誇りの醸成�
②地域資源を活用した新たな価値の創造

その後、活動場所となる地域の住民と顔合わせを行
う。隊員は地域への自己紹介チラシを作成するととも
に、いちૣく地域に༹け込めるように地域内を散策
し、地域住民に積極的に声をかける。

隊員は、着೚後 1 ϲ月程度で、集落点検でඳかれた
ビジョンを軸に、隊員自身が実施したいことを踏まえ
て 1 年間の活動計画を作成し、住民と意見交׵する。
2 年目以降の活動計画作成時には、活動プログラムに
必要な予ࢉ案を隊員自身が策定する。

ʢ4ʣࢢͱͷίϛϡχέʔγϣϯ・৘ใڞ༗
地域で活動する協力隊だが、೚期中は市役所にも੮

が用意され、いつでも市役所で働くことができる。
毎月第 1 Ր༵日には月次ミーティングが開催され、

課長、係長、担当者、協力隊が出੮する。普段隊員と
接する機会が少ない課長にとって、活動状況を把握す
る良い機会になっている。このミーティングは、協力
隊の活動計画の進ḿ状況を確認するほか、活動での課
題を隊員同士で共有する場でもあり、意見のやり取り
から隊員同士が連携した事業も生まれる。また、担当
者から課長や係長への情報共有の場を別に設ける必要
がなくなり、市の業務の効率化にもつながっている。

ʢ5ʣ͕ࢢ৺͕͚͍ͯΔ͜ͱ
市は協力隊のサポートに関して、地域に持続的な活

力をもたらしたか、本人にとっていかに実り多い期間
を過ごしたか、を重視している。

毎週Ր༵日には、係長、担当者、協力隊がその週の
活動について情報共有する週次ミーティングを開催し
ており、これが隊員が活動しやすい環境を考える機会
にもなっている。

このように଻内市が行政と協力隊のコミュニケーシ
ョンを重視するのは、他の地方公共団体で起きている
問題を踏まえてのことである。協力隊導入の検討時、
県の協力隊担当職員研修会に参加した際、他の地方公

里の駅いちべえの様子
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共団体で活動している現役の隊員からさまざまな課題
を耳にした。そこで、認ࣝや方向性のࠩ異など、行政
と協力隊のコミュニケーションෆ足から問題が生じる
ことを知り、隊員の受入れに際しては、積極的にコミ
ュニケーションを取ることにしたという。

担当職員と気軽に૬ஊできる体制が整えられたこと
が、地域でのミッション以外にも取り組みたいことが
ある隊員にとって、ॆ実した活動につながっている。
଻内市が隊員に༩えるミッションは、当初に設定した
ものを軸としながらも、地域の実情や隊員の意向に応
じて変ߋすることも多い。地域に入る前に集落点検を
中心に入念にヒアリングを実施するが、限られた時間
ではे分でないこともあり、また、地域活性化に向け
た課題には、着೚後に気づくこともある。࿮にはめす
ぎずに余༟をもたせたミッションとすることが、隊員
の個性・やりたいことを生かした取組につながると考
えている。

隊員が地域で活動する上で、地域と隊員の自཯性を
ଚ重しており、方向性が大きく変わらない限り行政か
ら指示を出さないようにしている。また、೚期終了後
の定住や起業については、着೚当初から、೚期終了後
にどのような形で地域と関わりたいかヒアリングをし
ており、೚期中から೚期終了後を見据えた対応にも心
がけている。

ʢ6ʣୂྗڠಋೖͷ੒Ռ
隊員を受け入れた地域では、隊員に後押しされるよ

うに、住民に活力が芽生えている。ே市を地域の公会
堂のݰ関先で開催していた坂井集落では、地域の農家
から「小さくても良いから店ฮがあったら良いな」と
いう声があがった。そこで、隊員が先頭に立ち「ムラ
とマチをܨぐ拠点づくりɹ里の駅OP&Nプロジェク
ト」を立ち上げ、全国から募集したインターンや地元
の大学生とともに、地域内に設置されていたถの自動
ൢ売機のスペースをே市用の店ฮとして「里の駅いち
べえ」をオープンした。毎週日༵日にே市が開かれ、
また、毎月イベントが開催されるなど地域内外の交流
の場になっている。現在、里の駅いちべえの隣に「そ
ばॲいちべえ」をオープンし、地元産そばคを使用し
たそばをൢ売している。

これまでに 3 名の隊員を受け入れた坂井集落の区長
は、「隊員が地域に来ると地域に元気が出る。マンネ
リ化しつつあった地域の取組や行事も、外部の人・若
者の視点が入ることによって、地域の人からも前向き
な意見が積極的に出るようになった」と話す。

՝୊と今後の展望
ʢ1ʣ՝୊

଻内市は、隊員の೚期終了後の就職や起業に対する
支援の拡ॆが課題と考えている。現状は、起業支援補
助金による支援が主である。そこで市は、起業にあた
り೚期中に住民と築いた「信頼ஷ金」を大切にするよ
うアドバイスしている。これは、特に地域資源を活用
する事業の場合、地域資源を調達する面で住民との関
係がカΪとなるためである。

令和 3 年時点で 3 年間の೚期を満了した元隊員 4 名
のうち、定住しているのは 3 名となっており、定住率
は全国平均を上回る。しかし、定住した元隊員もその
多くが、೚期終了間際まで尻込みしたという経Ңもあ
り、決して手放しでتべる状況ではないと市は考えて
いる。協力隊制度は地域外から人材を受け入れ、地域
への定住を図るものではあるが、「着೚した隊員が定
住してくれることは望ましいが、地域にറり付けるも
のになってはいけない」との立場から、隊員の取組を
応援する姿勢である。

左から胎内市浮須氏、隊員OG朽網氏、
坂井集落区長坂上氏、胎内市水澤氏
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ʢ2ʣޙࠓͷల๬ͱ໨͢ࢦ΂͖ํ޲
これまで隊員を受け入れてきた地域は主に山間部で

あり、今後は平野部でも、地域が抱える課題の解決に
向けて、隊員が活躍することが期待される。

隊員を導入している地域では、Ϥソモノと一緒に体
験活動や小さなチャレンジに఍߅なく取り組めるよう
になった。フットワークが軽くなり、楽しいなどの感
情が自然と出るようになっている。

今後は、市の協力隊の目的を理解した上で、活性化
に向けて取り組む意欲がある地域には、隊員を受け入
れるよう積極的に働きかけていく方針である。

͓Θりに
଻内市の協力隊が自身の経験やスキルを地域で発ش

できるのは、市が地域のことだけでなく、協力隊のこ
とも真݋に考えて体制づくりに取り組んだ結果と考え
られる。

活動中、協力隊事業に関して、市や隊員に意見があ
る場合、週次ミーティング以外にもその都度話し合いの
場を設けている。たとえ意見がぶつかることがあっても
૬手に気を遣ってଥ協することはせず、૒方が納得す
るまで話し合うことで、前向きな改善につなげている。

また、଻内市の協力隊制度の強みは、協力隊・地
域・行政の三者の距離が近く、それぞれの立場やݞ書
を超えて話ができる点にある。これは、市が隊員の受
入れを進める前に、地域で集落点検を実施して課題を
明確にし、隊員が認ࣝを共有した上で地域での活動を
始めることによるものである。

地方公共団体が協力隊制度を活用する際には、それ

が手段であることを共通認ࣝとした上で、協力隊導入
だけを目的としてしまわないようにཹ意する必要があ
る。特に、隊員の採用が行政の仕事ではないので、安
қな気持ちや中途半୺な受入体制で採用することはආ
けたい。また、଻内市のように協力隊の活動場所が限
られた地域となる場合には、事前に地方公共団体と地
域が協力して受入体制を整えることを強くקめたい。

ਓ　ޱ 2�
2��人（令和 �年 �月຤ࡏݱ）

໘　ੵ 2���2ὕ

࿈བྷઌ �৽ׁݝ଻内ࢢ૯߹੓ࡦ՝
� 5&-� 02�������111
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新潟県胎内市地域の概要

地域ではίέの࠿ഓを΍りた͍ͱ͍͏͜ͱでɺୂ
員ื集の໘઀時ʹͦの͜ͱを఻͑たͱ͜Ζɺ͕ͦࢢ
の͍ࢥをे෼ʹଚॏしͯくΕました。ண೚ޙ΋ɺ地
域ͱࢢからはϛογϣϯで੍限͞ΕΔ͜ͱはなくɺ
。Δ͜ͱはগなかͬたです͡ײ۶͞をځʹಈ׆
ண೚しͯからはɺ地域ʹॅΉ一人ͱしͯɺॅຽͱ

ίϛϡχέʔγϣϯをଟくͱΔΑ͏ʹしました。地
域のたΊʹ׆ಈすΔ͜ͱはɺ݁Ռͱしͯɺͦ͜ʹॅ
Μで͍Δࣗ෼の਎ʹ΋ฦ͖ͬͯます。ͦの݁Ռɺॅ
ຽͱの෇͖߹͍͕ੜまΕɺͦのޙの׆ಈの΍り΍す
͞ʹͭな͕りました。
令和�年�月で೚ظをऴ͑た͋ͱ΋ࡔҪ集མʹ定
ॅしɺίέの࠿ഓͱൢചをத৺ʹ׆ಈし͍ͯます。

協力隊の声

朽
く た み

網 裕
ゆう

子
こ

଻内ࢢ地域おこし協力隊0(

ʪࣥ筆者ʫ�地域ੑ׆Խηϯλʔا�ըάϧʔϓ�
૔ຊ�ོߦ（ઍ༿܅ݝ௡ࢢから೿ݣ）

編注＝地域づくりผ࡭令和 �年度地域ੑ׆ԽΨΠυϒοΫ 1月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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はじめに
୮波ࣰ山市はฌ庫県の中東部に位置し、人口は

40,622人（令和 3 年 4 月末現在）、総面積は377.59ὕで
ある。平成11年 4 月、多紀郡 4 町（ࣰ山町・西紀町・
୮南町・今田町）が合ซし、市制施行によりࣰ山市が
誕生し、令和元年 5 月に市名を୮波ࣰ山市に変ߋし
た。基幹産業は農業で、特産物には୮波ࣰ山ࠇ）౾ࠇ
୮波দ୛、୮波、܀や୮波ࣰ山山のҶ、୮波（౾ࢬ
஡、୮波ম、୮波໦໖などがある。

協ྗୂ੍౓ಋೖのܦҢ
୮波ࣰ山市の地域おこし協力隊（以下「協力隊」と

いう。）には「半学半域型」と「起業支援型」の 2 タ
イプがある。全国でも௝しい半学半域型を導入してい
ることが特徴で、その制度運用の背景には神戸大学と
୮波ࣰ山市の官学連携事業が存在している。

平成10年に神戸大学と୮波ࣰ山市は地域連携協定を
締結した。市全体をフィールドとして、地域課題解決
と地域活性化を図るために大学の研究者・学生へ研究
フィールドや連携先の紹介、活動拠点の提供を行うも
ので、市全体を生きた現場とଊえ、さまざまなプロジ
ェクトが進行中である。

ʢ1ʣ൒ֶ൒域ܕ
半学半域型誕生のきっかけとなったのは्害対策で

ある。市とまちづくり協議会（旧小学校区単位で運営

される地域運営組織。市内に19団体が存在）が、協働
で農作物を食いߥらす्害への対策を講じようとした
が、高齢化による人手ෆ足やアイデアෆ足があった。

一方で神戸大学との官学連携事業として食農コープ
教育プログラムが進行していた。地元農家の指導のも
と、農作物の栽培などを体験しながら農業や農村生活
への基本的な理解を深めるもの、農業現場での調査型
プロジェクトやインターンシップ型プロジェクトへの
参加を通して、基ૅ的な技術や能力、企画力を身に着
けるものであり、年間50名程度の学生が୮波ࣰ山市を
訪れる。プログラム修了後も継続して活動を希望する
学生や、参加者からの口コミで୮波ࣰ山市に関心を持
った学生が地域活動に参画していた。

そこで、地域で活動する学生に्害対策に協力しても
らうため、学生への報ु体系や活動環境を整備したうえ
で平成26年度から協力隊制度の運用を開始した。協力
隊は市が採用し、まちづくり協議会付の委৤をしてい
る。्害対策だけではなく地域活動への参加、自身の研
究活動を行う。令和 3 年度までに 8 名の学生隊員（起
業支援型に変ߋした隊員3 名を含む。）が活動している。

ʢ2ʣࢧۀىԉܕ
起業支援型誕生のきっかけとなったのは、官学連携

事業の一環として平成29年度から開講しているࣰ山イ
ノベーターズスクール（以下「スクール」という。）
である。スクールのキャッチコピーは「ローカルで、
自分のしごとをつくる」で、農村で新しい価値を見つ
け、஥間や地域とネットワークをつくり、地域の課題

第̎章　地域͓͜͠ୂྗڠͱͱ΋ʹาΉ࣏ࣗ体

ୂྗڠ৔でً͘地域お͜しݱ
ฌݝݿ୮೾ࣰࢢࢁ

ʙֶ׭࿈ܞとコーデΟωーターػೳにΑる୮೾ࣰ山ࣜの地域՝୊ղܾʙ

୮೾ࣰࢢࢁはɺਆށେֶͱ࿈ܞしɺֶੜ࿮のʮ൒ֶ൒域ܕʯͱۀىを໨ࢦすʮࢧۀى
ԉܕʯの 2λΠϓの地域͓͜し੍ୂྗڠ度をӡ༻し͍ͯΔ。தで΋൒ֶ൒域ܕはֶੜ
。ಈすΔ΋のでɺશ国తʹ௝し͍औ૊ͱな͍ͬͯΔ׆員ͱしͯୂྗڠʹதֶࡏ͕
ຊߘでは特௃తな੍度ઃͬࢸʹܭたܦҢͱɺ地域͓͜し׆͕ୂྗڠಈし΍す͍ڥ؀を
。のऔ૊ʹ͍ͭͯ঺հすΔࢢࢁすΔ୮೾ࣰݱ࣮
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を解決しながら自分自身の仕事を生み出すことを学ぶ
通学型の起業スクールである。スクールの卒業生が起
業を実践する場として起業支援型の協力隊が存在し、
令和 3 年度までに13名が活動している。

官学連携による伝統産業の෮活、地域産品の商品開
発など地域活性化に向けたさまざまな手法が進められ
る中で、学生が授業の一環で地域に関わるための環境
整備を行い、協力隊という制度を活用して地域課題解
決を目指す半学半域型、起業スクールの実践の場とし
て協力隊に活躍の場を提供する起業支援型という 2 つ
の୮波ࣰ山市の取組は、地域活性化や協力隊の活用方
法に೰む全国の地方公共団体に参考となる事例と言え
る。以下では୮波ࣰ山市協力隊の制度内容についてৄ
しく紹介する。

取組಺༰ɾ成果
ʢ1ʣ੍度֓ཁ・活動಺༰
ᶃ൒ֶ൒域ܕ

大学生、大学Ӄ生または大学研究員が、まちづくり
協議会などの地域活動に参画・従事しながら、地域課
題の解決に向けた調査研究を行うものであり、活動は
週 3 日、最長೚期は 3 年間である。

半学半域型の活動内容の例として、ある隊員はエネ
ルΪー関連の取組で自転車の車輪を使用した水車作り
やソーラーパネル設置のコーディネートを担当した。

同時に、小学校の統廃合が進められるタイミングだっ
たため廃校活用にも関༩し、子育てが忙しく普段はま
ちづくり活動にあまり関わっていない世代と、まちづ
くり協議会の中心となる50～60代をつなぐ役割を担い、
地域コミュニケーションの中でو重な存在となった。

雇用形態は市長による委৤で、会計年度೚用などの
雇用関係はない（日額8,000円の報ঈ費を支څ）。週 3
回の活動中は地域活動に注力し、活動日以外を学業に
ॆてることで協力隊活動と学業の両立が図られる。所
属大学の指導教官による積極的なコミュニケーション
と指導が೚期中のॆ実した活動につながっていく。

ᶄࢧۀىԉܕ
まちづくり協議会などの地域活動に参画・従事しな

がら、地域資源を活用した事業で、その成果を地域に
還元できる起業を目指すものであり、活動は週 5 日、
最長೚期は 2 年間である。

起業支援型を開始した当初は೚期を 3 年間としてい
たが、協力隊として標४的な期間とはいえ起業には長
すぎるのではないかという意見があり、起業に向けた
目的意ࣝがはっきりしていることを前提に 2 年間が適
当と判断された。これには通常の移住で起業にチャレ
ンジする者に比べて待۰が手厚くなり過ぎないように
との配慮もあった。

起業支援型は、自身の起業を行いつつ地域活動にも
参加するため、活動内容は多ذにわたり、マルチワー

カー的に活動すること
が多い。減りゆく地域
活動の担い手確保と、
起業・研究による地域
課題の解決を目的とし
ている。

起業型は自由に制度
設計できる反面、その
成否は隊員のスキルや
起業適性によるところ
が大きいため、運用が
難しい部分があるが、
立する隊員を生み出ݽ
さない制度運用に重要
なのは、受入४備とサ
ポート体制である。半学半域型のスキーム
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ʢ2ʣडೖ४උ体੍・ίʔσΟωʔλʔͷ໾ׂ
୮波ࣰ山市の協力隊受入れは、協力隊コーディネー

ター（以下「コーディネーター」という。）による19団
体あるまちづくり協議会への「協力隊受入れに関する
ヒアリング」からスタートする。地域の課題（例ɿ農
地管理、空き家対策、廃校活用）やにぎわい作りに向
けた取組、住みよい地域とするために求められる人物
૾などさまざまな提案や要望をヒアリングする。

コーディネーターは、協力隊の活動に対するアドバイ
スや環境整備を行うほか、協力隊とまちづくり協議会、
協力隊と市、まちづくり協議会と市の間のコミュニケー
ションを取り持つことで協力隊が円׈に地域活動を進
められるようにサポートする、言わば伴走者である。

そこでポイントとなるのが、全国共通の課題でもあ
る、協力隊と地域との૬性である。୮波ࣰ山市は大
神戸、京都といった大都市から距離的に近いため、ࡕ
近年移住者が増加している。地域外から人を受け入れ
ることには׮容であるが、隊員と共に地域活動を進め
るにあたって、人間関係のトラブルや、隊員がやりた
いことと地域が求めることの૬違が生じることも少な
くない。そこで市とコーディネーターは、以下の工෉
によりトラブルを回ආし協力隊が活動しやすい環境を
整備している。
・地域の思いや要望、欲しい人物૾をஸೡにヒアリン

グ（コーディネーターが実施）
・ホームページ上で受入れ側のまちづくり協議会があ

る地区の様子、求める人材を発信
・協力隊採用プレθンテーションの前後でまちづくり

協議会との交流期間（マッチング）を設定
令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症の影響で対

面での説明会が難しいことから、オンラインを活用し
た採用活動を行っている。地域の雰囲気を知ってもら
うために、地域の風景やまちづくり協議会の方が話す
様子をࡱ影して見てもらうなどの工෉を行っている。

ʢ3ʣαϙʔτ体੍
活動のサポート体制は図 1 のとおり、主に市と神戸

大学が連携して支援している。市は前ड़のコーディネ
ーターを神戸大学に委託している。委託といっても全
てを大学に೚せるわけではなく、制度の基本設計や運
用方針の決定は自ら担う。また、コーディネーターと
のີ接な連携や活動報告書のチェックにより隊員の活

動状況の把握に努めている。取材の際には、市担当者
が協力隊の活動内容や個人の特性をࡉかく把握してお
り、隊員個人ともॆ分にコミュニケーションが図られ
ていることがうかがえた。

委託先の神戸大学は、市が設計した制度にԊって協
力隊に伴走する役割を担う。令和 3 年度はコーディネ
ーター 3 名が活動している。大学は過去に商工会に勤
務していた者や協力隊O#など地域のことをよく知る
人物をコーディネーターに೚命し、それに要する費用
は協力隊の活動費予ࢉの一部をॆ当している。

半学半域型協力隊の活動には、コーディネーターに
加えて所属大学の指導教官が研究活動や地域への関わ
り方を指導する。初めて社会に出るに等しい学生隊員
の活動には教官の存在が大きい。

このようにそれぞれの役割を明確にし、その役割を
全うできる人材を適切に配置することが制度運用のキ
ーポイントである。

協力隊の担当職員といっても協力隊以外の業務を持
つことも多い。୮波ࣰ山市も、協力隊を担当する創造
都市課はふるさと納税や空き家活用事業のほか、移
住・定住に関すること全般の業務があるため、協力隊
業務にのみ注力することは難しく、コーディネーター
を委託することにより効率的な業務਱行が可能となっ
ている。これは人員ෆ足の地方公共団体にとって参考
となるのではないか。さらに市では、前ड़のとおり協
力隊の活動費予ࢉの一部をॆ当することで財政面での
ෛ担を軽減している。

ʢ4ʣ೚ظதͷॆ࣮ͨ͠αϙʔτ
協力隊の状況を把握し、その主体的な活動を促すた

めに実施している市の主な連བྷ・૬ஊ体制は以下のと
おりである。
・隊員が集合して行う定例会・報告会（週 1 回）
・コーディネーターと市の定例会（月 1 回）
・隊員からの活動報告書の提出（月 1 回）

中でも協力隊の拠点施設である୮波ࣰ山フィールド
ステーションで行われる協力隊同士の報告会は、おޓ
いの進ḿを確認し、自身の立ち位置を把握すること
で、活動により一層力が入る契機になっている。

起業支援型は、 2 年という限られた期間で地域活動
と起業を両立していく必要がある。起業支援型協力隊
に対するサポートで特徴的なのは、起業の४備や資金
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面でのサポートがॆ実している点である。過去に商工
会に所属していたコーディネーターがいるため事業計
画や資金関係の૬ஊがしやすく、また、協力隊は全員
前ड़のスクールに所属しているため、ビジネスの基ૅ
知ࣝの֫得、ビジネスモデルの構築から地域での実践
まで、伴走型の支援を受けることができる。

情報発信面でのサポートもある。市報はもちろん、
まちづくり協議会や自治会の広報ࢽへ協力隊情報を掲
している。෯広く広報することで関係者だけではなࡌ
く、地域住民にまで広く協力隊が認知されている。

隊員同士の報告会や実務的サポート、住民への広報
という、協力隊、コーディネーター、地域の三者によ
るஸೡな取組が、採用後、協力隊に活動を೚せきりに
して地域から๨れられるのではなく、主体的に活動す
る隊員を多く輩出する要因となっている。

ʢ5ʣ੒Ռ
制度運用を開始して 7 年が経過し、成果として挙げ

られるのは以下の 3 点である。
・隊員の定住（定住率約 6 割・県平均と同等）
・地域が受入れに積極的で、人が来ることをتんでい

ること
・隊員の起業により地域内経済循環が向上し、まちに

経済的な५いが生まれたこと
協力隊の趣旨である定住・定着が図られるととも

に、定住がかなわなくとも関係が途切れることなく、
関係人口として୮波ࣰ山市に関わる隊員O#・OGも増
加している。

地域と協力隊の協働により地域に主体性が芽生え、
活力ある地域が増加していることも成果の一つであ
る。一度協力隊を受け入れた地区は、܁り返し受け入

れることが多いことから、地域住民が協力隊との協働
に良い影響を感じていることが分かる。半学半域型の
隊員は大学のサークルやθミの஥間を連れてくること
が多く、ଙのような存在として一緒に農作業を行うな
ど、「地域に人が来るのがخしい」「にぎわいが生まれ
るのがخしい」という声がある。また、隊員自身の調
査研究活動によりデータが収集され、地域課題を数値
として可視化することができた。地域住民だけではで
きないことが協力隊の活動により実現可能になること
は大きな成果と言うことができる。

՝୊と今後の展望
ʢ1ʣऔ૊ΛਐΊΔ্Ͱൃ͞ݟΕͨ՝୊ͱղܾํ๏

制度運用当初、地域からは単なる労働力と認ࣝされ
たことや、地域と協力隊のコミュニケーションෆ足か
らくるトラブルを抱えたこともあった。しかし、市と
コーディネーターによるフォローや、受入れに関する
ヒアリング、マッチング時の協力隊の役割についての
ஸೡな説明、地域が求めることをクリアにする等の工
෉により解決してきた。より構造的な課題は以下のと
おりである。

ᶃ地域՝୊͸Ϗδωεʹͳりʹく͍
地域課題は解決が難しいからこそ課題として地域に

残っている。それを解決しながらビジネスとして収益
をあげることはなおさら難しい。実際そうした課題に
取り組む協力隊は課題解決に向けた起業のみではな
く、地域に転がるさまざまな仕事を組み合わせたマル
チワーカーとして働くことが多い。

ᶄ�地域͕ٻʹୂྗڠΊ
Δ͜ͱ্͕खくޠݴ
化Ͱ͖ͳ͍৔߹΋͋
Δ
地域住民が抱える地

域課題を言語化して外
部に伝えるのは難しく
時間がかかる場合があ
る。また、まちづくり
協議会は೚期制のた
め、代ସわりにより地協力隊のサポート体制
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域課題に対する認ࣝが変わる場合もある。これに対し
ては、協力隊がイメージしていることとのズレを軽減
すべく、ஸೡなヒアリングとマッチングを܁り返して
いる。

ʢ2ʣޙࠓͷల๬
市は、全国的にも特徴的な半学半域型と、地域にに

ぎわいと५いを生み出す起業支援型の取組を継続する
意向である。地に足をつけ、プレーϠー目線に立ち、
実際に地域で活動する協力隊、それを支えるコーディ
ネーター、受入地域という 3 つの主体が୮波ࣰ山市を
フィールドに૬ޓに高め合える関係を構築し、隊員が
定住したいと思えるような環境をつくり上げていく。

具体的には、スクールの運営を担う神戸大学との連
携事業「農村イノベーションラボ」（以下「ラボ」と
いう。）のコーディネーター機能と協力隊コーディネ
ーター機能の統合を検討しており、市、神戸大学、ラ
ボ、スクールという協力隊をとり巻くステークホルダ
ーが一層連携を深め、円׈な支援を進めていく。

また、将来的には移住・起業に関するワンストップ
組織の設置を構想している。若者らの地域に根ざした
ビジネスづくり、地域でのチャレンジの支援、そし
て、新しい農村社会૾をඳくような価値創造的で実践
的な研究をラボで進め、協力隊に限らず移住しやすい
まち、起業ができるまち、を目指す。

͓Θりに
協力隊制度は自由な設計が可能である。୮波ࣰ山市

は制度を活用して神戸大学との官学連携を進めること

により、学生が協力隊として活動する半学半域型を生
み出した。学生隊員は若さとエネルΪーにより地域に
にぎわいを生み出している。学生サークルなど副次効
果として市を訪れる人数も増加しており、関係人口増
加にも一定の期待ができる。

起業支援型は、地域課題の解決と起業という難しい
課題にチャレンジすることになるが、コーディネータ
ー機能と起業へのॆ実した支援により、地域経済に५
いを生み出す存在となっている。どちらにも共通する
のは協力隊が現場でًいていることだ。制度を最大限
活用する工෉とஸೡな支援は、今後も現場でًく協力
隊を生み出す原動力となり、制度設計に೰む全国の地
方公共団体にとって大きなヒントとなるだろう。

ਓ　ޱ �0
�22人（令和 �年 �月຤ࡏݱ）

໘　ੵ �77���ὕ

࿈བྷઌ �୮೾ࣰاࢢࢁը૯຿部૑଄౎ࢢ՝定ॅଅਐ܎
� 5&-� 07����2��10�

﻿兵庫県丹波篠山市地域の概要

ओなऔ૊ɿ࠶ੜՄೳΤωϧΪʔ׆༻΍ഇ׆ߍ༻
̦ɽୂྗڠίʔσΟωʔλʔのଘࡏはど͏でしたかʁ
̖ɽίʔσΟωʔλʔ͕͍なかͬたらԿ΋で͖なか
ͬたです。ֶੜ͕ୂྗڠʹなΔ͜ͱはॳΊͯࣾ会ʹ
ग़Δ͜ͱʹ౳し͍のでɺίʔσΟωʔλʔ΍େֶڭ
ಈྗʹなりまݪಈのେ͖な׆はɺॆ࣮したࡏのଘ׭
した。

協力隊員の声

瀬戸 大喜
୮೾ࣰࢢࢁ地域おこし協力隊0#�
൒ֶ൒域ܕˠࢧۀىԉܕ΁Ҡߦ

ʪࣥ筆者ʫ�地域ੑ׆Խηϯλʔا�ըάϧʔϓ�
（ݣから೿ࢢ௕Ҫݝܗࢁ）人߂�ڮ∁

編注＝地域づくりผ࡭令和 �年度地域ੑ׆ԽΨΠυϒοΫ 1月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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はじめに
Ԟ出Ӣ町は島根県東部に位置しており、平成17年に

旧仁多町と旧横田町が合ซして誕生した。人口は約
12,000人で、中国山地の山々が連なる中山間地域にあ
り、町域の約 8 割を山林が占める。

たたら製మによって生産された良質なమを原料とし
て、日本౛づくりだけでなく優れたਕ物製造技術が生
まれ、ݎ໦を加工する技術が発達した。このことによ
りӢभそろばんなどの໦工芸が盛んとなり、手先がث
用で真面目なԞ出Ӣ町の町民性が受け継がれている。

また、たたら製మに用いられる砂మの採取੻地を再生
し、栽培される仁多ถがブランドถとして有名である。

協ྗୂ੍౓ಋೖのܦҢ
Ԟ出Ӣ町は、他の地方部と同様に社会減と自然減が

૬まって人口減少が進んでおり、集落組織が持つ地域
資源の管理機能を維持していくことが地域課題の一つ
となっている。これに対し、集落組織を持続可能なも
のとし、地域資源を維持することを目的に、住民と行
政が協働してコミュニティの力を高める事業に取り組
んでいる。

平成22年度からは、住民組織による主体的な地域課
題解決のために「住民提案型きらりًく地域づくり事
業」が進められている。公民館を単位とした地区毎
に、住民自らが生活に必要なサービスを維持・確保
し、持続可能なまちづくりを行うための「小さな拠点
づくり」の取組が行われており、また、町民向けの人
材育成事業として、コミュニティの力を高めるべく

「みんなのチャレンジスクール」や「地域円୎会議」
が開催されている。これらの活動には地域おこし協力
隊（以下「協力隊」という。）が積極的に参加し、住
民とともに活動することで新たなつながりが生まれて大原新田（重要文化的景観）

第̎章　地域͓͜͠ୂྗڠͱͱ΋ʹาΉ࣏ࣗ体

人΋จԽ΋ԞਂいԞग़Ӣ
ౡࠜݝԞग़Ӣொ

ʙͭながりでஙくͤ޾とস͋إふΕるまͪʙ

ౡࠜݝԞग़Ӣொはɺށߐ時୅から໌࣏のॳظまでɺ೔ຊで΋༗਺のたたら੡మの地ͱ
しͯӫ͑ɺࣗવͱڞੜしな͕らൃలし͖ͯた地域で͋Δ。
またɺهࣄݹ΍೔ຊ書لʹ΋͞هΕ͍ͯΔग़Ӣਆ࿩ൃ঵の地でɺਆ࿩Ώかりの఻ঝ地
͕਺ଟく͞࢒Εɺग़Ӣ地域ʹ͓͍ͯ一େจԽݍをߏஙし͖ͯた。ࠓ΋な͓ੈքで།一の
たたら੡మ͕ૢ͞ۀΕ͓ͯりɺ೔ຊ౛のݪྉͱなΔ߯ۄをશ国の౛ঊʹڅڙし͍ͯΔ。
Ԟग़Ӣொの地域͓͜しୂྗڠの೚༻ܗଶʹはۀࣄॴ࠾ܕ༻͕͋りɺ఻౷ٕज़をܧঝす
ΔたΊʹ೔ຊ౛΍ӢभͦΖ͹Μの੡ܞʹ࡞ΘΔୂ員͕ੜまΕ͍ͯΔ。
ຊߘではɺԞग़Ӣொ͕地域͓͜しୂྗڠͱڞʹาΜで͖たܦҢɺऔ૊内容ɺ࣮੷౳を
঺հすΔ。
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いる。
Ԟ出Ӣ町では平成22年度に初めて協力隊制度を利用

し、森林組合に 2 名の隊員を配置したが、制度を生か
しきれず、೚期終了後は隊員の受入れをఀ止した。そ
の後、なぜ制度を活用できなかったのか、住民とのつ
ながりを生むにはどんなサポートが必要なのかを改め
て検討し、受入体制を整えた上で、平成27年度から再
度募集を開始している。令和 3 年 7 月末時点での隊員
数は 6 名で、平成27年度以降の受入人数はྦྷ計で30名
となっている。

隊員を再募集したのは、平成27年度に「Ԟ出Ӣ町ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定したことがき
っかけの一つとなっている。町の人口減少が進む中、
地域活性化のために、協力隊を積極的に活用する方針
が町長により打ち出された。誰もがチャレンジしやす
い環境を行政が用意し、都市部の感覚を持つ隊員と地
域住民が関わり合い、地域が抱えるさまざまな課題の
解決に取り組みながら、Ԟ出Ӣでの暮らしを継続して
もらうことを目的としている。

取組಺༰
Ԟ出Ӣ町の協力隊の೚用形態は次の 4 つである。
①課題解決雇用型（会計年度೚用職員）
②課題解決委託型（町からの委৤、個人事業主）
③起業独立型（町からの委৤、個人事業主）
ᶆ事業所型（町からの委৤、特定の事業所に配置）
協力隊を担当する地域づくり推進課では、さまざま

な೚用形態がある中で、隊員が 3 年間活動した後の暮

らしや仕事の在り方に寄りఴうことを重視し、೚期終
了後のԞ出Ӣ町での暮らしを隊員が想૾できるよう、
募集の方法や೚用形態を毎年見直している。近年は事
業所型が増えているが、これは協力隊の生活を 3 年間
という限られた期間で見るのではなく、地域に根を下
ろしてもらうためにはどうすれば良いのかを真݋に考
え、徐々に運用方法を変えてきた結果である。

町では、協力隊を受け入れ、地域の中で活動しても
らうために以下の 4 つの取組を行っている。

ʢ1ʣୂྗڠ�ʹର͢Δཧղͷਂ化
まず、町職員の協力隊制度への理解を深めるため、

隊員を募集する部ॺの職員を対象に、募集・採用時と
受入前に研修を実施している。

募集・採用時の研修では隊員に求める人材૾を明確
にした上で、ミッションの内容や周知方法を検討、隊
員希望者と採用側とのミスマッチを防ぐために何が必
要なのかを伝えている。

受入前研修では、隊員との関わり方について学ぶた
め、モデルとなる隊員૾をৄࡉに設定し、隊員の活動
をどのようにサポートしていくのかをイメージするト
レーニングを実施している。

また、町民にも協力隊の活動を理解してもらうた
め、新しく೚用された隊員を町の広報ࢴで紹介すると
ともに、町内のコミュニティチャンネル「ジョーホー
Ԟ出Ӣ」で活動の様子を放өすることにより、周知を
図っている。隊員も積極的に情報発信しており、地域
づくり推進課が作成した移住定住支援サイト「D&&P�
TOWN�O,UI;UMO」 やSNSで、 町 内 外 に 向 け て

トロッコ列車「奥出雲おろち号」 協力隊隊員
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日々の活動を発信するなどの取組を進めている。

ʢ2ʣ�ؔؒऀ܎ͷ৘ใڞ༗
協力隊の活動内容を行政と受入側で共有する時間を

設け、両者が一体となって協力隊の活動をサポートす
る体制づくりを行っている。町で活動していくにあた
っての૬ஊ体制を整備した上で、活動初日には隊員向
けの研修を行い、地域とつながるためのポイントを共
有する。また、隊員が関係者とともに年間計画書を作
成することで、年間の業務量とスケジュールを共有す
るとともに、隊員が関係者と意見交׵をして意ࣝのす
り合わせを行うことにより、信頼関係を構築した後に
活動を開始できるようにしている。

作成した年間計画書は、関係者全員が集まる会議で
発表することにより、隊員同士の૬ޓ理解のための手
段として活用されている。事業所型೚用の隊員は、主
な活動場所が特定の事業所となっているので、隊員同
士で情報交׵する機会が少なくなっていることから、
それぞれの活動内容を発表する場を設けることで、他
の隊員の活動を理解し、議論や対話を通じてޓ学ޓ習
による成長を促している。

年度途中には中間報告会、年度末には実践発表会
を、全隊員と各担当者の必ਢ研修に位置付けて開催し
ている。そこでは、隊員の活動報告だけでなく、活動
に取り組む中でのෆ安や೰みも共有できるよう配慮し
ており、風通しの良い関係づくりを目指している。ま
た、役場内では、地域づくり推進課がハブとなり、協
力隊と隊員募集を行った受入担当課との調整役を担う
ことで、円׈な情報共有に務めている。

こうした取組に加え、町内にいる隊員O#・OGを講
師とした研修も行っており、現在の活動について෯広
く内容を聞き、気軽に૬ஊできる場とすることで、隊
員O#・OGとのつながりをつくるようにしている。令
和 3 年度は 7 月に実施し、現役隊員の೰みを聞いた隊
員O#・OGからは「自分もそうだったよ」「そんなに
張らなくてもいい」「知ࣝに自信がなかったら、いؤ
いチャンスだと思って周りに頼ったらいい」との励ま
しの言葉があり、安心する隊員の姿がҹ象的だったと
いう。

関係者や隊員O#・OGと情報を共有することで、Ԟ
出Ӣ町で安心して過ごし૬ஊできる環境づくり・஥間
づくりを行い、ߋなる活動の広がりと隊員の暮らしを
サポートする体制を築いている。

また、隊員と行政担当者は月に 1 回はミーティング
を開催し、定期的に活動を振り返っている。隊員だけ
ではなく、担当者も一緒に振り返ることで、隊員の活
動状況や年間計画書の進ḿ状況を共有し、活動の中で
の೰みやつまずきをૣ期に発見できるよう取り組んで
いる。隊員と関係者が情報と時間を共有することで、
信頼関係が生まれ、業務の話だけでなくࡶஊもできる
雰囲気が形成されていく。ࡶஊの中には、日々の暮ら
しの中での気づきや೰みなど、協力隊をサポートする
ために大切な情報が含まれている。知り合いがいない
土地で、隊員が安心して活動できるよう、風通しのよ
い体制づくりが行われている。

ʢ3ʣ�ொͷதͰͷεςッϓΞッϓ
町では隊員が೚期終了後も地域で暮らしながら、地

委託事業所 隊員と担当者の研修会
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域活性化につながる活動ができるよう支援を行ってい
る。起業する際には、起業支援補助金の交付だけでは
なく、必要となる場所の提供など、役場が一体となっ
てサポートを行っており、チャレンジしやすい環境が
生まれている。これにより実際に起業する人も出てき
ている。Ԟ出Ӣ町にはෆ動産のことを気軽に૬ஊでき
るෆ動産業者がないことにة機感とチャンスを感じ、
೚期中に宅地建物取引士を取得してෆ動産業を始めた
人や、自分の特技を生かしてアートディレクター兼デ
ザイナーとして活動を始めた人がいる。また、特定地
域づくり事業協同組合や地元企業に就職し定住する人
もおり、Ԟ出Ӣ町が協力隊としてのミッションを実践
する場だけではなく、暮らす場所へとステップアップ
していることがわかる。

町では、（2）でड़べたように、現役隊員と隊員O#・
OGの情報交׵の場を行政側で४備し、交流の時間を
設け、೚期終了後の暮らしを想૾してもらうことで、
೚期中から೚期終了後に取り組める活動を考えてもら
うきっかけづくりも行っている。

ʢ4ʣ�ୂһʹدりఴ͏
町が行う隊員募集は事業所型が多い。事業所は働き

手確保のためだけではなく、現在の事業内容に隊員の
新たな視点や発想をプラスして、ߋに発展させるため
という気持ちが強い。内容もԞ出Ӣ和ڇの繁৩、そば
の収穫など農業の担い手や、Ӣभそろばん職人という
伝統工芸士、島根県立横田高等学校の高校魅力化コー
ディネーターと多ذにわたっている。೚期終了後に定
住するか否かは隊員次第であるが、町では隊員の生活
と活動を 3 年間という限られた期間で考えるのではな
く、卒業後の定住も見据えたうえで募集を行ってい
る。そうした観点から、町で行っている空き家バンク
の紹介や家賃補助、島根県で実施しているスモール・
ビジネス育成支援事業のアドバイザー೿遣、起業創業
支援施設古民家オフィス「みらいとԞ出Ӣ」のスペー
スの提供などを行っている。

町では、隊員を地域おこしに関するミッションを実
行するための人員としてだけではなく、定住を考えて
いる個人が行う活動としてଊえているのである。 1 人
の人の人生を༬かることの੹೚の重さを感じるからこ
そ、募集内容には気を配っている。協力隊としての活
動をサポートする際も、೚期終了後を想定し隊員の立

場で考えているため、活動内容に寄りఴった取組がで
きる。

՝୊と今後の展望
ʢ1ʣ�՝୊

協力隊制度は、 3 年間の活動に対し、地方公共団体
によるサポートが提供される制度ではあるが、 3 年経
過後は、生活に必要な資金を自分で稼がなければなら
ない。೚期終了後、起業してもي道に৐らなければ生
活もままならなくなり、それまで行ってきた活動が継
続できなくなる。

実際、アルバイトで収入を得ながら活動を継続して
いる隊員O#・OGもいる。೚期を 3 年から、さらに 1
～ 2 年延長できれば、将来的な仕事と協力隊活動のバ
ランスをとりながら、余༟を持って活動することが可
能となるのかもしれない。一方で安қに期間を延ばす
ことが協力隊制度全体として本当にいいことなのかと
いう疑問もある。隊員は஗かれૣかれ人生の決断をし
なければならない。町としては残念なことだが、新た
な地域での活動を決断することも選୒ࢶの一つであ
る。 3 年間は人生を決断するにはे分な時間とも考え
られる。限られた೚期の中で、隊員の今後の人生を༬
かるという੹೚感を持って、Ԟ出Ӣ町はこれからも協
力隊の募集を続けていく。

ʢ2ʣޙࠓ�ͷల๬
地域づくり推進課では、隊員がԞ出Ӣ町での暮らし

を想૾できなければ定住につながることはないと考え
ており、೚期終了後の仕事や生業のイメージを持って
活動に取り組んでもらえるように心ֻけている。協力
隊の活動が地域の課題解決の一助となり、地域の一員
として必要とされる存在になるとともに、隊員自身も
地域の人と暮らしたいと考えるようになるよう、೚期
終了後も町に住みたいと思える支援とサポート体制づ
くりを行っている。

今後は、第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略の
中で策定した関係人口創出事業を推進するために、実
際に地域に足を運び、各地区の小さな拠点づくりをは
じめとした地域づくりを進める方との連携をより一層
深めていきたいと考えているとのことであった。
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͓Θりに
Ԟ出Ӣ町は、約1,400年前からたたら製మとともに

発展してきた土地であり、地域の資源を生かしなが
ら、自然と住民が共存してきた歴史がある。その中
で、古くからの伝統や行事を受け継ぎながらも、新し
い物事を生み出す温故知新のਫ਼神が育まれてきた。最
近では、人口約600人の三୔地区で、NPO法人が地域
のങい物ऑ者支援として閉店した空き店ฮを再利用
し、地域マーケット「ともにマーケット」を開店し
た。また、協力隊O#と地域の人が古民家を一緒にリ
ノベーションしてレンタルスペースとキッチンスペー
スを兼ね備えた多目的交流拠点施設を開設するなど、
人が集う場を町内各地で生み出している。この動きは
無理強いされて始まったものではなく、地域での暮ら
しを楽しみたいという気持ちから生まれたものであ
る。協力隊をはじめ、町外の人が町に入ってくること

で町が変わってきており、町が一体となって少しずつ
良い方向に動き出していることがわかる。古いものを
大切にしながらも、新しいチャレンジができるԞ出Ӣ
町の今後が楽しみだ。

ਓ　ޱ 12
0��人（令和 �年 �月຤ࡏݱ）

໘　ੵ ����01ὕ

࿈བྷઌ �Ԟग़Ӣொ地域づくりਪਐ՝
� 5&-� 0�������2�2�

﻿島根県奥出雲町地域の概要

Ԟग़Ӣொ役৔のํͱは研修を௨ͯ͡ɺ૬ޓཧղ͕
で͖͓ͯりɺ҆৺しͯ׆ಈし͍ͯます。ࢲはし͝ͱ
づくりίʔσΟωʔλʔͱしͯ׆ಈし͍ͯます͕ɺ
地域͓͜しୂྗڠは૖େなۀىक़で͋Δͱ͍ͯ͡ײ
ます。ୂྗڠͱしͯの�年ؒはɺ׆ಈをしな͕らى
ͱしͯؒظͼɺཱࣗすΔ͜ͱ͕で͖Δֶ͍ͯͭʹۀ
Δ͜ͱ͕で͖ます。地域づくりʹؔΘりな͕ら͑ߟ
の׆ಈͱなΔのでେมです͕ɺϥΠϑϫʔΫ（झ
ຯ）をϥΠεϫʔΫ（ࣄ࢓）ʹม͍͑ͯく͖ͬか͚
ʹなͬたͱ͍ͯ͡ײます。Ԟग़ӢொはνϟϨϯδし
΍す͍͕ڥ؀੔͍ͬͯΔのでɺࣗࢲ਎΋νϟϨϯδ
しな͕らɺνϟϨϯδした͍人ʹ役৔のํͱ一ॹʹ
。ます͍ࢥりఴ͍͖ͬͯた͍ͱد

協力隊員の声

落合 孝行
Ԟ出Ӣொ地域おこし協力隊ɾ�
し͝とづくりίーσΟωーター

ʪࣥ筆者ʫ�地域ੑ׆Խηϯλʔاըάϧʔϓ�
ླ໦�ॆ（ݝܗࢁஔ޿ࣀ域ߦ੓ࣄ຿૊߹から೿ݣ）

隊員（そろばん職人）

編注＝地域づくりผ࡭令和 �年度地域ੑ׆ԽΨΠυϒοΫ 1月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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年�00人௒が体験のύϑェ࡞り
「フルーツԦ国」といわれる福岡県うきは市に、「フル

ーツ推進プランナー」として着೚したのが2019年 4 月。
元パティシエで飲食界20年の経験を活かして「うきは
パフェ部」を立ち上げたところ、1 年間でなんと400人
を超える人たちにパフェ作りを体験してもらえました。
毎月変わる०のフルーツを使ったパフェ作りは、自分で
企画する以外にもあちこちから声をかけてもらい、本
当にたくさんの人たちとの出会いの場になりました。

ࠗ活のイベントや企業研修、専門学校生の現地視
察、野外イベント・マルシェなどを企画し、ようやく
地域での認知度も上がってきたかなという 1 年目の終
わりごろ、コロナ૽動の始まりです。「パフェ」とい
うツールを通してたくさんのস顔に出会えていたもの
が、׬全に振り出しに戻りました。イベントも中止、
活動も自ॗとモϠモϠが増える中で、オンラインでの
飲み会やイベントに参加してみたところ、同じ想いを
抱える人たちと全国でつながることができ、オンライ
ンの可能性を改めて感じました。

௅ઓの೔ʑ 
「΍ͬͨ͜とない͚どʜ」
うきは市には10人ほどの地域おこし協力隊が在੶し

ていますが、みんなでひとつのことを作り上げた実績
はほとんどありませんでした。在੶部ॺも違うのでい
つもは会わない隊員同士ですが、コロナ禍で何かでき
ないかと知恵をߜり、協力隊と地元の༼元が力を合わ
せて「オンラインಃثまつり」に挑戦することになっ
たのです。

この企画を形にしていく中で๯頭の言葉を何度聞い
たか、そして私自身も何度口にしたか分かりません。
ですが、やったことがないことに対しても前向きな発
言ばかりがඈび交い、一緒に仕事をする中でしか分か
らない஥間の新たな一面がたくさん見えました。

予ࢉはほぼθロの中、うきは市の伝統工芸品である
「一の੉ম」の魅力を全国に伝えたいという想いだけ
で挑戦の連続が始まったのです。

まるでి࿩Ӧ業
通ൢサイトを作るだけなら誰でもできます。そこで、

私たちがやるからには協力隊にしかできない面白さを
加えたいと、ซせて企画したのが「全国協力隊オンラ
インフェスティバル」です。オンラインでಃثをൢ売す
るとともに、全国の地域おこし協力隊の商品もサイトに
並べたら面白いとSNSで全国の隊員にݺびかけました。

説明会をオンラインで開き、反応のあった協力隊か
らはࡩ染めのマスクやビール、コーヒー、希少なお
஡、アロマスプレー、໦工品などがϢニークな商品が
集まり、なんて面白い஥間たちだろう、もっと知りた

̎̐ 人̌ͱग़ձ͑た
ΦンϥΠン೔ຊҰपのཱྀ

෱Ԭ͖͏ݝ͸ࢢ

―コロナՒͩからͦ͜成ޭɺ̣̮ から΋ࢀՃ―

第̎章　地域͓͜͠ୂྗڠͱͱ΋ʹาΉ࣏ࣗ体

福岡県うきは市地域おこし協力隊フルーツ推進プランナー／矢野尚美

パフェ部部長（左）と副部長（筆者）
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い、出逢いたいという気持ちが、私の中でムクムクと
湧き上がりました。せっかくなら47都道府県の地域お
こし協力隊とつながりたいと思ったのですが、企画を
思い立ってから४備期間は 1 カ月半ほどしかありませ
ん。ウェブ上にある情報をरっては、まるでి話営業
のよう企画説明のి話をかけ、今までに出会った隊員
の名ࢗを見返してはメールを送りました。日に100回
以上のやりとりを行う中で、次から次に興味深い話が
聞け、忙しくも楽しい毎日でした。

ϋワイと΋ͭながͬͨ೔ຊҰपのཱྀ
「オンラインで参加者が一番楽しいのはどんな形ʁ」

の౴えが、「47都道府県をぐるっと旅しよう̇ɹ学び・
ܨ
つな

がるオンライン日本一周の旅」でした。参加してくれ
た人たちが家にいながら旅気分を味わえるように、協
力隊が移住者の視点から見た各地の魅力やそこの人た
ちの魅力をオンラインで伝えられればいいなと思いまし
た。結果的に、なんと28時間もの日本一周ツアーが実
現し、۝भి力「re2reate」さんが共同開催でご参加
くださったり、多くのメディアに取り上げてもらったり
したおかげで、参加者は240人を超えました。

中には 2 日間通してずっとௌいてもらった೤心な人
や、ԕくはถ国のニューϤークやハワイから参加して
くれた人もいて、本当に感ँの気持ちでいっぱいです。
代わる代わる登ஃした各地の協力隊員による講座は、
プロの編集者による文ষ講座や砂౶ෆ使用のスイーツ
教室、生演૗のΪターライブ、キックボクシングなど
などʜたくさんあってここではお伝えしきれません！

動画の提供も含めると計37の自治体に協力してもら

ったほか、旅動画を配信するブロガーの協力もあって、
何とか 2 日間で47都道府県を८る旅が׬成したのです。

;OOM（ズーム）という会議ツールは 2 年ほど前か
ら使用していましたが、実際に企画を実現していく中
で「こんなにいろいろなことができるのか！」とڻき
ました。

「ύιコンԻஒ」で΋で͖る 
Φンϥイン
2 日間のフΝシリテーター（進行役）を務め上げた

後も、動画を配信するまでの 1 カ月半は気のൈけない
日々でした。४備期間も予ࢉも人員もなく初めての挑
戦の連続で、ಃثや商品のൢ売になかなか結果がつい
てこなかったことなど反省点や課題は山盛りでした
が、とてもいい経験になりました。それも஥間たちの
サポートと周りの応援があったからこそです。

この場をお借りして、本当にみんなありがとう！ɹ
3 年前までパソコンのి源さえ入れられなかった「パ
ソコンԻஒ」の私でも、やってみたら意外とできまし
た！ɹこの経験を元に、今後も食と地域の発信として

「ゆびいっぽんクッキング」の料理学校をオンライン
上に作るなど、地域と世界をつなげるオンラインの可
能性を信じて、෯広く挑戦していきたいと思います。

全国の協力隊によるバラエティ豊かな講座
オンライン日本一周ツアーイベント当日の様子

（TV局の取材も）

編注＝地域づくり2021年�月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書などは当時のまま。内容を一部修正しました。
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地域づくり団体による
仲間づくり

第3章



༨市ொの֓ཁ
余市町は、北海道の西部、積

しΌこ

୮
たん

半島の東の付け根に
位置する、人口約 1 万 8 千人（令和 2 年 6 月末現在）
の町である。面積は約140ὕで、町の北側は日本海に
面し、他の三方はゆるやかなٰྕ地に囲まれている。

町内には縄文から続縄文時代の遺੻が数多く見ら
れ、古くから人が定住していたことで知られている。
また、農業・水産業などの第一次産業及び水産加工業
などの第二次産業を中心に活況をఄし、さらには஛鶴
政ࢯ޹によって大日本果ो株式会社（現ニッカウϬス
キー株式会社）が設立されるなど、海と山に囲まれた
豊かな自然、温暖な気候のԸ恵を受けて、発展を਱げ
てきた歴史がある。

このほか、北海道内一の生産量を誇るワイン醸造用
のブドウ畑があり、構造改革特別区域法による「北の
フルーツԦ国よいちワイン特区」に認定されている。

ஂ体設ཱの૝いと͋ΏΈ
坂本さんは札ຈ市役所時代、行政と市民活動の現場

を経験して、地ٿ温暖化などの環境問題や人口減少に
よる農家の担い手ෆ足、地域住民の関係性の希ബ化な
ど、地域がਰୀしていく現場を目の当たりにした。こ
の経験から、地域課題の解決のためには隣人同士が助
け合う仕組みや自然環境へのෛՙの少ない暮らしが必
要ではないかと考えるようになったという。

坂本さんは13年勤務した札ຈ市役所をୀ職後、平成
18年から平成20年にかけて、イΪリスを中心にϤーロ
ッパの「エコビレッジ」を訪問した。エコビレッジと
は、「エコロジー（自然環境保ޢ）」と「ビレッジ（村）」
をֻけ合わせた言葉で、「住民がޓいに支え合う仕組
み」と「環境にෛՙの少ない暮らし方を求める人が意
ࣝ的に作るコミュニティ」のことであり、Ϥーロッパ
を中心に世界中に約 1 万 5 千以上あると言われてい
る。そこでは、住民が協働して持続可能な社会を形成
するため、再生可能エネルΪーの生産や生物学的Ԛ水
ড়化施設の設置、無農ༀによる食ྐ生産など、多くの
分野で環境に配慮した生活を実践している。特に農業
や環境、福ࢱなど、暮らしに関することはすべて住民
が対話を重ねることによって合意形成を図っている。

坂本さんは海外生活を送るなかで、この持続可能で
経済的に自立した生活に大きな衝撃と感໏を受けたと
いう。そして、何より坂本さんが素੖らしいと感じた
のは、コミュニティには特別な技術や資格はෆ要で、
子どもや高齢者、身体にハンディがある人であっても余市エコビレッジ風景�～ワインブドウ畑～

第̏章　地域づくり団体ʹΑΔ஥ؒづくり

人ͱ地域ɺࣗવ͕ͭな͕るίϛϡχςΟ
๺ւಓ༨ࢢொ

ʙಛఆඇӦར活ಈ๏人๺ւಓΤコϏレοジ推進プロジェクトʙ

特定ඇӦར׆ಈ๏人�๺ւಓΤίϏϨοδਪਐϓϩδΣΫτ（ҎԼʮ๺ւಓΤίϏϨ
οδਪਐϓϩδΣΫτʯͱ͍͏。）はɺ࣋ଓՄೳな地域ࣾ会の࣮ݱを໨ࢦしͯɺॅຽ͕
ίϛϡχςΟを૑Δܕੜڞڥのෛՙ͕গな͍฻らしをすΔ؀ڥɺࣗવ؀͍߹͑ࢧʹ͍ޓ
͜ͱを໨తͱしͯɺ地࢈地ফのਪਐ΍࠶ੜՄೳΤωϧΪʔの׆༻をは͡Ίͱした࣮ફత
なऔ૊をਐΊ͍ͯΔ。ࠓճはɺཧࣄ௕のࡔຊ७Պ͞Μʹ͓࿩をͬ࢕た。
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誰にでも役割があり、感ँし、感ँされるチャンスが
あったことである。また、訪れた人にエコビレッジの
日常や働き方を体験できるプログラムを地域ビジネス
として提供し、多くの人々の学びや気づきの機会とな
っていたことも新たな発見だったという。

こうして坂本さんは、エコビレッジのような環境ෛ
ՙの少ない暮らしや、住民がޓいに支え合う顔の見え
る関係づくりを目指すことで、日本でも人間力や地域
力を強化し、高齢化する農山村を活性化させるなど、
地域社会が抱える様々な課題を解決することができる
と考えた。また、北海道にエコビレッジのような֓念
を根付かせることで、多くの人が持続可能な地域の創
造を考えられる場所にしたいと考えた。

Ϥーロッパから帰国後、平成21年に長প町にて古民
家と約2,000ᶷの畑を教材とした「エコビレッジ体験
塾」を立ち上げた。ここでは、Ϥーロッパのエコビレ
ッジで実際に坂本さんが体験した研修カリキュラムを
モデルとして、農業体験をはじめとする環境ෛՙの少
ない暮らしを体験するプログラムなどを実施した。

坂本さんはこれらの活動をとおして、持続可能な地
域を目指すためには一定の収入を得ることが必要であ
ると実感するとともに、小さな仕事を作り出すことで

働き手や住み手を増やし、暮らしの場としてのエコビ
レッジを実現したいと考えた。その実現に向けて、訪
れた人が環境ෛՙの少ない循環型社会の仕事を体験す
ることができる場を作ろうと考えたのである。

その後、平成24年に余市町にて広大な農地（20,000
ᶷ）と山林（10,000ᶷ）、ࡶ種地（30,000ᶷ）を借用で
きたため、長প町から余市町に拠点を移した。同時に
事業規模を拡大するため、北海道エコビレッジ推進プ
ロジェクトを設立して、「人が集まり学び合える場所」
と「暮らしのための仕事づくり」を目指して新たな活
動を始めた。

͜Εまでの取組
ʢ1ʣֶͼͷͨΊͷ活動ڌ఺ͷ੔උ

平成26年、余市エコビレッジ敷地内に一番初めに作
られたのが「学び舎」である。この学び舎を地域に開
かれたコミュニティスペースにするため、大勢の人の
思いを反өさせるための工෉がなされた。資金調達で
は、出資や寄付、クラウドフΝンディングなど多くの
個人の協力を得て、またচ張りや壁ృりでは、志の高
い工務店やメーカーの知恵や技術のほか、北海道エコ
ビレッジ推進プロジェクトの会員や学生などの୔山の
ボランティアスタッフの力を借りて進められた。なお、
建設資材には、北海道内産໦材が採用されている。

このようにして作られた学び舎は、北海道エコビレ
ッジ推進プロジェクトの会員や地域住民、後ड़するエ
コカレッジを体験する学生などが研修や会議、地域イ
ベント、ゲストハウスとして利用し、多くの人の学び
合いの拠点となっている。

ʢ2ʣΤίΧϨッδͷاը・ӡӦ
エコカレッジとは、「持続可能な地域の創造」をテ

余市エコビレッジ風景�～のびのび育つ羊～

●設立年：平成21年（平成24年 法人格取得）
●代表者：坂本 純科（さかもと じゅんか）
●組　織： 正会員52人、サポート会員26人
●連絡先：〒046-0002 北海道余市郡余市町登町1863
 TEL・FAX　0135-22-6666　MAIL　y.ecocollege@gmail.com
 URL　http://ecovillage.greenwebs.net/index.html

団体基礎データ
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ーマとした学びの実践の場として、北海道エコビレッ
ジ推進プロジェクトが行う主要な事業である。地域資
源や地域が直面している課題を教材にしながら、地域
の現状を学び、学んだことを地域に還元するための活
動として、以下の活動の企画・運営を行っている。

ΞɽʮֶͼͷϓϩάϥϜʯͷఏڙ
地域づくりに切᛭ୖ磨している人たちが講師となり、

その時にしか味わうことができない農的な暮らし方を

実践的に学ぶことのできるプログラムを提供している。
令和元年 7 月に開催した「アイヌ文化に学ぶ২物講

座」は、アイヌの২物利用についての知恵を学び、実
際に採取したオオバϢリを加工して食べるなど、自然
の恵みを知る機会を提供し、同年11月に開催した「環
境共生型Ԛ染ড়化セミナー」では、日本工業大学の協
力を得て、生活ഉ水をড়化する仕組みを学び、参加者
全員で手作りしたড়化૧で水質ড়化を行うなど、環境
に配慮した取組を実践した。

このほか、野草石けん作りワークショップやジビエ
料理を楽しむなどのプログラムがある。これらのプログ
ラムはෆ定期に開催されるものだが、どのプログラムも
とても人気があり、ほとんどが募集を開始してからૣい
時期に定員に達してしまう。一人でも多くの人に参加
してほしいとの思いから、プログラムによっては定員を
大෯に超えて開催するものもあるとのことである。

イɽࣗવ・೶ଜ体ݧπΞʔͷఏڙ
自然・農村体験ツアーでは、エコビレッジのスタッ

自然・農業体験の様子

自然・農業体験に参加した訪日外国人SDGsをテーマにした研修の様子

余市エコビレッジ風景�～学び舎～
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フがガイドとなり、敷地内にある施設の紹介をはじめ
農作業体験や収穫物を使ったランチやお菓子作り、近
隣農家の果物狩りなどエコビレッジの暮らしを体験で
きる内容となっている。令和元年で訪日外国人旅行者

（計47名、6 か国）や高校の修学旅行生（計12校、60名）
など100名以上が体験している。

΢ɽݚ・࡯ࢹۀاमͷड͚ೖΕ
大学や企業などからのリクエストに応じて、グリー

ンツーリズムや再生可能エネルΪー、地域づくりな
ど、持続可能な社会を考えるうえで重要なテーマに関
する講義やワークショップを開催するほか、近隣農家
への視察などを実施している。

令和元年10月に開催したJICA研修では、カメルー
ンやソロモンॾ島、チュニジアなどこれから発展して
いく国々から研修生を 5 名受け入れ、100年前と現在
の余市町のࣸ真を見比べながら、急速な経済成長の功
や持続可能性について考える講義を実施した。研修ࡑ
生からは地域住民との関係性について活発な議論がさ
れるなど、持続可能な地域とは何かを自分ごととして
ଊえる機会を提供した。

いずれの活動においても、普段の生活や都市ではで
きない体験をすることで、自らの暮らしや仕事、地域
のあり方を考えてもらう内容となっている。

ʢ3ʣ地域ͷਓͱͷަྲྀ
北海道エコビレッジ推進プロジェクトの活動は、エ

コカレッジの運営をはじめ、大勢の会員や研修に参加
した学生、国内外から集まるボランティアスタッフな
どによって支えられている。活動の෯は、エコビレッ

ジ敷地内での農作業にཹまらず、人手が足りない地域
の農家のお手伝いや、地域の行事への参加などに年々
広がっている。もともと、余市町に来て間もない坂本
さんが地域にೃ染むことができたのも自然・農村体験
ツアーに参加した学生のおかげであるという。学生が
地域にඈび出して地域のおࡇりに参加したり、地域に
あった古びたバスఀを修෮したりする中で、町のにぎ
わいづくりや地域住民との「顔の見える関係」づくり
につながり、地域との信頼関係が生まれた。それから
は、近隣農家のおじいちΌんが先生役となり学びのプ
ログラムを開催するようになり、近隣農家の農地を自
然・農村体験ツアーの場所として利用するなど、おޓ
いに頼り、頼られる関係が構築された。結果として、
こうした地域を巻き込んだ北海道エコビレッジ推進プ
ロジェクトの活動は、地域ぐるみでの関係人口の拡大
にܨがると同時に地域に活力を༩えている。

今後の展望
北海道エコビレッジ推進プロジェクトは、関係人口

の創出を目的に活動を開始したのではなく、持続可能
な社会の実現に向けて、誰もが自由に日々の生活を考
えたり実践したりすることができる場を提供すること
が目的であった。

エコビレッジでの様々な体験をとおして、価値感を
共有する多くの近隣住民や学生、首都圏に住むビジネ
スマンなどが、二度、三度と余市町に訪れるようにな
った。そして、取組内容に共感した体験者がਖ਼会員や
サポート会員として入会し、SNSを活用して活動内容
を発信するなど、町に活力を༩える「関係人口」とな

余市エコビレッジ内のシェアハウスJICA研修の様子
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っている。
坂本さんは、「北海道エコビレッジ推進プロジェクト

の魅力は、子どもからお年寄りに至るまでの参加者や
職種を問わず関わる人たちの多様性にある」という。
「持続可能な地域社会へ移行していくためには、閉

ざされたコミュニティで自分たちの理想を実現するの
ではなく、多方面とのつながりや関係性のなかで、エ
コロジカルな技術や顔の見える関係性を創ることが必
要である。そのためには、エコビレッジで働くスタッ
フや会員など、限定的な人で構成された組織で活動を
行うのではなく、地域内外の住民や行政、民間企業な
ど、多くの人を巻き込んで活動していく必要がある。
中でも、都市と地方が今まで以上に連携してʰ人・も
の・情報ʱの行き来を活発にし、それぞれがおޓいの
魅力を分かち合い、理解を深めることが重要である」、
また、「物が豊かになったこの時代に、地方も都市も
利ศ性や経済活動のみを追求するのではなく、昔なが
らの生活の知恵や自然の営みを学び、地ٿ環境まで視
野を広げて考える機会を持つことは、h 持続可能な地
域の創造ʱにつながると思っている。大切なのは、学
び気づいたことをޓいにフィードバックしながら૒方
向に学び合う場にしていくことだと思っている」と坂

実践者からのメッセージ

エコビレッジのテーマは「サスティナブルな暮らしと地域」。「サスティ
ナブル」を実現するために最も大切なコンセプトは「ローカル」であり、
地域資源はそのための武器です。地域住民とともに自分たちの宝を再発見
し、課題を学び、小さく実験したり、実践を広げたりする、そんなやり方
で活動を進めるうちに、自然と仲間が増えてきました。まず、近隣農家が
パートナーとなってイベントや講座を一緒に運営するようになり、活動を
持続するための収益事業としてツーリズムを取り入れるようになると、飲
食店や旅館、役場や観光協会ともつながりが深まりました。ツーリズムと
言っても、地域資源や交流を大切にするためには、当然大規模ではなく、
1人が長期、あるいは何度も繰り返し訪ねてくれるスタイルの交流事業と
なります。最初はお客様だったビジターが、近隣農家やワイナリーと親し
くなって、援農ボランティアや何か困ったときに頼れる存在になってくれ

る、そんなつながり＝仲間を増やしていくことこそが地域づくりではないでしょうか。2021年に
は余市に拠点を構えて10年目を迎えますが、これからも地域を巻き込み、助けられ、いろいろな形
で発信をする役割を担っていきたいと思います。

特定非営利活動法人 
北海道エコビレッジ推進 
プロジェクト 代表理事

坂本 純科

本さんは語る。
このように北海道エコビレッジ推進プロジェクト

は、関係者が自発的に地域の暮らしを考え、意ࣝして
日々の暮らし方を変えていくための活動を展開してい
る。生き方の選୒ࢶを増やすために「こういう方法も
ある」というモデルケースを創っているのである。

令和 3 年で余市町に拠点を移して10年目をܴえる
が、これまでの歩みをベースに企業研修やインバウン
ドの受け入れなど、さらにターゲットを広げた学びの
企画を進めている。そして、今までの出会いを大切
に、ビジネスモデルをこれからの活動につなげていき
たいという。北海道エコビレッジ推進プロジェクトの
活動は色々な学びや出会いがあり活動の෯は限りなく
広がっている。

〈執筆者〉�地域活性化センター�地域リーダー養成課�
原�良輔（長野県から派遣）

編注＝地域づくり別冊令和 2年度地域づくり団体活動事例集12月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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小ࠃொの֓ཁ
小国町は山形県の西南୺で新潟県との県境に位置

し、山形市と新潟市のほぼ中間地点にある人口7,293
人（令和 2 年 8 月31日現在）の町である。

൧豊・ே日両連峰に抱かれた737.56ὕという広大な
面積を有し、その約90％はブナなどを中心とした広葉
थの森が広がっており、四季折々の美しい姿を見るこ
とができる。また、全国でも有数の߽ઇ地ଳであり、
降り積もるઇが多様な生命を育む源泉となっている。

町を象徴する「ブナ」と「ઇ」から共通してイメー
ジできる「白」をもとに、町全体をʠ白い森ʡと表現
して、先人たちがブナの森の豊かな恵みを受けて築い
てきた生活文化を受け継ぎ、自然と人間の新しいあり
方を世界に向けて発信している。

ஂ体設ཱのܦҢ
ここ۷れ和ん話ん探検隊のもとになったのは、小国

町商工会のまちづくり事業の一環である「小国町のๅ
物発۷事業」により、平成14年11月に発足した同名の
೚意団体である。この名শは、人々が集まり、一人ひ
とりの意見を大切に、和やかに話し合って、地域のๅ
物を۷り起こす活動をしていこうということで名付け
られたという。

団体発足後は、「小国に生きる、小国を活かす」を
掲げ、小国町の魅力を۷り起こすことにより、町の活
性化を目指し、全国で初めてとなる「山菜の学校」や

「古道敷石۷り起こし体験」の企画に৐り出した。ま
た、町からの依頼による「国立公園੺ࣳڦの整備計画
の策定」、さらには山形県から委託された「越後ถ୔
街道・े三ಕ交流会」の立ち上げとその事務ہ機能を
担うなど、積極的に活動ൣ囲を広げてきた。

活動を始めてから約 5 年が経過した平成19年ࠒ、町
では交流や体験受け入れによるまちづくりが進められ
ていた。しかしながら、交流体験の受けࡼとなる組織
の連携ෆ足から、一؏した受け入れ体制が整わず、各
種事業が効率的に展開されていない面があった。

こうした状況に対し、ここ۷れ和ん話ん探検隊は、
交流や体験の受け入れ機能を確立するためには、単に今回お話を伺った皆さん

第̏章　地域づくり団体ʹΑΔ஥ؒづくり

地域のๅを活かしたମޫ؍ݧでͭな͕るɺ
ަྲྀのͦのઌへ

ொࠃখݝܗࢁ

ʙಛఆඇӦར活ಈ๏人͜͜۷Ε和Μ࿩Μ୳ୂݕʙ

特定ඇӦར׆ಈ๏人͜͜۷Ε和Μ࿩Μ୳ୂݕ（ҎԼʮ͜͜۷Ε和Μ࿩Μ୳ୂݕʯͱ͍
͏。）はɺʮখ国ʹੜ͖Δɺখ国を׆かすʯを͛ܝɺொのࣗવ΍จԽݯࢿを׆༻したޫ؍
Πϕϯτをは͡Ίɺ਌ࢠをର৅ͱしたڭڥ؀ҭΠϕϯτなどを௨しͯɺொのݯࢿ（ๅ
物）をൃ۷・13すΔ׆ಈを͍ͯͬߦΔ。ொ特༗のࣗવ΍จԽを׆༻したϢχʔΫな׆
ಈ内容はɺશ国から͍ߴධՁをಘ͍ͯΔ。
ਪਐ୲当のԕ౻๕ܞ一͞Μɺ地域࿈ت౻௕のՃہ຿ࣄ௕の٢ాַ͞Μɺࣄճはɺཧࠓ
ত͞Μɺ৿ྛηϥϐετのस͞ޭࢁΜɺࢣޢ؃の໦ଜཅ͞ࢠΜʹ͓࿩をͬ࢕た。
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行政主導で企画・実施するだけでなく、民間ベースで
新たな雇用や産業づくりにつながるようなシンクタン
ク的な組織が必要ではないかと感じていたという。

このようなことから、小国町及び近隣市町村地域住
民に対して、広大な自然に恵まれたこの地域にしかな
い資源と、そこにଉづく人的資源を最大限に活用し、
交流や体験を中心とした新たな地域産業づくりに取り
組むため、平成20年 3 月にNPO法人化した。

活ಈの֓ཁ
ここ۷れ和ん話ん探検隊は、小国町の活性化と小国

で暮らすことにتびと生きがいを見出せるようなまち
づくりに向けて、様々な手法を取り入れて事業を展開
している。

ここでは೚意団体のときから行ってきた、町の自然
環境や特産品などの地域資源を活用した体験観光イベ
ントや交流事業について紹介する。

ʢ1ʣӽޙถ୔֗ಓ・ेࡾಕަྲྀձ
越後ถ୔街道・े三ಕは、山形県置賜地域と新潟県

下越地域を結ぶ旧街道で、伊達᜙फ（だてたねむね・
伊達政फのી૆父）が大Ӭ元年（1521年）に大里ಕを
開いたのが始まりといわれる。大小13のಕがあること
からे三ಕとݺばれ、明治17年（1884年）に現在の国
道113߸が׬成するまでの約360年間、物流のためのو
重な街道として使用された。

越後ถ୔街道・े三ಕを文化的かつ歴史的な地域振
興資源として保存・整備し、協働のまちづくりに活か
すため、平成20年 1 月に山形県が主体となり、 3 町 1
村（山形県川西町、൧豊町、小国町、新潟県関川村）
や地元の地域づくり団体など15団体で構成される「越
後ถ୔街道・े三ಕ交流会」（以下「交流会」という。）

が発足した。旧街道がލる 3 町 1 村では、各団体が地
域振興に向けて独自の活動を行うとともに、交流会を
通じて連携・協力を図る事業にも取り組んでいる。こ
こ۷れ和ん話ん探検隊はこの交流会の事務ہを担う。

平成20年12月には、旧街道の維持管理やトレッキン
グイベントなど、交流会の地域おこし活動が認められ、
東北で16番目の「日本風景街道（※）」に登録された。

交流会は平成23年度に山形県から「歴史街道・े三
ಕ観光資源活用事業」の委託を受け、越後ถ୔街道・
े三ಕ及び関係する 3 町 1 村における地域資源のデー
タベース化のほか、里程標や史੻案内؃൘の設置やガ
イドマップの作成など、歩きやすい環境整備と魅力発
信を行った。この事業の成果が地域に人をݺび込むこ
とにつながっている。

े三ಕで開催する代表的なイベントは、毎年恒例の
「越後ถ୔街道・े三ಕトレッキング」である。自然
あふれるブナ林の中で、いにしえの߳り漂う美しい敷
石道を進み、े三ಕ踏破を目指す全 3 ～ 4 回のトレッ
キングは、人気が高く毎年多くの参加者で賑わう。全
ಕ踏破者には৆状と副৆がଃఄされる。副৆は、平成
30年は熊の௺ストラップ、令和元年はމ౧のൽࡉ工の
ストラップといった地域の個性あふれるもので、副৆
を求めて参加するリピーターも多いという。

越後ถ୔街道・े三ಕといえば、イΪリスのঁ性旅
行作家イザベラ・バードのهした著書「日本Ԟ地紀
行」で、明治11年（1878年）にಕを歩いて「大きな山
ַ地ଳに難ّしたこと」やถ୔平野を「東༸のアルカ
ディア」とশしたことが有名である。

交流会は、こうしたイザベラ・バードの気持ちの一
୺に触れようと、൴ঁが歩いた日（ 7 月11日～13日）
に、同じコースを歩くイベント「イザベラ・バード�
in�े三ಕ」を平成24年から開催し、多くの人が訪れ
るきっかけとなっている。

●設立年：平成20年 3月 4日（平成14年より任意団体として活動）
●代表者：吉田 岳（よしだ たかし）
●組　織： 個人会員36名、団体会員 1団体
●連絡先：〒999-1337 山形県西置賜郡小国町新原124
 TEL・FAX　0238-62-5955　 MAIL　kokohorewanwan@opal.plala.or.jp
 URL　http://kokohore.html.xdomain.jp

団体基礎データ
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そして、交流会の最も趣向をڽらしたイベントが、
敷石を見つけ、۷り起こす「ל野ಕ敷石۷れࠍれ探検
隊」である。

このイベントをきっかけに、地元の人は日ࠒから行
きたくなる街道・ಕを目指して心のこもった手入れを
行っている。この街道とಕを大切にकり続けていこう
という思いが伝わり、イベントには地元の小国町民や
新潟大学の学生、ԕ方からの常連客に加え、初めて参
加する人も増えているという。参加者からは、「ಕ道
の整備作業に関わることができてうれしい」「来年も
ぜひ参加したい」という声が寄せられるなど、地域の
ๅにࠍれ込んだフΝンを֫得している。

街道・े三ಕを活用したイベントが開催できるのも、
交流会メンバーをはじめ、地元の人が街道をकってい
るからこそであり、その思いのある人がいかにو重で
あるかということが参加者に確実に伝わっている。
※ɹ日本風景街道は、地域住民や企業と行政の協働に
より、Ԋ道の景観をよくするだけではなく、地域の財産
をकり、育み、活用するまちづくりとそこに人々をটく
ためのみちづくりを一体的に行おうとする新しい取り組
みである。

ʢ2ʣ৿ྛηϥϐʔ
ここ۷れ和ん話ん探検隊は、平成24年度以降、小国

町から「小国町森林体験観光推進業務」の委託を受
け、森林セラピーに取り組んでいる。森林セラピーと
は、森が持つ癒し効果を活かして心身の元気を取り戻
し、ප気を予防しようという取り組みのことである。

町には、平成18年 4 月に全国初の森林セラピー基地
に認定された、県内唯一の基地「ブナの森温身平（ぶ
なのもり͵くみだいら）」がある。「森林セラピーアテ
ンダント（以下「アテンダント」という。）」がこの案
内を担当し、ここ۷れ和ん話ん探検隊は、小国町森林

セラピーアテンダントミーティング事務ہ（以下「事
務ہ」という。）を務めている。

事務ہは、美しいブナが立ち並ぶ癒しの森で、心と
身体をリフレッシュすることができる森林セラピーツ
アーや森Ϥガなどの体験プログラムを企画し、アテン
ダントは参加者の安全を確保しながら、参加者自身が
セラピー効果を得るためのきっかけをつくる役割を担
う。参加者の中には、アテンダントのԺやかな人柄に
ऒかれ「今回案内してくれた人にまた会いたい」とい
うリピーターも多いという。

また、事務ہは、森林体験観光を推進する上で重要
な人材育成にも取り組んでいる。アテンダント養成講
座の開催や森林セラピーに関する研修会への参加など
スキルアップを図り、人が人をݺび込むための取組を
行っている。

ʢ3ʣ৿ͷΑ͏ͪ͑Μ
「森のようちえん」は、1950年代中ࠒにデンマーク

で「子どもたちに༮いࠒから自然と触れ合う機会を༩
え、自然の中でのびのびと遊ばせたい」という願いを
持つ一人の฼親が、子どもたちを連れて毎日森に出か
けたのが始まりといわれている。日本における「森の
ようちえん」は、自然体験と感動の共有を通して子ど
もの豊かな感性を育むことを目的として、多様な主体
が様々な形態で実施しており、大人の考えを強要せ
ず、子ども自身で考え行動できる雰囲気を作ることが
特徴である。

ここ۷れ和ん話ん探検隊は、就学前の子どもとその
家族を対象に、四季折々の自然を感じることができる
森のようちえんを開催している。໦࿙れ日の中で草Ֆ
や生きもの探しを楽しめるय़の森、໦々の྘と水遊び
を楽しめる夏の森、色とりどりのߚ葉や໦の実、キノ
コ狩りが楽しめる秋の森、白銀の世界でઇ遊びを楽し

越後米沢街道・十三峠
ガイドブック 越後米沢街道・十三峠トレッキングの様子 萱野峠敷石掘れ惚れ探検隊の様子
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めるౙの森など、自然に触れて季અを感じ、森の中で
の遊びが子どもの感性をܹࢗするだけでなく、大人も
子どもに戻ったように一緒に楽しむことができる。

これらのイベントを企画しているのが、平成23年度
に྘のふるさと協力隊として活動していた金野やよい
さんである。྘のふるさと協力隊は、都市に住む若者
を農山村に 1 年間೿遣し、その地域のさまざまな地域
おこし活動等に取り組んでいくNPO法人地ٿ྘化セ
ンターが提供するプログラムである。町ではこの活動
を通し、集落機能の維持保全のあり方を研究するとと
もに、地域の魅力と底力を改めて評価し、広く発信し
ていくことなどを目的に平成22年度から隊員の受け入
れを行っている。

金野さんは、小国町の魅力とここ۷れ和ん話ん探検
隊の活動に共感し、೚期終了後も地域に残り、ここ۷
れ和ん話ん探検隊の事務を務めている。現在、金野さ
んは育ࣇ休業中だが、まちづくりに活かすという信念
を持った金野さんのアイデアは࢐新で、頼りにされて
いる存在だという。

ʢ4ʣͦͷଞͷऔ૊
ここ۷れ和ん話ん探検隊は、森林体験観光プログラ

ムの一つとして、森に自生するメープル（カエデ）の
サップ（थ液）を採取し、メープルシロップを手作り
する「メープルサップ体験」を開催している。

小国の森に自生するイタϠカエデは、 2 月～ 3 月の
時期にサップを採ることができ、それで作るメープル
シロップは、サトウカエデから作られるカナダ産メー
プルシロップとはひと味違い、すっきりとした上品な
؁さが特徴である。手づくりのメープルシロップをお
土産として持ち帰ることができるこのイベントは、多
くの親子で賑わいをみせている。

また、ロープとハーネスを利用して安全に高い໦に

登り、誰でも஬や鳥と同じ目線を体験できる「Tree
ʴinH（ツリーイング）」イベントなど、森の恵みを活
用した新しい森林体験イベントを次々と企画し、年々
参加者が増えている。

՝୊と今後の展望
ここ۷れ和ん話ん探検隊の課題は、町全体の課題で

もある人口減少と少子高齢化による人材ෆ足だとい
う。地域づくり活動を行っていく上で、リーダーがい
てもそれを支える事務ہ員などの人材とその育成が追
いついていないという。若い世代に町のๅの素੖らし
さとその価値に気づいてもらうために、これからは歴
史・文化と地域のๅを活かした活動の楽しさを伝えて
いくことを強化していく必要がある。

ここ۷れ和ん話ん探検隊が設立当時に実施していた
「山菜の学校」は、山菜ఠみ体験講座とともに、ఠんだ
山菜を使った料理を作って試食するイベントで、大変
盛り上がっていたという。参加していた旅館の従業員
がその料理のレシピを持ち帰り、旅館で山菜料理を提
供するまでになったが、受け継ぐ者がおらず、今では
山菜の学校を開催できていない。このような魅力ある
事業を継続するとともに、新しい企画を実施するため
にはマンパワーが必要であるが、どのようにすればもっ

森林セラピーの様子 森のようちえん　ソリすべりの様子 バームクーヘンづくりの様子

ツリーイングの様子

令和５年度地域づくり別冊９月号58



と多くの人たちを巻き込めるのかが課題となっている。
「若い世代に住む場所として選んでもらえる希望の

あるまちづくり」という目標は、行政も民間も同じで
あり、ここ۷れ和ん話ん探検隊は、行政にできないこ
とは民間でやっていこうと考えている。令和 2 年 6 月
に、町全体のブランド化を推進していく主体となるよ
うな地域内外の取引のハブとなり、魅力ある地域資源
を活用して「みんなで稼ぐ」ための自཯的・แׅ的な
戦略組織「株式会社小国町地域総合商社」が設立され
た。今後は、この地域総合商社や観光協会、行政、
NPOがまとまり、力を合わせて取り組んでいくこと
が重要であろう。

͓Θりに
団体のメンバーとして活動している໦村さんの自宅

のఉからは、美しい୨田と໦々や川とのコラボレーシ
ョンしたઈ景が広がっている。

ここ۷れ和ん話ん探検隊は、子どもが進学などで町

を出て行ったとしても、このような素੖らしい景色や
༮いࠒのو重な自然体験から地元を思い出し、大学卒
業後もしくは定年後には地元に戻ってくるようなまち
を目指して活動している。団体設立当時から行ってい
る活動を継ঝするとともに、少しずつ発展させている
姿勢は、未来を担う子どもたちへ受け継がれ、新たな
ネットワークづくりにつながっていくだろう。

今回紹介したここ۷れ和ん話ん探検隊の事業は、ご
く一部にしか過ぎない。日々模ࡧしている状況ではあ
るが、これからやりたいことのアイデアはつきないと
のことである。今後も同じ目的を持ったものたちが連
携を強化した取り組みを行うことによって、さらなる
関係人口の拡大につながることが期待される。

まちづくり団体にとって、共に活動する人材の育成と財源の確保が共通
の課題ではないでしょうか。
私たちは、地域を良くしたいという理想や理念を持って活動しています

が、自分たちだけでは思うように活動が進まないこともあります。
このため、課題解決にとって大切なことは、地域の様々な団体との交流
や連携であるように思います。
多くの団体と交流・連携することで、お互いに学びあい、課題解決に向

けたヒントを得ることができます。さらには一緒に活動することもできま
す。
まちづくりや町の活性化を図るには、一つの団体にできることではな

く、それぞれの得意分野（強み）を活かしながら、各団体が一体となって
取り組む必要があります。

そこには、中心となる機能や組織、仕組みが必要となりますが、幸い小国町では、株式会社小国
町地域総合商社が令和2年6月に設立され、その中心的任務を果たせる会社として期待されてお
り、今後私たちNPOも、この総合商社と一体となって活動することが求められてくると思います。
全国のまちづくりに奮闘している皆さんも、地域の団体との連携で素晴らしい成果を上げられる

ようお互いに頑張りましょう。

特定非営利活動法人 
ここ掘れ和ん話ん探検隊 

理事長

吉田 岳

実践者からのメッセージ

〈執筆者〉��地域活性化センター�地域リーダー養成課�
石川�奈緒美（福岡県上毛町から派遣）

編注＝地域づくり別冊令和 2年度地域づくり団体活動事例集12月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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市の֓ཁ࡚ߴ
高࡚市は、約37万人（令和 2 年 9 月時点）という群

അ県内トップの人口を有し、中山道（国道17߸・国道
18߸）と三国街道（群അ県道25߸高࡚ौ川線）、関越
自動車道と北関東自動車道、上越新幹線と北陸新幹線
の各分ذ点になるなど、全国有数の交通拠点都市であ
る。中心市街地からは੺城山・਀名山・妙義山の上ໟ
三山を望むことができ、市内には利根川・ӊ川・Ӓණ
川などの大きな一ڃՏ川も流れるなど、自然豊かなま
ちでもある。

また、公益財団法人群അ交響楽団が本拠地を置いて
活動を行っており、理事長には群അ県知事、副理事長
には高࡚市長、群അ県副知事、群അ県議会議長などが
なっている。三大都市圏でも県ி所在地でもない都市
がオーケストラの運営に深く関༩している唯一の例で
あり、また、高࡚マーチングフェスティバルや、高࡚
ө画ࡇが毎年開催されるなど、芸術・文化活動も盛ん
である。

さらに、全国 1 位の生産量を誇るだるまや「パスタ
のまち」としても有名である。

ஂ体設ཱのܦҢ
関口さんは、平成10年にまちの活性化のために商工

会議所や商店街の人々と一緒にே市開催を計画し、平
成11年 6 月から「ようこそ高࡚！人情市」（以下「人
情市」という。）として、高࡚市の旧市役所੻地のも
てなし広場で始まった。

当初から参加していた関口さんは、人情市を一緒に
運営していたスタッフから「これからはNPO法人を
立ち上げて活動すると、行政や他の団体から協力を得
やすいのではないか」との意見を受けて、平成13年か
らNPO法人に関する勉強会や講演会への参加を始め
た。その後、一年ほどかけて勉強を続け、平成14年 8
月に「人と時代をおもてなしする」とのコンセプトを
掲げた高࡚やる気堂を設立した。

設立後は人情市の中心的役割を担い、これを高࡚名
物のイベントにまで成長させたほか、様々なイベント
を通じ、「ひと」と「ひと」、「ひと」と「まち」の交
流を活発にする活動を15年以上続けている。

ओな事業಺༰
高࡚やる気堂は、まちや自然に触れながら、子ども
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第̏章　地域づくり団体ʹΑΔ஥ؒづくり

地域のจԽや͋る΋のを活かした
「ͻͱ」ͱ「·ͪ」のަྲྀ

ࢢ࡚ߴݝഅ܈

ʙಛఆඇӦར活ಈ๏人 ࡚ߴ΍るؾಊʙ

特定ඇӦར׆ಈ๏人࡚ߴ΍Δؾಊ（ҎԼʮ࡚ߴ΍Δؾಊʯͱ͍͏。）はɺh 人ͱ時୅を
͓΋ͯなしʱをίϯηϓτͱしͯɺ܈അࢢ࡚ߴݝをத৺ʹ׆ಈすΔߦಈྗ͋;ΕΔඇӦ
ར׆ಈ๏人で͋Δ。΋ͯなし޿৔でຖ月ୈ �೔༵ேから開࠵すΔʮ人৘ࢢʯ΍φΠτ
γΞλʔなど֤छΠϕϯτのاը・ӡӦ・開࠵の΄かɺ地域の͓ࡇり΍֤छΠϕϯτʹ
΋ࢀՃし͍ͯΔ。またɺࢠど΋の݈શҭ੒΍ڥ؀อશをਤΔ׆ಈ΋͏ߦなどΠϕϯτ΍
の͋Δྗ׆しɺʹൃ׆श会を௨ͯ͡ʮͻͱʯͱʮͻͱʯɺʮͻͱʯͱʮまͪʯのަྲྀをߨ
まͪづくりをαϙʔτし͍ͯΔ。
。たͬ࢕Μʹ࿩を͞࡞ᚸޱճはɺ୅දのؔࠓ



から大人までが楽しめるイベントの開催を中心に活動
している。主要なイベントを以下に紹介する。

ʢ1ʣΑ͏࡚ͦ͜ߴʂਓ৘ࢢ
人情市は毎月第 4 日༵日に高࡚市のもてなし広場で

開催される、ே市やフリーマーケット、飲食の屋台が
並ぶにぎやかな「市」である。ேから手作りパンমき
やಲのもも೑のؙমきをはじめ、秋にはサンマフェア
やౙには୸Րでমいた下仁田ねぎなど、毎回20～30も
の個性的な屋台が並び、「見て楽しく、ങって得する」
イベントとなっている。

また、クリスマスの時期には「イブ 3 （スリー）」
とݺぶイベントを行っている。このイベントは平成25
年12月22日から始められたもので、ちょうどクリスマ
スの 3 日前だったことから「イブ 3 」と名付けられ
た。企画としては、飲み物をߪ入した人へのࣣ面鳥の
ؙমきや生ハムの無料提供をはじめ、おসい芸人やア
イドルグループのライブ、年末ジャンボๅくじの݊が
当たるビンゴ大会などを行っている。このほか、ペッ
トボトルキャップや古切手などを30個以上とお菓子を
交׵できるリサイクル活動なども開催している。

人情市では活動支援のための募金ശの設置をしてお

り、集まったお金は新たなイベントの企画にॆてるこ
とで、参加者に還元しているという。

高࡚やる気堂は、東日本大震災でඃ災したؠ手県佂
石市の෮興支援をしていたつながりから、募金で集ま
ったお金をもとに佂石産のカキをൢ売したところ、行
ྻができるほどの人気を博した。

関口さんは「群അは海なし県なので、佂石のカキは
大変人気だったと思う。ほかのイベントにはないこと
ができるのが、人情市の一番の楽しみだと思うので、
続けていきたい」と語る。

人情市には高࡚経済大学の学生らが、ボランティア
スタッフとして運営を手伝っている。10年以上前にボ
ランティアスタッフとして参加していた࡛ۄ県出身の
学生は、大学卒業後に高࡚市に移り住み、現在も高࡚
やる気堂の理事として活動しているという。また、大
学卒業後に高࡚市を離れても、子どもや家族、友人を
つれて人情市に訪れる人も多いという。こうした人の
つながりは、関口さんが学生の活躍の場を創り、他で
はできない新しい企画に常に取り組めるなど、参加し
た学生が人情市に大きな魅力を感じているからこそ生
まれるものといえる。

平成27年 5 月には第200回目開催ه念イベントとし

●設立年：平成14年 8月　　●代表者：関口 眞作（せきぐち しんさく）
●組　織： 会員 6人
●連絡先：〒370-0883 群馬県高崎市剣崎町1348- 1
 TEL　027-340-7067
 MAIL office@takasaki-yarukidou.or.jp
 URL　http://itfnet.co.jp/yarukido/index.php# 1

団体基礎データ

手作りパン焼き 豚肉のもも肉焼き
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て、地域活性化の方策を探るシンポジウム 「h地方創
生」とは�高࡚は生き残れるのか！ʱを高࡚やる気堂
が主催して開催された。このシンポジウムでは、内ֳ
府の担当者や群അ県の活性化にかかわる団体代表者な
どが人口減少社会における高࡚の将来૾をめぐって議
論を行い、「高࡚は交通の要衝として観光のハブにな
ってほしい」「高࡚が周りの市町村を引っ張っていく
気持ちでؤ張ってほしい」などの意見があった。

このように地域活性化の取組の一つである人情市
は、令和 2 年 1 月には第235回目の開催をܴえたほどの
人気のイベントであり、今もなお継続開催されている。

ʢ2ʣφイτγΞλʔ
もともと、関口さんにはө画好きの知人がおり、個

人でࡱ影したө画の小さな上ө会を喫஡店や公民館な
どで開催していた。関口さんが高࡚ө画ࡇの活動に関
わったことをきっかけとして、平成24年からもてなし
広場で「ナイトシアター」という野外上ө会イベント
を始めた。

このナイトシアターは年に一度、子どもから大人まで
が楽しめる作品を上өしている。同時に、ө画を上ө
するだけでなく、飲食物のൢ売やめだかすくい、カブト
ムシが当たるビンゴ大会などを入場無料で行っている。

来訪者は年々増加しており、今では開催の 2 か月前か

ら問い合わせがあるほど人気のイベントとなっている。

ʢ3ʣੜύελࣨڭ
イタリアンクラシックカーによるパレードラリーの

イベント「COPPA�D&LL&�AUTO�STORICH&（コ
ッパ�デッレ�アウトストリケ）」（以下「アウトストリ
ケ」という。）の開催に合わせて手作りパスタの体験
教室を開催している。

アウトストリケは、長野県の軽井୔を宿泊拠点と
し、長野県・群അ県のコース約400kmを 2 日間かけて
走行するもので、高࡚市もコースの一部になってい
る。全国から約60台のエントリーがあり、運転手と同
伴者で約120名以上、イベント関係者をซせると200名
以上が参加するイベントである。

高࡚市がコースの一部になったのは、関口さんが、
イタリアンクラシックカーとパスタのまち高࡚のコラボ
による街のPR効果やアウトストリケ参加者が高࡚市に
滞在することによる経済効果をૂい、アウトストリケ
実行委員会の一員であった知人に「高࡚市をコースに
入れてくれないか」と૬ஊしたことがきっかけである。
イベントに参加した車は高࡚駅前通りから࣊光通りを
ൈけ、もてなし広場に車を止めて、ன食を取りながら、
車を見に来た人達との交流を楽しむことができる。

このアウトストリケの開催に合わせて、高࡚やる気堂

岩手県釜石市との交流（左上）、
岩手県釜石市のカキを出店した様子（右上・左下・右下）

ナイトシアターの様子
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は、もてなし広場で手作りパスタ教室を開催している。
高࡚市内に店を構える本格イタリアンシェフが講師とな
り、本格的な生パスタの作り方を教えるとともに、自分
で作ったパスタをシェフが調理して試食する、というも
のである。参加者のとりまとめやパスタ生地の४備など
を高࡚やる気堂が行っており、本格パスタ作りから試
食まで楽しめる、大変人気のあるイベントである。

ʢ4ʣ઒Լり
関口さんは利根川コーディネーターとして、平成20

年ࠒに「利根川・ߐ戸川150ᶳ川下りコース」の実験
を行うなど、川下りコースの常設化に挑戦してきた。
このコースは、群അ県高࡚市の利根川の支流であるӊ
川から始まり、࡛ۄ県熊୩市や加ਢ市を通り、千葉県
野田市からߐ戸川に入り、ディズニーランドのある東
京࿷までの150kmを下るものである。使用されるボー
トは「&ボート」といって、10人৐りの手૨ぎで進む
ゴムボートで、誰でも؆単に৐れるので初心者・子供
も安心して使用できるのが特徴である（&ボートの

ʰ&ʱには「&verybody（みんなで）」「&asy（؆単に）」
「&nvironment（環境）」「&merHency（非常時）」など、
様々な意味が込められている）。

こうした関口さんの経験を活かして、高࡚やる気堂
は川下りに合わせて、手作りパドル体験ができるイベ
ントを開催している。イベントでは、参加者が自分の
手で໦材を࡟り、&ボートを૨ぐのに必要なパドルを
手作りすることができる。パドルづくりで必要となる
໦材は、関口さんの෯広い人脈から、ਿの間െ材の提
供を受けている。作りやすいように、あらかじめ໦材
を大まかなパドルの形に加工し、参加者はやすりで࡟
るなどして、؆単にパドルを作成できるようにしてい
る。自らが作成した、世界で 1 つしかないパドルで&
ボートを૨ぎ、高࡚市内にあるӊ川を 1 時間から 2 時
間かけて川下りを行う。

高࡚やる気堂では、この川下りを15年ほど続けてい
るが、川下りには川を見कる人と଩を取る人の最低 2
人のプロ人材が必要であることから、今後の継続が難
しくなってきていることが課題であるという。

今後の展望と՝୊
高࡚やる気堂は、新しい施設を作るのではなく、自

然環境や今あるものを活用し、いかに面白く楽しいも
のができるか、また、参加者に何か学びを得られるこ
とができないかを考えてイベントを企画している。

現在、もてなし広場にある஑でイワナやニジマスを
つかみ取りして、捕まえたڕをその場でমいて食べて
もらうڕのつかみ取り体験を考えている。この企画に
は、もてなし広場の全く使われずにԚれたままになっ
ている஑を活用したイベントを行うことで、஑のਗ਼૟
とともに、子どもたちに命の大切さを学んでほしいと
の思いがある。

他にも、川下りではなく「川遊び」として、サップ
（※）や手作りいかだ体験など、自然と触れ合えるイ
ベントを考えている。この企画には、関口さんの「子
供のころはよく川で遊んでいたが、今は川で遊んでい
る子供を見なくなった。川にはة険もあるが、楽しみ
もあるということを子どもたちに教えたい。また、自
然を体験して自然を好きになってもらうことで、川や
山にࣺてられるごみが少なくなってほしい」という思
いが込められている。

今後、自然を体験できるイベントを行う上で、IT社
会の中で育っていく現代の子供たちにどのように自然
に興味を持ってもらうか、安心して参加してもらうた
めにスタッフの人数をどのように確保するか、が課題
となっている。また、これまで長きにわたって実施し
てきた人情市やナイトシアターなどの活動をマンネリ
化させないために、新しい人材や஥間を増やすことも
大きな課題であるという。
※ɹ「Stand�UQ�Paddleboard（スタンドアップパドルボード）」
の略শ。ハワイ発঵のウォータースポーツで、浮力が高く安定
感のあるボードの上に立ち、パドルを૨いで水面を進んでいく
アクティビティである。

͓Θりに
関口さんは、高࡚やる気堂の代表だけでなく、高࡚

市が主催するNPO・ボランティアフェスティバルの
実行委員長や高࡚ө画ࡇの運営委員、高࡚市਀名ބミ
ュージックフェスティバルބ上オペラ実行委員会の副
委員長を務めている。また、異業種交流会で、高࡚や
る気堂の活動を「地域活性化と人と人とのコミュニケ
ーション」というテーマで講演を行うなど、いろいろ
な場に顔を出して、高࡚やる気堂の活動PRや新たな
人脈・஥間づくりを行っている。「地域を盛り上げる
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のに大事なのは、人とのふれあいであると感じてい
る。これからもどんどん஥間を増やし、新しい風を取
り入れて、高࡚市の活性化に取組んでいきたい」と関
口さんは語る。

今後も「人と時代をおもてなし」のテーマのもと、
人と人との交流を大事にした様々なイベントを通し
て、地域内外に関係人口の拡大につながるとともに、

さらに地域が盛り上がっていくことが期待される。

私自身、子供の頃から好奇心が強く、大工と設計の経験をし、版画、現
代アート、グラフィックデザイン、店舗デザイン、イベント企画など自分
が楽しいと思う事をいろいろとやってきました。これからも、みなさんの
知恵と力をお借りし、地元をより楽しくより出会いを大事にし、活性でき
るように活動を続けていきたい、と思っております。
私たちのキャッチフレーズ、わたしたちは「人と時代をおもてなし」す

る市民団体です。●人情市（毎月第4日曜日開催）、●ナイトシアター（子
供の夏休み中に屋外映画開催、無料）●川下り（10人乗りのゴムボート
で地元の川を約12,5㎞下る）、等の事業を行っています。特定非営利活動法人 

高崎やる気堂 代表

関口 眞作

実践者からのメッセージ

〈執筆者〉��地域活性化センター�地域リーダー養成課�
松原�輝（熊本県菊池市から派遣）

編注＝地域づくり別冊令和 2年度地域づくり団体活動事例集12月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。

COPPA�DELLE�AUTO�STORICHE
（コッパ�デッレ�アウトストリケ）の様子

川下りの様子

生パスタ教室の様子
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山市の֓ཁߴ
高山市はذෞ県の北部に位置し、平成17年 2 月 1 日

に୮生川村、ਗ਼見村、૳川村、宮村、久々野町、ே日
村、高根村、国府町、上ๅ村と合ซしたことにより、
東西に約81ᶳ、南北に約55ᶳ、面積は2,177.61ὕとな
り、日本一広大な面積を持つ市である。市の約 9 割は
森林で෴われ、ຍ地である市街地と山ַ部の標高ࠩは
2,000̼以上あるなど、地形の変化に富んでいる。ま
た、夏には真夏日になる内陸性気候の地域がある一
方、߽ઇ地ଳに指定される山ַ部があるなど、気候の
多様性にも富む地域である。

市内には縄文・໻生・古墳時代の遺੻が数多く存在
し、古くから豊かな自然とともに人々の暮らしがあっ
たことがうかがえる。現在の街並みの基൫はߐ戸時代
に作られ、今なお残る城下町・商家町の姿は「ඈଭの
小京都」とݺばれている。また、市内には温泉地やス
キー場などもあり、四季を通じて国内外から多くの観

光客が訪れている。

活ಈのܦҢ
ᶃඈଭ地ํͷʮ͋ͿΒ͑ʯจ化
「エゴマ」は、ذෞ県ඈଭ地方では「あぶらえ」と

ばれ、野菜やҶなどの和え物やおṷなどとして、古ݺ
くから親しまれてきた食材である。

近年の健康ブームで、生活習׳ප予防に効果が期待
できる食材として注目され、調査研究が行われてい
る。その結果、特に高地ྫྷפ地であるඈଭ地方で栽培
されるあぶらえ（ࠇエゴマ）は、他地域のものと比べ
てЋ―リノレンࢎの含有量が多いことがわかってきた。

ඈଭ地方では昔からこの健康食を様々な料理に取り
入れ、それらの料理を囲んで家族や友人たちと地域に
ついて語らう、という風習が根付いていた。

しかし、近年では市内の生産者の高齢化や後継者ෆ
足のほか、生産や選別で手間がかかりすぎることなど
から、あぶらえの生産量も流通量も減少傾向にある。

ซせて、地元では日常的にあぶらえを食べる習׳が
ബれ、料理法や食べ方がわからないことなどから、消
費量も減少している。

ᶄ͋ͿΒ͑จ化Λ͑ٹʂ�
ʙඈଭ͑͝·෮ڵϓϩδΣクτ࢝動ʙ

あぶらえばたけの代表である田口さんは、高山市に
生まれ、進学を機に18ࡀで上京するまで、高山市で暮高山駅からの様子

第̏章　地域づくり団体ʹΑΔ஥ؒづくり

౔の৯จԽを���೥後にͭな͙ڷ
ࢢࢁߴݝෞذ

ʙ͋Ϳら͑͹͚ͨʙ

͋Ϳら͑͹た͚はɺذෞݝඈଭ地ํでݹくから਌しまΕ͖ͯたڷ౔৯ࡐで͋Δʮ͋Ϳ
ら͑（ඈଭ地ํのݺশでɺଞ地域ではʮΤΰϚʯͱݺͿ。）ʯจԽを࣍ੈ୅ʹ఻ঝすΔた
Ίɺാづくり΍৽たなϨγϐづくりなどのۀࣄをల開し͍ͯΔ。地ݩの人΍地ݩग़਎者
くશ国ʹʮ͋Ϳら͑ʯϑΝϯを޿ಈをすΔ͜ͱでɺ׆౔ಠ特の৯จԽをकりҭͯΔڷ͕
૑りɺଟくの人ʹѪ͞ΕΔ地域づくりを໨ࢦし͍ͯΔ。ࠓճはɺ୅දのాتޱେ͞Μʹ
͓࿩をͬ࢕た。
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らしていた。
田口さんは༮少期から、あぶらえのޒ平ṷをおやつ

として、野菜のあぶらえ和えをおかずとして食べるこ
とが大好きだったという。上京後、東京にはあぶらえ
がないことを知り、その時初めて、あぶらえが地元に
しかない伝統郷土食だったことに気づいた。その後
は、実家からあぶらえを送ってもらい、東京の自宅で
ふるさとの味を楽しんでいた。

学校を卒業後、東京でIT企業に就職したが、仕事の
忙しさやストレスなどで体調を่し、健康食やスローラ
イフに興味を持つようになった。同時に、地元の伝統郷
土食のあぶらえを思い出し、あぶらえについて調べたと
ころ、他地域のものよりも栄養価が高く、و重なもので
あることを知り、郷土の食文化の大切さを実感した。

その一方、地元であぶらえを使ったޒ平ṷを提供す
る店が 1 店ฮのみになるなど、各家ఉでもあぶらえを
食べる習׳がബれてきている現状を知った。

田口さんはこうした郷土の食文化のਰୀにة機感を
覚え、郷土の食文化の再生と次世代への伝ঝのために

「とにかく、あぶらえの畑を作ろう！」と決意し、平
成28年から東京と高山市を行き来する 2 拠点生活を始
めた。東京ではITの仕事と子育ての両方を楽しんで
いたが、自然に囲まれた中で子育てをしたいと考え、
平成29年には家族とともに故郷である高山市にUター

ン移住し、「半農半IT」の暮らしを始めた。

活ಈ಺༰
ᶃ͋ͿΒ͑ͷാづくりʙබ২͑・ऩ֭体ݧʙ

平成28年初頭、田口さんはあぶらえの畑づくりをし
ようと決意したものの、農業の経験も農地も無かったた
め、畑づくりに協力してくれる農家探しから始めること
とした。ذෞ県中山間農業研究所や高山市農務課、ඈ
ଭ高山あぶらえ研究会（高山市）など、農業関連の行
政機関に૬ஊした結果、田口さんの想いや活動の趣旨
に賛同し、畑づくりに協力してくれる農家と出会うこと
ができた。この農家からあぶらえの種を分けてもらい、
一つひとつノウハウを学びながらබづくりを始めた。

その年の 6 月にබができたところで、友人や近所の
子どもたちと一緒にබ২え体験会を実施し、その後は
間引きや草מりなどの作業を経て、11月に収穫体験会
を実施した。

このබ২えから収穫までの体験を通して、子どもたち
だけではなく田口さん自身も、スーパーや土産物店で

「あぶらえ」や「ඈଭえごま」という文ࣈを目にすると、
今まで以上に親しみやѪ着を感じるようになったという。

翌年の平成29年以降、集中߽Ӎや台風の影響に伴う
生育ෆ良などにより、初年度に比べて収穫量の少ない

●設立年：令和元年11月27日　　●代表者：田口 喜大（たぐち よしひろ）
●組　織： 5 名
●連絡先：〒506-0052 岐阜県高山市下岡本町3185-22
 TEL　0577-70-8243
 URL　https://www.hidaegoma.com/（ホームページ）
  https://www.facebook.com/egoma.farm/（Facebook）

団体基礎データ

あぶらえの和え物 あぶらえの五平餅 あぶらえ
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年が続いたが、それが自然環境に適応するための畑づ
くりのノウハウを学ぶ機会になった。

令和 2 年は大きな自然災害もなくॱ調に生育してお
り、初年度並みの収穫量が見込まれる。

田口さんは「IT関連の仕事は、求める結果に至る
までのプロセスを自らプログラムできるが、農業は自
然環境やఱ候に左ӈされるため、予定どおりにいかな
い難しさがある。しかし、この真ٯの状況こそが面白
いし、やりがいがある」と、あぶらえの畑づくりにま
すます意欲を೩やしている。

ᶄ͋ͿΒ͑Λͨͬ࢖Ϩγϐづくり
田口さんは、「食文化とは地元の人が日常的に食べ

ること」が基本であるとして、༮少期から׳れ親しん
だ野菜のあぶらえ和え以外に、؆単に作ることがで
き、手軽に食べられて、最近の食生活の変化に合わせ
たレシピが必要だと考えた。

そこで、市内で人気のある飲食店（イタリアン、和
食、フレンチ、スイーツなど）に自分の畑で֫れたあ
ぶらえを持参し、あぶらえを使った新しいレシピを考
案してもらうこととした。

また、ここで考案されたレシピを広く地元の人に知
ってもらうため、ඈଭ地方で配෍されるフリーペーパ
ー「月ץ#L&SS」に掲ࡌするとともに、ࢽ面であぶら
え（葉・種子）のオリジナルレシピの募集をしている。

考案された新たなレシピの多くは、シェフお๽付きの

味でありながら家で؆単に作ることができるのが特徴で
ある。また、これらの料理をメニューや商品として提供
している店もあり、実際に店に行って食べ、その美味し
さを自宅で再現しようとする人も出てきているという。

ᶅऀྗڠͱͷग़ձ͍ͱͭͳ͕りづくり
田口さんは活動を開始した当初から、自身の想いや

活動内容をホームページやフェイスブックなどで発信
し、多くの人の目にとまるように努めている。

こうした中、地元の人や他県に住む地元出身者から、
田口さんの想いに共感し、協力したいという人とのつな
がりができるようになった。その一人が、高山駅前で手
打ちうどんそば店「ඈଭ」を営む工౻修

おさ

己
み

さんである。
工౻さんは、自身の店で「ඈଭ伝統の味・あぶらえ

ो」のうどんとそばを提供している。これは、昔から
親しまれてきた「あぶらえो」と店のそばつゆを合わ
せたつけोを用いたメニューで、あぶらえ独特の߳ば
しい߳りと風味はうどんやそばによくབྷみ、深みがあ
りながらもあっさりとした後味を楽しむことができる。

工౻さんは平成28年10月のJR高山駅のリニューア
ルه念イベントで実行委員長を೚されたことを機に多
くの協力者に出会った。人とのつながりが広がったこ
とにより、初のイベント運営に戸࿭いながらもイベン
トを成功に導いた経験を持つ。工౻さんは、田口さん
のあぶらえを෮活させたい、郷土の食文化を次世代に
残したいとの想いに共感し、自身の経験や人脈を活か

飛騨地方のフリーペーパー「月刊BLESS」苗植え体験

収穫体験 創作レシピ「豚フィレのクロスタ」

67令和５年度地域づくり別冊９月号



して協力している。
工౻さんは「発信し続ければ、協力者や支援者が現

れると思う。地域づくりには、人とのつながりはܽか
せない」と೤く語った。

田口さんはこうした協力者とともに、令和元年11月
に「あぶらえばたけ」を高山市の市民活動団体に登録
し、団体としての活動を発足させた。

͋Ϳら͑レシϐຊ出൛プロジェクト 
ʙ�00年後のඈଭ地ํにͨ͢࢒めにʙ
田口さんはこれまでの活動を経て、あぶらえの食文

化を次代に伝えたい、後世に引き継ぎたいとの想いが
ますます強くなった。

そこで、あぶらえを使った伝統料理をはじめ、新たに
考案したレシピなどをまとめた「あぶらえレシピ本」を
出版したいと考え、クラウドフΝンディングの手法を用
いて、共感してくれる人を募るとのアイデアが浮かんだ。

料理のレシピはインターネット上で多数紹介されて
いるが、情報は新௠代ँがܹしく、今の新しい情報は
次のॠ間には過去のものとなってしまうため、レシピ
本というࢴഔ体の形にして残そうと考えた。

クラウドフΝンディングは、単なる資金集めではな
く、趣旨に賛同・共感する人をݺび込み、その人たち
とともに、企画から׬成までのプロセスを共有できる
という利点を持つ。

田口さんはそのことに着目し、レシピ本出版に必要
な経費の一部として50万円を目標金額に、令和 2 年 1
月から 3 月にかけてプロジェクトを実施した。

このとき、広く全国に協力者を募りたいと考えてい
たため、個別に友人知人に協力を依頼することはせ
ず、ひたすらSNSでプロジェクトの内容と自分の想い
を発信したとのことである。

支援者の半数以上が地元の人や他県に住む地元出身
者で、「子どものࠒはあぶらえをよく食べていた」「郷
土の味を思い出した」「あぶらえの෮活を支援したい」
などの応援コメントが寄せられた。これら数々のコメ
ントが口コミで大きな支援の輪へと広がり、目標額を
超える58万5,000円の支援を֫得することができた。

こうしたことから、本プロジェクトは、郷土の食文
化を再認ࣝし、地元への誇りやѪ郷心の再確認につな
がったほか、広く全国にあぶらえフΝンやඈଭ地方の

フΝンづくりに寄༩したと考えられる。
なお、多くの人の想いが結集した「あぶらえレシピ

本」は、令和 2 年12月ごろに発ץ予定である。

今後の展望
田口さんは「これまでの活動はংষにすぎず、レシ

ピ本の׬成は新たなスタートである」として、以下の
目標を掲げている。

ᶃ͋ͿΒ͑Λ௨ͨ͠ʮඈଭ地ํϑΝϯʯΛ૿΍͍ͨ͠
前ड़のように、クラウドフΝンディングを実施した

ことを通して、地元の人や他県に住む地元出身者をは
じめ、多くの人とのつながりができたことは大きな成
果だったといえる。

あぶらえを通して生まれたつながりをゆるやかなコ
ミュニティに発展させ、ඈଭ地方の伝統文化を共有す
るとともに、情報を発信することで、さらなるフΝン
の広がりを目指す。

あぶらえやඈଭ地方に興味を持ってもらうことから
始まり、実際に訪れて伝統文化を体感してもらうこと
で、Ӭ続的なフΝンを増やすことを目標としている。

ᶄϨγϐຊ第2஄Λ࡞੒͍ͨ͠
田口さんはޒ平ṷをおやつとして食べていたࠒを思

い出し、協力していただける人とともに、現代風のお

「飛騨伝統の味・あぶらえ汁」のそば

田口さん（左）と工藤さん（右）
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やつレシピを考案して紹介し、子どものࠒからあぶら
えに親しんでほしいと考えている。

そこで、第 1 ஄のレシピ本は、伝統に基づいたメニ
ューをはじめ、主食やおかずをメインとした新たなレ
シピを掲ࡌしたが、次回はスイーツのレシピ本作成を
目標としている。

田口さんは、地元の人が日常的に食べるようになる
ことが必要であることから、気軽に؆単に作れるあぶ
らえレシピを発信し続けていくとともに、観光で訪れ
た人にも食べてもらえるようにしたいと考えている。

ᶅ͋ͿΒ͑Λ活༻ͨ͠イϕϯτΛ։͍ͨ͠࠵
あぶらえを使った料理は、ࡇ事や神事で௝重されてき

た歴史を持つことから、単なるイベントではなく、地元
と季અを感じられるイベントの開催を目標としている。

田口さんは、あぶらえの食文化はもちろん、暮らし
に根付いてきた郷土の文化そのものの伝ঝも必要であ
ると考えている。

地元に住む人も、地元を離れている人も、郷土に想

いを஘せ、誇りを
持てるようなイベ
ントを開催したい
と考えている。

これらの「ඈଭ
えごま෮興プロジ
ェクト」の活動は、まだ始まったばかりである。最初
は田口さん個人の想いだったものが、SNSを通じて想
いを発信し続け、多くの人の目に触れることで、たく
さんの協力者を得ることになり、フΝンを広げていくこ
とにつながっている。

情報化時代の中、流れゆくもの、とどまるものを意
ࣝするとともに、地域のフΝンづくりやフΝンの拡大
に向けた取組は、大いに参考としたいところである。

私は18歳で飛騨高山から上京し、その後18年間東京で過ごしました。
その間もふるさとの飛騨えごま（あぶらえ）の味が忘れられず、実家から
定期的に送ってもらうほどでした。
5年前、高山に帰省した際にあぶらえが消滅の危機にあると知り、自分に

何かできることはないだろうかと考え、手始めにあぶらえの栽培をはじめま
した。そして、あぶらえ食文化の復興をしたいと考えるようになりました。
当時は東京のIT企業で仕事をしており、それを手放すことに不安はあり

ましたが、あぶらえを含め、地方には多様性やポテンシャルに満ちている
という考えに至り、家族を連れて移住することにしました。
現在ではたくさんの関係者のご協力をいただき、活動を続けられている

ことに感謝しかありません。あぶらえ愛だけで突っ走って、気付いたらここまできてしまいました。
飛騨人が忘れかけていたあぶらえですが、活動を続けていくうち、やはり飛騨人にとってのソウ

ルフードなんだと改めて気付かされることが多いです。ほんの近年まで、飛騨人なら誰もが親しん
できた家庭の味、それがあぶらえなのです。
個人的には、ことさら地域活性化を目指しているわけではありません。幼い頃から大好きだった

あぶらえの甘く香ばしい味、これを100年後の子どもたちにも味わって欲しいのです。それが結果
的に地域活性化につながるのなら、これほど嬉しいことはありません。

あぶらえばたけ 代表

田口 喜大

実践者からのメッセージ

〈執筆者〉��地域活性化センター�地域リーダー養成課�
大上�晴子

編注＝地域づくり別冊令和 2年度地域づくり団体活動事例集12月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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໦௡઒市の֓ཁ
໦津川市は平成19年に京都府૬楽郡の໦津町、加ໜ

町、山城町の 3 町が合ซして誕生した。京都府南部で
近ـのほぼ中ԝに位置し、京都・大ࡕの中心部から約
30ᶳ圏内にあるため、京都、大ࡕ、ಸ良の各都市のベ
ッドタウンの側面を有している。

人口は令和 2 年 8 月31日現在で78,694人であり、全
国的に少子高齢化・人口減少が課題となる中で増加傾

向にあるが、市中心部から離れた地域では少子高齢化
が進行している。

同市は京都府内では京都市に次ぐ数の国指定有形文
化財を有するなど、歴史的な遺産にも恵まれており、
ಸ良時代には੟෢ఱߖが平城京から現在の加ໜ町ළ

みかの

原
はら

地区のګ
く

仁
に

京
きょう

に都をભし、 5 年にわたって日本の首都
となった。

現在は市の将来૾である「子どものস顔が未来に続
くɹ幸せ実感都市ɹ໦津川」を掲げ、住民の幸せを追

第̏章　地域づくり団体ʹΑΔ஥ؒづくり

ҭてੈ୅͕生みग़͢৽たなͭな͕Γࢠ
ࢢ౎෎໦௡઒ژ

ʙګਔͬࢠେ࡞ઓʙ

ګ
く

ਔ
ʹ

ಈを͖ͬか͚ͱしͯ࢝まりɺΧϑΣ׆ଘଓのたΊのߍઓはɺ地域のখֶ࡞େࢠͬ
΍ϏΞΨʔσϯɺΨϜϥϯԋ૗会などのΠϕϯτの開࠵をは͡Ίɺ地域の৘報ൃ৴΍Ҡ
͍ͯͬߦをۀࣄπΞʔɺۭ͖ՈのϦϊϕʔγϣϯなどのֶݟ๬者ʹରすΔۭ͖Ոرॅ
Δ。͜のஂମ͕׆ಈを࢝Ίͯからࢠҭͯੈ୅のҠॅ者͕૿Ճし͍ͯΔ΄かɺ͜のҠॅ者
͕৽し͍Πϕϯτをاըしͯ৽たな人のͭな͕りをੜΈग़すなどɺ定ॅ人ޱʗؔ܎人ޱ
の֦େʹ͚޲たྑ͍॥؀͕ੜまΕ͍ͯΔ。
ճは୅දの୸ࠓ

すΈ

ຊ
΋ͱ

。たͬ࢕Μʹ͓࿩を࢘͞وɺ（。Μʯͱ͍͏͞ࢠ৳ҎԼʮ）Μ͞ࢠ৳

恭仁小学校
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求するまちづくりが進められている。

ஂ体設ཱのܦҢ
໦津川市加ໜ町のළ原地区にあるګ仁小学校は、

年々ࣇಐ数の減少が進み、平成30年には 2 年生と 3 年
生がෳ式学ڃとなった。それを受けて保ޢ者の有志が
集まり小学校について話し合った。初めはෳ式学ڃに
ついての知ࣝがなかったため制度や仕組みについて調
べることにした。すると、このままࣇಐ数が減少を続
け、ෳ式学ڃが増えると学校の統廃合につながるڪれ
があることが分かった。さらにメンバーで話し合いを
進めると、小学校は地域社会の֩となる存在であり、
子どもたちが安心して地域で育ち、それにより地域社
会が健全に持続するためにも、なくてはならない存在
だと気づいた。そこでメンバーは小学校存続のため平
成30年 3 月に「ګ仁っ子大作戦」を立ち上げた。

活動当初は、ګ仁小学校がෳ式学ڃになり、このま
まࣇಐ数が減少すると廃校になりかねないことなどを
地域住民にૌえる活動をしていたが、住民の中には人
口が減少するのは仕方がないというఘめの気持ちを持
つ人が多かった。そこで、ة機感をૌえるだけでは小
学校存続に向けて前向きな意見が出ないと௧感し、ګ
仁っ子大作戦に参加する保ޢ者が共通して持つ「ළ原
が大好き」「ළ原は良いところ」という思いを伝え、
ළ原で子育てをしたいと思ってくれる移住者を受け入
れる活動を始めた。

活ಈの֓ཁ
仁っ子大作戦の活動のபは、「ළ原で楽しく豊かګ

な生活を送る」「ළ原の情報を広く発信する」「移住希
望者への空き家のマッチング」の 3 つである。

仁っ子大作戦の特徴は、活動のすべてをボランテګ
ィアが自費で行う点にある。公的な助成や補助金を受
けるためには申請書ྨ作成などの作業が必要で、子育
て世代のメンバーにとっては、その時間を೧出するこ
とが大きなෛ担になることから、やりたいという意志
を持つ人が、஥間の協力を得ながらできることをする
という形で活動している。例えば、イベントのチラシ
は外部に委託せず、デザインの技術を持った人が作成
するなど、すべて自分たちの手で作り上げている。伸
子さんは「移住してもらえることは活動の労力にෛけ
ない価値がある」「自分たちと同じような家族や஥間
が増えることがخしい」と語ってくれた。

ʢ1ʣළݪͰָ͠く๛͔ͳੜ活ΛૹΔ
仁っ子大作戦のメンバーは、「地域の人が楽しくګ

暮らしていないと人は来ない」という共通の考えのも
と、カフェやビアガーデン、Ի楽やダンスイベントな
ど、一人ひとりがやりたいと思うことを実現してい
る。伸子さんは「ළ原には主体性さえあれば、手伝っ
てくれる஥間がいるので、大きな仕組みがなくてもや
りたいことがやれる」と話す。

また、「子どもたちには主体的にものごとに関わり、
楽しんで人生を過ごすことを感じて育ってほしい」と
いう思いから、イベントを実施する際には子どもたち
も巻き込んで४備を行っている。この子どもと一緒に
作り上げていく雰囲気を気に入り、移住を決めた家族
もいるそうだ。

具体的なイベントや活動は、以下の 5 点である。

ᶃ໦௡઒Ξʔτ΁ͷࢀՃͱྗڠ
໦津川アートは平成22年に始まり、ִ年で開催され

る日常の地域空間と現代アートが融和・融合した芸術
で、໦津川市と観光協会、総合プロデューサーで組ࡇ

●設立年：平成30年 3月 8日
●代表者：炭本 伸子（すみもと のぶこ）、炭本 貴司（すみもと たかし）
●組　織： 約20名
●連絡先：TEL 0774-76-2651
 MAIL 925daisakusen@gmail.com
 URL https://www.facebook.com/youkosomikanohara

団体基礎データ
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織される໦津川アートプロジェクトが運営している。
これまでは開催場所を変えながら実施していたが、令
和 2 年度に開催予定であった「໦津川アート2020」で
は平成30年度と同じළ原地区が会場になっている。

平成30年度開催の໦津川アート2018「࿀するګ仁
京。」では、来場者へのおもてなしの一環として、JR
加ໜ駅と総合案内所を結ぶシャトルバスの車内をګ仁
っ子大作戦とګ仁小学校に通う子どもたちが০り付け
た。૷০されたバスは「ګ仁っ子バス」として、イベ
ント期間中に໦津川アートを訪れた人たちを会場まで
運んだ。また、໦津川アートショップでは、地域の農
家や作家の作品をൢ売するとともにළ原での生活の様
子を紹介した。さらに、空き家物݅情報を掲示するな
どして来場者に移住をݺびかけた。

イベント期間に合わせて「ګ仁小においでよ」と書
いたチラシを子育て世代の来場者に配෍し、ګ仁小学
校とළ原地区の良さをアピールした。その後、ګ仁小
学校に興味を持った家族がළ原で開催されたイベント
や空き家見学ツアーに参加し、実際に移住したケース
もあるという。
「໦津川アート2020」のプレイベントとして、令和

元年11月に実施した「ふたぎのై」では、出店やガム
ランのパフォーマンスを行った。また、令和 2 年 1 月
に໦津川アートプロジェクトとともに地図づくりのワ
ークショップを開催した。このワークショップには໦
津川市内外の参加者が集まり、地域住民の案内でළ原
を歩いて、地図にࡌせたいと思うような面白い場所を
探した。参加者が集めた情報をもとに、ګ仁っ子大作
戦のメンバーでもあるデザイナーが「みかのはらおさ
んぽマップ」を׬成させた。このマップは現在のළ原
のワクワクする楽しい空気を訪れる人に感じてもらえ
るような工෉をڽらしたものになっている。

このほか、໦津川アートに参加したアーティストの
中にも、イベント終了後もළ原地区とつながりを持ち
続ける人がいる。例えば、஡畑の஡ఠみを手伝いにく
る人、ガムランの演૗会やダンスイベントを開催する
人など。このようなළ原地区に積極的に関わり続ける
人々が、ළ原の魅力や良さを発信することにより、新
たなつながりが生まれている。
※�「໦津川アート2020」は、新型コロナウイルス感染

症の影響により延期。

ᶄϛΧϊϋϥ・ガϜϥϯϓϩδΣクτ
໦津川アートの参加アーティストと一緒に、大人も

子どもも参加してガムラン演૗に挑戦するパフォーマ
ンスイベントを実施している。令和 2 年 8 月に実施し
たガムランプロジェクトでは、ө૾と生演૗がコラボ
レーションしたパフォーマンスが൸࿐され、YoVTVbe
でライブ配信された。また、ガムランプロジェクトと
共に立ち上げられたWebラジオ「みかのはラジオ」で
は、ළ原の日常やガムランの࿅習風景などが発信され
た。

ᶅګਔژΧϑΣɺϏΞガʔσϯ
地域住民や移住者、ළ原に興味のある人などが出会

い、異世代間の交流を生む場として、ګ
く

仁
にの

宮
みや

੻で開催
しているイベントである。カフェではコーヒーショッ
プで講習を受けたメンバーがオリジナルブレンドのコ
ーヒーを提供し、ビアガーデンでは地元の商店から機
材を借りて生ビールを提供するなど、メンバーが主体
となってイベントを実施している。

ᶆ฻Β͢ࢢ
ළ原地区の移住者が主体となって、ළ原で楽しいこ

とがやりたいと企画し実現したイベントである。この
イベントに参加するため、主催者とつながりのあった
飲食やࡶ՟のお店が数多く集まり、それによりまた新
しいつながりが生み出された。

ᶇখֶߍͰͷ活動
仁っ子大作戦のメンバーは様々な職業や特技を持ګ

った人がいることから、メンバーが先生として小学校
の授業に参加している。例えば、ಃ芸家はಃ芸教室、
お஡農家はお஡の授業を行っている。

また、令和 2 年 2 月には໦津川市のゆるキャラ「い
づみඣ」のे二単

ひとえ

を一緒に作成するという小学生向け
のワークショップを開催し、出来上がったे二単を 2
月末の加ໜ船屋਽ࡇりで൸࿐した。

こうした子ども向けのワークショップにはළ原に興
味を持つ子育て世代が参加することもあり、これがき
っかけとなって移住を決めた家族もいるという。

ʢ2ʣළݪͷ৘ใΛ޿くൃ৴͢Δ
ළ原での楽しく豊かな生活を広く知ってもらうた
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め、地域住民たちが楽しんで活動している様子を「か
わらばん」やSNSで発信している。

毎月発行している「かわらばん」は、主に地域住民
に向けて、団体の活動報告やイベントの周知、移住者
を受け入れるための新たな空き家情報の提供依頼など
を行っている。また、移住者のインタビューを掲ࡌし
て、地域住民に新しい住民を知ってもらう機会として
いる。

一方、地域外の人に向けたものとしては、イベント
やワークショップの情報をFacebookで発信するほか、
ළ原の地域行事や地域の何気ない様子をࡱ影した動画
を掲ࡌするなど、ළ原の空気を感じてもらうための取
組を進めている。これにより、ګ仁っ子大作戦の活動
やළ原での子育てに興味を持った人が実際に現地を訪
れるなど、新たなつながりや人の輪ができている。

また、伸子さんは京都府が認定する「京の田舎ぐら
しナビゲーター」であり、移住希望者の૬ஊ窓口とな
っていることから、他のメンバーとともに京都府の移
住・交流フェアや田舎暮らし૬ஊ会に参加して、ළ原
での生活やګ仁小学校の魅力について発信している。

ʢ3ʣҠॅر๬ऀ΁ͷۭ͖ՈͷϚッνϯά
ළ原で暮らしたいと思った人が移住できるよう、地

域住民に空き家情報の提供を依頼し、物݅の۷り起こ
しを行っている。また、移住希望者に見学ツアーとし
て、地域の案内を実施している。

ᶃۭ͖Ոͷ෺݅化
ළ原地区は市街化調整区域に指定されており、新た

に住宅等を建てることが難しい地域である。そのた
め、ළ原地区で暮らしたい人がいても、住宅がないと
いう問題を抱えている。こうした中、平成30年には地
元のෆ動産会社の協力を得て空き家の物݅化を行い、
移住希望者が入居できるようにした。

ᶄۭ͖ՈֶݟπΞʔͷ࣮ࢪ
ළ原地区への移住希望者に対して、空き家物݅の案

内とともに、実際に移住した時のイメージがつきやす
いよう、子どもの通学路や遊び場、普段のങい物で使
う店などについても、住民目線で案内している。ま
た、空き家の手入れや住んだ後のことを想૾できるよ
う、空き家をリノベーションした物݅も案内してい
る。

ツアーの際には案内する人の家にきてもらい、お஡
を飲みながらのおしΌべりやもちつき、流しそうめん
などのイベントを行い、ළ原での生活の一部を体験し
てもらっている。

現在は新型コロナウイルス感染症の影響によりツア
ーを中止しているが、ツアーの動画を作成して情報提
供を続けている。

活ಈにΑる地域のมԽ
仁っ子大作戦が活動を始めてからګ 2 年間で 7 組の

家族が移住し、11人の子どもが地域に増えた。ګ仁小
学校の令和 2 年10月時点のࣇಐ数は48名、世ଳ数は35
世ଳとなっている。

また、古くٺちてしまいそうだった空き家を改修し

恭仁京カフェ ミカノハラ・ガムランプロジェクト
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て、子育て世代が住むことにより、地域に活気が生ま
れ、賑やかになっている。こうした状況について、空
き家の隣に住んでいる人や区長からは「とても良い人
が引っ越してきてくれてخしい」という声が聞こえて
くるようになった。

このような状況を受け、次第に໦津川市も協力的に
なっていった。当初はګ仁っ子大作戦が作成したチラ
シに市の移住定住૬ஊ窓口の連བྷ先を掲ࡌすることに
もۤ労していたが、現在では移住・交流フェアに一緒
に参加し、地区が目指している京都府の「京都府移住
の促進のための空家及びߞ作放棄地等活用৚例」に定
められた移住促進特別区域への申請も共に進めてい
る。また、令和 2 年度の市の施政方針でも言及される
など、同市はګ仁っ子大作戦の活動に注目するととも
に大きな期待を寄せている。

今後の՝୊΍展望
移住希望者がළ原に住めるよう地域全体でサポート

できる仕組みをつくることが課題である。新たに住宅
を建てることが難しいළ原地区に住民をܴえ入れるに
は、地域内の空き家を活用する必要がある。しかし、
空き家を人が住める状態にするには、大規模な修સが
必要となる場合もある。状態のѱい空き家には資産価
値がなく修સの際にローンが組めないなど修સ費用の
೧出が難しい状況があり、それにより移住を断念する
人もいた。

この課題を解決する手段のひとつとして、前ड़した
移住促進特別区域への申請४備を進めている。特別区
域に指定されると移住者が空き家を取得する際にかか
るෆ動産取得税の税率を通常の 2 分の 1 に軽減でき、
また空き家改修等に必要な経費に対して補助金（補助
率�� 3 分の 1 以内、補助額ɿ 1 計画につき 2 ඦ万円以
内）を受けることができる。ネックとなっていた住宅
確保にかかる費用が軽減されることにより、今までよ
りも移住することへのハードルが下がり、ළ原で子育
てをしたいと希望する家族が引っ越してきやすくな
る。

子育て世帯に向けたチラシ
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こうして新しく住民となった人たちがやりたいと思
ったイベントをළ原で実現し、それに興味を持った人
がළ原を訪れ、ළ原を気に入った人が新たな住民とな
る。この循環が܁り返されるたび、より楽しんで暮ら
せる地域になり、そこで育つ子どもたちも楽しんで人
生を過ごすことを感じながら成長していくことができ
る。

今後の展望として伸子さんは「子どもたちが子育て
世代になった時に安心して子育てができ、楽しんで暮
らせる場所としてළ原を選んでもらえる、そんな地域
にしたい。人口減少等のマイナス面ばかりを強調しな
がら地域に住むことを子どもたちに強制するのではな
く、心からいいところだと思って、幸せに暮らせる場
所にしたい。そのためには、地域に住んでいる人がや
りたいことをやり楽しく暮らせることが大事だ」と語
った。

͓Θりに
伸子さんは「この地域には、h 何もないʱがある」

という。何もないからこそ自分たちで様々なものを作
りたいと思う人が集まり、手伝ってくれる஥間も生ま
れ、共に活動できるそうだ。

こうしたګ仁っ子大作戦の活動は、移住促進や関係
人口の拡大だけではなく、地域に住む人がළ原の魅力
を再発見するきっかけにもなっている。

伸子さんが語った「地域の人が楽しく暮らしていな
いと人は来ない」とは、これから移住促進や関係人口
創出を目指す際に、重要なキーワードとなるだろう。

瓶原には何もない。雄大な自然も、観光名所も、ご当地グルメもない。
特筆すべき移住施策もない。
ただ、日々営まれる人々の暮らしがある。季節ごとの田畑の実り、ご先
祖様が苦労して作った大井手用水路、子どもたちを見守り地域をつなぐ恭
仁小学校の木造校舎。瓶原は、ごくふつうの暮らしが織りなす美しさで彩
られている。
何もないから、自分たちで作ろう。そして実現した一日だけのカフェ、

おつまみ持参のビアガーデン、ガムラン演奏会、いろいろ楽しいことたく
さん。私たちには「何もないがある」。暮らしの豊かさは、自分たちの手
で作ることができる。

今の自分たちにできることから始めること。アタマで考えるばかりだった頃は、こうなったらど
うしようといった不安や、なぜ誰もこれをしてくれないのかといった不満でココロが苦しかった。
こうすればいいのに…とただ思うことと、自ら行動して実現することとは全く次元が違う。
完全な形でなくても、まずはできる範囲で一歩を踏み出す。小さなことでも、実現することで初

めて見えてくる景色がある。動き出したからこそ生まれる出会いがある。やりながら考える。だめ
なら軌道修正すればいい。不完全だからこそ生まれる喜怒哀楽を共有することで、仲間になれる。
完璧じゃないからこそ、手を差し伸べてくれる味方が現れる。…と信じて（笑）、これからもやっ
てみましょうか。

恭仁っ子大作戦 代表

炭本 伸子

実践者からのメッセージ

〈執筆者〉��地域活性化センター�地域リーダー養成課�
阿部�理沙（山形県小国町から派遣）

編注＝地域づくり別冊令和 2年度地域づくり団体活動事例集12月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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ໂذொの֓ཁ
ໂذ町は、四国の南東部、ಙ島県の南部に位置し、

ಙ島市内から車で 1 時間半ほどの距離にある人口約
4,000人の町である。周囲を山と海に囲まれ、沖合約
4 kmには有人離島「出Ӌ島」がある。
平成25年 4 月には、町内の保育所、小学校、中学校

を 1 か所に集約した「市Ӊケٰ学園」（以下「学園」
という。）を整備し、ಙ島県内で初めて保小中一؏教
育を開始した。さらに、平成26年 3 月には、学校や保
ذ者、地域団体、行政、有ࣝ者を構成員とする「ໂޢ
の子どもを育てる会」（以下「育てる会」という。）を
設置するなど、地域総ぐるみで子どもたちの教育をサ
ポートしている。

その一方で、町内に高校がないことから中学卒業後
は町外の高校に通学ຢは転居し、町内に戻らずに就職
するなどして、20ࡀ前後の町民がほとんどいないこと
が課題となっている。

設ཱのܦҢ
平成25年度からໂذ町の新たな教育活動が始まる

中、育てる会では様々な立場のメンバーが子どもたち
の現状と理想૾について議論を重ねていた。ໂذ町は
子どもの数が少ないため学園は 1 学年 1 学ڃで運営さ
れ、子どもたちはݻ定的な人間関係の中で学校生活を

送る。このことは、深い஥を築くことができ、素直で
思いやりのある子どもが育つというプラス面がある一
方で、主体性や協調性が๡しかったり高校進学時にΪ
ャップを感じたりするという課題も生じていた。

そこで育てる会は、子どもたちが主体性や協調性を身
につけることを目標に設定するとともに、子どもたち自身
の企画・運営で様々な体験や経験を得る機会をつくり、
その活動を地域ぐるみでサポートすることを決定した。

育てる会がこのような議論を進めているのと同時期
の平成26年 8 月に、ໂذ町で高校生向けの合宿型リベ
ラル・アーツ教育プログラムが開催された。 1 週間の
プログラムの中でໂذ町の「ひと」の温かさや豊かな
自然、食文化、伝統などに触れ、スタッフとして参加
した大学生の一部は「ໂذ町にԸ返しをしたい」とい
う思いを抱くとともに、少子高齢化や人口流出、それ
に伴う多様な教育機会のෆ足など、多くの過ૄ地域が
抱える課題に直面している実情も֞間見た。

そこで、൴らは若年人口の流出を食い止める側面と
他地域から人をݺび込みまちを活気づける側面の両方
をซせ持つ「教育」による地域づくりに着目し、地方
における多様な教育機会の確保に取り組もうと考え
た。東日本大震災後に日本全体で社会貢献の意欲が高
まる中で、൴らも「大学生の自分たちだからこそでき
る社会貢献をしたい」と考えたのである。

このようにして、子どもたちに主体性や協調性を育む
ため新たな教育機会の創出に取り組もうとするໂذ町・

第̏章　地域づくり団体ʹΑΔ஥ؒづくり

「ͻͱ」ͱ「ͻͱ」をͭΉ͙
ಙౡݝໂذொ

ʙಛఆඇӦར活ಈ๏人 ͻとͭむ͗ʙ

特定ඇӦར׆ಈ๏人ͻͱͭΉ͗（ҎԼʮͻͱͭΉ͗ʯͱ͍͏。）はɺಙౡݝໂذொを
఺ʹʮhڌ ͻͱʱͱʰͻͱʱをͭΉ͙͜ͱからੜまΕΔڭҭ΍まͪづくりʯを໨ࢦしͯ
内のΈݝͱしɺಙౡۀࣄԉをओなࢧҭڭੜʹରすΔߍߴಈすΔஂମで͋Δ。தֶੜ΍׆
ならͣશ国֤地のେֶੜ͕த৺ͱなͬͯۀࣄをల開し͍ͯΔ。
のӽஐ೔和͞Μをは͡ࣄ௕のాԬ༎ً͞Μɺཧࣄ正͞Μɺ෭ཧߒ໰のେ੢ސճはɺࠓ
ΊͱすΔͻͱͭΉ͗の会員ͱɺޙड़すΔʮγϥλϚ׆ಈʯʹதֶ時୅ʹࢀՃしࡏݱはେ
ֶੜ΍ࣾ会人ͱなͬͯໂذொʹؔΘΔํʑʹ͓࿩をͬ࢕た。
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育てる会と、教育を通してໂذ町にԸ返しをしたい大学
生のニーズが重なった。そして、学校や保ޢ者等による

「タテの関係」ではなく年代の近い大学生による「ナナ
メの関係」が、子どもたちに多様な価値観と自ら歩み出
すきっかけを༩えることを期待し、行政や地域と一体と
なってひとつむぎによる教育活動がスタートした。

なお、平成26年10月に活動を開始したひとつむぎ
は、平成27年 2 月に特定非営利活動法人化している。
また、ໂذ町やಙ島県からの業務委託や民間企業の助
成事業等を資金源として活動している。

ओな活ಈ
ひとつむぎは、中学生対象の「シラタマ活動」と高

校生対象の「ローカルハイスクール」の 2 つのキャリ
ア教育支援事業を中心に、年間延べ600人程度の全国
の大学生を巻き込みながら活動を展開している。

ʢ1ʣγϥλϚ活動
シラタマ活動では、中学 2 年生の12月から 3 年生の

8 月までの間、大学生が設計する月 1 回程度のプログ
ラムを通して、中学生が自ら地域課題を発見・設定
し、課題を解決する企画を立案・実行する。

プログラムではまず、ワークショップを通して意見
の伝え方・受け止め方を学びながら、これからの活動
の方針や内容、目標について意見を出し合いまとめて
いく。このとき大学生は、考え方や進め方について説
明やアドバイスをするが、内容の決定は中学生が中心
となって行う。

次に、課題を解決するために自分たちにできること
を実践するイベント「むぎいろフェスティバル」を企
画・運営する（令和 2 年度は新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、ステージショーや展示、ൢ売等
を行う例年のようなフェスティバルは開催できなかっ
たが、「発表会」という形で参加者を限定して成果を
発表した）。

令和 2 年度は「食」をテーマとして、農家を見学・
取材して動画にまとめたり、町内で収穫された農作物
のみを使ったピザを中学生と地域の人々が何度も試作
したりし、׬成品や気づきを発表会で共有した。この

設立の経緯

●設立年：平成27年　　●代表者：藤稿 智宏（とうこう ともひろ）
●組　織： 正会員19人（うち大学生17人）、 

賛助会員12人（うち大学生12人）
●連絡先：〒771-1153 徳島県徳島市応神町吉成字有天 4 - 7
 URL　https://www.hitotsumugi.org/

団体基礎データ
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とき地域の人々は、農家の見学・取材に協力したり中
学生を手助けしたりするだけでなく、大学生にも声を
ֻけたり大学生を通して中学生にアドバイスしたりす
るなど、大学生を「地域に関わる人」として受け入れ
対話してくれるとのことである。このように地域が

「よそ者」の大学生を温かくܴえ入れながら、ともに
子どもたちの教育活動を行っている。

そして最後に、中学生がこれまでの活動を振り返り
学びや成果を確認するワークショップを行い、一連の
プログラムが終了する。中学生からは、初めのワーク
ショップで設定した目標を達成できたことや、地域の
人々と関わりながら楽しく活動できたことをتぶ声が
あるそうだ。

平成27年度に始まったシラタマ活動には、令和 2 年
度までの 6 期で63名の中学生が参加した。設立当初か
らސ問としてひとつむぎの活動をサポートしてきた大
西ސ問は、「学校では大人しく目立たない子も、シラ
タマ活動を通して積極的に意見を言うことができるよ
うになる。これは、学校での様子を知らない大学生が
関わることで普段見せない一面が現れ、それを周りに
も認められることで自信につながるからだ」と語る。

また、ໂذ町出身でシラタマ活動の 1 期生の中山୓
真さん、 2 期生の和田ඣ名೫さんはそれぞれ、「自分
がやりたいことをどのように実現するかにフォーカス
したこの活動はとても興味深く、事業化のプロセスを
学んだことが職業の選୒にも役立った」「ໂذ町では
何もできないと思い込んでいたが、この活動を通して
自分も何かしてみたいと思えるようになっ
た」と話してくれた。

このように、学校の先生や保ޢ者とは異な
る立場の大学生が教育に携わるこの活動は、
ໂذ町の中学生にとって気づきと成長の場と
なっている。

また、この活動は中学生だけでなく大学生
にとっても、プログラムを企画・運営する経
験を通して学び、活躍できる場になっている。
令和 2 年度のシラタマ活動を中心となって運
営した越ஐ理事は、「中学生が目に見えて成
長していくことはもちろん、中学生や地域の
人々が自分たちを温かくܴえ入れ、名前でݺ
んでくれることがخしい」と語り、「活動を重
ねるごとにໂذ町のことを考える時間が増え

る」という。
このように、地域に必要とされながら大学生自身も

中学生や地域とともに変化していくことは、大学生が
ໂذ町で継続して活動する原動力にもなり、ໂذ町に
新たな人の循環を生み出している。

ʢ2ʣϩʔΧϧϋイεクʔϧ
高校のないໂذ町では、子どもたちは中学卒業とと

もに町外へ進学し、町や地域との関わりが一気に希ബ
になる。

そこで、ひとつむぎはシラタマ活動の 1 期生らの要
望に基づき、高校進学後もໂذ町で集まり学ぶ機会を
作るため、平成28年度から「ローカルハイスクール」
の事業を開始した。

ローカルハイスクールでは、移転した小学校の旧校
舎において、य़・夏の 2 回に 1 泊 2 日の合宿型セミナ
ーを実施している（令和 2 年の夏はオンラインとリア
ルのハイブリッド型の企画を日帰りで実施した）。

セミナーでは、ひとつむぎの会員による自身の専߈
分野に関する講義や社会人ゲストをটᡈしてのワーク
ショップを行うほか、進路の૬ஊにも応じる。これら
は、参加した高校生が学校では出会う機会がない人た
ちと深く話をしたり大学での学びを体験したりする新
たな学びの場となっており、高校生が進路や職業の選
୒に෯広い視野を持つきっかけとなっている。

また、当事業によって、ໂذ町出身の高校生が高校
で新たに出会ったಙ島県内の友人を連れて参加するほ

シラタマ活動の活動風景
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か、ひとつむぎの会員が全国の大学生や社会人をݺび
込むなど、ໂذ町に関わる人の新たなネットワークが
広がっている。中には、高校時代に友人に連れられて
ローカルハイスクールに参加したことでひとつむぎに
関心を持ち、やがて大学生になって運営に携わる人も
いる。さらに、大学を卒業してಙ島県外に就職しても
ボランティアとしてひとつむぎの活動に関わったり、
かつての中学生・高校生と交流を続けたりする人もい
るとのことである。

このように、ローカルハイスクールの活動は、高校
生のキャリア教育支援にとどまらず、ໂذ町の関係人
口の拡大にも寄༩している。

ʢ3ʣژ౎事ۀ
ひとつむぎでは、活動に関わる多様な人材の確保の

ため、平成30年度から京都産業大学現代社会学部の໦
原θミ（໦原ຑ子।教授）や株式会社ツナグム（京都
府京都市。移住定住やまちづくり等に係る各種事業を
展開）と連携し、若年者の人材交流に取り組んでいる。

京都市は、人口に占める大学生の割合が約 1 割と全
国で最も高く、ಙ島県出身の大学生も多い。そこで、
ひとつむぎは上ه 2 者との合同により、京都市とໂذ
町において大学生活や将来について考えるキャリアイ
ベントや、地域の暮らしや文化等をテーマに文ষの書
き方を学ぶライティング講座を開催している。また、
໦原θミはໂذ町を実習地に調査研究を継続して行っ
ており、ひとつむぎとの交流を起点としてໂذ町の関
係人口になりつつある。

ʢ4ʣͦͷଞ事ۀ
ໂذ町の小中学校での授業補助や地域行事への参加

等を行っている。シラタマ活動やローカルハイスクー
ルでໂذ町教育委員会と協力関係・信頼関係を築いた
結果、小中学校の総合的な学習やプログラミングの授
業など、学校教育の場で補助を依頼されるようになっ
た。また、町民運動会やࡇりなどの地域行事に参画す
ることで、ひとつむぎの存在が町民に広く知られるよ
うになり、20ࡀ前後の若者がほとんど居住していない
ໂذ町における地域の盛り上げ役となっている。

このように、ひとつむぎはໂذ町の行政機関や地域
の事業パートナーとして活動の෯を広げ、ໂذ町での
役割が大きくなってきている。

活ಈへの૝いと今後の展望
ひとつむぎは、関係人口の創出を目的に活動を開始し

たのではなく、「ໂذ町にԸ返ししたい」という想いか
ら設立された。その設立当初の大学生たちの想いは行
政や地域にも伝わり、活動の෯が広がって関係が深くな
っていった。こうして、全国の大学生がໂذ町に通い続
け、町に活力を༩える「関係人口」となったのである。

田岡副理事長は、ひとつむぎの想いについて次のよ
うに語る。
「ひとつむぎは、h ひとʱとʰひとʱとのつながりを

最も大切にしたいと考えている。中学生・高校生と大
学生だけの関係性ではなく、地域の人々を含む様々な

ʰひとʱとのつながりによって、子どもたちに多様な
考え方を育んできた。大学生は専門家のように地域や
子どもたちに指導やアドバイスをすることはできない
が、地域に寄りఴうことはできる。これからも、多様
な大学生がໂذ町のために何ができるかを真݋に考え
て地域に寄りఴうことで、地域の人が見つけられなか

シラタマ活動の活動風景
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った可能性をひとつむぎが۷り起こし、地域が変わっ
ていくことに貢献したい」

このようにひとつむぎは、自分たちが思いඳく方向
に地域を導こうとするのではなく、同じ方向を向き地
域に寄りఴいながら活動を展開している。そして行政
や地域もまた、ひとつむぎを受け入れ一体となって子
どもたちの教育やまちづくりに取り組むことで、ひと
つむぎは地域に新たな視点と変化を༩える存在となっ
ているのである。

ひとつむぎの会員は、大学卒業とともにひとつむぎ
をୀ会する。しかし、教育や地域活性化にまつわる新

ひとつむぎが活動をはじめて7年目を迎えます。ひとつむぎでは、中高
校生のキャリア教育支援を中心に、地域行事への参加や京都での学生間連
携による関係人口創出などの事業を展開しています。そうした活動をする
上で、私たちが常に意識していることは、“ひと”と“ひと”とのつなが
りです。なぜなら、地域の課題や可能性は様々の世代との交流によって、
より多く見つかるものであるからです。
今年のシラタマ活動では、コロナ禍において「食」に着目して、中学生
が町の課題を見いだし、地域住民とともに解決に向けて行動を起こしまし
た。これは、大学生だけのサポートでは実現しなかったことだと思いま
す。また、運営する大学生も地域の方とつながりができることで、「また
牟岐に来たい」「牟岐のことが好き」のような思いを持ちながら活動して

います。私たちは大学生であって、教育やまちづくりの専門家ではありません。しかし、地域の声
に耳を傾け、対話を重ねることで、地域の「不」を補うことにつながります。設立当初から、運営
する大学生の世代交代はありますが、この地域に寄り添う姿勢を大事にして活動することで、仲間
が集まり、地域と関わることができています。

特定非営利活動法人 
ひとつむぎ 理事長

藤稿 智宏

実践者からのメッセージ

たな社会の流れも἞みながら新たな会員を集めて、こ
れまでໂذ町と築いてきた関係性や活動を通して気づ
いたໂذ町の魅力を会員から新たな会員につないでい
きたいという。そして、活動を長く続けることでʰひ
とʱからʰひとʱにໂذ町への想いがつながり、O#
も含めた人材の循環がさらに増えることを願いなが
ら、ひとつむぎは今後も活動を続けていく。

〈執筆者〉��地域活性化センター�地域リーダー養成課�
大塚�沙紀（栃木県から派遣）

編注＝地域づくり別冊令和 2年度地域づくり団体活動事例集12月号か
ら転載。筆者・人物の役職・肩書など内容は当時のままです。

ローカルハイスクール（サマーキャンプ）の活動風景

令和５年度地域づくり別冊９月号80



テレワークを活用した
関係人口の創出

第4章



ຽགのๅݿɺळ田にڌ఺
わらび座は、民ଏ芸能を大事にした日本のオリジナ

ルミュージカルを制作し、全国を८回して年間約800
回上演しているܶ団で、2021年で創立70年をܴえます。

田୔」ބの名所「角館の෢家屋敷」、日本一深いࡩ
ൿ湯の宿として人気を誇る「ೕ頭温泉郷」など、「ބ
の大自然に恵まれた秋田県ઋ北市（人口 2 万5000人）
に、約 3 万௶の敷地で「あきた芸術村」を展開し、年
間25万人を集客しています。

年間100回以上公演する700੮の常設ܶ場「わらびܶ
場」をはじめ、楽ఱトラベルேごはんフェスティバル
で 2 年連続 1 位を受৆した宿泊施設「温泉ゆぽぽ」、

ワールド・ビア・アワードやϤーロピアン・ビア・ス
ターなどで連続して金৆を受৆している「田୔ބビー
ルブルワリー」、グッド・トイアワード2020を受৆し
た、໦工・ಃ芸体験ができる「森林工芸館」、ホテル
ซ設のテレワークスペース「SembokV�WorkQleY」、
ANAの国際線フΝーストクラス機内食に採用された

「ブルーベリー農園」があります。
1953年に秋田に拠点を移した理由の一つが、秋田は

重要無形民ଏ文化財数日本一であり、民གのๅ庫であ
ることです。民གを元にした新しい舞台創造を目指
し、近隣農家に手伝いに行き、芸能を教えてもらうこ
とから始めました。

ଞではで͖ないײಈ体験
1977年に農作業体験修学旅行を開始しました。舞台

を観て、役者によるགྷり教室、農家に行って農作業体
験をするプログラムを企画し、年間150校 2 万人が参
加します。参加生ెの親が受け入れ農家からおถをങ
うような交流が40年以上続いています。

この修学旅行を継続している理由の一つが、他では
できない感動体験です。大自然のロケーションの中で
のミュージカルؑ৆、役者との交流、地域の農家との
交流など都会ではできない体験は、大げさに言うと

「人生が変わってしまうほどの感動」を生み出します。
生きていくうえで感動することの重要性を感じること
のできるプログラムを、40年かけて創り続けてきたと
いうことでもあります。言い׵えると40年以上関係人
口を創り続けているということにもなります。

私自身、ܯ察官になろうと思っておりましたが、就
職活動のときにたまたま出会った会社説明会に参加
し、人生で初めて生の舞台を観て感動し、道を踏み外
して今、ここにおります。農作業体験修学旅行　ミュージカル鑑賞も

第̐章　ςϨϫʔクΛ活༻ͨؔ͠܎ਓޱͷ૑ग़

ϓϩのആ༏ਞにΑる人材ҭ੒ϓϩάϥϜ
ळాݝઋ๺ࢢ

―͖͋ͨܳज़ଜを活用しͨワーケーション―
／今村晋介（掲載当時、現一般社団法人わらび座代表理事）

株式会社わらび座取締役劇場事業本部長　　　　　
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企業ݚमにԋܶプロάϥϜ
この修学旅行の実績を元に「大人版の修学旅行」が

できないかという発想が、企業研修につながっていま
す。先輩たちがよく「東北をアジアのスイスのように
したい、都会の人のオアシスにしたい！」と言ってい
ます。大自然と温泉があるところは全国どこにでもあ
りますが、わらび座があるところは秋田だけです。
「シアターエデュケーション」という演ܶスキルを活

用した企業研修を 5 年前から本格的に開始しています。
どこの企業も೰みは共通していて、何を言ってもセ

クハラ、パワハラだと言われ、皆うつපになってしま
うという話を良く耳にします。

ܶ団というのは非常に特घな職業ではありますが、
この現代社会において役に立つとすれば、それはコミ
ュニケーション力という点において力になれることだ
と思います。

演出家や役者が心をほぐすために行うシアターゲー
ムやシアタートレーニングという演ܶ的プログラムを、
いくつか組み合わせて研修プログラムにしています。

཭৬཰がͨͬݮ企業΋
新型コロナウイルス感染拡大以前の2019年夏ごろ、

東京オリンピックの際に首都圏で働く場所が無くなる
という問題意ࣝの中で「ワーケーション」という言葉
を初めて、ある方から教えてもらいました。

その方のご縁で2019年12月に、ワーケーションのモデ
ルツアーとして東京のある大手企業に参加してもらいま
した。幹部はテレワークスペースでオンライン会議を行
い、他の社員はシアターエデュケーションを行いました。

参加者の 1 人が言うことには、「ਖ਼直、コンサルの
研修には๞き๞きしていて、また同じようなことをや
らされるのかという思いで参加したが、それとは全く
違うことに度肝をൈかれた。普段は顔を合わせないメ
ンバーだったが、研修の後の࠙親会が異常に盛り上が
り、ライングループができ、今もやりとりが続いてい
る。東京で同じことをやっても、こうはならないと思
う。今度は家族でࡩの時期に෢家屋敷に来てみたい」。
オンライン会議の幹部からは「東京本社で行うリモー
ト会議とḮ色なく打ち合せができたのにはڻいた」と
の評価を頂きました。

5 年前から 3 泊 4 日の新入社員研修を実施してもら
っているある企業は、離職率が減ったそうです。講師
対受講者の一対一の関係だけでなく、横のつながりが
一気にできるのが特徴で、「チームビルディング」に
も効果を発شします。
「SembokV�WorkQleY」は現在、よりշ適に仕事が

できるようにリノベーションしました。宿泊施設も、
よりշ適に滞在でき、よりշ適に仕事ができるように
客室 2 部屋を改૷しています。

いかにັྗ的なόケーションを創るか
2020年11月、子どもは田舎体験、親はテレワーク体

験ができる「あきた・いなか学校̸̷͆̓ワーケーシ
ョン」を実施しました。 3 日間ほどの体験ですが、大
根収穫、ඨ編み、おやき作りなど多࠼な体験プログラ
ムに参加した子どもたちの多くは 8 月に実施したとき
のリピーターです。子どもたちの「また参加したい」
という気持ちが何よりの収穫です。

いかに魅力的なバケーションを創るかが重要だと思
います。地域の人たちとの出会いの場をどう創り、そ
こに感動を生み出せるかが、バケーションという感覚
が浸透しづらい日本人にワーケーションを推進してい
くポイントになるのではないかと考えております。

新しいスタイルの大人版修学旅行のような法人向け
と、個人やフΝミリー向けワーケーションの魅力的な
プログラムを創り、秋田県にしかできない関係人口の
創出に力を注いでいきたいと思います。

Semboku�workplex�外観

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容を一部修正しました。
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新型コロナウイルスの感染拡大により、多くの人た
ちが移動の制限や在宅勤務などを経験する一方、無理
を強いる形ながらも導入されたリモートワークは働き
方に大きな変化をもたらしました。土地代が安価な地
方へ事務所移転を進めている企業も多くなり、地方行
政を担う私たちにとって、地方への「新たな人の流
れ」を創出する大きなチャンスと言えます。そこで、
地方への都市資源の誘引などを図るため、新潟県妙高
市が2019年度から取り組んでいる「ワーケーション」
を中心に、新たな人の流れを創出するための施策や考
え方の一୺について紹介します。

市の঺հߴົ
妙高市は、新潟県の南西部に位置する、人口 3 万

300人余りの地方都市です。日本でも有数の߽ઇ地ଳ
であり、ディープスノーを求めてオーストラリアなど
から多くの外国人観光客が訪れ、スキーやスノーボー
ドを楽しんでいます。近年では、2015年の北陸新幹線

（金୔延伸）開業によって、東京から 2 時間程度でア
クセスできるようになりました。

2021年 5 月にはSDGsの達成に向けて特に先導的な
取り組みを行う自治体として「SDGs未来都市」及び

「自治体SDGsモデル事業」に選定され、当市の強みで
ある「自然」をकりながら「経済」「社会」の好循環
を生み出す取り組みを加速させています。

৽װઢ։業ޮ果へのظ଴と՝୊
新幹線の開業によって、インバウンドを含めた新た

な観光需要が喚起され、外資企業によるෳ数のリゾー
トホテルの開業など、一定の౤資開発効果が見られま
した。しかし、౤資効果は期待されたൣ囲を超えず限

定的であったことから、開業効果をさらに発شして首
都圏などから都市資源の一層の֫得を図るため、①観
光分野以外での新たな都市需要の۷り起こし②時間・
場所を超える可能性をൿめたリモートやICTの活用③
市内の構造的な地域課題解決への寄༩―などの視点か
ら新たな取り組み（施策）を進めていくこととしまし
た。

そこで考えたのが、「しごと+休暇」の要素を取り
入れたワーケーションによって、当市への新たな人の
流れの創出や都市資源の誘引・֫得を図り、地域の活
性化を目指すことです。ワーケーションをきっかけに
当市を訪れる首都圏などの企業・人材と市内企業との

「ビジネスマッチング」につなげていくほか、企業と
のつながりの中でアウトソーシング業務を受注し、市
内の雇用創出につながる「ワークシェアリング」にま
で有機的に事業を発展させていくこととしました。
2022年 7 月にはテレワークの拠点施設として「妙高市
テレワーク研修交流施設（MYO,O�#AS&�CAMP）」
が オ ー プ ン し ま し た。 こ れ ら の 事 業 を 含 め、
2020~2024年度にわたる事業推進の財源として、内ֳ
府の地方創生推進交付金（先駆タイプ）を֫得して各
種施策を進めています。

ワーケーション推進体੍のߏங
ワーケーションなどの事業を継続的に推進していく

ためには、行政（自治体）だけでは難しく、地元側に
各種プログラムの構築を行うことのできる事業推進体
制が必要です。このため、旅行業を有し、市内で教育
体験旅行などを受け入れて農業体験などのアクティビ
ティを提供している「妙高市グリーン・ツーリズム推
進協議会」にその役割を担ってもらうこととしました。
推進体制を構築するにあたり、現有のスタッフに加

第̐章　ςϨϫʔクΛ活༻ͨؔ͠܎ਓޱͷ૑ग़

ワーケーションにΑる人のྲྀΕ創ग़
৽ׁࢢߴົݝ

―withʗBGtFSコロナにふさΘしいະདྷへ―
新潟県妙高市企画政策課未来プロジェクトグループ主査／柳内陽子
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え、首都圏のIT企業のෳ業人材として市内在住者ら 2
人を採用し、2020年 6 月よりに「妙高ワーケーション
センター」として、事業推進体制を構築、ワーケーシ
ョンプログラムの企画・運営などを行っています。

2023年 1 月には、そのワーケーションプログラムが
評価され、当市と妙高市グリーン・ツーリズム推進協
議会が、地方への人の流れを加速させ、多様な形で地
方の活性化に取り組む企業・団体を表জする「地方創
生テレワークアワード」において「地方創生担当大ਉ
৆」を受৆しました。

ύートナー企業と࿈ܞ
妙高市は地方都市であるが故に、首都圏等の企業と

の接点が少ないといった課題があります。このため、
単に「観光地があるからワーケーションに来てほし
い」というPRにとどまることなく、企業の生産性向
上に寄༩したり、社員の人材育成が図られたり、企業
視点で真に価値を提供することのできる「ラーニング
型ワーケーション」（※）を目指していくことが重要
ではないかと考えました。その考えと同じ方向感を持
ち、人材育成型のラーニング型ワーケーションを中心
に事業を展開している株式会社日本能率協会マネジメ
ントセンターと、2019年11月、ワーケーション事業の
実施に向けたแׅ連携協定を締結しました。

現在は、同社をはじめ、都市部からの送り出しに協
力いただけるパートナー企業との連携を通じて、企業
研修を中心としたプログラムや、親子で参加できるワ
ーケーションプログラムを展開しています。また、
SDGs未来都市に選定されたことを契機とし、SDGsの
学びを得ることができるワーケーションプログラムを
開発するなど、都市部のビジネスパーソンなどのニー
ズに即した多種多様な取り組みを展開しています。

「地方創生テレワークアワード」においても、自然環

境等を活かして企業が研修として取り組みやすい人材
育成型の合宿プログラムや、親子ワーケーションとい
う家族として参加しやすいプログラムを実施している
点などが高く評価されました。

また、妙高市テレワーク研修交流施設は、個人での
利用も多いことが想定されたことから、観光地域づく
り法人である「妙高ツーリズムマネジメント」が指定
管理者となり、同施設を拠点とし、市内ホテル・旅館
と連携して、個人旅行者に対応するなど、観光事業者
としてのノウハウを活かした取組を進め、市内事業者
も多面的に協働しているところです。

今後も、妙高市の地域課題を解決する 1 つとして、
テレワークやワーケーションにより新たな人の流れを
生み出す施策を実施していく予定です。

（※）ラーニング型ワーケーション=単なる休暇やリ
フレッシュを目的としたものではなく、人材育成、学
び、チームビルディング、地域課題解決などにつなが
るワーケーションのこと

後に࠷
地方特有の人口減少問題や担い手ෆ足などの課題に

೰んでいる地方自治体は多くあります。
行政だけでは難しい課題へのアプローチに対して

は、民間活力を生かした「官民共創」を主軸に、官民
それぞれが持つ強みや知見・ノウハウを活かした地域
課題解決策が重要であると考えます。同じ考えを持つ
企業や自治体などと協働しながら、今の時代にふさわ
しい、新たな未来につながる人の流れを創造してまい
りたいと考えています。

関係人口創出・拡大に向けた施策 妙高市の概要 「HereThere」の開発チームによる
トライアルツアー

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書などは当時。ຊจを一部修正しました。
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෋࢜ݟொが๊͑る՝୊
富士見町は、長野県の東南部に位置し、東と南は山

ས県北ై市と接しており、JR中ԝ本線で東京まで約
2 時間でアクセスできます。北東にീϲַがそびえ、
南西は南アルプスの山々に囲まれた標高700~1200ᶤ
の高原地ଳにあり、ീϲַブルーとݺばれる૵

あお

く੅ん
だ空や登山体験を求めてグリーンシーズンには約35万
人の観光客が訪れます。その他にも、120万本を超え
る町Ֆ・すずらんの群生や山野草などの魅力的な自然
資源を有しています。

そのような魅力あふれる町ですが、平成19年以降は
人口減少が続いています。この状況を受け、町は移
住・定住により人口を維持またはඍ減にとどめるため、
新たな施策の検討を始めました。その際、特に若い世
代の移住・定住を促進することを重視しましたが、課
題点として移住後の収入確保が挙げられました。

富士見町に雇用先を確保しなければ、若い世代の移
住は見込めません。しかしながら、町内で最も多くの
就業者を担っている製造業などを新たに誘致しようと
しても、町内に用地がे分に確保できておらず、ま
た、景気動向を踏まえて多くの企業が新規拠点の開設
を߇えていました。そこで、平成20年代にはあまり注
目されていなかったテレワークに着目し、首都圏など
の企業で収入がある人たちの移住を促進するという形
で若い世代の֫得を目指すこととしました。

αテϥイトΦϑΟスの੔උ
富士見町は、テレワークという働き方を行政として

推奨し、地方への人の流れをつくる方向にかじを切り

ました。「テレワークタウン計画」と名付け、サテラ
イトオフィスを町が設立し、企業の地方進出を促すサ
テライトオフィス事業と、富士見町でテレワークとい
う働き方ができることを実証するホームオフィス事業
の 2 輪で推進していくこととなりました。

サテライトオフィス事業では、෢ଂ野大学（東京
都）と連携し、町内にあった学生向けのྈを改修して

「富士見森のオフィス」を平成27年に開設しました。
企業がサテライトオフィスを設置できる個室や、個人
でのテレワークが可能なコワーキングスペースのほ
か、食事スペース兼交流スペースや会議室を整備。テ
レワークでの利用だけでなく、地域の人たちをটいて
の食事会や、セミナー・ワークショップなどが手軽に
行える施設となっています。

平成26年から始まったホームオフィス事業では、町
内の空き家物݅を町が借り上げて修સなどを施し、 3
年間の家賃補助を行いました。この実証により、富士
見町と都心を往来しながら仕事を行う 2 拠点生活が可
能なことや、お試し移住から定住につながる道ےが見
えたため、現在では森のオフィスを利用する移住希望

サテライトオフィス用の個室やコワーキングスペース
などを備えた「森のオフィス」でセミナー開催

ςϨワーΫ施設から
ίωΫςΟϒɾワーΫɾεϖーεへ

௕໺ݝ෋࢜ݟொ

―人と人とのͭながりをॏࢹしͨ৿のΦϑΟス―

第̐章　ςϨϫʔクΛ活༻ͨؔ͠܎ਓޱͷ૑ग़

長野県富士見町総務課企画統計係�主任／雨宮陽一
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者に対して家賃や光೤費૬当額の月 8 万3000円を最大
1 年間補助する「テレワーク推進補助金制度」を創設
し、移住者の֫得を目指しています。本制度の利用者
の主な職種はウェブデザイナー、ө૾制作・編集者、
システムエンジニアなどで、多様な人々が森のオフィ
スを利用するようになっています。

୹ظ଺ࡏのधཁに΋ରԠ
森のオフィスの整備により、富士見町への一定数の

移住者や 2 拠点居住による関係人口を確保することが
できるようになりましたが、企業合宿などで数日間滞
在してテレワークを行う需要や、移住を検討している
テレワーカーが町内に短期的に滞在する需要には応え
られていませんでした。そこで、෢ଂ野大学と連携し
ながら、森のオフィスに隣接している管理棟を宿泊施
設「富士見森のオフィスLivinH」として整備しまし
た。宿泊可能な個室を 4 部屋と、飲食やஊ話などに利
用できる中ԝホール、キッチンを有しており、大学の
セミナーや企業合宿などにも活用できます。令和元年

10月にオープンし、 2 年目の今年は個人が数週間滞在
して移住後の暮らしを実感したり、企業が福利厚生と
して 5 日間社員を滞在させたりするなど、利用の෯が
広がっているという実感があります。

テレワークのོ੝のதで໨͜͢ࢦと
新型コロナウィルス感染症の拡大により、多くの企業

がテレワークでの働き方を導入しました。その影響で、
都心から富士見町へ移住したいという૬ஊ者も急増し
ており、ࡢ年比で 5 ഒ以上になっています。特に30~40
代の移住希望者の多くは森のオフィスを利用した働き方
を検討しています。その理由は、自然豊かな暮らしを体
験しながら都会と同じ環境で働けること、そして新たな
交流やプロジェクトが生まれることです。都心のコワー
キングスペースとは異なり、仕事という切り口の他に同
じ町に暮らす住民であるという接点ができ、日々の会話
を発୺として新たなプロジェクトが生まれています。

また、プロジェクトを意図的に生み出す仕組みとし
て、参加者が関心事やアイデアについて話し合い、企
画化するイベント「IGNIT&」も開催しており、都会
で培ったスキルを別の分野に生かしてみたい人たちが
富士見町に目を向けるきっかけになっています。

コロナウィルスにより、テレワーク需要が急速に拡
大していますが、富士見森のオフィスはこれまでと変
わらず、単なるテレワーク施設ではなく、人と人のつ
ながりを重視する「コネクティブ・ワーク・スペー
ス」を目指していきます。

富士見森のオフィス

富士見森のオフィスLiving 参加型イベント「IGNITE」

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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「なΜとなく」を͑ݟるԽ
「海やބを見るとなんとなく開放的になる」「自然に

囲まれて深ٵݺをするとなんとなくストレスが軽減す
る」

地方の街に観光や出張で行ったことがある人は、一
度は感じたことがあるのではないでしょうか。

2019年、দߐ市において、そのような「〝なんとな
く〟を定量的に〝見える化〟する取り組み」がスター
トしました。具体的には、首都圏のIT企業を対象に、
都市部での通常勤務時やদߐでのテレワーク・リモー
トワーク時のバイタルデータ、主観データを計測・分
ੳしてストレスを見える化し、その変化について検証
する取り組みです。 2 年目に入る今年度も「ワーキン
グ�ヘルスケア�プログラムMATSU&」というプロジ
ェクトで、その活動は発展的に継続されています。

なお、ࡢ年の検証結果としては、Ծ説通り、都市部
滞在中と比べ、দߐ滞在時にストレス反応の改善が見
られました。

地方自治体であるদߐ市が主体となってコンソーシ
アムが組織され、学術機関として国立大学法人島根大
学、県内の民間企業、都市部のテレワーク先進企業な

ど、多くの団体が加ໍしています。そして、同コンソ
ーシアムは①ストレスが軽減する街②テレワークがで
きる街、という二つの切り口でদߐの魅力を外向けに
発信し、都市部と地方、地方と地方における新たな人
材還流につながる企業向けプログラムのサービス化を
目指しています。

なお、私が所属するワークアット株式会社はコンソ
ーシアムの事務ہ機能を担いながら、企業向けプログ
ラムのサービス開発を手ֻけています。

দߐにITの֗がߏஙさΕͨܦҢ
もともとদߐ市はIT産業が盛んな街です。プログ

ラミング言語「RVby」の開発者が市内に在住してい
ることもあり、2006年から「RVby�City�MATSU&�プ
ロジェクト」を発足させ、地域のIT産業の振興、企
業立地の推進、人材育成、雇用創出に関わる取り組み
を積極的に行っています。

プロジェクト開始からこれまでに島根県外のIT企
業40社近くがদߐ市内にサテライト拠点を開設してお
り、市町村単位では全国トップクラスの実績です。ま
た、拠点開設を検討している都市部の企業向けに、お

滞在中のワークスペース。そば畑と大きな空が広がる
景色に向かってデスクを配置 滞在中のストレス計測の様子

第̐章　ςϨϫʔクΛ活༻ͨؔ͠܎ਓޱͷ૑ग़

「দߐにしかないັྗ」をపఈతに௥ٻ
ౡࠜݝদࢢߐ

―ワークɹ コϛϡχケーションでଞ地域とࠩผԽ―
ワークアット株式会社取締役副社長・ＣＯＯ／田窪大樹
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試しで数日間দߐ市内に勤務してもらうため、ネット
ワーク環境をはじめշ適に仕事ができるスペースを用
意し、市内数カ所で宿泊を伴うテレワークができる体
制を整えてきました。

実際にࡢ年度にも、前ड़のコンソーシアムの取り組
みを通じて 8 社のIT企業が、দߐ市内でそれぞれ約
1 週間程度、テレワークをしながら滞在しました。

দࣜߐワーケーション
新型コロナウイルスの感染拡大をきっかけに、全国

的にワーケーションがバズワードになりました。全国
各地でワーケーションパッケージが企画されたり、
様々な組織でその導入の意義がڣばれたりするように
なりました。

一般的に、ワーケーションとはwork（仕事）+vacation
（余暇）です。現在、各地で論じられるワーケーショ
ンの多くは、ɹີな都市部からの୤出を土台として、
全体的には余暇や観光の要素が強いҹ象があります
が、私たちがদߐでサービスとして提供するプログラ
ムは、どちらかというとwork（仕事）に軸足を置い
た地域滞在プログラムです。そして、前ड़の「ヘルス
ケア（ストレスの見える化）」や「テレワーク（շ適
に仕事ができる環境）」と合わせて、〝都市部の企業が
地域と交流できること〟もプログラムの重要な要素と
なっています。
「地方で自社ビジネスを展開したい」「地域課題を見

つけサービスを創出したい」「地域の優लなプレイϠー
と出会い、共に働きたい」など、都市部の企業には、
地方に関わる様々なニーズがあります。それらのニー
ズに応えるべく、私たちはコンソーシアムを中心とし

て産官学の「座組」で地域をあげたコーディネートを
実現させ、地域と都市部とのマッチング機会を最大化
します。そこで生まれるcommVnication（会話・交流）
こそ、他の地域で行われるワーケーション関連のサー
ビスとࠩ別化された、দߐにしかない要素です。

自෼自਎が関係人口で͋る 
験を౿ま͑ͯܦ
紹介がਵ分஗くなりましたが、私自身、 3 年ほど前

にদߐ市にᶗターン移住をしてきた人間です。大ࡕ市
内で生まれ育ち、就職をするタイミングで東京に出
て、移住をしてくるまで 7 年半ほどの時間を関東圏で
仕事をしながら過ごしました。

移住直後から、住み心地や仕事のやりがい、テレワ
ークにより都市部にいたときと全く変わらず仕事がで
きること、そして何よりも、地域を盛り上げようと
日々ຉ走する೤い人々（その中の数人と、今一緒にプ
ロジェクトを推進しています）により、দߐの街自体
にとても魅了されました。

すでにこの地で暮らしているので、厳ີに言えば関
係人口の定義から外れるかもしれませんが、自分の感
覚としては、良くもѱくも地域には定着しきれておら
ず、まだどこか〝地域にとってよそ者（もちろん、ѱ
い意味ではない）の感じ〟がൈけておりません。そし
て、দߐに対する自分自身の想いは、「この地にとっ
て何か良い影響を༩えたい」「この地で何かおもしろ
いことをしたい」という、まさに関係人口としてのポ
ジティブな想いそのものです。

私は、数年前の自分のようにদߐを知らない人にদ
を有効的に知ってもらうことで、その人の人生が豊ߐ
かになったり、その人がদߐのフΝン（=দߐの関係
人口）になったりするようなきっかけをつくる、とい
うミッションを持って活動しています。そしてその手
段として、現在のプロジェクトがあり、そのプロジェ
クトを通じて、多くの都市部の人々に単なる観光の文
脈だけではなく、仕事における生産性向上やストレス
ケアといった働き方改革の文脈で、দߐの魅力を伝え
ていきたいです。

宍道湖畔での朝ヨガ。
ストレスのセルフマネジメントの手法を学ぶ

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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誘致の͖ͬか͚
平成23年 8 月、ಙ島県の主導で「とくしま集落再生

プロジェクト」検討委員会が発足し、その中֩的な取
り組みとしてブロードバンド環境を生かして企業誘致
を進めるサテライトオフィスプロジェクトが提案され
ました。同年 9 月、ಙ島県内の数カ所において、実際
にリモートワーク作業ができるかどうかの実証実験が
行われ、その中の 1 カ所として美波町が対象地区に選
ばれました。

平成24年 1 月、サテライトオフィスプロジェクトに
よって、首都圏のデジタルコンテンツ企業を対象とし
たಙ島県内の現地視察を実施。その中には、本町が管
理する遊休施設（旧ಙ島県立࿝人ホーム、現文化交流
施設）も含まれていました。そして、東京都内で視察
を募集する際、たまたま声をかけてもらったのが、デ
ジタルコンテンツ配信のセキュリティー対策を行って
いるサイフΝー・テック株式会社の代表取締役で本町
出身の吉田基੖ࢯでした。

当時、都内に在住していた吉田ࢯは、千葉県内の遊
休農地でҴ作をするサークルに在੶していてアウトド
ア活動やߞ作にৄしく、本町が紹介した遊休施設の立
地を大変気に入ってもらえました。同社は、平成24年
2 月に自社社員向けの内ཡ会を開き、翌 3 月にオフィ
ススペースへの改修工事に着手。 5 月には本町進出の
1 社目としてサテライトオフィス開設に至りました。

誘致企業の૿Ճ
当時はまだ企業の地方進出は非常に௝しく、サイフ

Νー・テックの進出はメディアなどで大変な話題とな
りました。サイフΝー・テックには、地元中学校への
出前授業やボランティア会からのタブレット୺末のૢ
作方法の指導、地域特産物のブランディングと様々な
૬ஊが持ち込まれました。そうした中で、企業のCSR

（CorQorate�Social�ResQonsibility=企業の社会的੹೚）
として取り組んでいたこと自体が新しいビジネスチャ
ンスであるとଊえた吉田ࢯは平成25年 6 月、地域課題

サテライトオフィス進出動機

第̐章　ςϨϫʔクΛ活༻ͨؔ͠܎ਓޱͷ૑ग़

༷ʑな「人ࡒ」͕ू͏ொに
ಙౡݝඒ೾ொ

―αテϥイトΦϑΟスに20ࣾ進出―
徳島県美波町役場産業振興課課長補佐／鍜治淳也
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を可視化し、ビジネスとして展開するパブリックベン
チャー企業、株式会社あわえを起業しました。

吉田ࢯは、地域特産物のパッケージの再構築、地域
レストランのプロデュースに加え、自身が経験したサテ
ライトオフィス進出のノウハウを事業化。また、本町と
パートナーシップ協定を締結し、サテライトオフィス誘
致事業の拡大に取り組みました。これまでに、サテライ
トオフィス進出企業数は20社、業種はICT・IoT関連、
デザイン、コンサルタント、建築設計、オフィス஥介、
ө૾・VRコンテンツ製作など多方面に౉っています。

進出のಈػ
吉田ࢯが地方に進出するきっかけとなったのは、首

都圏で人材を確保するࠔ難に直面したことでした。美
波町は海・山・川がコンパクトにまとまり、マリンス
ポーツなどのアクティビティが平日でも気軽に楽しめ
ます。このため、当地を目指す人材が必ずいるとの信
念の下、仕事とॆ実した暮らしを両立させる「半9半
IT」（9は個人の趣味など）をキーワードに掲げて企
業のブランディングを行った結果、採用の増加につな
がったとのことでした。

サテライトオフィス進出企業には様々な動機が存在
しますが、誘致した当初は人材採用や社員の福利厚
生、介ޢ離職の防止など、どちらかというと働く人の
ライフ・ワーク・バランスの実現にフォーカスしてき
ました。しかしながら、誘致事業を進めていくと、企
業が保有する技術を地域課題に活用できないかという
૬ஊを数多く受けるようになりました。そこで、本町
は産官学のコンソーシアムを設立し、様々な事業展開
を行っています。

産ֶ׭の取り組Έ
産官学の代表的な取り組みは、省ి力の無線伝送シ

ステムを使用した「止まらない通信໢を活用した命を
つなぐ減災推進事業」です。総務省のIoTサービス創
出支援事業を基൫としており、消費ి力を཈えてԕ距
離通信を実現するLPWA（Low�Power�Wide�Area）
と#lVetoothの無線ネットワーク໢を役場周辺に配置
し、そのネット上に存在する様々な情報をデータ化し
ています。例えば、ࣇಐ・高齢者の見कりサービスや
緊急時のܯ報発信、ආ難者の位置情報検知用ビーコン
タグなどに利用しています。また、ಙ島県内の企業と
共にՏ川水位計や道路ף水確認用センサーを開発。こ
うした技術を活用した取り組みとして「美波町スマー
トシティモデル事業」実行計画を作り、サテライトオ
フィス進出企業と共にデジタルの最新技術を導入し、
人口減少など地域課題の解決を目指しています。

に͗΍かなաૄのொをએݴ
最後に、美波町は平成30年12月、「にぎやかな過ૄ

の町」をએ言しました。人口減少下でも過ૄ化が進ん
でも若者や挑戦者が集い新たな変化が生まれ続ける、

〝にぎやか〟で持続可能なまちづくりを目指し、「にぎ
やかそ」を統一のキャッチフレーズとしました。

町に様々な「人財」が集い、共に考え、新しいもの
を創出し、循環する地域を目指し、さらなる取り組み
を行っていこうと考えています。

人流ビーコンサービス 位置情報を発信する「タグ」を首から下げて避難訓練
（一部加工しました）

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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ワーケーションは 
地域活ੑԽにͭながるのか
2020年は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、多くの企業や働く人がテレワークを経験した一年
となりました。働き方が変化したことにより、仕事と
旅行を組み合わせたワーケーションが、観光産業や地
方から大きな注目を集めることとなりました。

沖縄県では、2018年よりワーケーション推進に取り
組んでおります。 3 年間の取り組みの中で見えて来た
のは、ワーケーションを実践する個人や企業は、①旅
行が目的（旅行の途中にメールチェックやウェブ会議
をこなしながら長く滞在する）②仕事が目的（会社が
指定するクリエイティブな環境で仕事をする）という
二つのケースに分かれるということです。目的によっ
て、必要な仕事環境や地方に求める機能は異なること
から、発地側のニーズを把握しながら、環境整備を進
めることが重要になります。また、「仕事場所の提供」
だけでは、地域活性化の効果は限定的だということも
重要です。ワーケーションをきっかけに、交流人口か
ら関係人口へとঢ՚させる取り組みが必要ෆ可ܽにな
ってきます。

͓͢͢めしͨい�コワーΩンά施設
2018年 9 月に、首都圏企業で働く人を対象に、沖縄

でのテレワークモニターツアーを実施しました。モニ
ター実施による経済効果を測定したところ、沖縄観光
客 1 人当たりの平均消費額が 7 万2853円（平均滞在日
数 3 ・ 8 日）に対し、モニターツアー参加者の平均消
費額は11万8445円（平均滞在日数10日）と、観光客よ
りも 4 万5592円高い結果となり、滞在日数の長期化が
消費額の増加に寄༩することを確認することができま

した。一方で、セキュアなテレワーク環境、ストレス
フリーな高速Wi-Fi、地元企業との交流の機会など、
受け入れに当たりハード・ソフト両面の課題が見えて
きました。

そこで、2020年度には新たに 3 ・ 4 ԯ円を予ࢉ計上
し、「沖縄テレワーク推進事業」を実施しています。
企業が求めるテレワーク環境や、ワーケーションに必
要なワークスペースを兼ね備えた宿泊施設が沖縄には
ෆ足している状況を踏まえ、既存施設をコワーキング
スペースやサテライトオフィスへと改修する取り組み
を支援しています。

この事業を活用し、2021年度末には新たに20のコワ
ーキング施設がオープンします。リゾートホテルや商
店街の中、離島の古民家やキャンプ場など、既存施設
と合わせて沖縄全域で40の施設が整うため、個人や企
業の多様なニーズに対応することができます。各施設
では、ワーケーションで訪れる人と地域との交流促進
のための、ワークショップやモニターツアーを開催し、
関係人口創出の取り組みを始めています。また、施設
内のコミュニティ活性化のための工෉を学ぶため、施
設運営者同士の交流の機会も定期的に設けています。

さてここで、私がおすすめする沖縄のコワーキング
施設をご紹介します。

ʲ)PXMJWFʢϋ΢Ϧブʣr
沖縄県内で、オフィス街やリゾートエリアなどにシ

ェアオフィス・コワーキングスペースをෳ数店ฮ展
開。県内企業のサテライトオフィスとしても利用され
ています。

ʲϗςϧΏ͕;͍Μ͓͖ͳΘʳ
名ޢ市内にあるビーチが目の前のホテル。コワーキ

ングスペース「ハナウール」は無料で使えるため、宿

第̐章　ςϨϫʔクΛ活༻ͨؔ͠܎ਓޱͷ૑ग़

ԭೄ͕໨͢ࢦワーケーションのੈք
ԭೄݝ

―໨ࢦ ʂͤ関係人口創出―
内閣府沖縄総合事務局経済産業部商務通商課�課長補佐／鶴見有衣
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泊客も地域の方々も利用しています。

ʲΞδϡʔϧΦΩφϫϕʔεʳ
沖縄市商店街の中にあるスタートアップカフェ・ラ

グーン 2 階のシェアオフィス。エンジニアや起業家た
ちのコミュニティ拠点になっています。

他にも、ポータルサイト「その仕事は沖縄で」や
SNSを通じて、沖縄テレワーク・ワーケーション施設
情報を発信しています。

ワーケーションのະདྷ
新型コロナウイルス感染防止対策で多くの企業は在

宅テレワークを導入したものの、社員の在宅以外での
リモートワークを認めるケースは限られ、企業側の労
働法制や人事評価、労災や経費ෛ担など社内整備が追
いついていないのが現状です。ワーケーションが普及
するために、企業側の制度導入が進むことを期待して

います。
沖縄では、企業向けプログラムの提供をॆ実させた

いと考えています。オフサイトミーティングやチーム
ビルディング研修、越境学習（スタディツアー）や地
域課題解決のためのハッカソン（技術やアイデアをڝ
うイベント）など、こうした機会を通じて地域と企業
との接点を高め、コアなフΝン化を図っていきます。

将来的には、サテライトオフィスとしての定着や移
住・定住につながるのみならず、地方にෆ足する高付
加価値ビジネスを共創し、都会の人材から地域人材へ
のスキルトランスフΝーが行われるなど、新たな産業
創出につながることを目指していきます。

そして10年後には、働く場所や時間の制約がなくな
り、都会と地方の֞根もなくなり、仕事も生活もあきら
めない生き方が選べる社会になることを願っています。

シェアオフィス・コワーキングスペース「Howlive」

ホテルゆがふいんおきなわコワーキングスペース
「ハナウール」

沖縄ワーケーションポータルサイト「その仕事は沖縄で」

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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「新たな価値」を育む
ワーケーション

第5章



「100年後のうるまをつくる」をビジョンに掲げ、沖
縄県うるま市をもっと本質的に豊かでおもしろい地域
にしていこうと、多角的な地域づくりに取り組ませて
いただいている私たち。今最もチカラを入れている一
つが、橋でつながった四つの島々や高速船で30分の離
島など、沖縄らしい昔ながらのたたずまいが今に残
る、うるま市の島しょ地域における展開です。

豊かな自然と暮らしが残る、魅力と可能性にあふれ
た地域ですが、一方ここ10年間で人口が20%以上減少
し、必然的に空き家もどんどん増加。過去には 9 校も
あった小中学校も今では一つに統廃合され、全国の中
山間地域と同じく、コミュニティの持続的な維持・発
展が大きな課題となっています。この課題にどうアプ
ローチしていくのか。この問いに対して私たちは、

「新しい活動の芽生えが次々と生まれている地域こそ
が、豊かな関係人口を育むポイント」「豊かな関係人
口=うるま生態系を育めると、社会課題解決に資する
さまざまなリソースとの共創が期待できる」という考
えから、「地域内の小さな起業支援」と「地域人材と
出逢う共創型ワーケーション」の 2 軸で動いていると
ころです。

小さなナリワイ支援 
「ワタクシプロジェクト」
地域の起業支援=ローカルベンチャースクールと聞

くと、岡山の西粟倉村や北海道の厚真町などが先駆的
な事例として有名です。私たちはそのような〝先輩地
域〟を参考にしつつも、地域の実情に合わせて少し展
開を変えています。

それは、例えば将来の地域おこし協力隊候補といっ

た、市外からの人材を対象にしているのではなく、あ
くまで地域内、しかも沖縄本島以外の島しょ地域に限
定した起業支援であるということ。さらには、地域の
皆さんの「やってみたい」を応援することを主眼に、
資本主義的な収益拡大の優先度は低くしています。プ
ロジェクト名の〝ワタクシ〟とは、もちろん「自分自
身の」という意味もありますが、実は沖縄の言葉で

「ヘソクリ」。月数万円といったお小遣い稼ぎという感
覚でもいいから、まずは自分自身の「これをやりたい
んだ！」という心の声に素直に従って一歩踏み出して
みよう、私たちが背中を押してお尻を叩く役割を担い
ますよというプロジェクトで、山形県鶴岡市のナリワ
イプロジェクトに大きなヒントを得ています。私たち
が大切にしていることは、

①担当スタッフとの 1 対 1 の対話によって、自分で
もまだ自覚していない「心の声」をビジュアル化する

②活動領域に加え、挑戦者の人柄や特性を勘案し
て、伴走する専門家を選定

③マーケティングも兼ねたイベント企画で、同期メ
ンバーの横のつながりも育む

自分たちで企画したワタクシプロジェクト
1・ 2期生合同のマルシェ

地域のみんなの
「やってみたい」を後押し

ԭೄ͏ݝΔ·ࢢ

―豊かな関係人口を育む起業支援とワーケーション―

第̑章　ʮ৽ͨͳՁ஋ʯΛҭΉϫʔέʔγϣϯ

一般社団法人プロモーションうるま理事・地域づくり事業部統括／田中啓介
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2020年度からスタートし、これまでに計14組が巣立
ちました。古民家をほぼ100%DIYで改修してコミュ
ニティ食堂をオープンした事例や、これまで廃棄され
ていた糸芭蕉を活用して新しい織り作品を生み出して
いる事例、父親から受け継いだ民宿を舞台に沖縄芸能
の生配信と規格外野菜を使った商品開発を始めた事例
など、どれもこれも味わい深い物語ばかり。まさに

「島しょ地域で新しい挑戦が次々と芽生えている」と
いう感覚をもっています。
※�令和 5 年度は、「島人ベンチャースクール事業」とし

てうるま市全域を対象とした展開に広がっています。

地域の志に出会う 
「共創型ワーケーション」
流行りともなっているワーケーション。元はwork

×vacationの造語であり、沖縄ならやはり、リゾート
ホテルで海を眺めながらシゴトをするというイメージ
かと思います。しかしながら私たちは、この余暇型ワ
ーケーションを手放しました。これは、オーバーツー
リズムも深刻になりつつある沖縄において、これまで
の資源消費のあり方を見直したい、来る方だけでなく
地域にとっても幸福度の高い取り組みにしたいという
思いが背景にあります。

うるま市ならではのワーケーションは、work×co-
creationをうたっています。 1 番の肝は、さまざまな
志をもって動いている地域人材に出会うこと。活動紹
介といった表面的なものではなく、ライフストーリー
をはじめとしてもう少し深い〝根っこ〟を共有するこ
とで、共感が生まれ、共創のアイデアが生まれる。ワ
ーケーションというツールを使って、そのための場づ
くりを行っています。

直近の 2 カ年度、このコンセプトに基づいて、各回
対象を変えたモニターツアーを展開してきました。令
和 2 年度には、個人事業主やフリーランス、企業の働
き方改革を担う総務人事系の方向けに 3 泊 4 日の集合
型プログラムを実施。より厳しい感染対策が求められ
た令和 3 年度は、地方創生に携わる個人・団体の皆さ
んや企業経営陣を対象に、少人数ごとの個別カスタマ
イズ方式を採用し、参加者の属性に応じてプログラム
内容を柔軟に変化させつつ、合計で100人の皆さんを
ご案内してきました。

プログラムデザインのうえで、大切にしていること
は、vacant=空っぽになる時間をつくること。これは、
いつものマインドセットやスピード感のままで地域人
材に出会ったとしても、表層的な共創に終わってしま
うのではという懸念から、例えば誰もいないプライベ
ートビーチで、波に漂ったり、砂に寝転んだりと、思
いっきりマインドフルな時間を楽しみ、カラダとココ
ロに余白を生むための時間です。この時間があると、
自分自身との対話が生まれ、地域人材との出会いも、
単に活動を理解するというものではなく、生き方やあ
り方を見つめる機会にもなり得ることが分かってきま
した。すなわち、work×transformationにもつながっ
ていくワーケーションなんだと感じています。

2022年夏に、かつて中学校だった廃校舎をリノベー
ションした、宿泊滞在型ワーケーション拠点施設

「HAMACHŪ」がオープンしました。島の暮らしと生
き方の探究がチャンプルーする（混ざり合う）みんな
の学び舎として、すでに3,000泊を超えるご利用をい
ただいています。テレワーカーたちと地域住民の交流
が次々と生まれる場にしていこうと企んでいますの
で、ぜひお越しください！

沖縄ならではの美ら海でカラダもココロも
空っぽになる

コミュニティ食堂を始めた地域人材の志に触れる

編注＝地域づくり2022年7月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書などは当時のまま。内容を一部修正しました。

97令和５年度地域づくり別冊９月号



IT企業誘致
北見市のあるオホーツク地域は、北海道の東側に位

置しており、全道一の水揚高と全道 2 位の農業生産高
を誇る豊富な資源に恵まれた地域です。一方、首都圏
から離れているため輸送コストが膨らみやすく、自動
車などの大規模な工場を誘致するにはハンデの大きい
立地環境です。

そうしたハンデを踏まえ、輸送コストがかからない
情報通信関連企業（IT企業）であれば、企業誘致に
おけるハンデを克服できると考えました。首都圏から
2 時間半というアクセスの良さに加え、国立大学とし
ては最北の北見工業大学（以下、北見工大）があり、
地震や台風などの自然災害が少ないといったメリット
を活かし、IT企業の誘致に取り組んできました。

人材回帰モデル
北見工大は、自然豊かな環境の中で「自然と調和す

るテクノロジー」の発展をキーワードに、環境問題や
第一次産業の抱える課題を見いだし、工学的見地から
IT技術を駆使し、問題解決に取り組む技術者の養成
を目指しています。毎年400人強の学生が卒業してい
ますが、その多くは大学で学んだスキルを活かせる仕
事が北見周辺には少ないと考え、首都圏に流出してし
まいます。

この流れに歯止めをかけるため、本市に進出したい
IT企業と、地元に残って働きたい学生とのマッチン
グを図った結果、企業が希望する学生数を採用するこ
とができました。しかし、同時に北見事業所を開設す
るために必要な「即戦力となる人材」がいないという
課題も浮き彫りになりました。

その解決策の一つとして、本市と北見工大が連携

し、人材回帰モデルによるIT企業誘致に取り組むこ
とになりました。地元志向の学生が趣旨に賛同した
IT企業に就職し、首都圏の本社で数年間経験を積み、
北見事業所を開設する際のスタートアップ人材とし
て、地元へ戻り活躍してもらうという企業誘致モデル
です。生まれた川に戻ってくるサケにちなんで「サケ
モデル」と名付けました。

これにより、企業は安定的に人材が確保できるほ
か、北見工大との共同研究により新たな技術やビジネ
スの開発も可能になりました。

ふるさとテレワーク推進事業
サケモデルでのIT企業誘致を促進するため、2015

年に総務省が地方創生施策の一つとして始めた「ふる
さとテレワーク推進のための地域実証事業」に、近隣
の斜里町と共同で参加しました。首都圏のIT企業な
ど 9 社から延べ180人が市内のサテライトオフィスで
テレワークを行い、「地方でも首都圏の仕事ができる」
ことが実証されました。

2016年からは、実証事業で得たつながりや経験をも
とに、地方創生関連の交付金を活用し、ふるさとテレ
ワークのさらなる普及に取り組みました。
「はたらく」と「あそぶ」を組み合わせた造語「は

たらぶ」をテーマに、首都圏の企業を対象としたPR
活動や視察ツアーを実施したほか、ワーケーションで
必要となる体験型アクティビティの開発も行いまし
た。

また、すでに首都圏で働いている地元出身者に「テ
レワークを活用することで、仕事を辞めずに地元にU
ターンできる」ことを知ってもらうため、夏休みや年
末年始などの帰省のタイミングにテレワークをしても
らう「帰省型テレワーク」を実施。市外に進学してい
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北海道北見市商工観光部工業振興課／松本　武

人材回帰の「サケモデル」で
ＩＴ企業誘致
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る地元出身の大学生向けには、首都圏の企業の仕事を
テレワークで体験する「ふるさとインターンシップ」
を開催するなど、Uターンを増やす企画に取り組んで
きました。

このほか、地元の小中学生を対象としたプログラミ
ング教室を開催し、高校の授業でもテレワークという
新しい働き方をPRするなど、将来のIT人材の育成に
努めてきました。

2017年には、駅前の中心商店街にテレワークの拠点
となる「サテライトオフィス北見」を整備し、今では
多くの移住者の勤務場所として活用されています。

ICT産業の創出
こうした施策に取り組んできた結果、首都圏のIT

企業 3 社が市内にテレワーク用のオフィスを開設し、
本市との「ICTを活用した地方創生に向けての連携協
定」を締結しました。現在では、経済産業省から「地
方版IoT推進ラボ」に選定された北見市IoT推進ラボ
を実施主体として、ICT産業創出プロジェクトを展開
しています。

同ラボは、進出したIT企業と北見工大、公設試験
研究機関、地元企業などで構成されており、北見発の
独自製品開発を目指した共同研究などによる、地域の

「稼ぐ力」の向上を目指しています。
具体的な事例として、路面の凹凸を可視化するアプ

リや、カーリングの姿勢推計システムなどの開発が進
められているほか、市役所窓口でRPA（ロボティッ
ク・プロセス・オートメーション）の実証を行うな
ど、産学官の連携による様々な共同研究が行われてい
ます。

関係人口の創出
さらなる関係人口の創出に向けて、ワーケーション

を推進する自治体組織「WAJ」や、北海道が実施する
ワーケーション普及事業に参画したほか、体験型の返
礼品に特化したふるさと納税サイト「さといこ」での
商品開発にも取り組み始めています。また、テレワー
クで本市とつながった首都圏の人たちが、地元企業と
連携した商品開発や、市民向けのイベントを開催する
など、関係人口の創出が多様な広がりを見せています。

withコロナ時代の誘致策
本市では、新型コロナウイルスと共存していく

「withコロナ時代」のニーズに合わせ、社員の北見移
住を認めたIT企業に対し、全国で初めて100万円（20
万円× 5 年）を移住者 1 人から支援する雇用補助金を
制度化しました。現在、本市では誘致するターゲット
を「企業」から「企業に所属する社員個人」へシフト
してきており、今後もテレワークを活用した人材の集
積に努めていきたいと考えています。

駅前の中心商店街に開設した「サテライトオフィス北見」

ワーケーションに必要な体験型アクティビティ「スノーバイク」

首都圏のIT企業３社と「ICTを活用した地方創生に向け
ての連携協定」を締結

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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和歌山県が 
ワーケーションに取り組む背景
和歌山県は、世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」

の熊野古道や高野山をはじめとして、国内のみならず
海外からも注目を集める観光資源に恵まれています。
世界中で民泊予約サービスを展開するAirbnb（エア
ビーアンドビー）の「2019年に訪れるべき19の観光
地」では、世界中の魅力的な観光地と並んで和歌山県
が日本国内で唯一選出されました。このような国内外
からの注目により、令和元年度の和歌山県の入込客総
数および外国人宿泊者数は、新型コロナウイルス感染
症の影響が見られ始めていたにもかかわらず過去最高
となっています。

あわせて、和歌山県の特徴としてIT企業の誘致に
非常に力を入れています。平成27年度にクラウドサー
ビス大手の株式会社セールスフォース・ドットコムが
白浜町にサテライトオフィスを開設したことを契機
に、多くのIT企業が白浜町や隣接の田辺市内に本社
やサテライトオフィスを整備しています。白浜町営の
第 1 ・第 2 ITビジネスオフィスは両棟とも満室の状

態（全11室）で、令和 2 年11月にオープンした民設民
営のビジネスオフィスにも既に東京から 2 社が入居す
るなど、和歌山県の企業誘致の取組はビジネスベース
で自走する状態となっています。

平成29年度に、和歌山県の資源と企業誘致の施策を
結び付けることができないかと考えて「和歌山ワーケ
ーションプロジェクト」を開始しました。都市部の企
業としては、働き方改革の一環でテレワークを活用
し、恵まれた観光資源を有する和歌山県で普段どおり
の業務を行うことで、よりリフレッシュした頭と心で
業務に打ち込むことができ、イノベーション創出の機
会となります。

一方で地域側にとっても、ビジネス利用の宿泊は繁
忙期や週末に集中する観光客の分散化の効果が期待で
きるとともに、和歌山県でテレワークする魅力を知っ
てもらうことで企業誘致を検討する入口になると考え
ていました。それ以外にも、こうした取り組みを進め
る中で、「関係人口の創出」という観点から都市部企
業と地域側のコラボレーションが生まれる可能性があ
ると感じています。

3年間で900人以上が体験
平成29年度からワーケーションの推進に取り組み始

めた和歌山県では、県主催の体験会や説明会を開催す
るとともに、企業からの個別の視察依頼などを通して
ワーケーションの魅力を発信してきました。平成29~
令和元年度の 3 年間で、県が把握している分だけで
104社910人が県内でワーケーションを実施していま
す。

施策の一例を紹介しますと、令和元年度に総務省
「関係人口創出・拡大事業」を活用し、和歌山県と協
定を締結している日本能率協会マネジメントセンター那智の滝と青岸渡寺内の三重塔
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和歌山県におけるワーケーションの推進
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―企業誘致から関係人口創出へ―
和歌山県企画部企画政策局情報政策課長／桐明祐治
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に委託する形でワーケーションを活用した「地方創生
研修」を実施しました。�首都圏の企業に勤める15人
が受講者として参加し、東京で研修 2 回、田辺市で研
修 2 回と最終発表を行いました。

田辺市が取り組んでいるローカルイノベータ育成塾
「たなべ未来創造塾」の卒業生に協力してもらい、テ
ーマごとにグループに分かれてフィールドワークや議
論を進めました。受講者と地域の皆さんが共に地域の
抱える課題に向き合い、新規ビジネスを創出するため
の議論を深める機会となり、地域と都市部の関係性の
一つのモデルが生まれる事業となりました。

それ以外の施策として、令和元年 8 月に 2 泊 3 日で
親子ワーケーションイベントを開催しました。�平成
30年度に続く 2 回目の開催で、首都圏から 8 組23人の
家族が参加し、白浜町と串本町でワーケーションを体
験しました。親子ワーケーションの行程では、子ども
たちがアドベンチャーワールドを満喫しているときに
親が海を見ながら仕事をする時間を設定。子ども同士
は友達になって夏の和歌山県を楽しみ、親は非日常感
を味わうことのできる環境で業務を行い、夜はバーべ
キューなどを通じて一日の思い出を共有することがで
きました。

対外的な事業のみならず、県内事業者向けにも勉強
会などでワーケーションの普及に努め、徐々に宿泊施
設やカフェなどサービス業を中心に様々なワーケーシ
ョン受入れサービスが誕生してきました。そのため、
令 和 2 年 1 月 に「Wakayama�Workation�Networks」
と題し、県内でワーケーション受入れサービスを展開
する事業者の登録制度を新設しました。約100のサー

ビスが登録されており、県のホームページで確認する
ことができます。

ワーケーション自治体協議会の創設
現在では全国の自治体でワーケーションの受入れ体

制が構築されています。一方で各自治体の情報発信は
散発的であり、ターゲットである都市部の企業や個人
には認知されにくいという課題が挙げられていまし
た。そこで、和歌山県は長野県と連携する形で令和元
年11月に「ワーケーション自治体協議会（WAJ）」を
創設し、会長を和歌山県知事の仁坂吉伸が拝命しまし
た。�

設立時は65団体だった会員数は、新型コロナ感染拡
大により都市部企業を中心にテレワークの普及が進ん
だ影響もあり、令和 2 年11月末現在で151団体（ 1 道
17県133市町村）になり、自治体でもワーケーション
への注目度が日に日に増している状況が続いていま
す。

協議会では令和 2 年度に政府要望活動を通じて推進
体制の強化などを求めるとともに、SNSを活用した情
報発信や会員自治体同士の勉強会を開催し、各自治体
の資源を活用したワーケーションの受入れ体制の深化
を図っています。引き続き、「会長自治体」として協
議会の運営を行うことで全国的なワーケーションの理
解促進や機運醸成に取り組んでいきます。

ワーケーションを活用した「地方創生研修」 ワーケーション自治体協議会設立宣言イベント

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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遊休施設という地域資源
福岡県うきは市は、筑後平野の南東部に位置し、福

岡市の博多駅や福岡空港から車で 1 時間程度の距離に
ありながら、日本の原風景が多く残るまちです。壮大
な筑後川や悠然とそびえる耳納連山などの豊かな自然
と生命力にあふれた環境下にあり、都会とは少し違う
ゆっくりとした時が流れています。

四季の移り変わりが感じられる観光スポットや観光
農園、地元食材を活かした飲食店などを訪れる観光客
は年々増加傾向にあります。一方で、日帰り圏内から
の観光客が多く、 1 人あたりの観光消費額はまだまだ
低いため、滞在型観光やロングステイなどを視野に入
れたコンテンツ整備が求められているところです。

また、人口も減少の一途をたどり、進学や就職など
による若年層の社会減がその一因となっていることも
課題の一つと言えます。

少子高齢化が著しく進む山間部で三つの小学校が立
て続けに閉校となる現実に直面した市は、市有の遊休
施設に特化してその活用策を検討する「市長公室付遊
休施設等活用プロジェクトチーム」を平成30年度に編
成しました。これを機に、関係人口の創出とさらなる
域内消費を目的とする様々なプロジェクトが立ち上が

りました。

鏡田屋敷を働く場所に
市内の筑後吉井重要伝統的建造物群保存地区にある

「鏡田屋敷」は、旧郡役所の官舎として建てられまし
た。築150年余りの公開施設で、「白壁の町並み散策」
における観光スポットの一つとして多くの見物客が訪
れます。しかしながら、その維持管理には恒久的な費
用がかかるため、観光スポットという現状以上の活用
方法を検討することが急務でした。

そこで、働き方改革の動向に着目し、場所や時間を
選ばない新しい働き方を実践している都市部企業の社
員や個人経営者などが集う「Team�WAA!（Work�
from�Anywhere�and�Anytime）」に協力してもらい、
ワークスペースとして鏡田屋敷を利用できるよう検討
を進めました。「合宿型ワークショップ」と題し、約
2 年間にわたって定期的に来訪してもらい、鏡田屋敷
の利用方法や当市におけるワーケーションの可能性な
ど様々な観点からの検討を経て、関係人口の創出や地
域課題解決、地域活性化につながる多くの提言やアイ
デアを頂きました。

鏡田屋敷におけるフィードバックでは、どこか懐か
しい雰囲気の非日常空
間で仕事を行うこと
で、生産性の向上や心
身のリフレッシュ効
果、マインドフルネス
につながり、企画の開
発や錬磨、チームビル
ディングやリーダーシ
ップ研修の実施などに
最適な環境として提供

浮羽稲荷神社。うきは市の
インスタ映えスポットとして観光客が訪れる

白壁の町並み。飲食店をはじめとする
店舗等の新規創業が多く見られる
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―歴史的建造物など活用しワークスペース提供―
福岡県うきは市都市計画準備課計画・調整係�主事／大久保　翔
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できるという検証結果
が出ました。そこで、
今後は鏡田屋敷をワー
キングスペースとして
開放するとともに、民
間事業者による機動
的・多角的な施設運営
を目指して指定管理業
務委託などを行う予定
です。

加えて、今後のワーケーションの推進にあたって
は、当市にある様々な地域資源のポテンシャルをワー
ケーションのメニューに落とし込むことが重要である
ことも学びました。

山麓部では年間を通して様々なフルーツ狩りなどが
楽しめ、山間部では森林浴によるリラックス効果をも
たらす森林セラピー、筑後川ではカヌー体験など、自
然環境を活かした様々なアクティビティ体験ができま
す。また、美肌の湯として名高い温泉旅館、白壁の町
並みにある古民家ゲストハウス、広々とした敷地でプ
ライベート感を満喫できる 1 棟貸し古民家宿やキャン
プ場、グランピング施設など多種多様な宿泊施設もあ
ります。これらの取り組みを踏まえ、今後のワーケー
ションの推進・施策展開に自信を持って行動できるよ
うになったことが何より大きな収穫でした。

ワーケーション推進へ独自の補助事業
新型コロナウイルス感染症の世界的な流行という、

いまだかつて経験したことのない状況下で、今年度は
どのようにワーケーションを推進するべきか試行錯誤
の日々が続いていました。一方で、一部の企業では在
宅ワークやリモートワーク（テレワーク）などを導入
する動きも見られ、政府もワーケーションの推進を表
明するなど追い風となる状況にありました。

そこで市は、地方創生臨時交付金を活用し、「新し
い生活様式（働き方）」を用いた観光客誘致による地
域産業緊急支援事業という補助制度を創設しました。
市外からワーケーションを目的として当市を来訪する
際にかかる交通宿泊費に対し、その半額（限度額あ
り）を補助するものです。利用者に事前申請をお願い
することで、新型コロナウイルスの感染状況を常に考

慮しながら、居住先に制限をかけるなどの判断ができ
る制度設計となっています。

訪問先や宿泊先での利用者の消費が市内の事業者に
還元されることに加え、利用者にはワーケーションを
通じて地域の人との関わりができ、何度も訪れてもら
えるきっかけになるという一石二鳥の成果も目指して
います。現在、福岡都市圏のIT関連企業をはじめ、
関東近郊のフリーランスやリモートワーク導入企業の
社員などが来訪しています。

SDGsとワーケーション
今後のワーケーションの展開としては、当市の地域

資源や取り組みなどをSDGsとの関連性から整理し、
地域ならではの特色のある受け入れプログラムの構
成・開発を検討しています。同時に、関わりのある市
内事業者や地域住民に参画してもらい、ガイドなどが
行えるようなスキルを養成したり、イベントやモニタ
ーツアーなどを実施したりして、SDGsについて触れ
る機会や学習フィールドとして広く展開できればと考
えています。

連日、新型コロナ関連の報道で、医療現場が逼
ひっ

迫
ぱく

し
ていることや、飲食店や宿泊施設が大きな打撃を受け
ていることなどを目にします。コロナ禍に直面してい
る今こそ、医療従事者への敬意と共に感染症予防対策
を徹底したうえで、新しい生活様式の一部としてワー
ケーションが一つの光となることを願って、一市職員
としてできることから一歩ずつ取り組んでいきたいと
思います。

ワーケーション実践の風景。
縁側で庭を眺めながらリフレッシュ鏡田屋敷外観

編注＝地域づくり2021年2月号特集編から転載。筆者・人物の役職・
肩書など内容は当時のままです。
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はじめに
ʢ1ʣ�ௐࠪ໨త

新型コロナウイルス感染症が流行する現在、多様な働き方が広がっている中、新たな働き方としてワーケーシ
ョンが全国の地方公共団体や企業から注目されている。総務省は平成30年度に関係人口創出事業、平成31年度に
関係人口創出・拡大事業として、地域外の人が地域と様々な形で関わる関係人口づくりに取り組む地方公共団体
を支援しているが、これら取組事業の成果報告書において、ワーケーションを展開することで得られる効果とし
て、仕事の生産性向上、心身の健康増進、旅客需要の喚起、働き方改革対策に有効であることが挙げられている。

専門家の間には、将来的に新たな働き方としてワーケーションがさらに浸透していくとの見解もあり、そうし
た動きに対しては、地域振興のみならず観光政策及び産業振興の面からも期待が寄せられている。

本調査は、ワーケーションの活用に積極的な自治体や企業の動向を調査し、地域活性化の新たな可能性を探る
ことを目的とする。

ʢ2ʣ�ϫʔέʔγϣϯͱ͸
ワーケーションとは、ワーク（Work）とバケーション（Vacation）を組み合わせたアメリカ生まれの造語で

あり、日本では和歌山県と長野県が特に積極的に取り組んでいる。令和元年11月にはワーケーションの普及を目
的とした「ワーケーション全国自治体協議会（以下「WAJ」という。）」が設立され、同時点で65自治体（ 1 道
6 県58市町村）が会員として参加しており、今後もさらに増えることが予想されている。WAJは、「都市部の人
口集中の緩和や地方への移住の促進」「異なる地域や企業間での協業を進めることでイノベーションを活発に創
出」「人々の健康と生活の確保や雇用の促進」「SDGsの実現」「長期滞在を通じた人口の創出拡大」「オリパラな
どの大規模イベントにおける地域への人の流れの促進」といった活動方針を掲げている。

また、最近は「仕事×休暇」を組み合わせるだけで
はなく、地域で農作物等の収穫体験ができる「仕事×
農業体験」や、捕鯨問題、SDGs等について学ぶこと
ができる「仕事×学び」のワーケーションに取り組む
自治体もでてきている。

ʢ3ʣௐࠪ地ͷબఆ
ワーケーションは働き方改革や地方創生（関係人口

創出）の切り札として注目されているが、研究事例は
少ない。そこで、官民が連携してワーケーションに取
り組み、地域活性化につなげている次の 4 つの事例を
調査した。

・先駆的にワーケーションの取組を開始し、企業誘図 1　ワーケーション説明図

令和 2年度地域活性化ηϯλʔࠃ಺ௐࠪڀݚ第̑章　ʮ৽ͨͳՁ஋ʯΛҭΉϫʔέʔγϣϯ

地域活性化センター企画グループ：竹本�万里奈、地域創生グループ：近藤�猛児、移住・交流推進課：田中�啓嗣

ワーケーションで地方創生！
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致に成功した和歌山県白浜町
・地域課題を解決するためにワーケーションに取り組む和歌山県田辺市
・「仕事×学び」のワーケーションに取り組む新潟県妙高市
・社員の働き方改革の一環としてワーケーションに取り組む日本航空株式会社（JAL）

現地調査事例
ʢ1ʣ�和Վݝࢁന඿ொ
ᶃ�ொͷ֓ཁ

白浜町は和歌山県の南部に位置する人口20,933人（令和 2 年
10月末時点）の町で、観光業を主産業にする白浜地域、農業と
漁業を主産業にする富田地域、農林業を主産業にする日置川地
域の 3 地域で構成されている。町内には日本三古湯の一つであ
る「白浜温泉」や、ワイキキビーチと姉妹浜である「白良浜」

「三段壁」などの景勝地、世界遺産熊野古道の「大辺路」など
多くの観光資源を有している。また 7 頭のパンダが飼育される
アドベンチャーワールドがあることでも知られ、年間344万人
の観光客が訪れるリゾート地である。

ᶄ�औ૊ͷܦҢ
和歌山県は、進学や就職に伴う若者の県外流出がかねてより課題となっており、平成27年に県内の高等学校か

ら県外の大学・短大へ進学した学生の割合は87％と全国で最も高くなった。白浜町も若者の県外流出を食い止め
るため、その受入先となる企業の誘致に積極的に取り組んでいるが、その一環として平成29年に全国に先駆けて
ワーケーションを推進することとした。

ᶅऔ૊಺༰
白浜町は、次の 4 点で首都圏の企業から評価されている。

ʢΞʣΞクηε໘
県内唯一の空港が立地し、東京から市街地まで90分程度で訪れることができる。

ʢイʣ௨৴ڥ؀
耐災害ネットワークNerveNet（ナーブネット）により、災害時でも途切れないネットワークを構築しており、

平時はShirahama�free�Wi-Fiとして無料開放されている。

ʢ΢ʣݯࢿޫ؍
他では味わえない三段壁や千畳敷などの景勝地や観光資源が豊富にあり、ワーケーションに必要な非日常感を

体感できる。

ʢΤʣαϙʔτ体੍
町は、誘致前はもちろん、誘致後も継続して居住面や子どもの転校手続きなど生活面のサポートや、休日の過

ごし方、地元イベントの案内などの情報提供を行っている。また、誘致企業に対しては、地元企業などと連携し

白良浜の様子
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て町が直面する課題の解決策を検討してもらうことで地域との接点を作り、町と誘致企業の間でWIN－WINの
関係ができるような取組を進めている。

また、町内には、町営の白浜町ITビジネスオフィスと白浜町第 2 ITビジネスオフィス、令和 2 年11月に民間
企業が県と町の補助を受けて開設した新ITビジネスオフィスANCHORの 3 つのレンタルオフィスがある。

平成16年に生命保険会社の保養所であった施設を改修し開設された白浜町ITビジネスオフィスでは当初、都市
部の企業 2 社の入居があったが、町として入居後のサポートを通じて地域とのつながりを作れなかったことが一
つの要因となり継続利用には至らなかった。その後、県の後押しを得て、総務省の「ふるさとテレワーク推進事
業」へ参画した際には前回の反省を生かして地域との接点づくりや継続した町のサポートを強化したため、平成
27年に株式会社セールスフォース・ドットコムの入居が決まり、その後多くの企業が興味を示すようになった。

オフィスに必要な要素は、通信環境やサービス体制など様々であるが、ストレスなく仕事ができる環境が特に
重要になる。ITビジネスオフィスは白浜のビーチが見える景観が魅力となっており、第 2 ITビジネスオフィスは
平草原公園の中の閑静な立地で、落ち着いた雰囲気がストレス軽減につながっている。なお、令和 3 年 1 月時点
で、ITビジネスオフィスに 5 社、第 2 オフィスに 4 社、ANCHORには 2 社が入居している。

この他にも白浜町のワーケーションを後押ししたのが、県の支援制度である。和歌山県は、ワーケーションを
活用する企業に対する航空運賃、オフィス賃借料、通信回線使用料の半額補助、地元雇用 1 名あたり30万円の使
途が自由な雇用奨励金制度（ 3 年間）など多くの支援制度を設けている。また、ワーケーション関連情報をワン
ストップで提供するサイトWakayama�Workation�Networksを通じて、県内にあるワーケーションに適した宿泊
施設やアクティビティなどの情報をまとめて紹介している。町単独の奨励金や営業活動では限界があるため、こ
のような県の支援制度を活用できたことが大きな効果につながったと考えられる。

④成果と今後の展望
白浜町は、ワーケーションを通じて、今後さらにIT企業が集積する「シラコンバレー（白浜町×シリコンバレ

ー）」を目指している。ワーケーションを機に町内に移転してきた企業により、約100人の雇用が生まれている。
また、現在オフィスに入居する企業が小中学生向けにプログラミング教室を開催している。さらに、この教室

をきっかけに、地元中学校が修学旅行先として誘致した企業の本社を訪問している。この取組により地域と企業
の接点が生まれることで、交流の場にとどまらずに、IT関係の仕事に興味を持つ子どもたちが増え将来的に白浜
町におけるIT人材の育成に大きく貢献することが期待されている。

町は、今後このような取組を加速させつつ、現在オフィスに入居している企業や新たに入居する企業を地域に
巻き込み、地域の課題を共有し、企業・社員・自治体・住民のそれぞれにメリットがあるようなイノベーション
やコラボレーションを生み出す場や関係構築をしていく必要があると考えている。

左から順に白浜町ITビジネスオフィス外観、第 2オフィス内観の様子
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（2） 和歌山県田辺市
ᶃࢢͷ֓ཁ

田辺市は、和歌山県の南部に位置する人口72,091人（令和 2 年10月末時点）の県第二の都市であり、古くから
紀南地方の交通の要衝として栄え、世界遺産に登録された熊野古道や熊野本宮大社に代表される歴史・文化遺産
が市内に点在する。また、日本三美人の湯で知られる龍神温泉や日本最古の湯といわれる湯の峰温泉などの温泉
郷や、温暖な気候と風土の賜物である梅やみかんなど、人々の心と身体を癒す豊かな自然と多くの地域資源を有
している。

ᶄऔ૊ͷܦҢ
田辺市は紀南地域の拠点都市という特性と人口集積を背景として、内需依存型の経済構造を形成してきた。田

辺市内の総生産額に占める卸売・小売業とサービス業の比率はそれぞれ16.0％と23.7％で、県の平均や和歌山市
の値を大きく上回る。これは、周辺地域に財・サービスを提供することで地域経済が成り立つ商業都市としての
性格が強いためであるが、今後は人口減少に連動して経済規模も縮小していくことが予想されている。また、県
内に大学等の高等教育機関が少ないことから、若年層を中心にした人口の流出超過が継続しており、全国平均を
上回るペースで人口減少が進行している。こうした状況に対し、ワーケーションを活用した施設整備を通じて新
たなビジネスモデルを構築し、地域内外との連携を深めようと動き始めた。

平成26年に白浜町で実施した総務省のふるさとテレワーク推進事業に触発され、田辺市においてもワーケーシ
ョンを推進して都会と地域との交流を促進する動きが強まった。

その結果和歌山県と協働で「テレワーク・ワーケーションを通じた関係人口創出の促進事業」に取り組むこと
となり、地域ならではの活動への参加や地域人材との交流を推し進めている。

ᶅऔ૊಺༰
ʢΞʣUBOBCF�FO�

tanabe�en+（タナベエンプラス）は、令和 2 年 8 月に、街中の賑わい拠点として商店街の活性化や観光客への
おもてなし、街中情報発信や起業・創業支援など、来訪者と市
民の多様な交流機会を創出し、地域経済の活性化につなげるこ
とを目的に設置された。拠点施設である 1 階には地域産品の魅
力を発信するためのプロモーションショップとプロモ―ション
カフェ、 2 階には起業や創業のためのコワーキングスペースや
レンタルスペースがあり、起業や創業支援に係るセミナーや交
流イベントを開催することができる。また、施設内はテレワー
クやワーケーションにも対応できるよう、インターネット環境
が整備されていて、出張や観光で訪れた人が利用することも可
能であり、縁を結ぶ場所として多くの活用が見込まれている。

ʢイʣͨͳ΂ະདྷ૑଄क़ͷ։ߨͱϫʔέʔγϣϯΛ活༻ͨ͠औ૊
行政からの補助金に頼らずに地方で小さなビジネスを創出するなど、地域課題を解決しながら新たなイノベー

ションを生み出す人材育成を目的に「たなべ未来創造塾」が開講した。この取組は、田辺市と富山大学地域連携
推進機構が主催し、紀陽銀行・きのくに信用金庫・第三銀行などの地元の金融機関や、日本政策金融公庫・商工
関係団体等が参画するなど、産学官金が一体となった運営体制が構築されており、塾生の新たな挑戦を支援す
る。平成28年 7 月に第 1 期生を募集し、現在第 4 期生まで合計47名の修了生を輩出している。

tanabe�en+
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ワーケーションを活用した取組として、首都圏企業の社員を対象に30代～40代の次世代リーダー候補者が田辺
市を訪れ、塾生の抱える地域課題解決を目指し越境学習を実施している。社員は共同経営者として塾生とチーム
を組むことで、CSV経営を体験することができる。田辺市にとっては、地元起業家の育成や地域課題解決、新規
ビジネス創出、関係人口の創出につながっており、取組の中で新商品や新サービスが生まれるなどの成果が上が
っている。

ʢ΢ʣͨͳίτΞΧσϛʔ
ワーケーションを活用した取組として、首都圏在住者と田辺市が新たにつながる「たなコトアカデミー」を開

催している。田辺市を知るための都内での座学と現地でのフィールドワークを通して、塾生による田辺市の魅力
発信や地域課題解決を目的とした連続講座を実施している。約半年間の講座によって、移住は難しくてもローカ
ルに興味があり地元の人の顔が見える関係を持ちたい、第二の故郷のような場所が欲しい、といった首都圏在住
者にとってローカルとより深く関わるためのきっかけづくりの場となっている。

ʢΤʣळ௡໺ガϧςϯ
秋津野ガルテンは、元上秋津小学校をリノベーションし、平成20年11月にオープンした、都市と農村地域の交

流を楽しむための体験型グリーンツーリズム施設である。秋津野ガルテンは、あくまでも住民主導の計画と運営
で成り立っているが、行政ともしっかりと連携して地域活性化のために事業が行われている。施設内には地域の
野菜をふんだんに使ったスローフードレストラン「みかん畑」、農業体験や地元の柑橘を使ったお菓子づくり体
験ができる「バレンシア畑」のほか、秋津野ガルテンを起点とした熊野古道や白浜への観光を可能とした宿泊施
設も整備されている。平成31年 3 月には、ICTテレワーク拠点として「秋津野グリーンオフィス」を設置しテレ
ワーク環境を整えた。これを活用して秋津野ガルテンに宿泊する人や秋津野グリーンオフィスに入居する企業に
対して、地元の魅力を知ってもらうため、農業体験やスイーツづくり体験を組み合わせたワーケーションにも取
り組んでいる。

ᶆ੒Ռͱޙࠓͷల๬

田辺市では、tanabe�en+やたなべ未来創造塾を通じて、ワーケーションを活用したCSV（共通価値の創造）の
ビジネスモデルを構築しようとしている。また、秋津野ガルテンでは、主要産業である農業のスマート化を見据
え、ICT関連企業を市内に誘致することを目標に今後もワーケーションを活用していく。ワーケーションは関係
人口の創出には非常に有効な手段であり、そうした取組を多くの既存施設や事業において積極的に活用している
点が田辺市の特徴だと言える。

秋津野グリーンオフィス 秋津野ガルテン
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ʢ3ʣ�৽ׁࢢߴົݝ
ᶃࢢͷ֓ཁ

妙高市は、新潟県南西部に位置する人口31,374人（令和 2 年11月30日時点）の市で、古墳や城が存在する新井
北部地域、自然体験が満喫できる新井南部地域、農作物の栽培が盛んな妙高地区、そして名所観光や温泉が多く
存在する妙高高原地区の 4 つの地区で構成され東京から北陸新幹線で 1 時間50分と首都圏からのアクセスも良
く、妙高戸隠連山国立公園の雄大な自然と四季折々の変化に富む景観に恵まれ、湧出量豊富な温泉や多くのスキ
ー場などの観光地を抱えている。近年、その地域資源を生かした森林セラピーや大自然で楽しむアクティビティ
に注目し、人と自然を結ぶ新たな体験型の観光に取り組んでいる。さらに、令和 2 年度に「みょうこう未来会議

（地域課題解決型研修プラットフォーム）」を創設し、社会課題を解決する力を持つ人材育成も進めている。

ᶄऔ૊ͷܦҢ
人口減少時代における労働力の確保や、ワーク・ライフ・バランスの実現、働き方改革の推進に向け、ICT技

術を活用してテレワークを導入する企業が増加している。そこで、地方でのワーケーションが注目されるいま、
妙高市は、妙高戸隠連山国立公園に代表される豊かな自然環境や 8 つのスキー場、 7 つの温泉地など多様な地域
資源を活用し、首都圏からの新たな人の流れを促進するため、令和 2 年度より新たにワーケーションに取り組む
こととした。

ᶅऔ૊಺༰
妙高市は中間支援組織である妙高市グリーン・ツーリズム推進協議会と連携して次のプログラムに取り組んで

いる。妙高市が取り組むワーケーションは、ワーケーションに学び（越境学習）の要素を加えたものであり、コ
ロナ禍で企業に求められる新たな働き方を学ぶ機会を提供するプログラムとなっている。プログラムの講師に
は、全国の企業で講演、研修実績が豊富なコミュニケーショントレーナーを起用し、 1 on 1 ミーティングやオン
ラインコミュニケーションなど実務に即した、実践的なスキルを身に着けることができる研修プログラムとなっ
ている。この他、経営層研修、マネジメント研修、ストレス改善研修、レジリエンス研修等様々な研修にも対応
しており、ビジネスパーソンが主体になる、「仕事に役立つ」「チームに役立つ」「ビジネスに役立つ」ワーケー
ションを目標としている。その背景には妙高市が企業にとって「価値ある場」でありたいとの考えがある。

このプログラムは、日常と非日常を行き来することで普段の日常にはない発見ができる越境学習の場となって
おり、在宅勤務の延長として、ストレスなく自分に合った環境の場所で仕事をすることでパフォーマンスをあげ
ることを目指している。こうした妙高市の取組は、働き方と学び方の多様化につながり、企業の社員が地方と都
市部を行き来する中で、「地域副業」を生む可能性もある。

ᶆ੒Ռͱޙࠓͷల๬
現在、妙高市は新たなワーケーションのプログラムを検討している段階で、令和 2 年度には様々なモニターツ

アーを 4 回実施し、課題の洗い出しやツアー参加者の脈拍や運動状態の測定など効果のエビデンスを得ている。
そのデータに基づき、新たなワーケーションプログラムの開発やプロモーションサイトの制作等を行い、企業へ
の直接的なプロモーションを実施していく考えである。

妙高市が目指す地方創生の形としては、ワーケーションはあくまで関係人口を創出するためのもので、中長期
的にはワーケーションでつながりを持った人や企業を通じて、ビジネスマッチングやワークシェアリングができ
るような関係を段階的に構築していきたいとしている。こうした施策により、都市部人材の誘客促進による関係
人口の創出や産業振興、働き方改革を推進し、「ひと・しごと」の好循環による戦略的な地方創生を実現してい
くという。
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ʢ3ʣ�೔ຊࣜגۭߤձࣾʢ+"-ʣ
ᶃ֓ཁ

日本航空株式会社（以下「JAL」という。）は、東京都品川区に本社があり、13,869人（令和 2 年 3 月時点）の
社員が働く会社である。平成27年に「従業員のワークスタイル変革」を掲げ、テレワークを含む働き方改革を先
進的に実施してきた。そうした取組は生産性の向上や時間外・休日労働時間の減少などにつながっている。

ᶄऔ૊ͷܦҢ
JALは平成22年の経営破綻を機に、企業理念として「全社員の物心両面の幸福を追求する」を掲げ、全社員が

イキイキと働き、JALで働いて良かったと思えるような職場づくりを目指しはじめた。これまでに、コアタイム
無しのスーパーフレックスや週二回のテレワークを制度化する一方、オフィスのフリーアドレス化やテレビ会議
の推奨等環境面も整備する等様々な取組を行ってきた。その結果、年間の労働時間が1,850時間以内となる職員が
約半数となるなどの成果がでている。そして平成29年にワーケーション、令和元年にブリージャー（ビジネス×
レジャーの造語）といった新しい働き方に挑戦するなどして、社員が満足する働き方を目指している。

ᶅऔ૊಺༰
ワーケーションを制度化した当初、社内に「休みなのに仕事をさせるのか」といった反発や「遊んだり、サボ

ったりするのではないか」と否定的にとらえる社員も多かったことから、まず制度の理解促進に向けて次の取組
を実施した。

スマートウォッチを用いた効果測定 企業研修プログラムトレッキングに参加した時の様子

取組 内容

ワークショップの開催 JALグループの全間接部門の社員を対象に働き方への意識改革のワークショップを
開催し、社員の理解を深めた。

体験ツアーの実施
和歌山県白浜町で平成29年12月と平成30年2月の計2回、社内のモニターツアー
を実施し、遠隔地でのテレワーク体験や和歌山県・白浜町との意見交換、熊野古道
における道普請（道路の修繕）体験を実施した。

役員によるワーケーションの実施 社員がワーケーションを行いやすいよう、役員自らが積極的にワーケーションを利
用した。これまで北海道斜里町、福岡県福岡市、沖縄県那覇市の三ヵ所で実施した。

勤怠管理システムの導入
平成 30年 4月から社内の勤怠管理システムに「ワーケーション勤務」の項目を追
加した。取得には、勤務前日までに上司へ休暇取得の申請と当日の就業場所を報告
することが条件となる。

特設ページの開設 ワーケーションの概要やおすすめのワーケーション施設、コワーキングスペースを
紹介するため、平成 30年 7月に社内イントラネットに特設ページを開設した。
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また、JALの社員が実際に取り組んだワーケーションを次のとおりまとめた。

企業にとっても、ワーケーションのニーズとメリットはあり、ワーケーションのプロモーションには、実際に
取り組む民間企業の力を借りるのも一つの手段だと言える。

ᶆ੒Ռͱޙࠓͷల๬
平成29年度にワーケーションに取り組んだ従業員は、夏期期間のみの集計で（※）11人日であったが、翌年以

降少しずつ浸透していき、平成30年度は174人日、令和元年度は247人日と年々増加している。このワーケーショ
ンをより一層魅力あるものとするため、令和 2 年10月以降、地域と共創型の「New�Normalな新しいワークスタ
イル」を検証するとしている。その内容は、社員がワーケーションを実施する中で、その地域の社会貢献活動に
参加し、地域の関係人口創出や地域活性化のために何ができるかを一緒に考えていくものである。JALではこう
した取組を実施することで、社員一人一人の感性を養いつつ自己成長を促し、地域と共創型の新しい働き方と休
み方の発見につなげていくことを目指している。（※）＝人数×日数

取組 内容

合宿型ワーケーションの実施

若手社員の意見をもとに、滞在先で集中討議を行う「合宿型ワーケーション」を実
施した。取組の結果、合宿型ワーケーションはチームビルディング、癒し、他の宿
泊者と交流を通じて新たな視点や考え方が生まれる等のメリットがあった。これま
で宮城県大崎市（鳴子温泉）、富山県朝日町、徳島県神山町、福岡県福岡市で実施
した。

実証実験の実施

長期滞在が難しいビジネスパーソンを対象に湯治文化とワーケーションを組み合
わせた健康状態の推移を測定する実証実験を実施した。参加者からは「仕事のON
と癒しのOFFが鮮明であるほど、より効率的な癒しと、仕事の時間を共有する働
き方が可能になる」「Wi-Fi 環境があり、デスクがある場所ならどこでも良いわけ
ではなく、リゾート地、特に温泉地はワーケーションを実現するにあたり、重要な
ロケーションとなる」との声があった。

徳之島ワーケーション
実証事業への参画

平成 30年 11 月～ 12 月にかけて、鹿児島県徳之島町と富士ゼロックス鹿児島株
式会社の企画する「徳之島ワーケーション実証事業」に参画した。社員とその家族
や同僚の約 20 名が 3泊 4日滞在し、町内のコアワーキングスペース「みらい創
りラボ・いのかわ」を活用して、地域におけるワーケーションの持続可能性を探っ
た。滞在期間中は、ワーク部分はオンライン会議の参加、バケーション部分では、
畦プリンスビーチなどの島内の観光名所や闘牛、陶芸や機織りグルメなどの観光を
した。

＋αの価値創造

平成 30年に、北海道、愛媛県、オーストラリアの 3箇所で、ワーケーションにア
クティビティを融合することを試みた。具体的には、現地の人とのディスカッショ
ンや他分野の職業体験のアクティビティを加えることによって、地域で感性を養い
社員の成長につなげる取組を実施した。その結果、働き方と休み方を自分でマネジ
メントできる自律型人財の育成につながっている。

「MINDS」への参画

MINDS（異業種連携によるミレニアル世代の働き方改革推進コミュニティ）に参
画した。参画企業のメンバーが自身の課題としたいテーマを選択し、理想の働き方
を実践して、その学びを自社および社会へ還元するための活動を行っている。この
活動を通じて、ハワイでのワーケーション体験が仕事のパフォーマンスや心理状態
にどのくらい影響するのか調査したところ、仕事に対するストレスの軽減や上司と
の関係性、集中力上昇の項目がポジティブな回答となった。

ブリージャーの導入

社内で出張先でもワーケーションを利用したいという声があり、令和元年 5月に
出張の前後に休暇が取得できる「ブリージャー」を導入した。ブリージャーとは、
「business（仕事）」と「leisure（余暇・休息）」を合わせた造語である。ブリージャー
のメリットは、出張命令が出されて目的地に行くため、旅費は会社負担となる点で
ある。また、出張先を散策することでその土地の歴史や文化に対する理解を深める
ことができる。ただし、出張日数よりも休暇日が多くならないこと、同じ場所から
同じ場所に帰ることが利用条件となっている。
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まとめ
ワーケーションは平成29年に和歌山県白浜町が先駆的にはじめたことをきっかけに多くの自治体が取組はじめ

た。しかし、ワーケーションには明確な定義がないこともあり、その取組内容は自治体によって大きく異なる。
世間一般でいうワーケーションは、あくまで観光の延長となるものであるため、単なる交流人口しか生まれな
い。しかし、体験や学びを通じて地域や人とつながると、頻繁に人の往来が生まれ、会話も生まれてくる。そこ
から関係性が生まれ、関係人口につながっていく。今回調査した白浜町、田辺市、妙高市においては、大仰に構
えはしないものの、自らにとってのワーケーションの位置付けについて地域住民のコンセンサスを得ている。そ
のことで、利用者に対して温かく受け入れるような体制作りにも成功している。

関係人口につなげていくためには、地方での時間の流れに東京では得られない価値を認めること自体を地域資
源として再評価できる人の輪をつくり出すこと広げることが第一歩となる。JALの例にあったように、企業の中
に異論や反対意見があるなかで、現在も制度として続いていることが、プラス効果がマイナスを上回っているこ
との証左である。同時に地域にとっては、未利用資源の有効活用にとどまらない様々な効果が実感できることは
先進事例で見た通りである。

ワーケーションは、エビデンスに基づく調査や研究がほとんどされていない分野であり、企業も個人も、大き
な効果に期待を寄せる人もいれば、その効果に疑問を持つ人もいる。自治体には、エビデンスを得る一つの方法
として、唾液の採取や心拍数の計測を実施するところもある。その結果、効果が数値的に実証されれば強力な追
い風となる。

また、ワーケーションはワークとバケーションの組み合わせだけでなく、イノベーションやコラボレーショ
ン、エデュケーション、モチベーションといった○○ationを入れ込むことで様々な地域活性化の効果が期待でき
る。ワーケーションは、利用者側にとっては新たな価値の創造をもたらすものであり、地域にとっては潜在的な
資源を発見・活用する可能性を持つツールであると言える。また、低コストで試行することもできるツールであ
り、起爆剤の 1 つとして積極的に活用されることを期待したい。

図 2　ワーケーションによる地域活性化の効果

編注＝令和 2年度国内調査研究報告書（web 会員限定公開）から転載
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共感を呼ぶ
ふるさと納税

第6章



「ࣸਅのொ」౦઒ொ
東川町は北海道のほぼ中ԝに位置し、大ઇ山国立公

園の一部を有している町です。大ઇ山連峰の最高峰Ѵ
ַ（2291ᶤ）は町の象徴で、広がる森林と྘が織りな
す景観は多くの観光客や移住者をݺび込む要の一つと
なっています。豊かな水とංཊな土地を生かした農業
や、家具づくりをはじめとする໦工業が盛んです。

東川町が「ࣸ真の町」という選୒をしたのは、一村
一品運動が活発化していた1985年。「文化と自然と人」
をつなぐことを目的に、国内外のࣸ真家の作品コンテ
スト「国際ࣸ真フェスティバル」や、日本全国の高校
ࣸ真部によるࣸ真の全国大会「ࣸ真ߕ子園」などが生
まれ、関連する町外の企業やࣸ真を好む高校生・大学
生、ࣸ真家そして町民が、その中で様々な縁を結んで
いくことで、私たちは町外の人々とつながることの大
切さを実感してきました。

ͻがしかΘגओ੍౓
東川町ではふるさと納税の導入にあたり、今までࣸ

真文化で人々とつながってきた経験を活かし、寄付者
から町を応援したい、町が成長するتびを共に感じた

いと思ってもらえる仕組みをつくろうと考えました。
そこで発足したのが、寄付者を「株主」とする「ひが
しかわ株主制度」です。

東川町を応援したい人は、東川町への「౤資」、す
なわち寄付によって「株主」となり、まちづくりに参
加します。株主は、東川町が提案する事業から౤資先
を選୒し 1 万円以上の౤資をします。町は集まった寄
付額に応じて事業を行い、その状況や結果を株主に発
信します。

そうすることで町の価値が向上し、元気になり、寄
付者に対しては優待や感ँ、感動を提供することで

「配当」として還元するサイクルが構築されています。

組Έを࢓うࢥと「Έͨいͯͬߦ」
寄付をして株主になると「ひがしかわ株主証」がଃ

ఄされ、町外に住む人は「東川町特別町民」に認定さ
れます。౤資日から 1 年間、最大 2 泊まで無料で宿泊
可能な「ふるさと交流センター」の利用や、町内の一
部店ฮでは有効期限無しで株主だけの割引（優待利
用）を受けることができます。

また、「できるだけ多くの株主に東川町に実際に来
て感じてほしい」と思い、東川町に来やすい仕組みを
いろいろ検討した中で、年に 1 度「株主総会」を東川
町で開催しています。今年は開催できませんでした
が、౤資実績の報告や交流会、体験ツアーなど東川町
を体験してもらえるような取り組みを展開しています。

関係人口の޿がり
ふるさと納税が始まった2008年は、市町村合ซ議論

が盛んな時期で、「人口 1 万人未満は合ซ」という話
がありました。東川町は、当時の人口8000人に加え、田んぼに水が張る事で青空が写る鏡面水田

第̒章　ײڞΛݺͿ;Δ͞ͱೲ੫

ͭな͕Γ͕޿る「גओ੍౓」
๺ւಓ౦઒ொ

―ฦྱ඼͚ͩで݁׬しない取り組Έ―
東川町経済振興課�主事／西島圭哉
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関係人口として町外の株主が2000人で「合計 1 万人」
になると発想を転׵させ、 1 万人を目標に株主制度を
スタートさせました。株主数は2008年の415人からス
タートし、年々予想を大きく上回って増え続け、2019
年には 5 万人をಥ破しています。

େ࡚ொとの協働࿈ܞ
様々なつながりが広がっていく中で、ࣛࣇ島県大࡚

町とは、2019年に「リサイクルཹ学生プロジェクト」
という協働事業を、ガバメントクラウドフΝンディン
グを活用して実施しています。

東川町には、国内初の公立日本語学校があり、常に
200人以上のཹ学生が滞在し日本語や社会・文化を学
ぶことができます。また、大࡚町は徹底した分別によ
る低コストのごみॲ理方式「大࡚システム」により、

「リサイクル率12年連続日本一」を達成しました。両
町のこれまで培ってきた知ࣝや経験を提供し合い協働
することで、日本の社会とつながりながら、世界各地
で直面する資源リサイクル問題に挑戦する、グローバ
ルに活躍する人材の育成に取り組む事業となっていま
す。

このつながりを経て、両町を盛り上げられる返礼品
を何か作れないかという話が起こり、東川町農業協同
組合が中心となり、「東川ถ」と「大࡚ә」という両
町の特産品による共創型返礼品「東川ถとあわせる᩵
୔うなぎグルメΪフト」（本返礼品は期間限定で展開
していたため、現在は取りѻっておりません。）が誕
生するなど、次々と新しい取り組みが生まれる好循環
となっています。

「体験型」ฦྱ඼のॆ࣮
東川町の魅力を伝える方法として、一番は実際に来

てもらうこと。返礼品としても、東川町に来てもらえ
るような「体験型」返礼品の整備が直近の課題となっ
ています。現在、東川町での豊かな暮らしを体験でき
る「東川暮らし体験館」への宿泊を返礼品として提供
していますが、今後は体験プログラムを組み合わせる
ことで、より東川町の魅力を体験してもらえるように
なると考えています。

本年度は、そのような企画を提供できる事業者が町

内に移転するなど、町として新たな体験型返礼品の開
発ができる体制が整ってきており、企画・開発を推し
進めています。

ふるさと納税の現状として、返礼品のやりとりだけ
で׬結し、自治体名すら知らずに寄付してくるケース
も少なくないという話を聞くことがあります。東川町
では、返礼品から始まるつながりを大切に、そして何
より町だけでなく、౤資していただいた株主の方にも
還元ができる取り組みを続けていきたいと思います。
今後も末Ӭく応援してもらえるよう、より一層ؤ張っ
ていきたいと思います。

「写真の町」ひがしかわ株主証

株主総会の様子

東川米とあわせる贅沢うなぎグルメ

編注＝地域づくり 2020 年 12 月号特集編から転載。筆者・人物の
役職・肩書は当時のまま。ࣸਅを͞しか͑ɺ内容を一部修正しました。
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͓৓とࡩとりΜ͝のまͪ
前߂戸時代にߐ、前市は੨森県の南西部に位置し߂

ൡの城下町として発展したまちです。市内には、東日
本唯一の現存ఱकである「߂前城」をはじめ、ࣉӃ街
や෢家屋敷など、ൡ政時代の趣のある街並み、明治・
大ਖ਼期の༸風建築など、歴史的文化財・建造物が数多
く残っています。

また、平成30年に100周年をܴえた「߂前さくらま
つり」や、重要無形民ଏ文化財に指定されている「߂
前ね΀たまつり」のほか、「߂前城٠とߚ葉まつり」

と、四季折々で開催されるま「前城ઇ౯᝷まつり߂」
つりには、毎年多くの方が訪れる観光都市であるとと
もに、生産量日本一を誇るりんごを中心とした農業の
まちでもあります。

そんな魅力あふれる߂前市では、ふるさと納税の返
礼品として、߂前産りんごをはじめ、੨森県を代表
し、国の重要無形文化財である伝統的工芸品「津軽
ృ」や、県産のブナ材を使ったスタイリッシュな໦工
品「ブナコ」、津軽に伝わるࢗし子の技法である「こ
ぎんࢗし」など、豊富な特産品を提供しています。

また、これら返礼品のほか、頂いた寄ෟ金の使い道
やそれに応じた特యなどを寄ෟ者の皆さんが選べるよ
う、街の特徴を活かした様々な仕組みづくりに取り組
んでいます。

その一例を紹介します。

Ұ口৓ओ੍౓
戸時代に建てられたそのままの姿で保ߐ、前城は߂

存されていますが、ఱकを支える石֞の一部には、傾
きや「はらみ」といわれる膨らみが確認されたことか
ら、約100年ぶりとなる大規模な石֞修理をすること
が決定しました。

石֞の修理は、平成27年の夏にఱकを約70ᶤӪ
ひき

家
や

す
る工事を始めたのをൽ切りに、現在も大ֻかりな工事
が続いており、多額の費用が必要となります。また、
Ӫ家によりఱकを移動させるため、石֞にそびえるఱ
कと本ؙに౉る下৐橋の߂前城を象徴する姿が見られ
なくなるマイナスの要素が懸念されました。しかし、
前市ではこの歴史的な大工事を今しか見ることので߂
きない機会とଊえ、ٯ転の発想で観光資源や学びの場
として転׵しました。

これをきっかけに石֞修理に伴った様々なアイデア
が生まれ、そのひとつとしてふるさと納税を活用した
取り組みである「一口城主制度」が誕生しました。

まずは、ふるさと納税の使い道として「石֞普請応
援コース」を設置し、このコースを選んだ方からの寄
ෟ金を石֞修理に活用することができるようにしまし
た。また、このコースに寄ෟされた方には߂前城の一
口城主になってもらい、「城主証」の交付やఱक内に
設置する๕名൘へのࢯ名掲ࡌなど、ه念となる特యをお城と桜と岩木山（天守曳家後の写真）

;る͞ͱೲ੫を活用した
シςΟϓϩモーション

੨৿߂ݝલࢢ

―ັྗൃ৴に஫ྗしͨ取り組Έ―

第̒章　ײڞΛݺͿ;Δ͞ͱೲ੫

青森県弘前市企画部広聴広報課主事／原子知也

令和５年度地域づくり別冊９月号116



用意。このほか、߂前城を移動させるӪ家体験や石֞
修理に関するイベントへのট待などの体験型の特యを
設け、寄ෟを通じた「߂前フΝン」を増やす取り組み
を行いました。

この取り組みは、株式会社トラストバンクが主催す
る「ふるさとチョイスアワード2017」で優ल৆に選ば
れました。

さくらΦーナー੍౓
の名所としても知られており、園内にࡩ前公園は߂

は52種、約2600本のࡩの໦があります。その中でもथ
齢100年以上のソメイϤシノが400本を超え、य़には見
事な満開のՖを࡙かせます。

を末Ӭく維持できるようࡩ前市では、その美しい߂
「日本一のさくら応援コース」を設置し、寄ෟ金をࡩ
の維持管理や公園の整備に活用しています。

このコースへ寄ෟされた方には、約 1 年間、߂前市
で選定した園内のࡩの໦のオーナーになってもらって
います。その証しとして「オーナー証」を交付し、寄
ෟ者のࡩの໦が分かるよう園内地図などを送付するほ
か、毎年 2 ~ 3 月にࡩの生育管理のためにႩ

せん

定
てい

したࢬ
を発送し、ご自宅で߂前公園のࡩのՖを楽しんでもら
えるようにしました。そのほか、ࡩの໦のႩ定や施ං
の作業体験イベントを開催するなどの特యも設けてい
ます。

これらの特యを設けたことにより、寄ෟ者がさくら
まつりの時期にオーナーとなったࡩの໦を見に来た
り、体験イベントに参加したりするなど、߂前を訪れ
るきっかけとなっています。

Ͷ΀ͨֆの提供
前市では、毎年߂ 8 月 1 日から 7 日までの 7 日間、

三国志や水ᕴ伝などの෢者ֆを題材とした大小約80台
の༐壮՚ྷな山車が市内を࿅り歩く、「߂前ね΀たま
つり」が開催され、街は多くの市民と観光客でにぎわ
います。山車にషられたね΀たֆは、毎年新たなもの
に張りସえるため、「この立೿なね΀たֆを、何か市
の魅力発信に活用できないか」と検討を重ね、平成28
年度から「߂前 4 大まつり応援コース」への寄ෟ者の
うち希望する方に、山車から切り取ったね΀たֆを送

る取り組みを開始しました。
この特యは、寄ෟ金の増加による 4 大まつりの財源

確保につながるだけでなく、当市に興味をもっていた
だくきっかけにもなっています。

ふるさとೲ੫を活用しͨັྗൃ৴
以上のように、߂前市ではりんごや工芸品などの

「モノ」を返礼品として送るだけではなく、寄ෟを通
じて߂前の魅力に触れ、関心をもってもらえるような
機会を創出しています。また、実際に߂前に来訪しな
ければ味わうことができない体験イベントなどを開催
することで、より当市へ足を運びやすくなる仕組みを
構築しています。

今後も߂前ならではの魅力の発信に注力し、シティ
プロモーションとしてふるさと納税制度を活用していく
ことで、全国の皆さんに「߂前フΝン」になっていた
だき、交流人口の増加や観光産業をはじめとした地域
経済全体の活性化につなげていきたいと考えています。

弘前ねぷたまつり

体験イベントで桜の木の剪定をしているさくらオーナー

編注＝編注＝地域づくり 2020 年 12 月号特集編から転載。筆者・
人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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෋࢜٢田市の取り組Έɹ
山ས県富士吉田市は人口 4 万8000人。日本一の標高

と美しさを誇る富士山の北麓に当たる県南東部に位置
し、観光やਫ਼ີ機ց、採水事業など富士山のԸ恵を受
けながら発展してきました。古くから富士山信仰のま
ちとして栄え、今でも富士山にまつわる歴史や文化を
感じることのできる場所が数多く点在しています。

本市は、2015年度よりふるさと納税事業に本格的に
取り組み始め、2017年度には専属部ॺを開設しました。
寄付者との継続的な関係づくりのため、感ँツアーや
クラウドフΝンディングなど様々な取り組みを行って
きました。今回は、地元高校生との取り組みと「おも
てなしふじよしだ」�໦札について紹介します。

ੜとͭくる෋࢜٢田のັྗߍߴ
本市では2017年から市内の高校と連携し、NPO法

人かえる舎との協働により「ふるさと納税返礼品の魅
力発信」を目的とした取り組みを行っています。寄付
に対する返礼品を送るだけでなく、提供事業者の返礼
品やまちへの想い、まちそのものの魅力を多くの人に
知ってもらう取り組みです。

寄付を頂き、返礼品をおಧけするだけで終わる関係
よりも、富士吉田市の事業者と寄付者とのつながりが
持続するような関係を築けるまちでありたいと思って
います。

一例として「返礼品提供事業者の想いをಧけるΪフ
トカード制作」を実施しました。返礼品を受け取るだ
けでは伝わらない、「返礼品を提供している事業者の
想い」や「返礼品が生まれるストーリー」などを高校
生が取材し、カードに込めます。

実際に寄付者の手にಧくカードということもあり、

取材やカード制作の前にインタビューのコツやࣸ真の
り方、取材したものを編集する大切さ、デザインのࡱ
重要性などをプロのデザイナーやライターから教えて
もらうことから始めます。そして、約半年かけて10事
業者のカードを׬成させ、返礼品にఴえて寄付者の元
にಧけることができました。

高校生が作った10ຕのカードは、寄付者や事業者に
様々な変化をもたらしてくれました。

ʲड͚औͬͨد෇ऀͷ੠ʳ
・生産者、事業者の方々の「顔が見える」ことが、と

てもよいと思いました。ポストカードのࣸ真、デザ
インも「ಡませる」工෉があってよかったです

・高校生のふるさとѪのすばらしさが伝わりました。
高校生の目から見た生産者に対する思い、考えもす
ばらしいと思いました

ʲऔࡐΛड͚ͨ事ऀۀͷ੠ʳ
・զ々が思いつかないこと、やろうとも思わないこと

を高校生がカードにしてくれて、とても意義が深い
ものになったと思います（�フラワーデザイナー業者）

・事業者にはない目線で、զ々の技法を表現してくれ
たのが良かったです（織物業者）

返礼品提供事業者の想いを届けるギフトカード制作

第̒章　ײڞΛݺͿ;Δ͞ͱೲ੫

;る͞ͱೲ੫で఻͑る地域のັྗ
ࢢ෋࢜٢ాݝསࢁ

―ΪϑトΧーυɺ͓΋ͯなし໦ࡳで関係ͮくり―
富士吉田市企画部ふるさと納税推進室�主任／朝比奈大輔
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ʲ੍ߍߴͨ͠࡞ੜͷ੠ʳ
・肌で感じたことを言葉やֆにしてうまく伝えること

は難しかったです。でも、形になって達成感が味わ
えました。事業者さんにもتんでもらえてうれしか
ったです

・活動を通して、自分たちの知らない富士吉田のこ
と、地元の特産品のことを知りました。より多くの
特産品や生産者さんの思いが、たくさんの人にಧい
てほしいと思いました

高校生たちが見た事業者の姿、聞いた言葉はしっか
りと寄付者にಧいていました。また、事業者側もふる
さと納税に対する意ࣝが変わったと実感しました。ふ
るさと納税として大切にしたいことが、高校生との協
働で実現できたॠ間でした。

「͓΋ͯなしふじΑしͩ」໦ࡳ
本市では寄付者に対し、お礼を伝えるとともに継続

したつながりを持つため、寄付金の使い道を報告して
います。この報告書を送付する際に、富士山の間െ材
で作った໦札を同෧し、それを持参した人には市内施
設へのট待や協力店での割引といったサービスを提供
する「おもてなしふじよしだ」໦札（FUJIYOSHIDA�
PASS）を製作しました。

2019年度より事業を始め、初年度に参加したのはট
待施設 4 カ所と協力店ฮ 1 店のみでした。2020年度か
らは市全体でおもてなしすることを目指し、市内に飲
食店や土産物店などを持つ事業者から優待サービスを
募集しました。その結果、多くの事業者から賛同を得
て、商品の割引やૈ品提供などのサービスに協力して
もらいました。

໦札の利用者数は着実に増加しており、寄付者から
は「໦札も持って富士吉田市へ遊びに行きます」「໦
札をきっかけに実際に訪れ、店ฮサービスを通して地
元の人と触れ合うことで富士吉田市のフΝンになりま
した」などと、うれしい言葉を頂きました。

事業者にとっても、来店のきっかけとなることで売
り上げの増加や知名度の向上につながります。また、
返礼品に対する意見など寄付者とのコミュニケーショ
ンを通じ、ふるさと納税に対する意ࣝも高くなりまし
た。໦札により、返礼品をಧけるだけの関係以上に寄

付者と事業者を結びつけることができたと実感してい
ます。

後に࠷
ふるさと納税の仕組みには、どれだけ「地域の魅力

を伝える」という想いとそれに応える気持ちが込めら
れるのでしょうか。単に返礼品をಧけるだけではな
い、寄付者との関係づくりのきっかけがあると感じま
した。

これまでのクラウドフΝンディングで目標を達成す
ることができたのも、私たちの想いを多くの人たちに
伝えることができ、共感してもらえたからです。現在
は新倉山ઙ間公園の展望デッキ増設のためのクラウド
フΝンディングを実施中です。デッキを整備すること
で、より多くの人たちに「富士山とޒ重ౝ」という日
本唯一の眺望を楽しんでもらいたいと考えています。

今後も様々な企画を立案・実行することで、本市の
魅力を多くの人に伝え、「富士吉田フΝン」を増やし
ていきます。

寄付者と富士吉田をつなぐ「おもてなしふじよしだ」木札

新倉山浅間公園の展望デッキ改修後のイメージ図

編注＝編注＝地域づくり 2020 年 12 月号特集編から転載。筆者・
人物の役職・肩書など内容は当時のままです。
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三重県ඌ࿯市は、社会情勢の変化に伴い、人口がত
和35年を境に年々減少しています。市制施行直後のত
和30年は 3 万3343人でした。ত和55年までは 3 万人台
を維持していましたが、進学・就職による若年層の流
出や企業活動の縮小などにより、それ以降は年に約
400人ずつ減少し、令和 2 年 8 月末の人口は 1 万7286
人です。一方、若年層の減少に伴って高齢化率は年々
上ঢし、同月末で44%となっています。

このような急速な人口減少により様々な分野で担い
手ෆ足が指ఠされる中、市は「関係人口」というキー
ワードに注目しました。関係人口とは、「地方部に関
心を持ち、さまざまな形で関わりを持つ都市部の
人々」と定義されています。この֓念が特に注目され
る背景には、地域社会の担い手を地域の定住者に限定
することなく、仕事や趣味の活動、ボランティアな
ど、地域外からさまざまな形で関༩する人たちを、担
い手として積極的に巻きこんでいこうとする大きな流
れがあります。

෇ऀとのԑをਂめる取り組Έد
その関係人口づくりに有効なきっかけとなるのが、

「ふるさと納税」だと私たちは考えております。
ふるさと納税は平成20年に創設され、返礼品ڝ૪が

話題になるなど日本中に周知されるようになりまし
た。令和元年には、過度な返礼品ڝ૪にストップをか
けるため規制が強化され、モノからコトへの移行など
多種多様な返礼品が見られるようになっています。

ඌ࿯市でも制度開始以来、「ふるさとඌ࿯」を応援
したいという多くの人たちから寄付を頂きました。そ
の温かい思いに対する感ँの気持ちとして、市の様々
な特産品を味わってもらってきましたが、令和元年度
からはぜひඌ࿯市を訪れてもらおうと、夏の最大イベ

ント「おわせ港まつり」（ՖՐ大会）に合わせて、ふ
るさと納税感ँ企画「おわせ港まつりにいこう!」を
行っています。寄付者とのつながり、ご縁をより一層
深めることができればという取り組みです。

令和元年度は、前年度に寄付してもらった5018人に
まつりのট待状を送り、99組352人が参加しました。
当日は、ඌ࿯港ՖՐ大会会場の最前ྻに観ཡ੮を用意
し、本市来訪ه念として特産の「ඌ࿯ヒノキ」を使っ
たまな൘をプレθントし、寄付者一人一人にふるさと
納税のお礼を伝えました。

全国的に有名なՖՐ大会というわけではありません
が、小さくてもきらりと光るඌ࿯市の魅力と、お金で
はങえない人の温かさを感じとってもらえたのではな
いかと思っています。

ふるさと納税では、何の関係もなかった人たちがඌ
࿯市を選び、少なからず関心を持ってくれました。そ
のきっかけは返礼品だったのかもしれませんが、私た
ち担当者も今では「寄付してもらってそれで終わり」
ではなく、このࡉい糸のようなつながりを継続的に保
つためには、どうすればいいのかが大きなテーマにな
っています。今後も寄付者との関わりを持つことがで
きるような取り組みを考え、拡大していきたいと考え
ています。

体験ϝχϡーを提供
このように、ふるさと納税は関係人口としてその地

域に貢献できるという制度でもあることから、ඌ࿯市
では返礼品として特産品のみならず体験メニューも提
供しています。

特に人気のある体験メニューが「地ڕサバキ体験付
漁村暮らし体験」です。ඌ࿯市三໦Ӝ町の漁村にたた
ずむ漁村暮らしの宿「三໦Ӝソワイ」で 1 泊 2 日の移

第̒章　ײڞΛݺͿ;Δ͞ͱೲ੫

;る͞ͱೲ੫でؔ܎人ݺޱͼࠐΊ
ࢢඌ࿯ݝॏࡾ

―ฦྱ඼のړଜ฻らし体験が人ؾに―
尾鷲市政策調整課調整監／西村美克
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住体験ができます。この漁村では、ブリや伊勢海࿝な
ど、漁村ならではの海の幸をת能でき、また、大自然
を舞台に௼りや海水浴、ダイビング、世界遺産熊野古
道ウォーキングなど、さまざまなアウトドアアクティ
ビティが楽しめます。

三໦Ӝソワイは、一般的な໦造住宅の空き家を、地
元の大工とスタッフが協働で改૷しました。素๿で温
かみのある空間が特徴の漁村暮らしの宿を「一棟まる
ごと・ 1 組限定」で利用してもらっています。スタッ
フが宿に出向き、この地域で水揚げされた新઱な地ڕ
のサバキ方や一番おいしい食べ方を伝授し、寄付者は

自分で調理したڕを食べることができます。都会暮ら
しの人々にとって、初めて経験する古き良き日本の漁
村暮らしを心ゆくまで楽しめる返礼品として好評を博
しています。

最後に、移住した定住人口でもなく、観光に来た交
流人口でもない、ඌ࿯のような地域の人々と関わる関
係人口に視点を置き、この地域と継続的に関わりを持
つ人たちを増やしていきたいと考えています。

おわせ港まつりの花火

漁村暮らしの宿「三木浦ソワイ」地魚の魚サバキ体験

編注＝編注＝地域づくり 2020 年 12 月号特集編から転載。筆者・
人物の役職・肩書を修正しました。内容は当時のままです。

121令和５年度地域づくり別冊９月号



॥؀型ふるさとᶸ೶ᶹ੫スタート
2020年 7 月 1 日に市制施行50周年をܴえた࣎լ県क

山市は、駅前周辺の市街地でゲンジボタルがཚ舞する
美しい水辺環境や豊かな自然、そしてඐഀބや比良・
比ӥの山並みを望む素੖らしい景観をもつ「のどかな
田園都市」です。

こうした魅力をPRするため、本市のふるさと納税
は、市内中学生が提案した「循環型ふるさと〝農〟
税」をコンセプトに、お礼の品としてモリϠマメロン
や近ߐถなどの地域農産物を提供し、地域の農家や事
業者への支援に活用することからスタートしました。

現在では、農産物だけでなく、「モノからコト」と
いう、いわゆるお礼の品を送付するだけでなく、क山
の良さを肌で感じてもらおうと、宿泊プランやいちご
狩りなど、क山でしか体験できない返礼品の拡ॆにも
力を入れているところです。

ඐഀބからً͖をશࠃへ
本市はඐഀބに面し、੺野井࿷付近では約90年前か

ら真चの養৩が行われています。ඐഀݻބ有種のイケ
チョウガイに真चの֩を入れ、つり下げられたいかだ
が༳り᝷となって真चが育ちます。

ඐഀބの恵みを存分に受けて育った真चは色や形が
バラエティーに富んでおり、その唯一無二の神ൿ的な
ًきから、かつては大変多くの人々を魅了しておりま
した。

しかしながら、高度成長期以降、ライフスタイルの
変化や経済活動の発展に伴いඐഀބの水質がѱ化。海
外の安価な୶水パールとのڝ合などによりඐഀބの真
चの生産量は年々減少し、多くの養৩業者が継続でき
ない状況となりました。

こうした中、地域資源であるඐഀބの真चのPRを
応援するため、生産者と市内のঁ性企業家がコラボし
た「もりやまඐഀބパール」の֩入れ体験を本市のふ
るさと納税の返礼品としました。׬成した真चを送る
だけでなく、自らの手で直接「真चの֩入れ」をし、
成長具合を確認しながら、3 年後に「真चを取り出す」
という体験をしてもらいます。

生産者と寄付者とのつながりをより大切にした「モ
ノ・コト・トキ」の継続体験型のお礼の品であり、真
चの養৩体験を通じて地域資源の෮活、さらにはඐഀ
の環境保全の大切さを考えるきっかけにしてもらうބ
ことを目的にしています。

༏ल৆をड৆�
この返礼品は、寄付者自身が真चのオーナーとな

り、実際に真चを手にするのは 3 年後という長期間に
及びます。ࡢ年度に初めて実施し、全国各地から 8 ݅
の申し込みがありました。実際に真चの֩入れ体験を
された方からは、「ඐഀބで真चがとれるとは思って
いなかった」「なかなかこういう体験はないので選んもりやま琵琶湖パール

第̒章　ײڞΛݺͿ;Δ͞ͱೲ੫

ମܕݧ;る͞ͱೲ੫で地域՝୊のղܾへ
࣎լݝकࢢࢁ

―ਅचཆ৩でد෇ऀとੜ産ऀをͭな͙―
滋賀県守山市企画政策課�主事／西村美穂
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だ」といった声を頂きました。
こうしたふるさと納税の取り組みが評価されて、ふ

るさと納税サイトを運営する株式会社トラストバンクが
主催する「ふるさとチョイスアワード2019」で優ल৆
を受৆し、各方面から大きな反響を頂いたところです。

 ෇ऀとੜ産ऀのد
がͭながる「いࢥ」
ඐഀބで真चが育つまでの 3 年間、「真च֋が育っ

ているかな 」「大きな真चがとれるかな 」「Ӎが降っ
たときのඐഀބはどうなっているかな 」など、寄付
者がඐഀބや真चに対して思う気持ちは、生産者も同
じです。こうした同じ思いを皆さんと共有し、生産者
とのつながりを実感してもらうことがふるさと納税の

返礼品に求められていると考えています。
「もりやまඐഀބパール」の֩入れ体験を通じ、ඐഀ

。の環境保全について考えていただければ幸いですބ

後に࠷
ふるさと納税は、生まれ故郷や応援したい自治体に

対して寄付ができる制度です。
「क山市に貢献したい」「क山市を応援したい」な

ど、क山市のまちづくりを応援してくださる皆さんの
支援に感ँしながら、「豊かな田園都市」を目指し、
今後もふるさと納税事務に取り組んでまいります。

琵琶湖固有種のイケチョウガイ 真珠の核入れの様子

体験当日の様子 琵琶湖クルーズで真珠の養殖場を見学

編注＝編注＝地域づくり 2020 年 12 月号特集編から転載。筆者・
人物の役職・肩書など内容は当時のまま。ࣸ ਅを一部͞しか͑ました。
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ふるさとೲ੫への取り組Έ
津和野町は、島根県西部に位置する人口7200人ほど

の小さな町です。歴史的建造物が今も残る風光明
めい

ᇪ
び

な
街並みに加え、ޥがӭぐ఼町の۷割や日本ޒ大Ҵՙ神
社のひとつのଠᴜ୩Ҵ成神社、森ᷞ外ه念館などの文
化的な観光資源を多く保有しています。

津和野町では、2008年から始まったふるさと納税制
度を活用し、町財政のو重な収入源を確保するととも
に、町の魅力を発信し地域の活性化につなげたいとい
う想いでਚ力してきました。ふるさと納税に関する認
知度の向上や、新たな返礼品を出品してもらう事業者
の増加に伴い、寄付金額も増加傾向にあります。

頂いた寄付金は様々な事業に活用しており、町の活
性化につながっています。2018年度からは「むすぶ」
とݺばれる事業のリポートを作成して寄付者に送付す
るなど、津和野町をより身近に感じてもらえるような
取り組みも行っております。

また、2020年度にはふるさと納税を積極的に活用す
るため、民間企業から 2 人を登用しました。

ふるさと納税には、大きく分けて通常の形式とクラ

ウドフΝンディング形式がありますが、津和野町はࡢ
年度からクラウドフΝンディング形式にも取り組んで
います。その事業の一環として、津和野町のおถを都
市のශࠔ家ఉにಧけるプロジェクトを今年 4 月より開
始しました。

この取り組みは東京都文京区と連携して行い、文京
区の「こども宅食」（※ 1 ）受څ世ଳへ津和野産ถを
定期的にಧけるとともに、作り手であるถ農家の土づ
くり支援を実施します。津和野町にとって、都市のශ
問題を解消し、地域のถ生産者も応援するという大ࠔ
きなチャレンジです。

（※ 1 ）こども宅食ɹ文京区とNPO等が協働で運営し
ており、「見えないශࠔを見えないまま支援する」をコ
ンセプトに2017年10月に開始。対象となる生活ځࠔ世
ଳのうち、希望する子育て家ఉに 2 カ月に 1 度、食品
等を直接配送し、「見कり」など必要な支援につなげ
ている。現在は600世ଳを超える家ఉが利用している。

৿ᷞ֎のԑをͭないで
プロジェクトのきっかけとなったのは2014年、文京

区内に津和野町東京事務所を開設したことです。津和
野町は文߽森ᷞ外の生誕の地としても知られ、ᷞ外に
縁のある文化的施設が数多く残っています。ᷞ外がそ
の生֔を閉じたのが文京区で、このつながりがきっか
けとなり、文化振興や災害支援に関する協定を結ぶと
ともに、同区内に東京事務所を開所しました。

2018年からは、文京区のこどもたちが夏休みを通じ
て津和野町を訪れ、地元の子どもたちと一緒にキャン
プをするなど、交流活動が活発に行われてきました。

こうした交流を重ねていく中で、おޓいの地域資源
を活かした協力事業をさらに展開していく試みを模ࡧ
していたところ、文京区長からかねて要望があった津和野町の街並み

第̒章　ײڞΛݺͿ;Δ͞ͱೲ੫

౎ࢢのශࠔղܾͱถ೶Ոのࢧԉ
ౡࠜݝ௡和໺ொ

―՝୊ղܾへクϥ΢υϑΝンデΟンά活用―
島根県津和野町つわの暮らし推進課�主任主事／佐伯　晃
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「こども宅食」へのおถの寄付について、ふるさと納
税の活用プランが持ち上がりました。
「こども宅食」の配送品の中で最も人気のあるおถ

を、農家のいない東京都心部で調達することは難し
く、事業の課題となっていました。

また、津和野町では「ヘルシー元ᔅถ」というブラ
ンドถを栽培しています。特徴として、農ༀ使用を最
小限に཈えるとともに、土৕改良によるඍ生物の多い
土づくりを行うなど、環境に配慮した栽培方法を徹底
している点が挙げられます。しかし、こうした栽培方
式を採用する分コストෛ担も大きく、生産者は減少傾
向にありました。

ふるさと納税制度を活用することで、津和野町は都
市の課題解決に貢献できるだけでなく、作り手である
生産者に対しても、出ՙ量の底支えや土づくりを支援
することが可能となります。

෇ֹが໨ඪの2ഒにد
ガバメントクラウドフΝンディングの目標金額は

350万円。津和野町のถ生産者に対する年間の土づく
り支援事業費を࿫い、「こども宅食」受څの600世ଳに
対しておถ 2 ᶢを 3 回送ることができる金額です。事
業を推進するために、文京区の協力を得るとともに、
津和野町では島根県農協や地域商社、生産組合などさ
まざまな地域団体による協力体制を構築しました。

2020年 4 月から寄付の募集を開始した結果、140日
間で118人から696万8000円の寄付金が集まりました。
開始当初は新型コロナウイルス感染症の拡大で広報活
動が予定通りに進みませんでしたが、文京区などの協

力により、新聞やラジオなど多数のメディアに取り上
げてもらい、最終的には目標金額のほぼ 2 ഒとなる寄
付額を達成しています。

寄付者の中には、取り組みに賛同し両親にֻけ合っ
て寄付してくれた学生もいるなど、多くの共感のメッ
セージを頂きました。ガバメントクラウドフΝンディ
ングをきっかけに、津和野町はたくさんの人たちとつ
ながることができました。

共ײを࣠にしͨふるさとೲ੫のՄೳੑ
ガバメントクラウドフΝンディングの実施により、

事業を実現できただけでなく、取り組みに対する応援
団ができたことも、大きな成果だと感じています。想
定以上の寄付金を頂き、おถの発送は当初の 3 回から
ഒの 6 回に増やすことができました。生産者からは、
自分たちの栽培したおถが、顔の見える形で貢献でき
ることに、うれしい反響がありました。

2020年10月からおถの発送が始まり、文京区からは
感ँのコメントがಧいています。ࡢ今、ふるさと納税
は返礼品合戦のような形で取り上げられることも少な
くありませんが、本当に応援したいと思ってもらえる
事業を作り上げることができれば、共感を元に寄付が
集まることを、この事業を通じて実感しました。

津和野町における一つの戦略として、共感を元にし
たふるさと納税の活用を引き続き検討していきたいと
思います。

津和野町で育てられた安心安全なお米を文京区のこども宅食事業へ 米作り農家のトラクター作業

編注＝地域づくり 2020 年 12 月号特集編から転載。筆者・人物の
役職・肩書など内容は当時のままです。
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地域活性化センター
職員による

国内調査研究の報告
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第̓章　地域活性化ηϯλʔ৬һʹΑΔࠃ಺ௐࠪڀݚͷใࠂ

͜Εからのڞ創のかたͪʙϦϏンάϥϘʙ
地域活性化センター創生グループ：岩﨑�香央里、企画グループ：鈴木�充、移住・交流推進機構：前田�岳

はじめに
ʢ1ʣ�ௐࠪͷഎܠ

日本は世界に先んじて、人口減少、少子高齢化とそれらに伴う生産年齢人口の減少、都市部への人口集中によ
る地方の過ૄ化といった社会課題に直面している。

さらに、グローバル化、デジタル化が進展するとともに、人々の価値観が多様化し、ライフスタイルも変化し
ている。社会経済は成ख़期をܴえ、大量生産・大量消費・大量廃棄といった旧来型の経済システムから、求めら
れる社会的ニーズを的確に把握し潜在的な需要を見出すことにより、地域社会から新たなサービスを創出してい
かなければならない時代をܴえている。時代が変化する中、地域におけるつながりは希ബ化してきており、今後
も人々が社会に帰属し、社会基൫を形成するためには、人とのつながりによるコミュニティのあり方を見直して
いく必要がある。

1970年代ࠒから、Ԥभ北部では多様なステークホルダーを巻き込みつつコミュニティ全体でイノベーションを
生み出す「参加型デザイン」とݺばれる手法が発展してきた。近年、この手法が現代社会の課題解決に有効なア
プローチであるとして日本でも注目されている。

参加型デザインには様々な手法があるが、コミュニティにおけるイノベーションと持続的発展を支える࿮組み
の一つにリビングラボがある。

リビングラボとは、「新しい技術やサービスの開発において、多様なステークホルダーが参加し、新たな価値
を共に創造する共創活動またはその活動拠点」のことをいう。多様なステークホルダーが関係するため、目的や
プロジェクトによって形態が違ってくるが、全てのリビングラボの根底にある目的は、利用者と提供者による生
活環境下での共創プロセスが、実験と評価を重ね、そこからサービスや商品を生み出し、ෳࡶな社会課題の解決
に向けた好循環を生み出していくことである。

ෳࡶな社会課題の解決に向けて、多様なニーズを把握し、新たなサービスを創出するには住民、企業、行政、
学術機関がそれぞれの強みを持ち合い共創する取組が必要となる。日本でも、行政主導、企業主導、都市型、地
方型など、様々なタイプのリビングラボが生まれ始めており、各地域の実情に応じた形態がつくられている。

本ߘでは、日本におけるリビングラボの取組をとりあげることとする。

ʢ2ʣ�ௐࠪͷ໨త
先進的な取組を実施している地方自治体にෝき、リビングラボを実施するに至った経Ңや背景及び生み出され

た影響について調査し、リビングラボの有効性を分ੳすることを本調査の目的とする。

ʢ3ʣ�ௐࠪ事例ͷબఆ
全国の地方自治体がリビングラボを推進するためのヒントを得られやすいように、人口規模と取組方の異なる

以下の自治体を選定した。
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①神ಸ川県横浜市ʜ多様な地域課題の解決を目的
②神ಸ川県ח倉市ʜ長ण社会の新価値創造に向けたオープンイノベーションを目的
③長野県ʜ都市と地方をつなぐ新しい事業を生み出すことを目的

現地調査事例
ʢ1ʣ�ԣ඿ࢢ໾ॴͷ事例
ᶃԣ඿ࢢͷ֓ཁ

横浜市は、東京都心から西南約30ᶳに位置し、374万人が暮らす、日本で最も人口の多い基ૅ自治体である。
主な産業はサービス業、ෆ動産業、卸売・小売業、製造業などである。日本の近代化をリードした国際港࿷都市
として、全国۶指のブランド力を持ち、今日においても横浜港の๵қ高は日本トップクラスを誇っている。2015
年の国勢調査によると、横浜市のன夜間人口比率（夜間人口100人あたりのன間人口）は91.7となっており、東京
のベッドタウンとしての側面を有することもӐえる。

ᶄऔ૊ͷܦҢ
横浜市では、高度成長期に郊外に多くの大型住宅団地が造成され、同年代の子育て世代が大量に転入し発展し

たが、近年は、その世代が一੪に高齢化している。また、若年層の൩ࠗ化・未ࠗ化が進み、単身世ଳが通勤の利
ศ性を求め市外へと転居することも増加している。

このように、高度成長期と比べ、人口構成と地域課題が大きく変わり、求められる行政サービスの内容も変わ
ってきている。高度成長期には、質の高いサービスを周く提供できるかが行政課題であり、住民も、安全・安心
な環境づくりを行政側に求めていたが、現在は人口が流出するとともに、地域のつながりの希ബ化による地域コ
ミュニティのਰୀが起き始めており、サービス水४を維持していくかが大きな課題となっている。

この状況にة機感を感じ、行政と民間が対話を通じ、地域課題の解決や、イノベーション創出等につながる連
携を進めるため、平成20年度に「共創推進室（共創フロント）」を市役所内に設置した。また、平成26年度に、
新しいコミュニティづくりのため、公民連携のプラットフォームとして「LOCAL�GOOD�YO,OHAMA」が設
置され、運営が始まった。

LOCALGOOD�YO,OHAMAでは、市のオープンデータを活用して、地域課題やNPO法人などの支援団体の
取組を可視化し、官民が同じ課題を共有することにより、市民参加を促している。この活動では行政からの補助
金に頼らず、インターネットで活動資金を募るクラウドフΝンディングや、市民が地域に提供できることを登録
し、必要とする団体へとつなぐスキルマッチングなどを活用し、課題を解決していく新しい公共の仕組みを目指
している。

しかしながら、クラウドフΝンディングなどだけで事業を継続することは難しく、安定的に多様なステークホ
ルダーの連携が継続できる仕組みが必要となっていた。とはいえ、民間事業者がボランティア活動として地域活
動に参加することにも限界があるため、民間事業者が地域に関わりながら利益を得ることができる活動として、
市がサポートする形でリビングラボの取組が平成27年から始まった。

ᶅऔ૊಺༰
市がサポートするリビングラボは、「まちの主役である住民が、暮らしを豊かにするためのサービスやものを

生み出し、より良いものにしていく活動」を目指しており、住民や企業などが議論を通じ、地域のためになる事
業を立ち上げた結果、現在では市内15ϲ所以上で以下の 3 タイプの取組が行われている。

Ξʣ�地域แׅέΞܕʜհޢ΍ࢠҭͯɺো͕͍ऀରࡦͳͲ地域ʹ͓͚Δ෱ࢱαʔϏεͷイϊϕʔγϣϯΛ໨͠ࢦ
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ͯɺ地ݩͷ/10΍ࣾձ෱ࢱ๏ਓ͕࿈ܞ

イʣ�ΤϦΞϚωδϝϯτܕʜγϏックϓϥイドͷৢ੒΍ۭ͖Ո活༻ɺ౎࠶ࢢੜͳͲΛςʔϚʹ地ݩ事ऀۀ΍ॅ
ຽɺۀاͳͲଟ༷ͳओ体͕࿈ܞ

΢ʣۀا�ϚʔέςΟϯάܕʜԊઢͷブϥϯσΟϯά΍৽ͨͳ੡඼・αʔϏε։ൃͷͨΊͷϚʔςΟϯάͷҰ؀ͱ
ͯ͠େख͕ۀاઃஔ

これらのリビングラボのデザインプロセスは、ステークホルダーの૬ޓ理解や課題発見のための対話から始ま
り、試作を܁り返し、Ϣーザーテストを経て社会に導入するという流れとなっている。これを民間主体で行い、
市は、補助金等の支出はせずに運営の補助や調整のみを行う。具体的には、初期段階では、多様な参加者間の議
論を効率的、効果的に進めるためのフΝシリテート支援を行い、課題解決を具体的に進める段階では、企業や大
学等をつなぐマッチング支援や課題の可視化を行うためのデータや社会実証のためのフィールドの提供等を行っ
ている。

民間主導とする目的は、リビングラボでの活動を通じて、住民や企業にビジネスを興してもらうことにある。
活動の中心を地域に根ࠩした事業者に担ってもらうことで、医療、福ࢱ、教育、子育てといった生活サービス産
業の高度化を図り、雇用創出と新しいライフスタイルの創造を目指している。

エリアマネジメント型のү子ਿ田リビングラボでは、持続可能なまちづくりを行うため、空き家利活用の取組
を行っている。空き家となっていた一戸建てをリノベーションした「Yワイひろば」は、民間事業者が市から運
営管理を೚されている。 1 Fが地域のためのコミュニティスペースとなっており、地域の高齢者が多世代と自然
に交流できる拠点となっているほか、 2 ϲ月に 1 度地元の人や区・社協・ケアプラザの職員などが集まる地域会
議などが開催されている。また、 2 Fはこのコミュニティスペースを活用してリビングラボの手法でサービスの
実証実験を希望する企業や団体のためのシェアオフィスとして貸し出されている。

運営管理を೚されている民間事業者は、空き家の一室を防災シェルターとしたうえで、自社の本業を活かしଠ
陽光発ిシステムを導入することにより、災害時にもి気の供څができる再生可能エネルΪーのモデル住居とし
て活用している。

市内のリビングラボ活動を活性化するにあたり、市は、市内の業者やNPOとともに平成30年 5 月に中間支援組
織となる一般社団法人YO,OHAMAリビングラボサポートオフィス（以下「サポートオフィス」という。）を立
ち上げた。サポートオフィスは、サーキュラーエコノミーPlVs（※）という社会経済モデルを提এし、市内各地
のリビングラボと連携しながら事業を展開している。

（※）「サーキュラーエコノミーQlVs」とは、横浜市独自の
サーキュラーエコノミービジョン。サーキュラーエコノミ
ーは、従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」のリニア
な経済（線形経済）に代わる、製品と資源の価値を可能な
限り長く保全・維持し、廃棄物の発生を最小化した経済を
指す。その考えに資源や製品に限らず、「ひと」と「まち」
の持続可能性とエンパワーメントにも着目し、それらを総
合的にプロモーションする社会経済モデルを「サーキュラ
ーエコノミーQlVs」として提এ、推進することで、「誰一
人として取り残さない持続可能な未来」を実現していく。

ᶆ՝୊ͱޙࠓͷల։
市は経済構造が変化し、֩家族化の進展や単身

世ଳの増加とも૬まって、ශࠔ世ଳが増加してい
る状況を深刻な問題とଊえている。今後は、地域

杉田リビングラボの取組
（引用：横浜市「オープンイノベーションの推進」資料）
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の実態を把握・分ੳし、リビングラボにフィードバックすることを通じて、課題解決に向けた取組を支援してい
くこととしている。

市のリビングラボの取組は、サポートオフィスが市内各地域で展開しているリビングラボとパートナーシップ
を組むことで、事業拡大のための活動をサポートしており、行政主導の取組ではないことに価値があると言え
る。市とサポートオフィスは、サーキュラーエコノミーPlVsを進めるためのビジョンを共有しており、官民が協
働して推進することにより、持続可能な仕組みができている点が評価される。

コロナ禍において、既存の行政の事業や地域活動が止まってしまっていたなか、リビングラボの取組は続いて
いたという事実は、地域のニーズを見極め、時代に即した仕組みとしてのリビングラボの有用性を示すものと言
えよう。

ʢ2ʣח�૔ࢢ໾ॴͷ事例

ᶃח૔ࢢͷ֓ཁ
倉市は、神ಸ川県の南東部の三Ӝ半島の付け根に位置しており、北部はٰྕ地に囲まれ、南部は海に面し多ח

くの歴史的遺産を持つ古都である。人口17万 2 千人が暮らし、歴史と文化、自然とやすらぎを求めて年間約千万
人以上の観光客が訪れる観光都市でもある。

また、日本での「古都保存法」制定のきっかけにもなった都市で、「ナショナルトラスト発঵の地」として文
化遺産や景観の保全に対する住民の意ࣝが高く、歴史的遺産と共生するまちづくりを目指している。

ᶄऔ૊ͷܦҢ
倉市では、中長期的な政策立案・課題解決を考え実践する部ॺとして、平成23年に「政策創造担当」が設置ח

され、ி内シンクタンクとして、ி内を横断する課題の解決を図る研究活動等に取り組んでいる。
倉市の高齢化率は約30%と県内でも高く、特に高度経済成長期に開発された郊外型分ৡ地には50%に近い地ח

域がある。今後さらなる高齢化、少子化及び人口減少等により、まちとしての機能が維持できなくなる地域が出

サーキュラーエコノミーPlusの概念図
（一般社団法人YOKOHAMAリビングラボサポートオフィスHPより引用）)
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てくることが想定される。これまで地域コミュニティを支えてきた自治・町内会では、地域の担い手がෆ足する
ことも考えられるため、将来に向け、新たに持続可能なコミュニティの形成を模ࡧしていかなければならない。
そのための一つの試みとして、地域住民が自らの力で地域の価値を高めていこうとするエリアマネジメントによ
る地域コミュニティの再生が行われている。

そのような中、市でி内プロジェクトチームを設置し、平成23年から26年まで「長ण社会のまちづくり」研究
を行った。ח倉市今泉台地域を対象地とし、産官学民連携での研究体制により「多世代が住み׳れた地域で安心
して住み続けられるまちの実現」に向けて、自཯自走できる地域づくりとエリアマネジメントの視点による地域
運営の検討を行った。この研究に基づき空き家をリノベーションして造られたコミュニティスペースを拠点とし
たまちづくりNPOが設立され、自治会との両輪による地域運営が行われる土৕ができた。その後、少子高齢化、
人口減少の進む地域の課題解決策の一つとして、平成29年 1 月に同地域を活動の中心とし、東京大学高齢社会総
合研究機構がコーディネート役となって産官学民連携の取組である「ח倉リビングラボ」がスタートした。

ᶅऔ૊಺༰
倉リビングラボでは、今泉台地域の高齢化率が高いことを地域の強みとଊえ直し、日本がܴえる超高齢社ח

会・長ण社会に必要な商品やサービスや仕組み産官学民連携する場を通して共創している。また、住民が自ら政
策を立案する過程の中で地域課題を自分事としてଊえることを通して、新たな価値が生まれることも期待してい
る。ח倉リビングラボでは、①住民課題に基づく「長ण社会にふさわしいワークスタイルと住宅・地域環境の開
発」②企業課題に基づく「新たな長ण社会向け商品・サービス開発」③自治体課題に基づく「リビングラボの手
法を用いた政策立案」、を通じて持続可能な仕組みづくりのための共創活動を実践している。
「長ण社会にふさわしいワークスタイルと住宅・地域環境の開発」では、人生100年時代の在宅ワーク環境整の

整備とそのための家具づくりを目指し、コンセプト設計の段階から地域の様々な世代の住民と家具メーカーとが
共創して、住民の意見やアイデアを加えながら試作品を作成し検証・改善を܁り返した。そして、日本でのリビ
ングラボによる商品開発・ൢ売第 1 ߸となるテレワークデスク「ONOFF（オノフ）」と、どこにでも持ち運んで
使えるテレワークデスク「U#I2（Ϣビック）」を生み出した。
「新たな長ण社会向け商品・サービス開発」では、これまでの商品開発とは一線を画し、生活者目線で長ण社

会における個人の生活やまちをよりよくするためのものやサービスに特化している。これまでに、コミュニケー
ションロボットやIoT家ి、パーソナルモビリティ等のコンセプト設計や開発に携わり、全員参加で高齢者も活
躍の場を広げられる事業に貢献してきている。さらに関連企業からは、今までの開発手法では得られないような
意見・アイデアを得ることができたとの声も聞かれている。
「リビングラボの手法を用いた政策立案」では、リビングラボを全市に展開することで、真の市民ニーズや地

今泉台地域でのリビングラボの様子 開発され商品化したテレワーク用家具
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域課題をந出し、総合計画や政策立案における新たな市民参画の手法として用いることを考えている。令和 2 年
8 月現在、高齢者のデジタル機ث使用に関するニーズ調査とԾ説検証を行っている。
倉リビングラボの最大の特徴は、NPOがコミュニティビジネスとして地域のコーディネーター役を担っていח

ること、住民が報ुを得てプロの生活者として参加していることである。世代や性別を問わず多様な住民が主体
的に活動に参加し、活躍することで地域活性化につながることが期待される。

ᶆ՝୊ͱޙࠓͷల։
今後の展開に向けח倉リビングラボでは 3 つの課題が挙げられている。 1 つ目の課題は、参加住民へのフィー

ドバックの仕方である。例えば商品開発の場合、途中段階すべてを伝えることが現行の法制度や知財管理では難
しい場面があり、住民としては自分がどう関༩・貢献しているか見えにくいことがある。主体的にモチベーショ
ンをもって継続参加するのに適切なフィードバックや、自らの「気づき」を促すことが重要である。

2 つ目の課題は、,PI（重要業績評価指標）の設定である。リビングラボの中で得られる新たな価値は数値化
しづらく、どの程度の目標設定が適当なのかについても考えなければならない。目標を設定するには、地域の現
状を知ることからはじめる必要があり、地域に対する現状調査が重要なカΪとなる。

3 つ目の課題は、リビングラボをいかにして市内全域へ普及するかである。地域の抱える課題や、地域の持つ
資源や特性は、各地域にݻ有のものが多く容қに横展開できるものではないため、セミオーダーメードの対応が
必要となる。成功事例を他地域に広げていくためには、それぞれの地域ごとに工෉していく取組が重要となる。

今後は、リビングラボの全市展開に向け、その知名度向上と体験する人を増やすことを通して、新たな担い手
づくりと活動場所の開୓を進めることが求められている。

ʢ3ʣ�௕໺ݝͷ事例

ᶃ௕໺ݝͷ֓ཁ
長野県は南北に長く、急फ़な地形で標高ࠩが大きいため気候や自然環境、生態系が多様性に富んでおり、地域

ごとに独自の文化が育まれている。県内の多くの地域が首都圏、中京圏から200ᶳ圏内と比ֱ的アクセスが良い
一方で、中山間地域が多く、過ૄ市町村は77市町村のうち37市町村（全国 3 位）と、人口流出、少子化がݦ著で
ある。

ᶄऔ૊ʹܦͨͬࢸҢ
人口流出により、生活にෆ可ܽなサービスを維持していくことがࠔ難になっており、地域づくりの担い手確保

鬼無里地区での里山暮らし体験ツアーの様子 小川村での空蔵の改修の様子
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やその育成が課題であった。そうした人材を外部に求めるにせよ、地方に貢献したいと考える若者等へアプロー
チする手法や経験に๡しく、都市部の人材を多様な形で地域に継続的に関わらせるなど、地域の活性化を担う人
材を֫得するための施策を具体化できずにいた。

そのような状況の中、平成28年11月、総務省の「これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会」に当時
の長野県移住担当室長が委員として参画したことを契機に、関係人口に着目し、県として取組を進めるため、国
の「関係人口創出事業」に手を挙げ、具体的な作業に着手することとなった。

ᶅऔ૊಺༰
「信भつなぐラボ」とは、首都圏在住の参加者・自治体・地元住民が、それぞれの視点で経験やスキルを出し

合い、都会と田舎をつなぐ新しいプロジェクトを共創し、実証実験をするコミュニティである。
このラボでは、参加者同士がチームを組み、フィールドワークやインタビューを行い、地域の現状と課題、地

域資源を探りながら、その地域に何が必要なのかを検討し、実践するプログラムになっている。最終的にはその
取組を県内で開催するフォーラムの場で報告し、県内外に向けて広く発信することとしている。

この取組は、調査の令和 2 年 8 月現在で、 3 期にわたって行われているが、今回の調査では第 1 期の活動に携
わっていた౻原ਖ਼ࢯݡの話を基に、第 1 期（平成30年 9 月~平成31年 1 月）の取組内容を調査した。

対象地域は、長野市َ無里地区及び小川村であり、地域活動の運営スタッフの高齢化及び担い手ෆ足への対
策、地域外団体・NPO等の連携した運営体制の構築等を地域課題とଊえ、解決のための手法を検討した。その
際、多様なステークホルダーに参加してもらうため、民間事業者と連携して参加しやすい仕組みづくりを行っ
た。運営側が初めから具体的なミッションを決めないことにより、参加者にとっては自由度が高く、自主的に参
加しやすいものとなっている。

チームで行ったフィールドワークでは、現地ヒアリングや体験を中心に、地域課題の情報収集を行った。َ無
里地区では、「いまここにあるものを活かす」という暮らし方を都会の人にも体験してもらおうと、里山暮らし
体験ツアーを企画し、家族や友人連れの参加者をটいて地区の案内などをした。このツアーには首都圏から約20
名が参加し、َ無里地区の住民とのふれあいを通して、この地区のౙの暮らしを存分に味わってもらうことがで
きた。この企画は、参加者と地域住民の૒方から生まれた声を基に創り出されたという点に価値があり、参加者
が持つ「よそ者の視点」によって、地域住民も地域の魅力を再認ࣝすることができた。

小川村では、こども向けのアクティビティや空きଂ改修をテーマに、滞在型のプロジェクトを企画した。事業
終了後も活動が継続し、令和 2 年 5 月には、ଂを改修するための会社も立ち上がった。参加者からは、「用意さ
れた体験だけでなく、アクシデント的に起こることを楽しむʠ余白ʡをつくることもよいのでは」など積極的な
意見も出されるなど、地域での活動を主体的に楽しんでいる声がҹ象的であった。

今回の調査を通して、地域や自分自身との関わり方を模ࡧしている人は一定数おり、それらの人々が、地域住
民とのつながりを得られたことに高い満足感を感じていることが明らかになった。このようなマッチングは今後
も高いニーズがあると県では考えている。

また、このプロジェクトを通し、よそ者が地域に関༩することで、住民自身が自分の住む地域に関心を持ち、
「自分たちでも何か挑戦できる」と考える人が自治体職員を含め増加しており、シビックプライドの醸成にもつ
ながっている。

なお、今年度は、新型コロナウイルス感染症対策のため、オンラインを中心に実施しており、オンラインを活
用し今までにない都会と田舎の関係性づくりに挑戦している。

�ᶆ՝୊ͱޙࠓͷల։
県としては、事業を通して市町村に取組の場を提供することを重視している。継続性のある有意義な事業とす

るためには、自治体や受け入れ地域の೤意と受け入れ体制が大切になってくる。近年、関係人口という言葉を耳
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にするが、֓念の広さゆえにどのように取組を進めればよいか戸࿭う自治体も多い。そうした県内の自治体にモ
デルケースを提示することやノウハウを共有することが県としての課題となっている。うまく継続できなかった
事例を共有していくことが重要だと県が認ࣝしていることが非常にҹ象的であった。

しかし、上هの事業は単年度事業であるため、継続性と安定性にෆ安があり、県としても地域のキーパーソン
とともに、いかに持続可能な事業に育てていくかも課題といえよう。

今年度、「長野つながりコンソーシアム」が設置された。これは、長野県のほか、県内の市町村や関係人口の
取組実践者及び企業関係者をメンバーにܴえ、情報共有や協働事業を実施するものである。

プログラムが終了した後も、各々が地域の関係人口として関係を継続し、その地域とともに面白い仕ֻけづく
りを展開していくことを期待したい。

͓Θりに
今回調査した横浜市、ח倉市及び長野県に共通するのは、地域の社会構造を理解し、その地域に何が必要かを

しっかり見極めたうえで行動しているということである。また住民をプロの生活者として位置づけ、生活の中の
小さな気づきを起点にすることを大切にしていることも共通している。

今回の調査を通し、リビングラボという手法を用い、生活の中で取組と評価を܁り返しながら、サービスや商
品、新たな価値を生み出す過程の中にこそ信頼が生まれ、地域の関係性が築き上げられることを学ぶことができ
た。

また、コロナ禍で既存の地域活動が制約される中、次なる取組の४備期間とଊえ、この時代に必要なことが何
かを໚ࡧするためにオンラインツールを活用し、試行錯誤しながら前に進もうとする姿もҹ象的であった。

リビングラボは目的ではなく、あくまで課題解決のための手法である。今後も地域課題が刻々と変化するなか
で、必要とされる地域ニーズをしっかりと見極めていく必要がある。リビングラボは柔軟で൚用性も高いため、
様々な課題解決に用いることが可能であり、今後も地域の実情に応じた展開が見込まれる。これからも持続可能
なリビングラボが全国で生まれることを期待したい。

編注＝�令和 2 年度国内調査研究報告書（web会員限定公開）
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第̓章　地域活性化ηϯλʔ৬һʹΑΔࠃ಺ௐࠪڀݚͷใࠂ

人をूΊるιーシϟルϝデΟΞར活用ज़
地域活性化センター企画グループ：川田�寛実、地域リーダー養成課：石川�奈緒美、編集室：飯野�直美

はじめに
スマートフォンの急速な普及などもあり、人々のインターネット利用時間は増加し、誰もが容қに情報を収集

することが可能となった。スマートフォンの普及に比例するように利用者が増大しているのがソーシャルメディ
アである。ソーシャルメディアとは、「ブログ、ソーシャルネットワーキングサービス（以下「SNS」という。）、
動画共有サイトなど、利用者が情報を発信し、形成していくメディア」のことをいう（※ 1 ）。また、「利用者同
士のつながりを促進する様々な仕ֻけが用意されており、ޓいの関係を視覚的に把握できる」ともされており、
૬ޓのやりとりができる૒方向型のメディアという点が大きな特徴である。

令和元年の総務省の調査（※ 2 ）によると、ソーシャルメディアは日本人の約 8 割が利用しているということ
であり、スマートフォンとともに社会の基൫となるツールだといっても過言ではない。

ソーシャルメディアといっても、そのൣ囲は広く、SNSだけでもTwitter、LIN&、InstaHram、Facebookなど
多数のサービスが展開されており、それぞれのメディアでϢーザー層や表現の෯、コンテンツの残り方などの特
徴が大きく異なっている。その特徴をまとめると以下のとおりである。
（※ 1 ）総務省「平成30年版情報通信白書」）
（※ 2 ）総務省「令和元年版情報通信白書」）

このように、インフラ化しているソーシャルメディアは、自治体の新たな情報発信ツールとしても積極的に利
用されており、ほぼすべての自治体がいずれかのSNS公式アカウントを開設している（※ 3 ）。総務省の調査

（※ 4 ）によると、半数以上の自治体が「地域内の市民・企業向け情報提供」「地域外向け情報提供」「災害時の

種類
国内月間
アクティブ
ユーザー

ユーザー層 特徴

LINE 8,600 万人 全世代が利用
幅広い

・インフラ化したメッセージツール
・プッシュ通知を使った情報発信
・LINE�API を使った自社サービス連携

Twitter 4,500 万人 20代が多い
平均年齢は 35歳

・リアルタイム性と情報拡散力
・興味関心でつながる
・短文のコミュニケーション

Instagram 3,300 万人 10代と 20代で
半数以上を占める

・雑誌感覚、ビジュアル訴求
・フィードとストーリーズの使い分け
・ハッシュタグからの流入

Facebook 2,600 万人 登録者数は
20代と 30代が多い

・実名制でリアルなつながりを反映
・ビジネスシーンでの活用
・コンテンツの自由度が高い

出典：株式会社コムニコ調べ「【2020年11月版】人気ソーシャルメディアのユーザー数まとめ」
https://blog.comnico.jp/we-love-social/sns-users

【表 1・主なSNSのユーザー層と特徴】

令和５年度地域づくり別冊９月号136



情報発信」のためにソーシャルメディアを活用しているが、૒方向型の活用ができている自治体は 3 割に達しな
い。このことから、ソーシャルメディアの利点である૒方向性を生かすためにも、各ツールの特徴を理解したう
えで、目的や戦略を明確にして運用することが課題だといえる。

そこで、自治体のソーシャルメディア活用のポイントを探るために、単なる情報発信にとどまらず、ソーシャ
ルメディアの利点を生かした運用を行っている先進事例を調査した。調査対象として、InstaHramを活用する神
ಸ川県葉山町、Twitterを活用する࡛ۄ県、LIN&を活用する宮࡚県都城市、を選定した。

（※ 3 ）2018年度「市区町村広報広ௌ活動調査」
（※ 4 ）平成25年 3 月ɹ総務省「地域におけるICT利活用の現状等に関する調査研究」

事例調査
ʢ1ʣਆಸ઒ݝ༿ࢁொެࣜ*OTUBHSBNʮ༿ࢁΦϑΟγϟϧʯ

ᶃொͷ֓گ
神ಸ川県葉山町は三Ӝ半島の西部に位置する人口約3.3万人の町で、ఱߖต下の別૳「ޚ用ఛ」の所在地、近

代日本Ϥットの発঵地として有名である。
東京から50キロ圏内に位置しているが、町内にはమ道がなく、葉山町へ行くにはJR横ਢլ線・ḟ子駅、京浜急

行線のḟ子・葉山駅からバスを使う必要がある。
葉山の海は、砂浜とؠ঴が交ޓに連なる南北 4 キロメートルにおよぶ美しい海؛線が特徴で、平成 8 年には

「日本のॷ・ඦ選」に選ばれている。

ᶄ事ۀ։࢝ͷܦҢ・໨త
葉山町は、交通アクセスがෆศで、ショッピングモールや著名な観光地に๡しく、また、高校や大学がなく、

就職先も少ないことから若者の流出と高齢化が課題となっていた。町では、その解決のために、町の魅力を発
۷・発信し、移住定住の促進を目指して若者への情報発信を強化していくことにした。若者にアピールするた
め、公式ホームページや広報ࢽをどのようにॆ実させるべきか೰んでいたところ、新規採用職員の話から、若者
の情報検ࡧの方法がHooHleなどの検ࡧエンジンからSNSに変化していることに気づかされた。そこで、若者が多
く利用するSNSを活用することに決め、平成27年 6 月に公式InstaHram�「!hayama@official」の運用を開始した。

ᶅऔ૊಺༰
InstaHramは10～30代がメインϢーザーであり、フΝッション・食・景色の౤ߘが多く、旅行先や商品を探す

情報源としても使われている。この特性を生かし、ターゲットである20～30代の町内外の若者に対してࣸ真と動
画で町の魅力を発信している。運用開始当初は毎日౤ߘし、地道な周知活動を行っていたが、なかなかフォロワ
ー数が伸びなかった。そこで、実際に意見を聞こうとフォロワーを集めたオフ会を開催したところ、「職員の皆
さんがフレンドリーで楽しかった」という意見が出た。これまでの౤ߘでは伝わらなかった親近感を評価する意
見をきっかけに、ためぐちでの౤ߘを開始し、ダジャレや問いかけなども取り入れ親しみやすい౤ߘに切り׵え
た。また、観光名所をөすというよりは「葉山で暮らすと味わえる日常」という「暮らしの目線」を大切にした
౤ߘを意ࣝすることにした。空だけ、海だけのࣸ真ではなく、葉山で生活をしている「人の姿」を入れるなどの
工෉や、మ道駅がないため「歩き」が必ਢである葉山での生活をイメージしてもらうために、路地ཪから海が見
える風景など、歩いているからこそ見つけられる魅力を発信している。

同時に、「�葉山歩き」というハッシュタグを設けて、一般Ϣーザーにも葉山町の魅力が伝わるࣸ真の౤ߘを促
している。「�葉山歩き」で実際に౤ߘされたࣸ真のࣸ真展を開催したり、フォトブックを作成するなどリアルイ
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ベントも展開するほか、京浜急行ిమ「葉山ঁ子旅きっ΀」のハッシュタグキャンペーンや、パナソニック株式
会社とフォトコンテストを行うなど、企業とのコラボレーションも行っている。

ᶆޮՌ・࣮੷
暮らしの視点からࡱ影された美しいࣸ真と、友達に話しかけているような親しみやすい౤ߘが話題となり、フ

ォロワーが増加し続けている。現在のフォロワー数は人口を超える約3.4万人にのぼり、現在も週に50～60人ペー
スで増えている。このフォロワー数は、自治体がࡱ影したࣸ真を౤ߘしているアカウントとしては全国 1 位であ
る。また、「�葉山歩き」の౤ߘ数は約9.1万݅に達する。

葉山町ではアカウントを開設した平成27年度以降、人口の社会増が続いており、InstaHramのࣸ真が口コミに
寄༩しているのではとの見方がされている。

SNSの૒方向性を生かしている点では、「�葉山」のついた౤ߘや位置情報が葉山
町の౤ߘには「いいね！」を押し、フォローバックを行うなど、フォロワーに対し
て発信側からも積極的なアクションを行っている（フォローバックは上限があるた
め、現在は休止中）。

ᶇޙࠓͷ՝୊・ల๬
「�葉山歩き」により発۷された町の魅力は、葉山町の財産であると担当者は話

す。また、より効果的に町の魅力を発信していくためには、オフ会などでコミュニ
ケーションを図ることや流行をහ感に察知することなど、楽しみながら継続できる
仕組みづくりが大切であると語った。

さらに、SNSはアップデートにより新しい機能が次々と追加されるため、その機
能の特性を分ੳして活用していきたいとのことである。例えば、ෳ数ຕ౤ߘ機能を
活用し 2 ຕ目以降にメッセージや౤ߘのཪ側を掲ࡌすることや、アクセスしやすい
ストーリー機能を活用して通常౤ߘに誘導し、通常౤ߘは美しいࣸ真を஝積するよ
う使い分けるつもりだという。コロナ禍において、ドローン動画等も活用して現場
のີ着感を発信しリモートトリップを推奨していくなど時代に合わせていくこと
や、新しいSNSについても同様にその特性を理解して活用していくことが今後の課
題であるとのことであった。

ʢ2ʣ࡛5ࣜެݝۄXJUUFS
ᶃݝͷ֓گ

県は首都圏の中ԝに位置し、関東地方では神ಸ川県をআくۄ࡛ 1 都 4 県に隣接す
る。ߥ川や利根川をはじめとする豊かなՏ川、ட父の美しい山並み、見প田んぼや

写真 3　Instagramの写真を
フォトブックに写真 2　投稿作業の見学写真 1　暮らしの目線を大事に

葉山町公式Instagram

葉山町公式Instagram
QRコード
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෢ଂ野のࡶ໦林など、豊かな自然に恵まれるとともに、災害が少なく、շ੖日数が全国 1 位という環境のもと住
みよい暮らしと活発な経済活動が営まれている。

県の人口は約739万人と全国ۄ࡛ 5 位、人口増加率は全国 3 位であり、その多くは首都・東京に隣接する東南
部に集中し、首都のベッドタウンが形成されている。

また、東北・関越・圏ԝ道をはじめとした 6 つの高速道路と東北・上越など 6 つの新幹線が整備され、東日本
の主要都市と結ばれるなど、全国۶指の「交通の要衝」としての優位性を確保している。多くの企業や人をݺび
込んでおり、都市の賑わいと利ศ性をあわせ持っている。

令和 3 年は࡛ۄ県が産声を上げてから150周年をܴえるه念の年である。࡛ۄに関わる一人ひとりが改めて࡛
県の発展の歴史を学び、見つめ直し、魅力を再発見して県内外へと発信し、未来へとつないでいくため、様々ۄ
なプロジェクトを展開している。

ᶄ事ۀ։࢝ͷܦҢ・໨త
県では様々なソーシャルメディアを利用した広報広ௌに取り組んでいる。その公式アカウント数はۄ࡛

Facebook55、Twitter44、LIN& 8 、YoVTVbe25、#loH 3 、InstaHram19などとなっており、総アカウント数は
150を超える。これら全てのアカウントに利用規約や運用ポリシーが整備されており、この規定に基づき各担当
課において運用されている。

今回ヒアリングした࡛ۄ県県民生活部広ௌ広報課魅力発信担当（以下「広ௌ広報課」という。）によると、こ
のように多数のアカウントを所有しているのはターゲットごとに使い分けているからだという。広ௌ広報課が担
当するのは「コバトン家ʗち」のFacebook、Twitter、「さいたまつり」のFacebook、Twitter、InstaHram、
YoVTVbe、「࡛150ۄ周年」のFacebook、Twitter、InstaHramであり、今回はこれらのアカウントについて調査
をした。

ᶅऔ૊಺༰
「コバトン家ʗち」はゆるキャラが好きな人をターゲットに、࡛ۄ県のマスコットキャラクター「コバトン」

と「さいたまっち」が県内のおすすめスポットを訪れたりイベントに参加したりする様子を通じ、࡛ۄの魅力を
紹介している。「さいたまつり」はおࡇりが好きな人をターゲットに、県内で開催される年間60以上のおࡇりの
魅力を紹介している。「࡛150ۄ周年」は࡛ۄに関わる人をターゲットに、150年の歩みと魅力を伝え、おॕいム
ードを高めている。

広ௌ広報課が担当するFacebookでは、࡛ۄの歴史や文化を学ぶことができるه事文面がよくಡまれるなど、
中高年層のエンゲージメントが高い。一方、TwitterやInstaHramはキャッチーな言葉やࣸ真で若年層から中年層

アカウント 概要 コンテンツ
（フォロワー数/令和3年1月現在）

コバトン家／ち
埼玉県のマスコットキャラクター
「コバトン」と「さいたまっち」の
活動状況を発信

・Facebook（8,325 人）
・Twitter（22,084 人）

さいたまつり 年間 60以上ある埼玉のまつりの
魅力を発信

・Facebook（2,660 人）
・Twitter（17,170 人）
・Instagram（2,847 人）
・YouTube（133 人）

埼玉 150th
Project

埼玉県を知り、祝い、埼玉県の魅
力を発信

・Facebook（217 人）
・Twitter（7,127 人）
・Instagram（752 人）

広聴広報課魅力発信担当が運用するSNSアカウント
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をऒきつけている。このように、Ϣーザーの年齢層に応じたコ
ンテンツの使い分けを行うことにより、࡛ۄの魅力が෯広い世
代にಧく仕組みを構築している。

ᶆޮՌ・࣮੷
広ௌ広報課では、フォロワーやエンゲージメント数を増やす

とともに、フォロワーが離れていかないように、日々状況を把
握・分ੳしたうえで、職員が発案した様々な手法を取り入れて
いる。なかでも、より大きな効果をあげているTwitterに関す
る 4 つの取組を紹介する。

第一に、࡛ۄ県と民間企業が連携したプレθントキャンペー
ンである。これは࡛150ۄ周年公式ホームページの開設（令和 2 年 7 月31日）に
伴い、࡛150ۄ周年ه念事業パートナーの日本生命保険૬ޓ会社（以下「日本生
命」という。）と連携した企画である。࡛150ۄ周年公式ホームページの開設につ
いて日本生命がツイートし、このツイートをリツイートするとともに࡛150ۄ周年
と日本生命の両アカウントをフォローした人の中からந選で࡛ۄの໏菓が当た
る。このキャンペーンにより、フォロワーが約6,000人増加している。

第二に、芸能関係者の౤هߘ事を積極的に引用することである。広ௌ広報課は
一週間に 2 回、ハッシュタグで県の関連キーワードを検ࡧしている。これによ
り、࡛ۄ県出身の芸能人が࡛ۄの魅力やコバトンとのࣸ真を౤ߘしていたり、芸
能事務所のイベント情報で࡛ۄ県主催のイベントを紹介していたりする等、広ௌ
広報課で把握していない情報やࣸ真等を発見した場合には、これらの内容をツイ
ートやリツイートすることで情報を拡散している。この結果エンゲージメント数
の大෯な伸びがみられる。

第三に、SNSとリアルイベントの連動企画である。令和元年、࡛ۄ県と名古屋
を拠点に活動するエンターテイメント集団「ࡇnine.（まつりないん）」がコラボ
した「さいたまつりnine.ガチンコおࡇり 3 本勝ෛ！」が開催された。この企画は
に関しどちらが魅力的かを、さいたまつり公式Twitterでの事前౤ථとࡇのۄ࡛

11月14日（県民の日）に開催された県ிオープンデーイベントの当日来場者のリアル౤ථで勝者を決めたもので
ある。例えば「山車VS神༫」であれば、山車೿の人はいいね、神༫೿の人はリツイートといったように、SNSで
౤ථを行うことでエンゲージメント数が大෯に増加し、イベントの周知にもつながった。また、当日はࡇnine.の
登場とコラボうちわを使ったリアル౤ථを行うことでイベントは大盛況になるという૬৐効果が生まれている。

第四に、SNSの૒方向性の活用である。広ௌ広報課では、౤هߘ事への反応を 1 日 2 回以上確認し、いいね数
やエンゲージメント数について、現状の把握と分ੳを行っている。また、ポジティブなコメントや؆単な質問に
はいいねやコメントを返し、ネガティブなコメントや回౴しづらい質問に対しては、上࢘等に૬ஊした上で適切
な対応を行うなど、フォロワーの反応を重視している。このように、情報を発信するだけでなく、フォロワーと
のコミュニケーションを大切にすることにより、フォローが解আされないよう努めている。

ᶆޙࠓͷ՝୊・ల๬
りの中止や開催規模の縮小が૬次ぐなど、広ௌࡇ今、新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントやおࡢ

広報課では、リアルイベントの情報発信が少なくなる状況に直面している。また、以前からキャンペーンが終了
したり౤ߘ数が減少すると、フォロワーが減少することが課題となっている。

写真 4　渋沢栄一記念館を訪れる
コバトンとさいたまっち

埼玉県公式Twitter
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このような状況のなか、「コバトン家ʗち」では、コバトンとさいたまっちがインスタライブを行うなど、౤
りを知って、次回は行ってࡇのおۄ࡛、の魅力をಧけている。「さいたまつり」ではۄを通して元気な姿と࡛ߘ
みたいと思ってもらえるように、過去のおࡇりのハイライトを౤ߘしている。

広報広ௌ課によると、今後もフォロワーが期待していること、求めているニーズにあった౤ߘを行い、フォロワ
ーが離れていかないようにすることが必要だと考えている。また、おࡇりなどについては、本当に知りたいと思っ
ている人・興味を持っている人を把握するために分ੳを強化し、さらにフォロワーを増やすことを目指している。

そして、令和 3 年11月14日にܴえる࡛150ۄ周年については、公式ホームページとSNSの連動等によりフォロ
ワーを増やし、認知度を高め、歴史を知る・ॕう・伝えていく機運をより一層高めていく方針だ。

担当者は、広ௌ広報課は全ி的に使えるツールを伝えていく立場であるため、アンテナを高くし、今後も新た
なSNSを取り入れるなど様々な取組に積極的にチャレンジし、効果的なものがあれば広く知らせていくと語って
くれた。

ʢ3ʣݝ࡚ٶ౎৓ࣜެࢢ-*/&ΞΧ΢ϯτʮ౎৓ࢢ-*/&ʯ
ᶃࢢͷ֓گ

宮࡚県都城市は、平成18年に都城市、山೭口町、高城町、山田町、高࡚町の 1 市 4 町が合ซし、新・都城市と
して誕生した。宮࡚県の南西୺（ࣛࣇ島県との県境）に位置し、面積は653.36ᶷ、人口は160,126人（令和 2 年10
月 1 日時点）である。۝भॎ؏自動車道及び国道、主要地方道が整備されたほか、JR日豊本線及び吉都線が走り、
40ᶳ圏内には宮࡚空港とࣛࣇ島空港があるなど交通の要衝となっている。

主要産業は農業であり、平成30年市町村別農業産出額において全国第 2 位、ச産部門では日本一を誇る。ま
た、মயメーカー売上高ランキングで 8 年連続日本一のໄ島ञ造株式会社の本社もあり、工業出ՙ額も県内一と
なっている。「日本一の೑とমய」に特化したPRが૗功し、平成27年度から 2 年連続でふるさと納税の寄ෟ݅
数・寄ෟ額ともに日本一を֫得し、令和元年度においても寄ෟ݅数が日本一、寄ෟ額は第 2 位と上位自治体の常
連となっている。

平成30年 4 月には、図書館、保健センター、子育て支援拠点施設、まちなか広場を集約した中心市街地中֩施
設「Mallmall（まるまる）」を開館。グッドデザイン৆を受৆したほかオープン 1 年で来館者180万人を達成する
など、中心市街地の活性化につながっている。

ᶄ事ۀ։࢝ͷܦҢ・໨త
都城市では、前ड़のふるさと納税をはじめ、都城市フΝンクラブやミートツーリズムなど関係人口を増やす取

組を推進するとともに、移住促進にも力を入れてきた。情報発信としては、市運営サイトでAIを活用したイベン
ト情報を掲ࡌするなど、住民向けの情報提供を強化してきたが、形式的な発信にとどまっており、より住民のニ
ーズに合った情報発信を行うことが課題であった。市の魅力を発信し、関係人口の増加と移住促進、そして地域
が活性化され魅力がさらに高まる、そうした好循環を生み出す仕組みを模ࡧしていた。

その解決策として、市では国内利用率 8 割といわれるLIN&アプリに着目し、より෯広い年代のニーズを踏ま
えた情報発信の方法について検討を行っていた。ちょうどその時、LIN&（株）が有ঈ提供していたLIN&公式ア
カウントを無ঈ化したうえで、自治体が市民に情報発信しやすい「地方公共団体プラン」を令和元年 5 月から提
供し、「持ち運べる役所」をキーワードに全国でのサービス展開を始めることとなった。市としては、独自にア
プリ開発を行う場合のコストなどと比ֱしたうえで、既存Ϣーザーが確保され、安定稼働しているアプリを低コ
ストで利用できるとの判断から、令和元年10月31日より都城市公式LIN&アカウント（以下「都城市LIN&」とい
う。）を開設し、運用を開始したのである。

141令和５年度地域づくり別冊９月号



ᶅऔ૊಺༰
都城市LIN&では、ਝ速な情報配信やサービス提供、移住૬ஊ対応を実現すべく、主に 5 つの用途で運用して

いる。

ʢΞʣϦッνϝχϡʔʹΑΔࢢͷޱؔݰ
市の公式ウェブサイトやイベント情報ページなど、都城市の様々な情報へのアクセスが可能となっている。

ʢイʣηάϝϯτ഑৴ʹΑΔ৘ใఏڙ
友だち追加をすると欲しい情報を自由に選୒でき、選୒された情報に基づき、関連情報をプッシュ通知にてਝ

速に配信している（例ɿආ難情報の配信、移住関連情報を移住に関心がある人のみに配信）。

ʢ΢ʣΩʔϫʔドԠ౴ʹΑΔ͝Έ෼別ํ๏ͷҊ಺・ఆظ഑৴ػೳʹΑΔ͝Έऩ集೔ͷҊ಺
ごみの分別方法は、市の公式ウェブサイトでアクセスの多いページであることから、؆単に分別方法を調べられ

る機能を提供している。また、セグメント配信を定期実行する定期配信機能を用いてごみ収集日を案内している。

ʢΤʣνϟッτϘッτʹΑΔ֤छূ໌ॻͷऔಘํ๏Ҋ಺
住民にとって取得機会の多い証明書の取得方法を؆単に調べられるチャットボットを提供し、市役所へのి話

などによる問合せの࡟減にもつなげている。

ʢΦʣ-*/&νϟッτʹΑΔҠॅ૬ஊ
全国初となるLIN&チャット機能による有人での移住૬ஊを開始し、移住૬ஊ者が気軽に問合せをすることを

可能とした。回౴内容の定型文登録も可能であり、移住担当者の業務効率化にもつなげている。

さらに令和 2 年10月 1 日には、より利用者目線で使いやすく、ほしい情報を見つけやすくするために、都城市
LIN&のリッチメニューをリニューアルした。このリニューアルで、新型コロナウイルス感染症関連情報や市の
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名産が当たるプレθント、ふるさと納税など、市民ニーズが高いコンテンツをॆ実させるなど情報発信力を向上
させている。

ᶆޮՌ・࣮੷
都城市LIN&開設当初11月の友だち登録者数は1,781人であったが、手軽かつਝ速に情報を入手できることから

徐々に登録者数が伸びていき、新型コロナウイルス感染症に関する情報発信やプレθント企画などによりさらに
登録者数が増え、令和 2 年 9 月末時点で25,757人となった。同時点の友だち数の人口比は16.5％であり、۝भ地
方の政令指定都市をআく10万人以上の都市において 1 位を֫得した。

1781 2429
3080 4344

6395 9650
11152

12787
18836

24073 25757

表 1　都城市LINE友だち登録数とその推移（令和元年11月～令和 2年 9月）

また、気軽に૬ஊができるチャット機能による૬ஊ対応も好評であり、仕事探しや空き家探しなど、きめࡉか
な移住૬ஊサポートを行うことで、コロナ禍においても他県からの移住者֫得につながっている。都城市LIN&
利用者からは、LIN&のチャット機能の活用により気軽に問い合わせができ、しかも質問への回౴がૣい点や、
市内の新型コロナウイルス感染症に関する情報がすぐに分かることから、非常に助かっていると感ँの声があが
っている。

ᶇ՝୊・ޙࠓͷల๬
LIN&アプリは一定のಗ名性が担保されていることから、気軽に૬ஊがしやすい反面、移住૬ஊの質を上げる

ために必要な૬ஊ者の年齢、世ଳ構成といった情報が把握できないケースが多く、また情報発信の頻度を上げる
とブロックされ、それ以降の情報提供ができなくなるなど、いくつかの課題を抱えている。しかし、それらを解
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決していくことで、住民の利ศ性を向上させていくことができるとの期待もある。
都城市は、LIN&アプリを活用して情報発信力を強化し、さらに利用者の利ศ性

を考え開設 1 年後にリニューアルするなど、常に利用者目線で必要な情報を提供
し続けている。また、プレθント企画やおすすめスポットの౤ߘなど、市と住民
をつなぐ取組も実施しており、一方的な情報発信ではなく૒方向性を心ֻけてい
る。

さらに、マイナンバーカード申請率が高いことを受け、窓口
混ࡶ緩和のためLIN&（株）が実施する「市役所窓口でのॱ番
待ち予約のためのミニアプリ事業」に応募し、令和 2 年10月か
ら全国の自治体で初めて同アプリを導入するなど、利用者の利
ศ性向上に努めている。

࡯ߟ
3 事例に共通するのは、①情報発信の目的、目標、ターゲットが明確であり、各ソーシャルメディアの特性を

理解した運用をしていること、②住民や企業を巻き込み、リアルイベントやキャンペーンを効果的に活用してい
ること、③૒方向性を生かし、利用者の声を集める広ௌツールとして活用していること、の 3 点である。

ソーシャルメディアは即時性・拡散性が一つの特徴であるが、長文をಡませたり、情報をストックしたりする
ことはෆ向きである。InstaHramでは視覚にૌえる画૾を掲ࡌし、Twitterでは即時性を活かして災害情報やイベ
ントをリアルタイムで発信するなど、情報の一部や画૾で興味を引きつける౤ߘを行うことで、多くの人を公式
ホームページに誘導し、伝えたい人により的確に情報をಧけようとしている。

一番のポイントは、ソーシャルメディアを広ௌツールとして活用することだ。広報ࢽや公式ホームページは一
方的に情報発信をするのみであるが、ソーシャルメディアはコミュニケーションツールとして૒方向のやりとり
ができることから、広報と広ௌの機能を兼ね備えている。その即時性・手軽さから利用者の声を反өしやすく、
分ੳも容қである。今世の中ではどのような情報が求められているのか、利用者がどんなことに興味を持ってい
るのか等、利用者のニーズを把握することで、より人々をऒきつける発信が可能となる。そもそも行政を行うう
えで、また、住民と行政の協働を考えるうえで、住民の声を聞き政策に反өしていく広ௌは最も基本的な活動で
ある。対等な立場で手軽に住民の声を聞くことができる有用なツールを活用しない手はない。

自分たちにとっては当たり前の事象であっても、思いがけず人々のڻきや感動をݺぶこともあり、利用者の反
応から地域の価値を再認ࣝすることもあるだろう。حをてらった౤ߘや美しいものだけを追求し続ければハード
ルが高くなってしまう。ி内で横串のSNSチームを作り、情報交׵をしながら楽しんで運用できるような、継続
的な発信が可能となる仕組みづくりが必要である。そうした体制ができれば、その地域に興味を持ってもらった
り、行政を身近に感じてもらうための入り口として活用し、分ੳや検証をઈえ間なく行いながら、フΝンを֫得
して離さないような運用を行うことができる。

なお、ソーシャルメディアの特徴を活かすためには、決ࡋ手ॱを؆素化してある程度柔軟性をもたせることも
ซせて検討する必要があることを付言したい。

最後に、ご多忙の折、本調査にご協力いただいた皆様にお礼を申し上げ、報告とする。

ʢߟࢀจݙʣ
ਗ਼水将೭、h 自治体広報SNS活用法�地域の魅力の見つけ方・伝え方 、ɦ第一法規出版、2020
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第̓章　地域活性化ηϯλʔ৬һʹΑΔࠃ಺ௐࠪڀݚͷใࠂ

νϟϨンδしや͢い·ͪͱ͸
地域活性化センター地域づくり情報課�編集室：塚本�悠太、移住・交流推進課：髙木�明大

はじめに
ʢ1ʣௐࠪഎܠ・໨త

東京への一極集中や少子高齢化が進行する日本では、地方における地域社会の担い手の減少や地域経済の縮小
などの問題が生じている。この問題を解消するため、国は「第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦略（2020改గ
版）」（令和 2 年12月21日）において「活力ある地域社会」の実現と「東京圏への一極集中」のੋਖ਼を目指し、 4
つの基本方針と 2 つの横断的な目標を設定した。その中の基本目標 1 「稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働
けるようにする」では、地域特性を活かした起業へのチャレンジを行政が後押しすることが示されている。

このような背景もあり、地方では地域課題の解決につながる民間事業者の活動が注目されており、その活動を
「チャレンジ」とଊえ「日本一・世界一チャレンジしやすいまち」を掲げる自治体・団体が増えている。そうし
た自治体・団体は、チャレンジを誘発するための取組を行っていると考えられる。

そこで、本ߘは「チャレンジしやすいまち」をテーマとして掲げ、継続的なチャレンジが生まれる環境づくり
を行う自治体・団体の取組を調査することで、チャレンジが生まれ続けるために必要な要素や課題を把握し、他
の自治体の参考とすることを目的とした。なお、ここで用いる「チャレンジ」とは、地域課題の解決につながる
起業をすることまたは新規プロジェクトを立ち上げること、とした。

ʢ2ʣௐࠪ地ͷબఆ
対外的に「チャレンジしやすいまち」を掲げ、民間事業者によるチャレンジを積極的に支援する自治体・団体

として、࡛ۄ県横੉町、島根県Ӣ南市、一般財団法人こゆ地域づくり推進機構（宮࡚県新富町）を調査対象とし
た。

県横੉町は「日本一チャレンジしやすいまち」を掲げ、同町をチャレンジのフィールドとして提供する官ۄ࡛
民連携プロジェクト「よこらぼ」を設けている。

島根県Ӣ南市は「Ӣ南ソーシャルチャレンジバレー」を目標に掲げ、子ども・若者・大人・企業のチャレンジ
の連࠯による持続可能なまちづくりに取り組んでいる。また、Ӣ南市チャレンジ推進৚例を制定し、様々なチャ
レンジを長期的な視点で支援している。

こゆ地域づくり推進機構は、宮࡚県の新富町の出፷により設立された地域商社で、特産品ൢ売によって得た利
益を新しい価値を生み出す起業家の育成という形で地域に再౤資している。「世界一チャレンジしやすいまち」
をビジョンに掲げ、新富町（ࣇ湯地域）でのチャレンジを支援している。

調査಺༰
ʢ1ʣ࡛ݝۄԣ੉ொ
ᶃԣ੉ொͷ֓ཁ

横੉町は、࡛ۄ県の西部、ட父ຍ地の東୺にある人口約8,000人の町である。東京から70km圏内に位置し、஑
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ା駅から最短72分で訪れることができる。
気候は、山地に囲まれたຍ地であるためפ暖のࠩが比ֱ的大きいものの、四季を通じて֓ねԺやかである。主

要産業はセメント関連や観光農園で、イチゴやブドウなどの果物、ߚ஡などが特産品として人気がある。

ᶄνϟϨϯδʹؔ͢Δऔ૊࣮ܦͨͬࢸʹࢪҢ
横੉町では、平成 7 年の10,194人をピークに人口減少が継続しており、65ࡀ以上の࿝年人口比率は31.5％（平

成29年 9 月 1 日現在）となっている。町は、人口減少、高齢化に対し様々な施策を行ってきたが、それだけでは
ෆे分で、町の未来を変えるための新たな施策が必要であった。

そうした中、平成28年 9 月、町は新たな施策として官民連携プラットフォーム「横੉町とコラボする研究所」
（通শ「よこらぼ」）を立ち上げた。よこらぼは、地域課題の解決や地域活性化に関する事業の実証実験の場とし
て横੉町を提供する取組である。スタートアップ企業などの中には地域課題をビジネスで解決する仕組みを検討
する民間事業者もあるが、そのアイデアを実証できる場所が少ない。そこで、横੉町をその実証実験の場として
提供することで、民間事業者のニーズに応えつつ、横੉町の地域課題の解決や地域活性化を図ろうとするもので
ある。

よこらぼを活用して、民間事業者のチャレンジを横੉町で受け入れ、支援する。また、町民も積極的にチャレ
ンジする、あるいはチャレンジしようとする人を応援するという意味を込め、横੉町は「日本一チャレンジしや
すいまち」を掲げた。

ᶅऔ૊ͷ಺༰・੒Ռ
よこらぼは、民間事業者のアイデアと資源を活用して地域の活性化を図ることを目的に、民間企業、研究機関

あるいは個人による実証実験や新規プロジェクトの実施を受け入れている。町の具体的な課題を提示し、民間に
その課題の解決策を求めるのではなく、ʠ提案者が横੉町とやりたいことを広く受け入れていくʡことに重きを
置いている。

よこらぼの事業の流れは次のとおりである。民間事業者から、横੉町で実施したい事業を提案してもらい、月
1 回の৹査会で৹査する。৹査会は、町議会、町区長会、町観光協会、町行政経営৹議会、ட父商工会議所、金
融機関、町役場からなる計17名で構成される。৹査会では、特に事業の新規性と将来性、町民にとってのメリッ
トと事業者にとってのメリットなどの観点から提案に対する評価が行われ、৹査結果を町長に౴申する。採୒さ
れた事業は町と協働して実施される。ʠ新規性のあるアイデアの実証実験を、町の協力を得て一緒に行うことʡ
が、よこらぼの基本形である。

採୒された事業への町による支援は、ハード整備など多額の予ࢉが必要となるものではなく、町有の遊休資産
の提供や町民との調整、提案された事業に利用できる補助金等の紹介や申請の支援などである。採୒された新し
いチャレンジの内容は役場から町民に説明されており、これは町外から来たチャレンジャー（提案者）が円׈に
チャレンジを進めるにあたり有益なものとなる。極力予ࢉを使わずに提案者のチャレンジに協力することで、町
と提案者૒方にとってwin-winとなる関係を作っている。

令和 3 年現在、 5 年目となるよこらぼの採୒案݅数は、提案177݅に対し104݅（※ 1 ）となっている。事業分
野は、教育・子育て、新技術活用・開発、シェアリングエコノミー、健康づくり、特区申請、情報発信やイベン
トなど多ذにわたる。事業の主体も大企業から中小企業、スタートアップ企業、個人等と෯広い。

入り口を広くして多様な提案をݺび込み、可能な限りૣく決断して実行に移す。これにより多くの人、アイデ
ア、経験、情報が横੉町にもたらされている。よこらぼは多くのメディアに取り上げられ、それが講演や視察の
依頼につながることで知名度がさらに向上し、次のチャレンジが生まれるという好循環が生まれている。

（※ 1 ）平成28年10月から令和 3 年10月まで。令和 3 年10月27日時点。
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ᶆऔ૊ΛਐΊ͍ͯくதͰ޻෉ͨ͠఺
ʢᾜʣ෼໺ԣஅܕ・શிʢશொʣͰͷαϙʔτ体੍

よこらぼの提案は分野を問わないため、役場内においても、分野を横断した支援体制を構築する必要がある。
そのため、全課長を৹査会のメンバーに加えており、これにより分野を超えたスピード感のある支援が可能とな
っている。৹査や採୒後の支援にあたっては、関係者の役割分担を重視してそれぞれが自分の役割・੹೚を全う
する。加えて、案݅が各役割の間に取り残されないようʠ誰がʡʠ何をʡʠいつまでにやるのかʡを関係者全員で
共有することに努めている。

また、よこらぼには、町民の協力もܽかせない。横੉町役場では、町民に対してチャレンジの説明を行うと同
時に、事業への協力依頼をフットワーク軽く実施している。町民の理解を得るために必要なキーマンへの説明や
関係構築は、町外からのチャレンジャーには難しいため、役場職員が間を取り持つことにより、チャレンジャー
はスムーズにチャレンジすることができる。

ʢᾝʣʮΦʔϓϯˍϑϨϯドϦʔεϖʔε�ΤϦΞ����ʢ΍く͹ʣʯͷఏڙ
上هのように、役場が町民との間を取り持つだけでなく、チャレンジャーと町民が直接つながる場として、令

和 2 年 4 月から「オープンˍフレンドリースペース�エリア�898」（以下「898」という。）を提供している（図 1 ）。

コワーキングスペースやイベントスペース、ワークショップスペースとして898を提供することで、よこらぼ
のチャレンジャーなどが町民と関係を築き、横੉町にѪ着を持ってもらうことができる。898でのコミュニケー
ションから次のチャレンジの種が生まれるなど、チャレンジが生まれやすい環境を整えるという意義もある。

ᶇޙࠓͷల๬ͱ՝୊
よこらぼでは、多くのチャレンジが生まれ、それが次のチャレンジを生み出す種となって新しいチャレンジが生

まれる、という好循環が作り出されている。一方で、現状のよこらぼの運営体制では、増加していくチャレンジを
支援しきれないという問題もある。チャレンジが増えるにつれ支援する役場職員の事務量が増加するためである。

その解決に向け、横੉町は令和 3 年 9 月に地域商社「株式会社&NHaWA」を設立した。&NHaWAは主に「チ
ャレンジキッチン&NHaWA」という施設で商品の開発やൢ売を行っている（図 2 ）。&NHaWAは地域おこし協力
隊により運営され、将来的には、よこらぼでは受け切れなくなったチャレンジの受けࡼとする案もある。

今後、横੉町では、町民によるチャレンジも活発に行われることを目指している。その足ֻかりとして、よこ
らぼに加え、&NHaWAでの商品開発を通じたチャレンジを構想している。ʠすべて町産のもので作る横੉町の新
商品開発ʡを目指しており、その実現のためには、町内の農家や事業者等の協力がෆ可ܽである。&NHaWAで
の商品開発に携わることで、町民によるチャレンジも活発になることに期待したい。

図 1　オープン＆フレンドリー�スペースエリア898
（筆者撮影）

図 2　ENgaWAでのイベントの様子
（提供：ENgaWA）
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ʢ2ʣౡࠜݝӢೆࢢ
ᶃӢೆࢢͷ֓ཁ

Ӣ南市は、島根県の東部に位置し、県ி所在地であるদߐ市と出Ӣ市の南に接する人口約36,000人の市であ
る。総面積は553.18ὕで、島根県の8.3％を占め、その大半が林野となっている。有機農業が盛んで、安心安全な
農産物や食材が豊富に生産されており、また、県内有数の製造業の集積地でもある。

ᶄνϟϨϯδʹؔ͢Δऔ૊࣮ܦͨͬࢸʹࢪҢ
Ӣ南市では年少人口割合の低下と高齢化率の上ঢが続き、平成 2 年の国勢調査で高齢化率（19.9％）が年少人

口割合（18.6％）を上回った。平成27年の国勢調査においては、Ӣ南市の高齢化率は36.5％となっており、これ
は国立社会保ো・人口問題研究所が公表する令和25年の日本全体での高齢化率予測値（平成29年度推計）に૬当
する。また、Ӣ南市では主に就職や結ࠗ等を理由に東京圏やদߐ市、出Ӣ市への転出超過が続いており、様々な
場面を利用して一人二役の活躍ができる地域社会の担い手を生み出すための環境を整える必要があった。そのた
め、Ӣ南市では地域課題解決に自らチャレンジする「人材の育成・確保」を総合戦略に位置付けた。この目標
は、子ども、若者、大人、そして企業によるチャレンジが連࠯することによって達成されるとしている。子ど
も、若者、大人、企業が地域課題の解決に向けた「ソーシャルチャレンジ」を促進することで、Ӣ南市が、ICT
分野におけるシリコンバレーのようにチャレンジの最先୺となることを目指すものである。これを「Ӣ南ソーシ
ャルチャレンジバレー」として掲げ、チャレンジに対する支援を行っている。また、平成31年 4 月には「Ӣ南チ
ャレンジ推進৚例」を施行している。

ᶅऔ૊ͷ಺༰・੒Ռ
Ӣ南市は、子ども、若者、大人、企業と対象を分けてチャレンジを支援し、地域の未来を担う人材を長期的な

視点で育てている。各支援の具体的な内容は次のとおり。

ʢᾜʣকདྷΛ୲͏ਓࡐΛҭΉʮࢠͲ΋νϟϨϯδʯ
子ども世代（小学生～高校生程度）を対象とし、未来の地域課題を解決する人材を育てている。Ӣ南市でチャ

レンジする大人の話を聞く機会や、フィールドワークで地域を再認ࣝする機会、自分が考えたプロジェクトを地
域で実践する機会を提供することで、地域へのѪ着を創出しようとしている。これらの取組の結果、市内の高校
生の 9 割が「Ӣ南市が好き」と感じている。

ʢᾝʣ地域ͷະདྷΛͭくΔʮएऀνϟϨϯδʯ
主に大学生や20・30代を対象とし、大きく 2 つの取組を実施している。 1 つは、Ӣ南市内でのフィールドワー

クやインターンシップを通し未来の地域の担い手を育成する大学生向けのプログラム「Ӣ南コミュニティキャン
パス（U.C.C）」の実施であり、全国の大学からྦྷ計約460名の学生が参加している。

もう 1 つは、社会課題の解決に挑戦するという志を持った若者に、Ӣ南市をフィールドとして学びと実践の機
会を提供する人材育成プログラム「幸Ӣ南塾」の実施である。この取組は平成23年にはじまり令和 2 年度までに
約150名の卒業生を輩出している。卒業生によって設立されたNPO法人おっちラボは、市内の中間支援組織とし
てӢ南市でのチャレンジを行政とともに支援している。卒業生による法人の設立などにより、幸Ӣ南塾は10年間
で約90人の新規雇用を創出し、 9 ԯ円の経済効果をもたらした。

ʢᾞʣ地域ࣗΒ地域ΛͭくΔʮେਓνϟϨϯδʯ
自分たちの住む地域を自分たちの手でकり、自分たちの手で未来を作っていくための小規模多機能自治による

住民主体のまちづくり（地域自主組織の活動）を「大人チャレンジ」として支援している。
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Ӣ南市は、地域自主組織間の取組を共有する場として、 2 か月から半年に 1 回ほどの頻度で地域円୎会議を開
催している。地域自主組織間で情報が共有されることで、他の地域の取組に฿うことができ、市全体の自主組織
活動の底上げにつながっている。また、地域運営の担い手を育てる地域運営カレッジも開催している。これは、
地域の担い手の育成・確保を目的に、地域自主組織から推નされたメンバーが自らの地域の課題を基にテーマを
設定し、解決策を検討して地域に提案するというものである。

ʢᾟʣ地域ͱۀاͷڠಇʮۀاνϟϨϯδʯ
企業チャレンジは、Ӣ南市内外の企業が、Ӣ南市を実証実験の場としてチャレンジを行うものである。このチ

ャレンジは、地域自主組織との協働が৚݅であり、実証した事業が自走することを目指している。Ӣ南市・Ϡマ
ハ発動機株式会社・株式会社஛中工務店・NPO法人&TIC.とで結ばれた協定（※ 2 ）をൽ切りに、令和 2 年 3 月
までに、 4 つの企業チャレンジが生まれている。

（※ 2 ）第一஄協定では、Ϡマハ発動機が主導するグリーンスローモビリティの実証事業、஛中工務店が主導する「人生の大半の
時間を過ごすl建物zの中における人々の幸福度を測定する技術」の実証事業が実施されている。

ᶆऔ૊ΛਐΊ͍ͯくதͰ޻෉ͨ͠఺
ʢᾜʣνϟϨϯδࢧԉͷ৚例化

将来の地域を担う人材の育成は、長期的な育成・チャレンジ支援を続けることで、数े年後にその成果が表れ
る。Ӣ南市として、チャレンジを支援し続ける覚ޛを表明するため、平成31年 4 月に「Ӣ南市チャレンジ推進৚
例」を施行した。৚例化にあたり、市議会とも話し合いを重ねたことで、地域住民、議会、行政がチャレンジ支
援に対し共通理解を持つことができており、チャレンジによるࣦഊを受け止められる雰囲気が醸成されている。

ʢᾝʣϓϩδΣクτνʔϜͷ編੒ͱதؒࢧԉ૊৫ͱͷڠಇ
多種多様なチャレンジを支援するため、市役所内で分野横断型（農業、福ࢱ、移住・定住等）のプロジェクト

チームを作り、公的資金の案内や地域住民への説明、関係者との調整などを行っている。
また、行政だけで全てのチャレンジを伴走支援することは難しいため、中間支援組織であるNPO法人（前ड़の

「おっちラボ」等）に伴走支援を委託することで、チャレンジが円׈に行われる体制を確保している。
なお、プロジェクトチームには、チャレンジ毎の関係者やNPO法人も参画しており、支援が滞らない体制を作

っている。

ʢᾞʣ地域活性化ۀىਓͷ活༻
企業チャレンジの運営にあたっては、地域活性化起業人の制度（※ 3 ）を活用している。市役所内に事務ہを

設置して地域活性化起業人を配置（※ 4 ）することで、地域自主組織と民間企業が円׈につながるようにしてい
る。この制度は、国からの特別交付税ા置を受けられるため、市としての財政ෛ担を極力減らしつつ、外部の企
業と円׈に話を進められる環境が整えられている。

Ӣ南市では、（ᾜ）、（ᾝ）のように、チャレンジが地域とのハレーションを起こさないよう、チャレンジャー
と地域との接続を行っている。また、（ᾝ）、（ᾞ）のように市役所外の力を活用することで、各種チャレンジを
支援している。

（※ 3 ）地方公共団体が、三大都市圏に所在する民間企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら地域独
自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図る取組。国は特別交付税ા置によりこれを支援する。

（※ 4 ）令和 4 年 3 月現在、株式会社஛中工務店、株式会社ヒトカラメディア、ソウルドアウト株式会社から計 3 名がӢ南市に೿遣
されている。
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ᶇޙࠓͷల๬ͱ՝୊
Ӣ南市は、チャレンジを支援するにあたり、次の 2 つの問題を抱えている。
1 つは、若者チャレンジの取組がे分に市内に知れ౉っていないことである。今後、さらに地域がチャレンジ

を受け入れやすくなるようチャレンジによって地域にもたらされる価値、成果を見える化していく必要がある。
もう 1 つは、市内に大学がなく、大学進学等で若者がӢ南市を離れるために、チャレンジの連࠯が止まる場合

があることである。対策として、市外への転出者とӢ南市民がつながるコミュニティを作り、Ӣ南市を離れたと
してもつながりを持ち続けられる体制を構築している。つながりを持ち続けることで、将来、Ӣ南市に戻っても
らい、チャレンジに取り組んでもらうことを計画している。

ʢ3ʣҰൠࡒ団๏ਓ͜Ώ地域づくりਪਐߏػʢݝ࡚ٶ৽෋ொʣ
ᶃ৽෋ொͷ֓ཁ

新富町は、宮࡚県のほぼ中ԝに位置する人口約16,000人の町である。面積は61.53ὕで、海、川、台地など豊か
な自然に囲まれており、30分圏内に宮࡚空港や宮࡚港、高速道路ICがあるなどアクセスもよい。

主要産業は農業であり、約2,200ヘクタールある農地面積は水田と畑がほぼ半分ずつとなっている。水田地ଳで
はコシヒカリを主体としたૣ期水Ҵやトマト、キュウリ、ピーマン等の栽培が行われ、畑地ଳではメロン、タバ
コ、஡の栽培や養ܲ、೑ڇ、ཙ農等のச産が盛んに行われている。

ᶄνϟϨϯδʹؔ͢Δऔ૊࣮ܦͨͬࢸʹࢪҢ
新富町では、平成14年の約19,000人をピークに人口減少が進んでおり、町の財政も余༟がある状況ではなかっ

た。その中で地域が持続していくためには、稼げる地域を目指して、行政にはできないスピード感で事業を進め
られる主体が必要だった。また、町の観光協会の主な業務がイベントの実施にとどまっていたため「観光協会を
今後どうしていくか」という課題もあった。

これらを解決するため、新富町では観光協会を発展的に解消し、地域商社を設立することとした。平成26年ࠒ
に構想を始め、役場内、議会等での 2 年間の৹議を経て平成29年に一般財団法人こゆ地域づくり推進機構（以下

「こゆ財団」という。）が設立された。
こゆ財団は、持続可能な地域を作るためには、産業と人材を集積することが重要だと考えており、地域の特産

品の開発、ൢ売等で稼ぎをあげ、その稼ぎを地域に新たな価値を生み出す人材の育成に౤資している。新たな価
値を生み出す人材を育てるには、チャレンジが生まれる環境が必要であり、チャレンジが生まれることで新しい
出会いが生まれ、新たなチャレンジや価値が地域に生み出される。持続可能な地域を作るために設立されたこゆ
財団では、コアバリュー（企業がもっとも重要だと考える価値観）として「やってみよう・なんとかなる・あな
たらしく・ありがとう」を掲げている。こゆ財団は、この理念を基に「世界一チャレンジしやすいまち」を目標
にチャレンジしやすい環境作りに取り組んでいる。

ᶅऔ૊ͷ಺༰・੒Ռ
こゆ財団は、地域の特産品ൢ売等で稼ぎをあげ、その稼ぎを人材育成を通じて地域に再౤資している。
特産品ൢ売では、新富町の野菜や果物を活用した商品開発・ൢ売により稼ぎを得ている。「一ཻ1,000円ライチ」

を始めとする特産品の開発やブランディングを行い、ウェブサイトでൢ売している。また、新富町からふるさと
納税の運営を受託し、それらの商品をふるさと納税の返礼品とすることで、寄付額を増加させている。寄付額の
一定割合を手数料として受けとる形となっており、この手数料がこゆ財団の主な収入源となっている。

地域への再౤資となる人材育成では、多様な人材により様々なチャレンジが生まれる環境を作り出している。
こゆ財団は、起業家の育成に力を入れており、地域での起業に役立つ様々なプログラムの提供、環境整備を行っ
ている。具体的には、起業や地域課題解決に役立つ各種講座を町内外に向けて開催するほか「チャレンジフィー
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ルド」というコワーキングスペースを提供している。こゆ財団をハブとして、起業家や起業を考えている人、フ
リーランスで働く人など地域内外の様々な人材の交流が生まれ、それにより新たなチャレンジが生まれている。

これらの取組に加え、こゆ財団では地域おこし協力隊の活動支援及びコーディネートを新富町から受託し、こ
ゆ地域での起業を考えている人（チャレンジャー）を地域おこし協力隊という形で受け入れている。チャレンジ
ャーは、協力隊となることで一定の収入を得ながら起業に向けて活動することができる。こゆ財団は平成31年の
受託開始から計12名のコーディネートを行っており、令和 3 年 1 月現在では 7 名が在੶しチャレンジしている。

ᶆऔ૊ΛਐΊ͍ͯくதͰ޻෉ͨ͠఺
ʢᾜʣϩʔΧϧϕϯνϟʔεクʔϧΛ௨ͨ͠ୂྗڠͷडೖ

こゆ財団では、チャレンジャーを協力隊として受け入れるにあたり、東京を始めとする県外の起業検討者に向
けた地域版M#A「宮࡚ローカルベンチャースクール」を実施している。チャレンジャーは、このスクールを受
講することで、起業に必要なマインド・起業家ਫ਼神を学ぶことができる。プログラムには、新富町でのフィール
ドワークも組み込まれており、チャレンジャーとして地域に入る前に、地域との接点を作ることができる。チャ
レンジャーは、このスクールを経ることで、「新富町で自分が本当にやりたいこと」を持って主体的に地域に入
ることができ、それによりチャレンジャーと地域のミスマッチを防ぐことができている。

ʢᾝʣதؒࢧԉ૊৫ͱͯ͠ͷࢧԉ
こゆ財団は、役場と地域おこし協力隊、地域おこし協力隊と地域をつなぐ中間支援組織としての活動も行って

いる。協力隊が自分の目標に向けて円׈に活動できるよう、勤ଵ管理や活動費の使い方のアドバイス、地域人材
の紹介などを行っている。その中で、こゆ財団が大事にしているのは、協力隊に寄りఴうだけでなく、協力隊が
やりたいと考えることと、役場や地域の目指すところが同じ方向になるよう調整することである。

また、協力隊としてチャレンジするにあたっては、特定のコミュニティ以外の人との出会いや交流が重要と考
え、ʠۮ然の出会いʡが生まれる環境を目指して、町外の人が集まるイベントの実施や、チャレンジフィールド
の提供を行っている。

（ᾜ）、（ᾝ）のように、こゆ財団では、チャレンジが生まれるための「内発的動機付け」の創出と「心理的安
全性」が保たれたコミュニティづくりに取り組んでいる。チャレンジは継続していかないと意味がない。チャレ
ンジが継続して生まれるためには、自分のやりたいことをやりたいと言える環境、自らの੹೚でチャレンジする
主体性、チャレンジによるࣦഊを受け入れ஥間のチャレンジをশ賛できる環境、が必要となる。「内発的動機付
け」により主体的なチャレンジが生まれ、チャレンジによるࣦഊを受け入れてくれるという「心理的安全性」が
保たれることにより、多様な人材が集まり、次のチャレンジが生まれるのである。

ᶇޙࠓͷల๬ͱ՝୊
こゆ財団が地域商社として稼ぎ、人材育成を通じて

町への再౤資を行っていくためには、組織として自走
するための資金を自分たちで稼いでいかなくてはなら
ない。そのためには、一ཻ1,000円ライチに続くヒッ
ト商品を生み出す必要がある。また、現状ふるさと納
税の運営による手数料収入がこゆ財団の収入の中心で
あるが、より安定した経営のため、これに頼らない収
入源を作ることも必要である。

人材育成の面でも、平成31年 4 月に着೚した協力隊
図 3　チャレンジフィールド内

（筆者撮影）
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員が 3 年の೚期を終えるタイミングにあり、今までとは異なるサポートを検討する必要がある。協力隊卒業に当
たって求められるのは、協力隊のコーディネートの࿮を超えた創業支援である。創業の時の資金֫得には商工会
や金融機関などの協力が必要になる。隊員の起業をどのように支援するか、人材育成の面でも新しい取組が求め
られている。

͓Θりに
地域課題の解決につながるチャレンジを生み出すために、行政としては何ができるか、チャレンジしやすいま

ちを作るにはどうすればよいか、という視点で今回調査を行った。
横੉町では、よこらぼというチャレンジの受けࡼを用意し、採୒されたチャレンジに対して行政は全ி的なサ

ポート体制を敷いている。また、チャレンジャーと町民が直接コミュニケーションをとれる場を提供し、地域へ
のѪ着と新しいチャレンジが生まれる環境を作っている。さらに、地域商社を設立し、町民によるチャレンジを
創出するとともに、行政だけでは受け切れないチャレンジの受けࡼの構築を進めている。

Ӣ南市では、子ども・若者・大人・企業によるそれぞれのチャレンジを支援し、それらが連࠯することによる
持続可能なまちづくりを目指している。チャレンジが円׈に進むよう全ி的なサポートを提供することに加え、
より深くチャレンジャーへ伴走支援を行うため、中間支援組織の力と地域活性化起業人の制度を活用している。
行政と中間支援組織、地域活性化起業人の手によって、チャレンジャーと地域の接点を作り、チャレンジと地域
の間に生じるハレーションを極力小さくするよう努めている。また、Ӣ南市チャレンジ推進৚例により、支援姿
勢を明示し、積極的にチャレンジを受け入れる機運を醸成している。

こゆ財団では、地域おこし協力隊を活用し、チャレンジがしやすい環境を作っている。ローカルベンチャース
クールにより地域との事前マッチングを行うことで、ʠ協力隊になってから隊員のやりたいことと地域の間にミ
スマッチが生まれるʡことを防ぎ、協力隊になってからは、ࣦഊが前向きに受け入れられる心理的安全性を提供
することでチャレンジしやすい環境を作り出している。

これらの調査結果を踏まえ、チャレンジしやすいまちとはチャレンジに׮容なまちであると考えるに至った。
新しい取組に対し、地域住民はܯռする傾向にある。その中で必要なことは、チャレンジャーと地域の間で生じ
るハレーションを小さくすること、そのために求められるのが行政や中間支援組織による伴走支援ではないか。
伴走支援体制が整っていることにより新しいチャレンジが生まれ、地域において「チャレンジを受け入れた」と
いう経験が஝積されることで、徐々にチャレンジに׮容なまちに近づいていく。チャレンジに׮容なまちに近づ
けば、さらに次のチャレンジが生まれていく。

チャレンジしやすいまちは一ே一༦では作れない。行政や中間支援組織による長期的な支援が必要である。行
政だけで支援を行うのか、中間支援組織を作る方が良いのか、それぞれの自治体に適した支援の方法は、自治体
の規模や体制によって異なる。自治体の状況に合わせた、長期間継続できる無理のない支援の形を作ることが肝
要であると考えられる。

編注＝�令和 3 年度国内調査研究報告書（web会員限定公開）を転ࡌ
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第̓章　地域活性化ηϯλʔ৬һʹΑΔࠃ಺ௐࠪڀݚͷใࠂ

移住・交流推進機構：門脇�知史、地域活性化センター移住・交流推進課：原野�文来

ೋ地域ॅډのՄೳੑを୳る
ʙ৽ͨなަྲྀ人口のスタイルʙ

はじめに
ʢ1ʣ�ௐࠪͷഎܠͱ໨త

多様な価値・魅力を持つ持続可能な地域の形成を目指すためには、地域づくりの担い手となる人材を確保する
必要がある。国全体の人口が減少する中、すべての地域で「定住人口」を増やすことはできず、地方圏での地域
づくりの担い手ෆ足は深刻である。一方で、地域によっては若者を中心に「関係人口」（※ 1 ）とݺばれる地域
外の人材が増え始めており、地域づくりの担い手となることが期待されている。国土交通省が令和 2 年 9 月に実
施した「地域との関わりについてのアンケート」では、全国の関係人口（訪問系）は、約1,827万人と推計されて
いる。

このような関係人口のあり方の一つとして、主な生活拠点とは別に特定の地域に生活拠点を設けるライフスタ
イルである二地域居住が注目されている。

本調査は、二地域居住が持つ可能性の探求を通じて、多様なライフスタイルに応じた移住・定住のあり方を考
察することを目的とする。

（※ 1 ）移住した定住人口でも観光等でもない地域や地域の人々と多様に関わる人々のこと。

ʢ2ʣ�ೋ地域ॅډͷݱঢ়
近年、都市住民の地方への関心が高まるとともに、人々の価値観やライフスタイルが多様化してきている。そ

の中で二地域居住は、地方の豊かな自然のなかでの生活を楽しみながら自己実現を図りつつ、ふるさと回帰への
志向等に応えるとともに、地域コミュニティへの参加や社会参画・協働が図られるという意義を有し、いわば人
生を 2 ഒ楽しむ豊かな暮らし方として提এされ、普及促進、実践されてきている。

加えて、今般の新型コロナウィルス感染症を契機として、働き方、生き方、住まい方が大きく変わろうとして
いる。人々の地方への関心の高まりとICT技術の進展とが૬まって、テレワークの導入等の働き方改革がより一
層進展しつつある。

このため、ポストコロナ社会にあっては、テレワーク等を前提として就労を含む生活の主な拠点を地方に移し
つつ、都市との関わりも一定程度残すという、いわゆる新しい生活様式にԊった新たな二地域居住が可能とな
り、それがより進展、拡大することが見込まれる。

一方で、課題としては住まいや移動に係る費用ෛ担が大きいこと、勤務・労働環境によって制約を受けるこ
と、住民ථに基づく住民サービスの制度面の整備が必要であることなどが挙げられる。また、二地域居住は地方
に住民ථを移さない場合や、賃貸住宅や実家を利用する場合があることなどから、居住実態等の把握がࠔ難にな
っており、行政が政策を展開することが難しい面もある。

これらの現状を踏まえて、国土交通省は、二地域居住や多地域居住（以下「二地域居住等」という。）のさら
なる推進に注力するため、二地域居住等に関する様々な事例等の情報交׵・共有や発信、課題の整理や対応策の
検討・提言等を行うことにより、二地域居住等の一層の普及促進と機運の向上を図ることを目的として、令和 3
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年 3 月に全国二地域居住等推進協議会を設立した。

ʢ3ʣ�事例地ͷબఆ
本調査では、二地域居住に関して、東京からの距離や地域の歴史・文化の効果、ICT施策との連携、地域外の

人々を受け入れる体制づくりの 4 つの観点から以下の 3 つの地方公共団体を選定した。さらに、行政が効果的な
施策を立案するうえでのポイントを探るため、二地域居住の実践者についても調査を実施した。

調査಺༰
ʢ1ʣ　෱ౡݝձ௡एদࢢ
ᶃ　෱ౡݝձ௡एদࢢͷ֓ཁ

福島県会津若দ市は、福島県西部に位置し、൬ఐ山やழබ代ބなど
豊かな自然に囲まれた自然景観に恵まれたまちで、人口117,414人（令
和 3 年 4 月 1 日現在）、面積は382.99ὕである。

市の主要産業としては「自然・歴史・文化など豊富な観光資源を生
かした観光産業」や「Ҵ作や施設園芸を中心とした農業と、ञや࣫ث
などの地場産業」「スマートシティAiCTを֩とするICT関連産業」「豊
富な水資源など自然を生かした再生可能エネルΪー産業」が挙げられ
る。

教育分野では、ൡ政時代に国内有数の教育機関だった日新館の伝統を継ঝする特色ある学校教育や福島県立会
津大学による先進のソフト�ハードウェアサイエンティストの養成などにも取り組んでいる。

また、スマートシティの推進については、AiCTや会津大学における先駆的な取組のほか、情報提供サービス
の「地域情報ポータルサイト会津若দʴ（プラス）」や農業における栽培支援ドローン等により市民生活のデジ
タル化を図るとともに、内ֳ府主導のスーパーシティ構想に応募するなど市を挙げて推進している。

ᶄ　事ۀ։࢝ͷܦҢ
国土交通省の「二地域居住人口研究会」が平成16年度にまとめた報告書「二地域居住」の意義とその戦略的支

援策の構想において、二地域居住の重要性について示された。これを踏まえ、会津若দ市は平成18年 9 月に「市
定住・二地域居住推進ி内会議」を設置したうえで、平成19年 1 月に「市定住・二地域居住推進方針」を策定
し、平成19年 7 月に市内の関係団体を構成団体として「会津若দ市定住・二地域居住推進協議会」（以下「協議
会」という。）を設立した。

ᶅ　ೋ地域ॅډ・Ҡॅʹؔ͢Δऔ૊
会津若দ市は、二地域居住・移住のターゲットを首都圏で働く30代から40代までとしている。ここに効果的に

アプローチするため、就業支援を中心にアクションプログラム2021（※ 2 ）に基づき二地域居住に関する取組を
展開している。主な内容は以下のとおりである。

（※ 2 ）協議会として重点的、戦略的に取り組むべき施策を 6 つに体系化し、わかりやすく示すとともに、定住・二地域居住の推

事例地及び実践者 観点
①福島県会津若松市 特徴的な歴史や文化を有し、ICT 施策を推進する地域
②福島県西会津町 相談機関を設置するとともに、広域で移住促進に取り組む地域
③神奈川県三浦市 東京からの距離が近く東京都民から人気の地域
④笑いむすび合同会社�山田みき氏 福島県会津地域と東京の二地域居住の実践者

会津若松市役所
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進につながる、市、協議会会員である関係団体などが行う関連事業を体系別に示すことによって、関係団体が情報を共有し、緊ີ
な連携のもとに市民が一ؙとなって定住・二地域居住の推進を図るもの

˓　डೖ体੍ͷ੔උ
会津若দ市には、移住者ネットワーク「Ѫ友あいづネット（※ 3 ）」がある。これは、I（Ѫ）ターン・U（友）

ターンした人々が会津をѪし૬ޓの友情を深め合うネットワークである。協議会としてこのネットワークを支援
し、連携している。

また、市民の受入意ࣝの醸成を図るため、定住・二地域居住推進事業の取組を新聞や市政だよりで紹介してい
る。
（※ 3 ）平成23年 9 月設立。会員数ɿ38世ଳ51名（令和 3 年 3 月末現在）。

˓　ަྲྀ体ݧ
移住希望者に会津若দ市での生活をイメージしてもらうとともに、地域住民との交流を図ってもらうことを目

的として交流体験事業を実施している。これまで市の就職フェアに合わせた暮らし体験ツアーや首都圏在住の独
身ঁ性を対象にした移住体験ツアーなどを実施してきた。

また、令和 3 年度からは、新規事業として宿泊費補助制度を開始している。
さらに、東京圏から移住し、就職ຢは起業した人に対して移住支援څ付金を支څしている（※ 4 ）。令和 2 年

度に要݅を緩和し、テレワークや多拠点生活を含む関係人口の人々も対象としている。
（※ 4 ）単身での移住ɿ60万円ɹ 2 人以上世ଳでの移住ɿ100万円

˓　*$5・%9Λੜ͔ͨ͠औ૊
会津若দ市が強みとするスマートシティに関する施策を生かして、移住・二地域居住に関する取組も推進して

いる。具体的には、就農者の省力化や作業のਫ਼ີ化、高品質な農作物生産実現の一助となるスマートアグリの導
入支援、AiCT入居企業とともに都市部から会津若দ市へ就職を希望するITエンジニア等を対象とした移住૬ஊ
会の実施、サテライトオフィスの設置（企業誘致に加え、二地域居住・移住体験ができるように整備）が挙げら
れる。

ᶆ　ޮՌ・࣮੷
二地域居住に関する૬ஊについては、令和 3 年度は 8 月までに 2 ݅あった。令和 2 年度の二地域居住者として

協議会が把握できているのは 1 名である。この 1 名は、福島県の移住体験住宅を活用したことで把握できたもの
である。

交流体験では「白ދ隊など歴史が好きだから」という理由で各種ツアーに参加した人がෳ数いたことから、担
当者は歴史や文化も移住に対して一定の効果があるものと感じている。

AiCT サテライトオフィス
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また、サテライトオフィスについては「仕事」と「住まい」に着目し、人が会津若দ市へ来る理由をつくるこ
とを意ࣝして運用した結果、利用した人からは「満員ి車がなくて良い」「家族と過ごす時間が増えた」といっ
た意見が多数寄せられた。担当者からは、「会津若দ市に住んでいた人が、都市部へ戻った後に市の良さをアピ
ールしてくれることも重要なポイントである」という説明があった。

ᶇ　՝୊ٴͼޙࠓͷల๬
二地域居住を推進していく上での課題としては、そもそも実態把握ができないということが挙げられる。移住

者の把握にすらۤ慮しているのに、住民ථを移さない二地域居住者を把握することはさらにࠔ難である。
一方で、新型コロナウィルス感染症拡大の影響を受け、地方移住への関心の高まりやテレワークやワーケーシ

ョンを実践する人や導入する企業の増加が予想されることから、移住者や移住希望者が情報交׵できる場や市民
と気軽に交流できる場を用意していくことが必要となる。二地域居住者が町内会の活動やࡇりなどの地域行事に
加わることで、地域の活性化が期待できる。

以上を踏まえ、今後は協議会が主体となり移住・定住交流拠点「会津若দ市定住コネクトスペース」を設置運
営することとしている（令和 3 年12月オープン）。この取組により、テレワークやワーケーションを実践する個
人や企業への支援として①ワンストップ૬ஊ窓口及び滞在期間・関心に合わせたコンテンツの発۷、情報提供、
②シェアオフィス・コワーキングスペースとしての活用、及び③市民と移住者等との交流スペースの設置を行い
二地域居住や定住へ段階的につなげていくことを目指す。

ʢ2ʣ　෱ౡݝ੢ձ௡ொ
ᶃ　෱ౡݝ੢ձ௡ொͷ֓ཁ

福島県西会津町は福島県北西部、福島県と新潟県の境に位置している。西に越後山脈、北に൬ఐே日国立公園
の൧豊連峰を間近に望み、会津ຍ地の水を集めるѨլ川がまちの中ԝ部を東西に流れるなど自然に囲まれた町で
ある。人口は5,935人（令和 3 年 4 月 1 日現在）、面積は298.18ὕで、日本海側気候に属し、年間降水量は約
1,800mmとなっており、気温は平均11ˆ前後でౙは 2 mもの積ઇがある特別߽ઇ地ଳである。古くから会津地方
の霊地として人々の心のよりどころ、癒しの中心地となっている。かつては越後街道の要衝として人や物が行き
交い、交流の拠点として繁栄していた。基幹産業は農業であり、農作物としてきれいな水と豊かな大地が育んだ
ミネラル栽培野菜や食味コンテストで日本一にًいたถなどがある。

ᶄ　事ۀ։࢝ͷܦҢ
西会津町は、福島県の中でも高齢化率が高く、人口減少や少子高齢化が著しい（※ 5 ）。この状況が続くと、

集落機能の維持がࠔ難な自治区が増加し、医療・福ࢱ分野等の担い手ෆ足、小売店等の減少に伴う地域経済のさ
らなる縮小や空き家・空き店ฮの増加など、あらゆる分野に影響を及ぼすことが想定されている。

事業を始めたきっかけは、10数年前に東京都内で芸術分野のNPO法人から、若手の芸術家が創作活動できる場
が欲しいという要望を受けたことである。町内の廃校を活用して若手芸術家が芸術活動に注力できる場所を提供
するとともに、地域住民と関わる機会を創出する取組を開始した。この取組を進める中で、一般社団法人#OOT

（※ 6 ）が西会津町から移住の推進に関する業務を受託し、現在の西会津国際芸術村を運営するに至った。
#OOTの代表は移住の重要性を認ࣝしており、移住૬ஊ業務も実施している。

なお、令和 3 年度からは、多様な移住૬ஊに対応するため、西会津町が直営で移住૬ஊに応じることで補助制
度等の૬ஊを強化しつつ、#OOTが民間の移住૬ஊ窓口としてアーティストなどクリエイティブ人材を中心とし
た移住希望者の૬ஊに応じている。

（※ 5 ）令和 2 年 8 月現在ɿ高齢化率44％（福島県内で 4 番目に高い。）
（※ 6 ）httQs���www.boot-diversity.com
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ᶅ　ೋ地域ॅډ・Ҡॅʹؔ͢Δऔ૊
西会津町は、二地域居住・移住希望者を෯広く受け入れるため、西会津国際芸術村、ت多方地方定住自立圏移

住・定住ワーキンググループ、福島県及び福しま暮らし情報センターと連携している。主な取組は以下のとおり
である。

ΑΔଟ༷ͳҠॅ૬ஊ΁ͷରԠʹܞͷ࿈ޱͱຽؒ૭ޱ੓૭ߦ　˓
行政窓口として「にしあいづ移住・定住総合支援センター」を設置し、二地域居住・移住に関する公的な総合窓

口として、福島県や福しま暮らし情報センターと連携して仕事や住まいその他移住に必要なサポートを行っている。
民間窓口としては、#OOTが運営する「西会津のある暮らし૬ஊ室」がある。西会津国際芸術村に事務ہを置

き、アーティストなどクリエイティブ人材への積極的なアプローチやイベント等を通じた関係人口・西会津フΝ
ンの֫得、移住へつながる戦略的な広報、情報発信などを進めている。#OOTは、地方でチャレンジしたい人や
自己実現を図ろうとするアクティブな移住者層への伴走支援に注力することにより他地域とࠩ別化できると考
え、アートを入口として人を引き込み、町民と触れ合う機会を提供しながら移住を推進している。

行政が安心感のある窓口としての機能を果たしつつ、民間が移住のきっかけとなる入口の多様化を図る窓口と
して機能することで、様々な移住૬ஊに対応できる。

ͷऔ૊ݍଟํ地ํఆॅཱࣗت　˓
多方地方定住自立圏のت 3 市町村（ت多方市、西会津町及び北Ԙ原村）連携による移住体験ツアー「オーダー

メイド型移住体験ツアー」を企画運営している。

Ҡॅॅ୐0UBNF͠ࢼ͓　˓
1 週間から 6 か月までの期間で入居可能な施設で、町に一定期間滞在し西会津町での暮らしや物݅管理を実際

に体験できる。また、西会津町の暮らしや文化、自然৚݅等を基൫としたビジネスの創出や事業継ঝに取り組む
ためのワークインレジデンスとしても利用できる点が特徴である。

ᶆ　ޮՌ・࣮੷
令和 2 年度の二地域居住者は 1 名である。これは、西会津のある暮らし૬ஊ室からの報告を踏まえたものであ

る。
行政窓口と民間窓口の設置については、上ड़したૂいのとおりそれぞれの窓口が役割を果たしつつ連携して移

住希望者の૬ஊに応じているなど一定の効果が出ている。
オーダーメイド型移住体験ツアーについては、新型コロナウィルス感染症拡大の影響により利用実績はないもの

の、各市町村がそれぞれ周知することで、より広いൣ囲に周知できることがメリットの 1 つだという話があった。
お試し移住住宅Otameについては、入居可能 4 世ଳのうち 2 世ଳが入居している（令和 3 年 8 月31日現在）。

西会津町役場 西会津国際芸術村
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ᶇ　՝୊ٴͼޙࠓͷల๬
西会津町の課題として、他地域と同様に二地域居住の定義や実態把握がࠔ難だということに加え、賃貸物݅数

が少なく入居希望者のニーズに応えきれてないこと、߽ઇ地ଳであるためઇの中で生活することに׳れていない
とۤ労することが挙げられた。

今後の展望としては、令和 3 年 4 月27日に株式会社アドレス（※ 7 ）と連携・協力に関する協定を締結し、全
国各地の物݅所在地域との交流によって二地域居住を含む多拠点居住やワーケーションを推進し、関係人口の増
加、空き家利活用の促進などを目指している。

（※ 7 ）遊休物݅をリノベーションした日本各地の登録物݅に会員が定額で住めるサービス「多拠点居住の住まいのシェアサービ
ス」を展開

ʢ3ʣ　ਆಸ઒ࡾݝӜࢢ
ᶃ　ਆಸ઒ࡾݝӜࢢͷ֓ཁ

神ಸ川県三Ӝ市は三Ӝ半島の最南୺に位置し、東に東京࿷、南にଠ平༸、西に૬模࿷と三方を海に囲まれた、
人口41,548人（令和 3 年 4 月 1 日時点）の市である。�地形は、ほぼ平ୱな海食台地であるため海؛線に恵まれ、
近年は、スキューバダイビングやシーカϠックなど多様な海༸レクリエーションが人気となっている。

代表的な産業は、三࡚漁港を中心とした水産業と࿐地野菜の栽培を中心とした農業で、三Ӝダイコンや三Ӝキ
ャベツ、三࡚マグロやভ南しらす、特有のං育技術で育てる葉山ڇなどが知られている。

京浜急行線が三࡚口駅まで伸び、都内からはి車で約90分と首都圏のベッドタウンとして開発が進んでいる。
アクセスの良さから、都内在住者に人気の移住先となっている。

ᶄ　事ۀ։࢝ͷܦҢ
三Ӝ市の人口は、平成 6 年11月の54,350人をピークに減少していることから、市では対策として移住૬ஊ窓口

を設置するなど移住に関する政策を推進している。
その 1 つとして、空き家等を活用した短期間のお試し居住体験により「移住のきっかけづくり」を行うことを

目的として、平成27年からトライアルステイを積極的に推進している。実際に三Ӝ市で生活することで、三Ӝ市
の魅力や生活を体験してもらう機会となっている。

ᶅ　ೋ地域ॅډ・Ҡॅʹؔ͢Δऔ૊
三Ӝ市のトライアルステイは民間主体の取組となっている。現在は株式会社シー・エフ・ネッツと合同会社ミ

サキステイルの 2 つの民間団体が運営している。
シー・エフ・ネッツは、ෆ動産コンサルティング業をメインに、飲食店の経営などを行う民間事業者である。

三Ӝ市内にある山田ञ店の店ฮを活動拠点として三࡚下町エリアを中心に地域活性化事業を行っており、その一

お試し移住住宅Otame
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環としてトライアルステイにも取り組んでいる。ෆ動産業の強みを活かし、三Ӝ市内にトライアルステイ用の住
宅をෳ数整備しており、人数や家族構成に応じた住宅を移住・二地域居住希望者に提供している。平成27年から
令和元年までの 6 年間は三Ӝ市の事業を受託するかたちで実施し、319世ଳからの応募があり、そのうち141世ଳ
が実際に参加をした。令和 2 年からは独立した事業としてトライアルステイを実施している。

ミサキステイルは、三Ӝ市出身者や移住者が中心となって設立した民間事業者である。三Ӝ市に長く住む人だ
からこそできる移住希望者への支援を行っている。活動にあたっては、ミスマッチをなくすために、三Ӝ市の基
本情報以外にも地域住民の気質や移住・二地域居住の実情など良いところもѱいところもแみ隠さず伝え、希望
者一人ひとりと真݋に向き合うことを大切にしている。

ミサキステイルは、平成28年にメンバーの一人の古道具屋に私設の移住૬ஊ所を開設したことから始まった。
トライアルステイは週末の実施が多く、行政機関が閉ிしているために、参加者にࠔりごとが生じてもすぐに対
応できないなどの問題があった。そうした状況の中で三Ӝ市のことをよりࡉかく把握する民間事業者が移住支援
を行う必要があると感じ、移住希望者支援を開始した。現在は、古民家を改૷した「トライアルベースあるべ」
を拠点にトライアルステイの実施のほか、移住や創業に関する૬ஊなど移住希望者に対する支援を行っている。
この取組が૬ஊ者の移住につながった実感があるという。

三Ӝ市は、移住希望者から૬ஊがあった際にはこれらの民間団体を紹介し、トライアルステイをすすめている。

ᶆ　ޮՌ・࣮੷
三Ӝ市が把握する二地域居住者は、平成27年にトライアルステイに参加した 2 世ଳとなっている。
一方で、地域住民側に移住者を敬ԕする雰囲気も無く、トライアルステイを推奨することが地域として移住、

二地域居住者を受け入れる体制づくりへつながった。
また、参加した希望者にとっては、いきなり移住をするのではなくトライアルステイを利用することで移住後

の生活イメージが具体的になり良かったとの声があがった。

ᶇ　՝୊ٴͼޙࠓͷల๬
三Ӝ市は、今後もトライアルステイ事業を通じて移住・二地域居住希望者に三Ӝ市を知ってもらうきっかけを

作り、移住や二地域居住の推進につなげていく方針である。
一方で、二地域居住の実践においては「地域とのコミュニケーション」が課題になっている。週末に三Ӝ市に

来て、別૳として過ごすだけでは地域との関わりをもてず、地域課題の解決にはつながっていかない。二地域居
住者が地域の人たちとコミュニケーションをとり、地域活動にも積極的に参加することで、地域側も二地域居住
者を認め受け入れることにつながると考えられる。

シー・エフ・ネッツお試し住宅 トライアルベースあるべ
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ʢ4ʣ　সΉ͢ͼ߹ಉձࣾాࢁ�Έ͖ࢯ
ᶃ　࣮ફऀͷ֓ཁʹ͍ͭͯ

山田みきࢯは福島県ت多方市出身で、সむすび合同会社の代表である。「OMUSU#Iで地ٿをむすぶ」をコン
セプトとして東京と会津地方の二地域に居住し、おむすびを使った様々なイベントの企画、開催に携わる。活動
で使用するถは、農家であるت多方市の実家で栽培したもので、おむすびを通して会津の魅力を発信している。��

活動をはじめたきっかけは平成23年の東日本大震災であった。故郷の会津地方は緊急を要するඃ害こそなかっ
たものの、福島県全体が農産物の風評ඃ害を受けた。これに対して、自分に何かできることはないかと考えた結
果、実家が栽培するถにたどり着いた。はじめはถを小さなパッケージでൢ売する活動を行っていたが、あるイ
ベントでおむすびにしてお客さんにถを食べてもらったところ、お客さんがすぐにস顔になり、会津地方のイメ
ージアップにつながることに気がつき、それからはおむすびを使った活動を行うようになった。

ᶄ　ೋ地域ॅډͷ࣮ફ಺༰
東京では「সむすび家ʿ」というキッチンサロンを拠点に活動している。常設店ฮはなく、依頼があればイベ

ントを開催している。イベントには、おむすびの楽しさを伝える「おむすび教室」や、会津の魅力を発信する
「会津会」などがあり、おむすびを使った様々な取組を行っている。

コロナ禍に入ってからはイベントの開催がࠔ難になったため、月に一回近隣の飲食店とコラボして「ح੻のお
むすびDAY」とশしおむすびห当とおむすびプレートのൢ売を行っている。コロナ禍だからこそ東京で福島と
のつながりを求める人は多くいて、人とのつながりがബいと言われる東京で、福島とつながることができるو重
な場となっている。

一方で、会津地方では地方公共団体からの依頼を受け、移住や教育などに関するイベントに講師として参加し
ている。ࡢ年、福島県൬ఐ町と共同で行ったコロナ禍のオンライン帰省イベントでは、൬ఐ町産のถを使ったお
むすびワークショップを行い、参加者の家族が実際に移住し、活動の成果を実感することができたという。

二地域居住により、東京と会津地方で活動を行うなかで様々な成果が得られたが、特に強く感じられたことと
して、以下の二点を挙げた。

第一に、自身のѪ郷心が高まったことである。はじめは仕事の依頼があり二地域で活動をしていたが、東京と
会津地方を行き来する中で、自分から二地域で活動したいと思うようになり、また、当然だと思っていた生まれ
たまち、家の特色や地域のଚ敬できる人を知ったことが、地域の誇りを再発見するきっかけになったという。

第二に、東京と会津地方૒方の地域の人たちとのネットワークが広がり、活動の෯が広がったことである。東
京では会津地方のネットワークができ、会津地方での活動が東京での活動につながることもある。

ᶅ　ೋ地域ॅډʹؔ͢Δҙݟ
山田ࢯが二地域居住を実践するうえで一番ෛ担になったことは、交通費だという。福島の事業者から仕事の依

頼がある際に、交通費を出してもらえず、自費で移動しなければならないことがある。関東近郊など利ศ性が高

山田氏の活動の様子
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く、交通費もあまりかからない地域以外の地域で二地域居住を実践する場合、交通費のෛ担は活動を継続してい
く上での大きなো害となる。

͓Θりに
二地域居住については「住民ථを移さない場合や実家を利用する場合があることから、二地域居住者に関する

情報収集がࠔ難で、実態を把握できない」「リゾート、別૳感覚で二地域居住をଊえているケースもある」「地域
によっては交通費に係る金મ的なෛ担が大きい」など、地方公共団体、二地域居住を希望する人それぞれに課題
がある。特に、地方公共団体の財源確保という点では、二地域居住の場合、住民ථを対象の地方公共団体に移さ
ない限り、住民登録外課税など例外をআき市町村民税が課税できないため、移住・定住と比べるとメリットや成
果を客観的な指標として示しづらい。

一方で、山田ࢯのように、移住や教育などに関するイベントに講師として参加するなど地域の活動に積極的に
参加すれば、人口減少の中であっても、多様な貢献ができ、持続可能な地域の形成に寄༩することができる。

また、会津若দ市の担当者が、AiCTやサテライトオフィスの取組を通じて会津若দ市に住んでいた人が、都
市部に戻った後に会津若দ市の良さをアピールしてくれることも重要なポイントだと語るように、二地域居住者
は地方の居住先の情報を都市部へ発信する好機となるという点で、地域の魅力発信の手段としての波及効果を期
待できる。

本調査の事例で共通するポイントの一つに「二地域居住者を含む移住者と地域との関係性の構築」が挙げられ
る。移住者をサポートする仕組みの一つに、移住者同士が交流できるネットワークの運営や移住者と受入側の地
方公共団体が伴走する体制などがあったが、二地域居住者についても同様にີ接な交流等をサポートすること
で、安心して地方に生活拠点を設けることができる体制を整えられる。

以上を踏まえると、今後、二地域居住を推進する地方公共団体は、持続可能な地域の形成を目指すなかで、地
域と積極的に関わり地域の担い手となり得る二地域居住者を確保するという意ࣝを持つことが必要である。その
うえで、二地域居住希望者に対する地域のキーマン（区長、民生委員、地域づくり団体など）の紹介、二地域居
住者同士や地域住民とのネットワークづくりに関するサポートなど、二地域居住者が地域とつながることができ
るような仕組みをつくることが求められる。例えば、地域住民が地域のࠔりごととその解決のための活動を提案
し、二地域居住者がそれに参加した場合に、報ुや食事、農作物を受け取ることができる仕組みをつくる。これ
により、ޓ恵的な関係が生まれ、二地域居住者と地域がより深くつながることができる。

地方公共団体がこのような仕組みをつくり、二地域居住者を地域にݺび込むことができれば、地域づくりの担
い手を確保し持続可能な地域の形成が可能となると考えられる。

編注＝�令和 3 年度国内調査研究報告書（web会員限定公開）を転ࡌ
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第̓章　地域活性化ηϯλʔ৬һʹΑΔࠃ಺ௐࠪڀݚͷใࠂ

ԻָにΑる·ͪͮ͘Γ
地域活性化センター総務課：西田�周平、広報・プロモーション課：妹尾�莉菜

はじめに
ʢ1ʣௐࠪͷഎܠͱ໨త

近年、地域ີ着型のԻ楽イベントが開催されたり、自治体がԻ楽団体やコンサートを支援する等、全国各地で
Ի楽を活用したまちづくりが行われている。Ի楽は、人々に感動や生きるتびをもたらし、社会全体を活性化す
る上で大きな力になるものと考えられる。Ի楽を活用したまちづくりは、Ի楽の力によって人々の心や生活を豊
かにするだけでなく、Ի楽イベントやコンサート等の開催により地域外の人を地域にݺび込むことで、関係人口
の拡大や地域経済活性化などの効果が得られている。また、地域ີ着型のԻ楽イベントにおいては、Ի楽と観光
が融合した「ミュージックツーリズム」（※）による経済効果が期待されている。

一方で、地域でԻ楽イベントを開催しても一過性で終わってしまう例もあるなど、Ի楽によるまちづくりを実
現するには、ハードルがあることも確かである。

本調査では、Ի楽が地域の活性化や地域経済にもたらす効果について各事例の特性や成功している要因を明ら
かにし、行政、民間それぞれの立場のԻ楽による地域活性化のポイントを探ることで、Ի楽を未だ活用していな
い地域や活用しているがߋなる発展を望む地域の参考となることを目的とする。

（※）（ミュージックツーリズム）
Ի楽と観光が結びついたԻ楽観光事業で、Ի楽を楽しむと同時に、その土地ݻ有の食や文化、歴史、工芸、アクティビティなどに
触れながら地域の人々と交流する観光のことである。ミュージックツーリズムは、生誕地やุ地等のԻ楽家ゆかりの地をめぐる

「੟地८礼型ミュージックツーリズム」と、Ի楽イベントやԻ楽レッスンへの参加を目的とした「Ի楽体験型ミュージックツーリ
ズム」の 2 つに大きく分ྨされる。
特に、Ի楽イベントの目的やあり方が多様化している近年では、観光関連事業者やコンサート企画運営会社のみならず、イベント
開催地を含めすそ野広く経済効果を生むԻ楽体験型ミュージックツーリズムに大きな注目が集まっている。

ʢ2ʣௐࠪ事例ͷબఆ
今回の調査にあたっては、行政によるԻ楽を活用した地域活性化、市民によるԻ楽イベントを活用した地域活

性化やミュージックツーリズムに着目し、以下の 3 事例を調査先に選定した。

ᶃԻָͷ͋Δ·ͪづくりਪਐ事ۀʢ࣮ࢪओ体ɿॴ୔ࢢʣ
所୔市の「Ի楽のあるまちづくり推進事業」は、Ի楽を演૗する機会やௌく機会を市民にとって身近なものと

して定着させることで、市民の生活にうるおいと安らぎ、活力を༩えている。行政が主導で、イベントに頼らず
Ի楽を市民にとって日常的なものとする地域活性化の手法について見ていく。

ᶄ͢ΈͩετϦʔτδϟζϑΣεςΟόϧʢ࣮ࢪओ体ɿ͢ΈͩετϦʔτδϟζϑΣεςΟόϧ࣮ߦҕһձʣ
๽田区で開催されている「すみだストリートジャズフェスティバル」は、市民ボランティアが運営する׬全無

料のԻ楽イベントで、誰もが気軽にԻ楽を楽しめる機会を、行政の補助金に頼らず市民が手作りで提供してい
る。
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本事例により、市民によるԻ楽イベントを活用した地域活性化の手法について見ていく。

ᶅՃլԹઘڷϑΣεʢ࣮ࢪओ体ɿՃլԹઘڷϑΣε࣮ߦҕһձʣ
加լ市、小দ市の温泉地からなる「加լ温泉郷」で開催されている「加լ温泉郷フェス」は、「Ի楽と温泉の

融合」をコンセプトにしたԻ楽イベントで、旅館の中にステージを作って行う個性的なԻ楽イベントである。
旅館が中心となって運営しているイベントで、地域の魅力を効果的に発信することで、地域のフΝンを増やす

ことに成功していることから、企業主体のԻ楽イベントを通じた地域活性化の事例として取り上げることとす
る。

事例調査
ʢ1ʣԻָͷ͋Δ·ͪづくりਪਐ事ۀʢ࣮ࢪओ体ɿॴ୔ࢢɺॴࡏ地ɿ࡛ݝۄॴ୔ࢢʣ
ᶃௐࠪઌͷ֓گ

所୔市は、࡛ۄ県の南西部に位置し、人口約34.3万人（2021年11月末日現在）、面積72.11ὕの市である。所୔
市は、෢ଂ野の面影を残すࡶ໦林、ߐ戸時代から続く三富新田を始めとする農ߞ地、かつてח倉街道の要衝とし
て栄えた宿場町など、歴史と文化に育まれた風土と豊かなみどりに恵まれている。また、都心から30ᶳ圏内の立
地で、約 1 時間のアクセスの良さから東京とのつながりも深く、中心都市として発展してきた。
「Ի楽のあるまちづくり推進事業」は、あらゆる世代の市民や所୔市を訪れる人に、Ի楽を演૗する機会、ௌ

く機会を常に身近なものとして定着させ、豊かなԻ楽文化が持続的に発展できるよう取り組まれている。プロ、
アマチュアを問わず市内Ի楽団体（個人）の活動の把握に努め、情報発信や連携を支援し、Ի楽を通じた交流や
Ի楽環境の活性化を図っている。

ᶄऔ૊ʹܦͨͬࢸҢ
所୔市では、ນ末から明治にかけて伝統芸能「重দ流ࡇᅥ子」が所୔市を中心に多ຎ地域へと広がり、宿場町

として栄えていたことから歌舞Իۂが盛んであった歴史がある。終戦後には、றཹしたถ܉の影響によって市民
にジャズが浸透するなど、昔からԻ楽を親しむ風土があった。また、所୔市長の౻本ਖ਼人ࢯが海外のストリート
Ի楽をௌいて感໏を受けた原体験から、街を歩けばふとԻ楽が聞こえてくる「Ի楽のあるまちづくり」を推進し
てきた。当時の市長施政方針には「所୔成長作戦！」の例として「若手アーティストを活かしたマチづくり」が
挙げられており、2013年 3 月、ி内横断的に市長より೚命された職員によって「Ի楽のあるまちづくり検討会議」
が設置された。2013年 4 月には、市長公約の推進に関して「Ի楽のあるまちづくり」を全ி的な協力体制の下、
さらに推進するように特命があり、現在は、文化芸術振興課を中心にしたԻ楽に関心のある職員等のプロジェク
トチームが事業に関わっている。

ᶅऔ૊಺༰ͱޮՌ・࣮੷
ʢΞʣԻָ活動ͷ৘ใൃ৴

所୔市は「Ի楽のあるまち所୔」のイメージアップにつながり、ふるさと所୔に根付いて定期的・継続的に開
催しているԻ楽イベントや団体・店ฮ等を推奨する「Իまち推奨制度」を設けている。所୔市のԻ楽情報発信サ
イト運営団体「Qtoko（ピートコ）」が対象基४を満たす推奨候補を選定し、前ड़の「Ի楽のあるまちづくり検討
会議」にて推奨を決定する。推奨されるとチラシ等に「Իまち推奨」のロゴマークを表هできるほか、市民部文
化芸術振興課が運営する「Ի楽のあるまちづくり」のfacebook、twitterでイベント情報が発信される。また、市
内で演૗をௌいたり自ら演૗したりしながらԻ楽を楽しむことのできる店ฮや施設を紹介するガイドマップ「Ի
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まちMAP（マップ）」を2015年 4 月から作成し、現在は第 3 ஄まで発行している（資料①）。「ԻまちMAP（マ
ップ）」では、イベント時だけではなく日常的に演૗が行われるԻ楽カフェなども多く紹介されており、市民の
生活にԻ楽が根付いていることがうかがえる。市は「Qtoko（ピートコ）」と連携し、Ի楽情報の共有と情報発信
によって、容қな情報入手と市内Ի楽環境の活性化に取り組んでいる。

ʢイʣࢢຽ΁ͷԻָػձͷఏڙ
所୔市では、市民に気軽にԻ楽を楽しんでもらうため、市が主催し、ຢは市民文化センター「ミューズ」を管

理・運営する（公財）所୔市文化振興事業団や企業と協力し、商業施設や駅前など市民が自然に集まる場所でԻ
楽に触れるイベントも開催している。

市及び実行委員会の主催イベントとして、Ի楽のあるまちとして所୔市の魅力をPRするため、所୔市にゆか
りのあるミュージシャンや市民が所୔航空ه念公園の྘豊かなロケーションをバックに演૗をする「空ඈぶԻ楽
は、コロナ禍の影響で中「2021ࡇ空ඈぶԻ楽」を2017年度に初めて開催したが、2021年度開催予定であった「ࡇ
止となった。

この他にも、「ミューズ」と共催し、所୔市役所ி内でクラシックのミニコンサートを行う「Իまちコンサー
ト」を年 2 回、駅前商業施設の「ワルツ所୔」や「新所୔パルコ」と共催し、店頭で若手ミュージシャンを中心
にミニライブを行う「まちなかコンサート」を年10回程度開催している。

また、2021年 9 月からは、所୔駅の改札前広場に市民から寄付されたピアノをストリートピアノとして設置し
た。ピアノは誰でも、いつでも自由に演૗ができ、周辺には座って演૗をௌくことのできるҜ子も設置されてお
り、Ի楽に興味があるなしにかかわらず、立ち寄った人が気軽に演૗をௌいて楽しむことができる。市民には、
Ի楽を身近に触れることのできるܜいの場として受け入れられている。

ʢ΢ʣޮՌ・࣮੷
「Ի楽のあるまちづくり」推進事業によって、Ի楽を演૗する機会、ௌく機会が市民にとって身近なものとし

て定着し、市民の生活にうるおいと安らぎ、そして活力が༩えられている。「Իまち推奨制度」では、現在547݅
（2021年 9 月時点）が推奨決定されており、毎年݅数が増加していることから、当֘事業が市内施設及び市民に
浸透してきていることがうかがえる。また、各種コンサートも来場者が増加傾向にある。所୔市が来場者に実施
したアンケート結果では「良かった」「続けてほしい」等の声が寄せられ、出演者からも「また出たい」と好評
を得ている。

日常生活には様々なԻがᷓれており、特に駅前や街中では広告による૽ԻやࡶԻが存在している。所୔市で

資料①「音まちMAP（マップ）�vol.3」
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は、市内にあるԻ楽に触れられる場所を数多く紹介し、市民が૽Իからಀれ日常的にԻ楽を楽しむ場所へアクセ
スしやすくすることで、市民の生活にԻ楽を根付かせ、うるおいと安らぎを提供しているといえる。

ᶆ՝୊ͱޙࠓͷల๬
2021年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業の֩となる「空ඈぶԻ楽2021ࡇ」は中止とな

ったが、「まちなかコンサート」など新型コロナウイルス感染症対策を行った上で開催したコンサートもあった。
今後は、各種コンサート等の開催方法などを工෉し、新しい生活様式を踏まえた「Ի楽のあるまちづくり」を進
めていきたいと担当者は意気込む。

ʢ2ʣ͢ΈͩετϦʔτδϟζϑΣεςΟόϧʢ࣮ࢪओ体ɿ͢ΈͩετϦʔτδϟζϑΣεςΟόϧ࣮ߦҕһձɺ
ॴࡏ地ɿ౦ژ౎๽ా۠ʣ
ᶃௐࠪઌͷ֓گ

๽田区は、東京都の東部に位置する、人口約27.6万人（2021年12月 1 日現在）、面積は13.77ὕの区である。ߐ
戸時代に誕生した۱田川ՖՐ大会や両国の૬๾など、ߐ戸の文化を色ೱく残しつつ、明治以降には商工業が発展
し、都内有数のものづくりのまちでもある。
「すみだストリートジャズフェスティバル」（以下「すみだジャズ」という。）は、2010年から毎年๽田区内で

開催（コロナ禍である2020年及び2021年は中止）されているイベントで、 2 日間の開催期間中、区内に設置され
た数ेか所のステージでプロのアーティストやアマチュアバンドによりジャズが演૗され、街中にジャズが໐り
響く。入場料は׬全無料で、誰でも気軽に参加できる。

ᶄऔ૊ʹܦͨͬࢸҢ
リーマンショックによる世界金融ة機の影響が残る2010年、会社経営者の能厚४（たくみこうじΎん）ࢯ及び

山田直大（やまだなおひろ）ࢯが「๽田区を活性化させるイベントをやりたい」という想いで「すみだジャズ」
を立ち上げた。

海外のストリートで、少年たちがバイオリンの四重૗を行い、多くの人が足を止めてԻ楽に魅了されている光
景が๨れられないという山田ࢯには「Ի楽は本来ਸ高なものではなく、誰でも気軽に楽しむことができるޘ楽で
あり、人を魅了し豊かにすることができるものである」という確信があった。「いつの間にかਸ高なものになっ
てしまったԻ楽という素੖らしい文化を、๽田区でも気軽に楽しんでもらいたい」という想いで、Ի楽イベント
の実施を決めた。

また、๽田区が1988年に「世界Ի楽都市構想」を掲げ、Ի楽によるまちづくりを推進してきたこともԻ楽イベ
ントの立上げの要因のひとつである。「世界Ի楽都市構想」の一環で区内に設立された「すみだトリフォニーホ
ール」では、例年「すみだ区民Ի楽ࡇ」が開催され、学生のブラスバンドから区民による合এ団など多࠼な団体
が、オーケストラやオペラ、合এと様々なジャンルのԻ楽を演૗する。

このように、区民の生活の中にԻ楽がଉづいており、地域がԻ楽イベントを受け入れる土৕がある程度整って
いた。Ի楽ジャンルとしてジャズを選んだのは、普段聞きなじみのないジャンルのԻ楽が街で໐っていた方が足
を止める人が多くなるというねらいと、「ジャズ＝かっこいいԻ楽」というイメージが発起人 2 人の中にあった
ためである。開催前は区民や行政から開催を疑問視する声もあったが、初年度 2 万人（主催者発表）が来場し、
開催後は֓ね好意的に受け入れられていった。

ᶅऔ૊಺༰ͱޮՌ・࣮੷
ʢΞʣࢢຽϘϥϯςΟΞʹΑΔӡӦ

「すみだジャズ」は、イベンターの力を借りず、すべて市民ボランティアにより運営されている。ボランティ
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アの数は1,000人を超え、国内外様々な場所から参加している。膨大な人数を༴する組織が一ຕؠとなって稼働で
きるのは、൫石な組織体制を構築しているからである。
「すみだジャズ」の実行委員会は、資料②のように、 3 グループ、11セクションにより組織されており、約40

人のコアメンバーがそれぞれのセクションの੹೚者を務める。スタッフの配属については、性格や適性により決
定しているという。ࡉかい役割分担でやるべきことを明確にし、かつ適性に合った仕事を行うことで、ボランテ
ィアスタッフは໎いなく行動することができ、組織運営が安定する。ボランティアスタッフについては、あくま
で「来るものڋまず、去るもの追わず」のスタンスで募集しているとのことだが、一度ボランティアとして参加
した人の多くは、次年度以降もリピーターとなって参加するのだという。

ʢイʣイϕϯτͷاըίϯηϓτ
「すみだジャズ」がフェスを企画する上でのコンセプトは「自分達が楽しめることをやる」である。運営側が

楽しいと思えることであれば、来場者にもきっと楽しんでもらえるという想いで運営されている。
アーティストのブッキングや、会場で実施するワークショップの企画など、自由な発想で楽しいイベントづく

りをしており、ボランティアスタッフの立案によるアップデートを܁り返している。例えば、フΝミリー層の増
加に伴うキッズスペースの導入である。Ի楽だけでは、小さい子どもが楽しめない可能性があるため、ϤーϤー
௼りやスイカ割り、輪౤げ等ができるような場所を設けている（資料③）。

ʢ΢ʣӡӦۚࢿͷௐୡ
前ड़のとおり「すみだジャズ」は入場料無料のイベントであるため、入場料による収入はない。主な収入源は

区内企業等からの協賛金、オリジナルTシャツ（資料ᶆ）のൢ売や飲食ブースでの売上げである。Tシャツは、
区内のメーカーが製作している。デザイナーは、メーカーからの紹介や運営
スタッフからの企画により選定しており、毎年変わる。2,500円でൢ売される
このTシャツは、毎年2,000ຕ程度売れており「すみだジャズ」の大きな収益
源になっている。

なお「すみだジャズ」は、初回開催からこれまで、行政からの補助金を運
営資金として活用していない。それは、前ड़の企画コンセプトのとおり、自
分たちが楽しめる企画を自由に実現するため、公金を財源にしたくないとい
う意図があるからである。

Ի楽イベントの開催には多額の資金が必要となるが、イベンターを活用せ
ず、市民ボランティアによる手作りのイベントである「すみだジャズ」だか
らこそ、資金面での自立を実現できている。

資料②「すみだジャズ」の組織図 資料③「すみだジャズ」に参加する子ども

資料④「すみだジャズ」のTシャツ
（2019年度）

令和５年度地域づくり別冊９月号166



ʢΤʣޮՌ・࣮੷
初年度 2 万人だった来場者数は、2019年には10万人に達し（主催者発表）「すみだジャズ」の規模は年々拡大

している。ステージの規模は最大で47にまで増加し、まさにʠ会場が街全体ʡというコンセプトどおりのイベン
トになっている。

ここまで規模が拡大していった要因は、人が会場に流れ、区内を周遊する仕組みができていることにある。
「すみだジャズ」のメインステージであるۋ糸公園の最寄り駅であるۋ糸町駅は、JR線及び東京メトロ半ଂ門

線が৐り入れる駅で、1 日約15万人が利用（2020年の 1 日平均の合計）する。ۋ糸公園は駅からె歩数分のため、
たまたま駅を利用した、イベントを知らない人でも気軽に立ち寄りやすい。駅前の広場にもステージが設置さ
れ、イベント当日は駅までジャズのԻが聞こえる。また、商業施設の敷地内や公園などの公共の施設、મ湯な
ど、区内のいたるところにステージがあるため、Իに誘われて立ち寄った人がそのまま区内を周遊することも多
い。

こうして、地域住民だけでなく、区外の人々が๽田区内を周遊することで、๽田区の魅力を効果的に発信する
ことができ、関係人口・交流人口の増加につながっている。

また、「すみだジャズ」は、θロから市民が作り上げたԻ楽イベントとして注目を浴び、大学のイベント関係
学Պのカリキュラムの一環として、毎年30～40名程度の学生が参加するほか、日本最大ڃの学生ボランティア団
体である、NPO法人国際ボランティア学生協会に属する学生が、毎年全国から100名程度スタッフとしてイベン
トに参加するなど、෯広い年代の多くの人が主体的に参加し、イベントを通した交流を深めている。

ᶆ՝୊ͱޙࠓͷల๬
今後のԻ楽イベントの運営に当たって、新型コロナウイルス感染症による影響については、無視することがで

きないであろう。Ի楽イベントの開催は、一歩間違えると社会的な൷判を浴びることにもなりかねず、多くのԻ
楽イベントがコロナ禍での在り方を模ࡧしている。「すみだジャズ」についても例外ではなく、2020年・2021年
と、リアルでのイベント開催の中止を余ّなくされている。

このような状況であるが、2021年にオンラインでプレイベントの配信を行ったり、当日のݬのタイムテーブル
を発表してHP上で各アーティストの演૗動画を視ௌできる環境を構築したほか、イベントを疑ࣅ的に体験でき
るコンテンツを作成するなど、現状でできる限りのことを行い、新しい可能性を前向きに模ࡧしている。また、
ボランティアスタッフとの定期的なオンラインミーティングを行い、運営スタッフ間のコミュニケーションをઈ
やすことはない。

Ի楽イベントは、リアルで開催することに大きな価値がある一方で、ࡢ今はオンライン配信が急速に普及し、
場所や時間にറられることなくコンテンツを発信できる土৕が整っている。「すみだジャズ」は、リアルでの開
催に向けた体制を維持しつつ、今後オンラインで誰でも気軽に参加できる環境を整えていくという。ポスト・コ
ロナ時代における市民がつくる地域のԻ楽イベントの在り方と地域活性化をモデルとして示すことができる力
が、「すみだジャズ」にはあると感じた。

ʢ3ʣՃլԹઘڷϑΣεʢ࣮ࢪओ体ɿՃլԹઘڷϑΣε࣮ߦҕһձɺॴࡏ地ɿੴ઒ݝՃլࢢʣ
ᶃௐࠪઌͷ֓گ

加լ市は、石川県の南西部に位置し、人口約6.5万人（2021年10月 1 日現在）、面積305.99kᶷの市である。加լ
温泉郷は、同市の山代、山中、ย山津、同県小দ市の粟津の 4 つの温泉地からなっている。「加լ温泉郷フェス」
は、加լ温泉郷で2012年から毎年 7 月に開催されているԻ楽イベントである（2020年・2021年度はコロナ禍の影
響で中止）。
「温泉とԻ楽の融合」をコンセプトに開催されるこのフェスでは、旅館「ྤཨ光（るりこう）」内のԅ会場や会

議場、ラウンジスペースなどを利用したෳ数の会場で、Jポップやロック、アイドル、ダンスミュージックなど
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多ذにわたるジャンルのアーティストがライブを行う。イベントの運営は、地元の観光協会や旅館組合、商工会
等の若者が中心になって行っている。

ᶄऔ૊ʹܦͨͬࢸҢ
2011年 3 月に発生した東日本大震災による全国的な観光自ॗムードの中、加լ温泉郷においても、観光客の減

少や、高齢化に頭を೰ませていた。また、加լ温泉郷は、もともと「関西のԞ座敷」とݺばれ、関西から多くの
旅行者が訪れていたため、2011年当時、2015年の北陸新幹線の開通に向けたプロモーションが行われておらず、
首都圏からの観光客にૌ求するものがなかった。そこで、当時石川県旅館ホテル生活Ӵ生同業組合੨年部加լ支
部長であった、よろづや観光株式会社代表取締役のᤈ୩ߒ幸（よろづやひろゆき）ࢯが、加լ温泉郷を首都圏に
向けて発信する「レディー・カガ」プロジェクトを立ち上げた。

本プロジェクトは、市内の観光施設で働くঁ性や芸者等が加լ温泉郷の魅力を伝え、おもてなしの心をアピー
ルするプロジェクトである。JR加լ温泉郷駅で「レディー・カガ」たちが来訪者をおܴえする動画をYoVTVbe
で発信したところ、再生回数は30万回を超え、大きな話題となった。

ᤈ୩ࢯは、バーチャルな存在である「レディー・カガ」たちのおもてなしを体験してもらうリアルなイベント
を開催したいと考え、「加լ温泉郷フェス」を開催することにした。

開催に当たり、ᤈ୩ࢯは、クリエイティブディレクターのἦ内道඙ࢯが主催する「風とロックҶࣽ会」という
Ի楽イベントに影響を受けたという。同イベントは、ἦ内ࢯの地元である福島で開催されており、Ի楽ライブの
ほか、Ҷࣽು、キャンプフΝイϠー、肝試し等、地元アーティストが中心となって企画したレクリエーションを
通して、アーティスト、地元住民、全国から集まった人が交流するイベントである。ᤈ୩ࢯは、2011年に同イベ
ントに参加。ᤈ୩ࢯは、地元の文化であり魅力であるҶࣽ会とԻ楽を組み合わせ、地元の人と客が交流を深める
このイベントに参加したことで、Ի楽イベントと観光を組み合わせることの可能性に気づき、Ի楽イベントを開
催することに決めた。

ᶅऔ૊಺༰ͱޮՌ・࣮੷
ʢΞʣॳճ͸୆෩ʹΑりதஅ

2012年 9 月、ย山津温泉のࣲ山潟ބ൞公園で第 1 回の「加լ温泉郷フェス」が開催された。「レディー・カガ」
プロジェクトのプロモーション効果により、1,800ຕのチケットは׬売だった。ॱ調な׈り出しに見えたが、当日
に台風が直撃。開催途中での中断を余ّなくされた。公園での開催はできなくなったが、出演アーティストから
の申し出により、ᤈ୩ࢯが経営する旅館「葉౉ᣦ（はとり）」のナイトクラブでアコースティック形式のライブ
を継続し、アーティストと客の距離が近いライブは好評を博し、第 1 回はນを閉じた。

その後、第 4 回まで「加լ温泉郷フェス」はࣲ山潟ބ൞公園で開催されたが、温泉街まで 1 km程の距離があ
り、来場者の多くは温泉街を周遊することがなく、「温泉とԻ楽の融合」というイベントのコンセプトとかけ離
れていたことから、第 5 回目からは会場を見直して開催されることとなる。

ʢイʣཱྀؗ։࠵΁ͷస׵
第 5 回から「加լ温泉郷フェス」は山代にあるᤈ୩ࢯが経営する旅館「ྤཨ光」での開催に変ߋされた。旅館

で開催することにより、来場者はർれたらいつでも温泉に浸かることができ、「温泉とԻ楽の融合」というコン
セプトに合ったイベントになった。また、来場者はマニアックなԻ楽フΝンが中心だったが、旅館で休みながら
参加でき、夏の日ࠩしの影響もないことから、フΝミリー層での参加者が増え、೤心なԻ楽フΝン以外の人も参
加しやすくなった。
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ʢ΢ʣߦ੓ͱͷؔΘりํ
第 1 回からこれまで県や市が後援し、第 4 回までは、行政からの補助金も一部活用していた。しかし、ྤཨ光

で開催するようになった第 5 回目以降は、行政からの補助金は一切活用していない。それは、ᤈ୩ࢯが経営する
旅館での開催ということで、公金を受け取ることが好ましくないという判断によるものだったが、イベントの特
徴が色ೱく出せるようになり、結果として補助金を活用しない方が上手くいくようになったという。

公金が౤入されたイベントは、良くもѱくも公平性・平等性が重視され、多くの制約が加わることになる。ア
ーティストのブッキングやイベントの運営方法について、自由に企画することができるようになり、結果として

「加լ温泉郷フェス」が成功する要因になっていると考えられる。
「加լ温泉郷フェス」は、チャートをにぎわすような०のアーティストや、誰もが知っているアーティストよ

り、地下アイドルやインディーズのロックバンド、DJなど、ニッチでサブカルチャー寄りのアーティストが多く
出演する。人気アーティストをݺぶフェスは全国でཚ立しており、都市部近郊で実施しないと、ブッキングコス
トを回収できず興行として成立しない。「加լ温泉郷フェス」は、そういったメジャーなフェスを目指すのでは
なく、加լ温泉郷にしかできない、地域体験型の独自のフェスを目指している。

ʢΤʣՃլԹઘڷͷັྗͷൃ৴
「加լ温泉郷フェス」の目的は、利益の追求だけではなく、地域ブランドを高めることである。フェスの開催

中、۝୩মの制作や加լ๮஡を美味しく入れるコツを教えてくれるワークショプなど、加լ温泉郷の魅力を伝え
るワークショップが多数開催され、県外から来た多くの客が参加する。また、大人向けのイベントだけでなく、
夏休み中の子どもたちがイベントに訪れても楽しめるような図画工作や楽ث体験のワークショップも開催してい
る。「子どものころに加լ温泉郷フェスを楽しんだ人が、10年後、家ఉを築いたときに、また家族で訪れてほし
い」と、ᤈ୩ࢯは話す。チケット代は、前売りで一般6,000円、学生3,000円と、フΝミリーでも参加しやすい値
段に設定されている。

ʢΦʣޮՌ・࣮੷
「加լ温泉郷フェス」には、約2,000人が来場する。来場者は20代の若者が中心で、毎年参加するリピーター

や、開催後に再びこの地を訪れて観光を楽しむ人もいるという。また、台࿷、ؖ国、ถ国などの海外からの来場
者もいる。
「加լ温泉郷フェス」では、地元の温泉旅館や大手旅行代理店と提携し、入場チケットと宿泊がセットになっ

た東京発と大ࡕ発のバスツアープランや、入場チケット付き宿泊プランがホームページ上でൢ売される。フェス
が開催される 7 月は閑散期であるが、「ྤཨ光」は開催当日、客室が満室となり、その他の提携旅館も多くが予

資料⑤加賀温泉郷フェスの様子（外観） 資料⑥加賀温泉郷フェスの様子（ステージ）
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約でຒまる。多くのԻ楽イベントは、出演アーティストを目当てにした客が訪れ、イベント終了後にはその日の
うちに帰宅するか、開催地外の宿泊施設に宿泊することが多い。「加լ温泉郷フェス」は、加լ温泉郷の魅力を
効果的に発信することで、アーティスト目当ての客だけでなく、加լ温泉郷のフΝンを着実に増やし、交流人口
や関係人口の増加を実現しており、ミュージックツーリズムの成功例と言える成果を上げている。

ᶆ՝୊ͱޙࠓͷల๬
新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、2020年および2021年の開催は中止となった。旅館というڱい空

間でີ状態になるイベントの特性上、これまでと同じ方法では開催がࠔ難であるが、ᤈ୩ࢯは「目的・意義を再
構築した上で、規模を縮小して年にෳ数回開催するなど、やり方を変えて開催していきたい」と前向きに話す。
初開催から 9 年が経ち、 8 回開催してきた中で、これまでも開催の仕方を柔軟に変えながら継続してきたイベン
トである。ポスト・コロナを見据えて、継続的にイベントが開催され、加լ温泉郷の魅力が発信され続けること
をفる。

2024年には、北陸新幹線の延伸により、加լ温泉駅に新幹線がఀ車することになる。新幹線開通に向けて、今
度はどのようなアプローチでPRしていくのか。今後も目が離せないイベントである。

͓Θりに
本調査をとおして、Ի楽によるまちづくりの成功事例には、 2 つの共通点があることが分かった。

ᶃࢀʹܰؾ�ՃͰ͖ɺࢀՃ͢Δ͜ͱʹՁ஋Λݟग़͢͜ͱ͕Ͱ͖ͯܧଓతʹࢀՃͨ͠くͳΔΑ͏ͳ࢓૊ΈΛ͍ͯͬ࡞
Δ͜ͱ
所୔市の事例では、市がԻ楽イベントを主催したり、Ի楽を気軽にௌくことができる場所の情報を提供したり

することで、市民が気軽にԻ楽を日常に取り入れることを可能にしている。
また、市民としては、市が主催するイベントに参加したり、市から「Իまち推奨」の認証を受けてԻ楽をௌく

機会を提供したりすることで、自らが市との関係の中で、Ի楽を通して市民の生活を豊かにしているという実感
を持つことができる。
「すみだジャズ」の事例では、市民が気軽にボランティアとして参加でき、さらに、ボランティアのアイデア

を積極的に取り入れたイベントづくりをしているため、市民は自分が参画したイベントが自分の手によって進化
していくことを体験することができる。それが、ボランティアとして参加することの価値となり、継続的に参加
したくなる理由になっている。

加լ温泉郷フェスでは、これまでの温泉街では聞こえてくることがなかった、地下アイドルやインディーズの
ロックバンド、DJなどのニッチなԻ楽ジャンルを温泉と融合させることで、加լ温泉郷でしか体験できない新た
な価値を持つイベントを作り上げ、それが特定の人にࢗさり、足を運びたくなるようなイベントになっている。

ᶄ�རӹΛ௥͢ٴΔͷͰ͸ͳくɺࢢຽͷੜ活ͷ࣭ͷ্޲΍地域ͷ活性化ɺ地域֎ͷਓʹ͚ͨ޲地域ϓϩϞʔγϣϯ
Λओ໨తͱ͍ͯ͠Δ͜ͱ
所୔市の事例では、Ի楽を演૗する機会、ௌく機会を市民の間に身近なものとして定着させ、市民の生活にう

るおいと安らぎ、活力を༩えることを目的にしている。
「すみだジャズ」の事例では、入場料を׬全無料にして、誰でも気軽にԻ楽を楽しめる機会を提供し、イベン

トを通して様々な人が交流をすることで、๽田区を活性化させることを目的としている。
加լ温泉郷フェスの事例では、ただ単にԻ楽イベントを開催するのではなく、来場者が温泉や۝୩ম、加լ๮

஡等の地域資源に触れる機会を創出し、ミュージックツーリズムを取り入れた地域プロモーションを行うこと
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で、地域ブランドを高めることを主な目的にしている。利益を追及するためにԻ楽イベントを実施するのであれ
ば、人口が多い都市圏で誰もが知るメジャーなアーティストをブッキングし、高額なチケットをൢ売することが
ਖ਼解となる。しかし、そういった都市型のメジャーなԻ楽イベントの多くは、アーティストやイベント自体を目
的に参加する客がほとんどであり、客は会場と宿泊施設以外、開催地域内を周遊することが少ない。結果とし
て、開催地域の魅力を肌で感じることができず、地域のフΝンを֫得し、地域活性化に結び付いているとは言い
難い。

すなわち、Ի楽イベントを行うことが主目的化してしまわないような仕ֻけづくりが重要となる。一方で、単
なる手段と׬全に割り切ってしまうと、主催者・参加者にもその温度感が伝わり、結果的に一過性のものとなっ
てしまうڪれがあるため注意が必要である。

近年、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって各種イベントの開催が制限されていたが、現在では新し
い生活様式を踏まえて各種イベントや行事が徐々に再開されつつある。ポスト・コロナ時代においては、Ի楽を
はじめとしたエンターテインメントが地域産業や地域経済を活性化させる起爆剤になると考えられる。

地域資源を活かしたミュージックツーリズムの取組みは൚用性が高く、様々な地域資源を活用することが可能
である。本調査が、Ի楽を取り入れたまちづくりを行う上での一助になれば幸いである。

編注＝�令和 3 年度国内調査研究報告書（web会員限定公開）を転ࡌ
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令和 5 年度

地域に関わる
多彩なイノベーター

地域づくりベスト版
「関係人口」ʢ2020-2022ʣ




